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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

宮崎市総合計画審議会の開催回数
（回）

次期総合計画の認知度（％）
※市民意識調査結果より

宮崎市総合計画策定・推進会議の開
催回数（回）

宮崎市に満足している人の割合
（％）※市民意識調査結果より

宮崎市総合計画策定・推進会議専門
部会の開催回数（回）

事
業
概
要

　社会経済情勢や本市を取り巻く課題等のほか、市民ニーズ等を踏まえた新たなまちづくりの指針となる、第六
次宮崎市総合計画を策定する。策定後は、市民共有の計画となるよう周知を図る。
●宮崎市総合計画審議会（最大15名）
　・宮崎市総合計画について審議する諮問機関
●宮崎市総合計画策定・推進会議
　・総合計画に関する基本的事項を協議する庁内会議（二役・部局長等）
●宮崎市総合計画策定・推進会議専門部会（最大25名）
　・総合計画の策定及び改訂に係る協議、検討を行うとともに、施策のフォローアップ等を行う会議（庁内（課
長級）及び外部委員（審議会委員の実務者）

【令和４年度】 審議会委員の公募、策定支援業務委託のプロポーザル
【令和５年度】 第六次宮崎市総合計画の検討
【令和６年度】 第六次宮崎市総合計画の策定、市民への周知ＰＲグッズ作成
【令和７年度】 第六次宮崎市総合計画の施行、市民への周知ＰＲ

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　現行の第五次総合計画の計画年度が令和６年度までとなっていること及び令和６年度には市制100周年を迎
え、次の100年に向けた新たなまちづくりの指針を示すために、令和７年度を始期とする第六次宮崎市総合計画
（次期地方創生総合戦略を包含）の策定に取り組む必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 30,300

事業目的 　中長期的な視点を持ち、官民協働により、市政を総合的かつ計画的に進めていくため。

実績値 実績値

目標値 4 4 目標値

55.0

実績値 実績値

目標値 7 5 目標値 50.0

55.0

実績値 実績値

目標値 2 3 目標値 50.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　総合計画の策定 　審議会等の開催により基本構想、基本計画につ
いて議論する。

　次期総合計画の策定によって、目標とする都市
像とそれを達成する重点目標や主要施策が明確に
なり、戦略的なまちづくりが推進されることで、
市民満足度が高まる。

　目標とするまちづくりに向け、あらゆるステー
クホルダーが市政を総合的かつ計画的に進めてい
る。

主要施策 その他 公民連携 ○

根拠法令等 まち・ひと・しごと創生法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 第六次宮崎市総合計画策定事業 短縮コード 13538

基本目標 その他 事業区分 ソフト

重点項目 その他 ＤＸ活用 ○

所管課 0108150000　企画財政部　企画政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 第六次宮崎市総合計画策定事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

職員からの「施策」に関する提案件
数（件）

「施策」の調査研究を行い、具
体化した割合（％）

職員からの「業務改善等の新たな取
組」に関する提案件数（件）

「業務改善等」調査研究を行
い、取組に着手した割合（％）

「みやＰＯＲＴ」を活用し、公
民連携を行った件数（件）

事
業
概
要

　以下の「１で採択された提案」及び「２」について、政策課題の検討及び提案内容の調査研究に伴う必要な経費（先進
地視察のための旅費、専門家への報償費、消耗品費等）の支給を行う。

１　政策形成チーム（ボトムアップ）
　・　時代の潮流を捉えた「施策」及び「業務改善等」の新たな取組を推進するため、庁内公募で提案を募集
　・　提案はそれぞれに、①市政研究グループ（課としての提案　※複数課にまたがる場合有）
　　　　　　　　　　　　②自主研究グループ（任意提案）　に分類
　・　提案事業の採択については、必要に応じて市長プレゼン、表彰及びHP掲載等を行い、組織活性化につなげる
　・　採択された提案について、①は課として調査研究を実施、②は提案者が調査研究を行うか否かは選択可能
　　　※②で提案者が調査研究を行わない場合は、提案内容の所管課が調査研究を実施
　・　メンバー：①は提案課所属職員の個人又は職員グループ、②は任意の個人又は職員グループ
２　政策課題検討チーム（トップダウン）
　・　市長からの指示懸案事項、その他市長特命政策課題（１→２への変更分含む）について、具体的検討を行う
　・　メンバー：政策課題と関連のある課の職員、政策課題の解決に向けて専門性を有する職員

○提案募集は４月中旬から５月中旬まで、調査研究は６月中旬から翌２月末までを想定　※調査研究後には要報告
○調査研究に関しては、宮崎市公民連携総合窓口（みやＰＯＲＴ）の積極的な活用を検討する

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　新型コロナウイルス感染症感染拡大の長期化、DX、働き方改革等、本市を取り巻く環境は常に変化しており、
複雑で多様化する行政課題に対応するためには、時代の潮流を捉えた市政運営が必要である。

※「市政研究事業」と「政策発掘支援事業」を令和４年度までで廃止とし、再構築する事業
※令和４年度実績：市政研究事業14件（配当件数）、政策発掘支援事業24件（政策課題1件、施策提案8件、業務
改善等提案13件、取下2件）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,750

事業目的 時代の潮流を捉えた市政運営の促進を図るため。

2

実績値 実績値

目標値 目標値 1 1 2

70.0

実績値 実績値

目標値 14 15 16 目標値 70.0 70.0 70.0

50.0

実績値 実績値

目標値 24 25 26 目標値 50.0 50.0 50.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・事例紹介を含めた事業の周知を図り、職員が提案
しやすい環境づくりを行った上で、提案内容を審査
し、採択案件に対して調査研究費用の支給を行う

・職員から積極的な提案が行われる。
・政策課題の検討及び提案内容の調査研究が行わ
れる。

・先進地視察、講師招聘、庁内協議で課題・事例
を検討し、新規事業化や業務改善の取組につなが
る。

・人材育成が図られるとともに、時代の潮流を捉
えた市政運営が展開される

主要施策 職員の資質向上と機能的な組織体制の確立 公民連携 ○

根拠法令等 宮崎市市政研究旅費事業実施要綱、政策発掘支援事業実施要綱 戦略ＰＪ 1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 チャレンジ政策提案事業 短縮コード 13539

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ○

所管課 0108150000　企画財政部　企画政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 チャレンジ政策提案事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

ロゴマークの作成と公表イベントの
開催（回）

SNSへのロゴマーク関連投稿者数

ロゴマークPR動画の作成(本)と市内
大型モニター等での放映(回)

官民でのマーク利用（件）

ロゴマークを絡めたモニュメントの
設置（件）

マークの商用利用（件）

事
業
概
要

①ロゴマークの作成
　本市での生活歴があり、かつ、若年層に向けて、市の魅力を文字とデザインにより分かりやすく表現できる発
信力のある個人等にロゴマークの作成を委託し（R5）本市で商標登録を行う。（R5）
②ロゴマークPR動画の作成
　ロゴマークの認知度向上等を目的に、ロゴマーク作成者の作画タイムラプス動画の作成を委託し、市HP等で公
表するほか（R5）、記念事業期間の節目に市内大型モニターで放映する。（R6）
③ロゴマーク公表イベントの開催
　ロゴマークの公表を兼ねた、市長と作成者のトークイベントを委託により実施する。（R6.3）
④ロゴマークと絡めたモニュメントの設置とSNSによる発信の促進
　ロゴマークと絡めたモニュメントの設計、制作、設置を委託し、観光地等へ設置する。（R6）
【参考：他都市事例】

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本市は、令和６年４月に、市制施行以来、最も大きな節目となる100周年を迎える。
人口減少の局面が本格化する次の100年においても、活力あるまちであり続けるためには、市民や企業から本市
の魅力や地域資源が認知され、選ばれるまちとなる必要があるが、現在のところ、本市の魅力や地域資源は、絶
対的な認知度を獲得できておらず、他都市との差別化までには至っていない。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 11,000

事業目的
次の100年も、市民や企業から選ばれるまちであり続けるため、市の魅力が市内外の人に認知され、市民のまち
への愛着や誇りが高まる新たなロゴマークを作成し、その活用に取り組む。

5

実績値 実績値

目標値 3 目標値 3 4

200

実績値 実績値

目標値 2 10,000 目標値 100 150

200

実績値 実績値

目標値 1 目標値 100 150

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

ロゴマークの作成、活用を通して、官民一体となっ
た都市のブランディングを促進する。

市の魅力が内外に認知されるロゴマークを作成
し、利用促進に取り組む。

ロゴマークが様々な場面で発信され、官民問わず
使用される。

市の魅力が市内外に認知され、市民のまちへの愛
着や誇りが高まる。

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 市制１００周年記念都市ブランド推進事業 短縮コード 13540

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ○

所管課 0108150000　企画財政部　企画政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 市制１００周年記念都市ブランド推進事業 会計区分 一般

鹿児島市ロゴマーク

シティプロモーション戦略事業の一環として、

2019年度に作成。当初予算額:約5,000万円

神戸市モニュメント

開港150周年を機に2017年度に作成。

当初予算額:約2,000万円
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

食・観光のＰＲ件数 取材に来たメディア件数

飲食店へのＰＲ件数（延べ） 宮崎食材の採用件数
（ＰＲの15%程度目標）

企業への面談件数（オンライン含
む）

企業誘致・公民連携の件数
（打合せの10%目標）

事
業
概
要

　企業等との連携による食・観光・移住・定住のＰＲや、首都圏の飲食店へ重点化した食のＰＲを行う。また、
企業等へのシティセールスを進めるためにネットワークの強化を図る。
１　企業等と連携した食・観光・移住・定住のＰＲ推進
　⑴対象　首都圏の在住者
　⑵手段　広告媒体や商業空間等を活用したＰＲ、企業等とのタイアップによるＰＲ企画など。
２　農産物等の首都圏の飲食店へのセールス強化
　⑴対象　首都圏の飲食店、ホテル
　⑵手段　農畜水産物や加工食品等の販路拡大に繋げるため、初回輸送費用等を支援する。
３　民間企業等とのネットワーク強化
　⑴対象　首都圏の企業
　⑵手段　民間コワーキングスペース等を活用し、会員となっている首都圏の企業とのネットワーク構築
　　　　　およびシティセールスを実施し、公民連携や企業誘致に繋げる。
４　首都圏を中心とした宮崎のファンづくり
　⑴対象　宮崎に関心のある首都圏在住者、在京宮崎市人会実行委員会
　⑵手段　認知度を上げるプレゼントやファンミーティング開催、在京宮崎市人会の開催支援。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・アフターコロナを見据え、首都圏において各都市でシティセールス活動が活性化している。
・企業等から効果の高いシティセールスについて提案があるものの、年度内実施の企画が多く、費用が伴う案件
は見送る結果となるため、事務所として機動的に実施できていない。
・飲食店等で生産者の顔が見える農畜水産物を求める声があるが、流通ルートがなかったり、運送費等が嵩むこ
とで商談が難しい。
・公民連携や農畜水産物の販路拡大には、さらに民間企業との接点を増やす必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 9,500

事業目的 首都圏でのシティセールス（認知度向上、販路拡大、公民連携、移住定住）を推進する。

実績値 実績値

目標値 100.0 100.0 100.0 目標値 10.0 10.0 10.0

実績値 実績値

目標値 36.0 36.0 36.0 目標値 5.0 5.0 5.0

実績値 実績値

目標値 3.0 3.0 3.0 目標値 9.0 12.0 15.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・首都圏在住者向けにＰＲイベント等を実施する。
・飲食店等に宮崎産品をＰＲする。
・民間企業とのネットワークを強化する。

・ＰＲイベント等の開催。
・飲食店への宮崎産品紹介。
・企業との面談回数や接点を増やす。

・宮崎市の認知が増えファンが増える。
・飲食店での宮崎産品採用に繋がる。
・企業誘致や公民連携の取組が増える。

・食や観光面で宮崎ファンが増えることで、首都
圏から本市への経済的な波及が広がっていく。

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携 ○

根拠法令等 なし 戦略ＰＪ 1-1,1-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 首都圏シティセールス推進事業 短縮コード 13541

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0108150000　企画財政部　企画政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 首都圏シティセールス推進事業 会計区分 一般

4



～

6

1

4

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

写真データの公開枚数 特設サイトの閲覧数（年間）

写真ダウンロード数（年間）

事
業
概
要

■概要
・市公式写真アーカイブサイトを制作し、市民等を対象に、市が保管する写真データを公開する。
・利用者はいつでも無料で市の写真を使用することができ、宮崎の歴史を知り、郷土愛を育む教育の場面等で活用できる。
■サイトイメージ
・検索エンジンにより、キーワードで目的の写真をダウンロードできる（テーマ、地区、年代、ジャンル等）。
■写真アーカイブサイトの構築（令和5年度：工期約4ヵ月）
・利用しやすいサイトの構築（テーマ、地区、年代、ジャンル等から検索可能とする）
・過去の写真情報の整理
・利用規約の整理
■写真アーカイブサイトの公開（令和6年4月1日～）
・市制100周年事業として位置付ける
・市ホームページの特設サイトとして公開
・随時、写真の追加等を行う

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

官民データ活用推進基本法において、地方公共団体はオープンデータに取り組むことが義務付けられており、
オープンデータの取組により、市民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解決、経済活性化、行政の高度
化・効率化等が期待されている。様々なオープンデータ化の取り組み例がある中で、市では、市職員などが撮
影した写真を大量に保管しており、長年蓄積された写真は魅力的な景観写真のほか公共施設や災害、街の変遷
を記録したものが多く、本市の貴重な歴史財産として、次世代への伝承・活用が必要である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,569

事業目的 市制100周年に向けて、宮崎市の魅力を再発見できるよう整備し、郷土愛の醸成に繋げる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 3,000 3,000

実績値 実績値

目標値 1,000 1,100 目標値 50,000 50,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

市民に対して、市が保管する写真をまとめた写真
アーカイブサイトを公開する。

保管する写真情報の整理を行い、アーカイブサ
イトにて公開する。

市民がそれぞれの用途（観光、経済活動、教
育、趣味）に応じて活用できる。

宮崎市の魅力を再発見できるよう整備し、郷土
愛の醸成に繋げる。

主要施策 広報広聴機能の充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎市写真アーカイブサイト構築運用事業 短縮コード

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ○

所管課 0108300000　企画財政部　秘書課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 宮崎市写真アーカイブサイト構築運用事業 会計区分 一般
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～

2

3

4

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

報恩郡からの訪問団の受入回数 延べ交流人数（行政及び青少年
交流等）

事
業
概
要

姉妹都市盟約30周年を記念し、韓国・報恩郡からの訪問団の受入を行う宮崎市国際交流協会の事業を支援する。
また、市民の姉妹都市への理解を深めるため、啓発事業を実施する。

①訪問団受入
【補助対象】宮崎市国際交流協会
【訪問団】報恩郡10名
【滞在時（2泊3日）の行程】1日目：13:00　空港での出迎え、15:30　市長表敬
　　　　　 　　　　　　　　　　　18:00　歓迎会（協会等関連団体）
　　　　　　　　　　　　　2日目：9:00～11:30　市内中学校訪問、12:00　昼食
　　　　　 　　　　　　　　　　　14:00～15:30　記念式典、18:00　歓迎会（市長他）
　　　　　　　　　　　　　3日目：9:00～11:30　市内見学等、12:00　空港にて見送り
②啓発事業
・パネル展の実施、市広報への特集記事の掲載等を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
平成5年に旧高岡町が韓国・報恩郡と姉妹都市盟約を締結し、令和5年度に30周年を迎える。過去の盟約10、20周
年時に、相互に訪問団の受入・派遣を行っており、令和5年度の盟約30周年時は、宮崎市が報恩郡の訪問団の受
入を行う番である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,550

事業目的 姉妹都市との交流促進及び世界に開かれた宮崎市を実現する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 目標値 1,110

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・姉妹都市盟約30周年を記念し、報恩郡訪問団の受入
を行う。

・記念式典、歓迎会等を実施し、報恩郡訪問団及
び関係者らとの交流を行う。

・都市間の関係が深化し、引き続き姉妹都市とし
ての交流を継続していくことができる。

・姉妹都市交流が継続し、国際感覚豊かな市民の
増加、世界に開かれた宮崎市が実現する。

主要施策 国際交流と多文化共生の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 報恩郡姉妹都市盟約30周年記念交流事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用 ×

所管課 0108300000　企画財政部　秘書課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 報恩郡姉妹都市盟約30周年記念交流事業 会計区分 一般
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2

3
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

ハンドブックの配布数 宮崎市が外国人にとって住みやすいと
思う市民の割合（％）【市民意識調
査】

オリエンテーション動画の視聴数
（累積）

事
業
概
要

（１）外国人住民向け「生活ハンドブック」の作成
　生活情報や行政手続き、災害情報など、本市で生活する上で必要となる情報を集約した、外国人住民向けの「生活ハンド
ブック」を作成する。
　〇概要版（媒体：冊子及び電子データ（PDF）／16P程度）
　【用　　途】転入手続きの際に配布。QRコードで動画、ホームページ等への誘導に活用
　【作成言語】英語、中国語（簡体字）、韓国語、ベトナム語、やさしい日本語
　〇詳細版（媒体：電子データ（PDF)／50P程度）
　【用　　途】生活情報等の詳細な説明を掲載（簡易版から誘導）
　【作成言語】英語、中国語（簡体字）、韓国語、ベトナム語、やさしい日本語
　
（２）外国人住民向け「生活オリエンテーション動画」の作成
　ハンドブックの内容を、アニメーションで視覚的に説明するオリエンテーション動画を作成し、生活に必要となる情報の
更なる理解・定着を図る。
　【作成言語】英語（※英語、中国語（簡体字）、韓国語、ベトナム語、やさしい日本語の各字幕版を作成）
　【動画時間】５分程度
　【視聴方法】①インターネット上に掲載。
　　　　　　　②宮崎市国際交流協会の実施するイベント等で上映。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本市における外国人住民数は、令和4年1月時点で2,298人と、直近10年間で710人(約45％）増加している。ま
た、国籍別に見ると、中国や韓国、米国に加え、ベトナムをはじめとする東南アジア国籍の住民も増えており、
住民の多国籍化も進んでいる。
本市在住の外国人住民にとって暮らしやすく、新たに転入してきた外国人も速やかに生活に馴染むことのできる
宮崎市を実現するため、転入手続きの際などの機会を捉え、生活情報や行政手続き、防災情報など、生活に必要
な情報を多言語で提供する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 14,100

事業目的 外国人住民等が暮らしやすい宮崎市を実現する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 500 1,050 1,650 目標値

実績値 実績値

目標値 400 410 420 目標値 48.0 50.0 52.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・外国人住民向けの生活ハンドブックを作成する。
・外国人住民向けの生活オリエンテーション動画を作
成する。

・転入手続きの際などにハンドブックを配布。
・宮崎市国際交流協会の実施するイベント等でオ
リエンテーション動画を視聴してもらう。

宮崎市での生活に必要な情報を入手できる。 日本語を母語としない外国人住民等が暮らしやす
い宮崎市を実現する。

主要施策 国際交流と多文化共生の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-2, 2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 外国人住民向け生活オリエンテーション動画等作成事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用 ×

所管課 0108300000　企画財政部　秘書課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 外国人住民向け生活オリエンテーション動画等作成事業 会計区分 一般
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2

3

4

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

外国人住民向けホームページ記事更
新頻度

外国人住民向けホームページ閲
覧数（各言語合計）

生活オリエンテーション、防災訓練
等の実施数

生活オリエンテーション、防災
訓練等の参加者数

避難訓練等でコールセンターを周知
した回数

コールセンターを利用した人数

事
業
概
要

（１）災害時多言語コールセンター設置事業
　市内在住の外国人住民及び市内滞在中の訪日観光客等を対象に、通訳を介して市へ災害情報等を問い合わせることのでき
る災害時多言語コールセンターを設置する。
　開設期間：宮崎市情報連絡本部設置後に開設。本市からの閉設の連絡により、閉設。
　対応言語：21言語（英語、中国語、韓国語、ベトナム語など）

（２）外国人住民向けホームページ改修事業
　現行の外国人住民向けホームページに「ベトナム語」及び「やさしい日本語」のページを追加する。

（３）宮崎市国際交流協会支援事業
　宮崎市国際交流協会に対し、外国人住民支援に従事する職員の人件費等の補助を行う。
　〇対象経費：人件費（事務局員のスポット職増員）
　　　　　　　管理費（備品費）
　　　　　　　事業費（報償費、需用費）
　〇実施事業：・生活オリエンテーション（出前講座）の実施
　　　　　　　・外国人支援団体との意見交換実施　など

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市における外国人住民数は令和4年1月時点で2,298人となっており、直近10年間で710人（約45％）増加して
いる。また、国籍別にみると、国籍数が68か国となっており、中国や韓国、米国に加えて、ベトナム、インドネ
シア、ネパールなど、東南アジアの国籍の住民が増え、住民の多国籍化も進んでいる。本市の外国人住民にとっ
て暮らしやすい宮崎市を実現するため、外国人住民支援の更なる充実が必要とされている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 9,900

事業目的 外国人住民等が暮らしやすい宮崎市を実現する。

実績値 実績値

目標値 10 10 10 目標値 20 20 20

実績値 実績値

目標値 15 20 25 目標値 70 95 120

実績値 実績値

目標値 10 10 10 目標値 10,000 12,000 14,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・災害時多言語コールセンターを設置する。
・外国人住民向けホームページにベトナム語及びやさしい
日本語のページを追加する。
・市国際交流協会の外国人住民支援事業に対し、補助を行
う。

・災害発生時に多言語コールセンターを開設する。
・追加したページで外国人住民向けの情報発信を行
う。
・協会と連携し、生活オリエンテーションや防災訓練
を実施する。

・災害発生時、外国人住民が、多言語で迅速に災害や
避難所情報等を入手することができる。
・日本語を母語としない外国人住民等が必要な情報を
入手することができる。

日本語を母語としない外国人住民等にとって、安
全・安心で暮らしやすい宮崎市を実現する。

主要施策 国際交流と多文化共生の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-2, 2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 外国人住民支援事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用 ×

所管課 0108300000　企画財政部　秘書課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 外国人住民支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

経営分析を行う施設数 収益性（ポテンシャル）を確認
できた施設

事
業
概
要

■対象
令和４年度※：城の駅、田野物産センター
令和５年度：道の駅フェニックス、交流プラザきよたけ
令和６年度：道の駅高岡
■手段
物販施設の経営分析（現状分析、市場調査、売上ポテンシャル予測等）を行う。総務省の「地域力創造アドバイ
ザー制度」を活用し、物販施設の経営等の分析に詳しい専門家に調査を依頼する。

　[参考]経営分析の具体的な内容
　「調査設計」「売上・財務等の数値分析」「立地診断」「商圏調査・分析」「需要予測」
　「方向性提案」

※令和４年度において、２施設を対象として同様の経営分析を実施するため、９月補正予算を計上（5,600千
円）
　

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　道の駅等の物販施設については、令和元年度からのコロナ禍における利用者の減や、施設ごとの課題（施設の
老朽化や収支の悪化等）があるため、民営化の可能性等を検討することを含め、今後の施設としての方向性を具
体的に検討すべき時期に来ている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,100

事業目的
　物販施設の経営分析を行うことで、今後の施設の方向性を検討していくための課題の再整理及び判断材料を整
理する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 2 1 目標値 2 1

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

物販施設の経営分析
・売上実績、財務状況の精査
・施設立地、商業圏等市場規模の調査

分析結果をベースにした需要予測 施設の持つポテンシャルを明らかにする。 施設を継続する場合は、より稼ぐ施設への転換。
それ以外は、民間事業者への事業継承や廃止。

主要施策 効率的で効果的な行政経営 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 物販施設経営分析事業 短縮コード 13370

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ×

所管課 0108700000　企画財政部　都市戦略局都市戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 物販施設経営分析事業 会計区分 一般
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1
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

市民検討会の開催回数 市民検討会からの意見書提出

事
業
概
要

　有識者や関係団体の代表者等で構成する「市民検討会」を開催し、これまでの検討結果について意見を求め
る。（令和４年度：３回、令和５年度：１回、計４回）
　※令和４年度において、３回分の市民検討会開催経費を９月補正予算に計上（200千円）

今後のスケジュール
・令和４年度
　　市民検討会の開催（第１回～第３回）、見直しの考え方等の整理
・令和５年度
　　市民検討会の開催（第４回、意見書の提出）
→検討会の意見を踏まえ見直しの内容を調整した後、令和５年度以降、議会等への説明を経て各施設の条例を改
正予定。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　人口構造の変化や施設の老朽化に伴う財政面の課題や受益者負担の公平性における課題を解決するため、市で
は平成28年に「宮崎市公共施設使用料設定基準」を策定。
　これまで、基準に基づく統一的な見直しの実施に向けて、施設所管課と連携し庁内での検討を進めてきたが、
今後は市民への説明責任を果たすため、さらに議論を深めていく必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,060

事業目的 　受益者負担を原則とする統一的な使用料の設定

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 目標値 1

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

統一的な使用料の設定について外部の意見を聴取 市民検討会の開催 外部の多角的な視点を踏まえた使用料設定の考え
方の整理

受益者負担を原則とする統一的な使用料の設定

主要施策 効率的で効果的な行政経営 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 公共施設使用料検討事業 短縮コード 13369

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ×

所管課 0108700000　企画財政部　都市戦略局都市戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 公共施設使用料検討事業 会計区分 一般
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5

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

移住希望者の相談対応件数 移住世帯数

大都市圏でのイベント件数 移住世帯の3年後の定着率
※第2期地方創生総合戦略に基づ
く

民間主催のイベントの開催

事
業
概
要

■対象者
　本市への移住希望者または移住してきた者
■手段
①相談対応
　対面またはオンラインによる宮崎市移住センターでの相談対応、都市部での相談会を実施する。
②関係機関や関係団体等との連携
　国や県の機関をはじめ各行政機関との連携及び国・県または民間事業者による移住・定住に協力してもらう法人・団体（移住アンバ
サダー）との意見交換により、情報共有・連携強化を図りながら、移住者への支援体制の充実を図る。
③情報発信
　宮崎市移住センターのホームページやSNS等を活用して情報を発信する。
④イベントの活用
　国や宮崎県等が主催する移住関連イベントや民間事業者との公民連携により開催するイベントを活用し、移住促進や定住を図る。
⑤移住支援金受付及びフォローアップ
　国と県が実施する移住支援金制度の面談や申請書類の受付、交付後の移住者のフォローアップを実施する。
■運営方法
「移住センター運営業務」を委託する。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　国は、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020改訂版）において、東京一極集中を是正し、地方への移
住・定住の流れをつくることを打ち出している。本市においても、県外からの人口の流入の促進、流出の抑制を
図るとともに、本市への移住に重点を置く必要がある。
　移住検討者・移住者は、移住先の暮らしや就労などに関する不安を抱えている。宮崎市の情報や相談対応に加
えて、新たに移住支援金の受付を担うワンストップ窓口を設置することにより、不安解消につなげ、宮崎市への
移住・定住を促進する。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 13,100

事業目的 　市内への移住・定住者へのサポートを図る。

実績値 実績値

目標値 3 3 3 目標値

実績値 実績値

目標値 2 2 2 目標値 80.0 80.0 80.0

実績値 実績値

目標値 1,650 1,750 1,850 目標値 250 250 250

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・相談対応
・関係機関や関係団体等との連携
・情報発信
・イベントの活用

・移住希望者、移住者の相談件数の増加
・イベントの活用

・移住世帯が増加する。
・移住世帯の3年後の定着率が向上する。

・地域の人材確保が図られる。

主要施策 移住・定住対策の推進 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎市移住センター運営事業 短縮コード 13545

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0108700000　企画財政部　都市戦略局都市戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 宮崎市移住センター運営事業 会計区分 一般
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2
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

相談対応件数 国交付金対象分
支給決定件数

県独自分
支給決定件数

国・県支給決定者のフォロー
アップ件数

事
業
概
要

■対象者
宮崎県外から宮崎市へ移住して就業または起業等をされた方
■支援金支給額
①2人以上の世帯の場合：100万円（18歳未満の世帯員を帯同して移住する場合は100万円加算）
②東京圏の単身世帯の場合：60万円
③（②以外の）東京圏、名古屋圏、大阪圏、福岡県の単身世帯の場合：30万円
■支援金の主な要件（国・県の要綱）
・宮崎市へ住民票を移す直前の10年間のうち、通算5年以上県外に在住し、県外事業所へ通勤
・宮崎市へ転入後3か月以上1年以内。
・移住支援金の申請日から5年以上継続して移住先の市町村に居住する意思を有する。
（就業者）
・ふるさと宮崎人材バンクに「移住支援対象」と表示されている求人に応募・就職する。
・移住支援金の申請日から5年以上勤務する意思を有する。
（起業者）
・起業者とは、「宮崎県地域課題解決型企業支援事業」の交付決定を受けた者に限る。
（テレワーク）
・所属先企業等からの命令ではなく、自己の意思により移住した場合であって、移住元での業務を続ける。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　東京圏への人口の過度な一極集中の是正及び県内の中小企業等の人手不足の解消を目的とし、国及び宮崎県の移住者に
対する支援金制度を引き続き設ける（宮崎市負担：1/4）。
　R4.6.30時点で本支援金の求人サイトに求人登録している企業は987社（うち宮崎市企業322社）、2,095名分の求人があ
り、人材確保を求めている状況となっている。
　本市においては、就職や進学等を機に、市外へ転出する人が多いため（令和３年度12,945人）、改めて、国及び県の制
度を活用し、移住支援策に取り組むことで、市外から人材を呼び込み、人口の流入と人材確保に寄与する。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 124,050

事業目的
　生産年齢人口（15～64歳）不足対策のため、県と連携して、地方創生推進交付金を活用した移住支援金を支給
する。

実績値 実績値

目標値 目標値 140 300 480

実績値 実績値

目標値 目標値 100 110 120

実績値 実績値

目標値 900 1,000 1,100 目標値 40 50 60

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・移住支援金の相談、申請窓口対応 ・相談対応件数 ・地元企業の人材不足の解消
・移住者数の増加
・定住率の向上

・地域の人材確保及び移住者数の増加が図れる
・多様な人材の流入による地域コミュニティの活
性化

主要施策 移住・定住対策の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 移住・定住支援事業 短縮コード 12128

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0108700000　企画財政部　都市戦略局都市戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 移住・定住支援事業 会計区分 一般
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5

1
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

要望活動・訪問（回） 国際線チャーター利用者数
（人）

国際線チャーター便支援数（便数）

事
業
概
要

（１）国際線ＰＲ・要望活動（1,100千円）
　【内容】国際線の路線再開及び維持充実に向けたPR及び要望活動(トップセールス)に要する旅費。
　【ＰＲ・要望先】①韓国、②台湾

（２）国際線チャーター等就航支援事業（6,000千円）
　【内容】国際線の再開を図るため、その運航に要する経費の一部を支援。
　【対象・手段】市が国際便運航会社に対して補助。
　【対象国】①韓国、②台湾

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受け、R3年度の宮崎空港利用者数はコロナ前（令和1年度）の約40%、
国際線もR2.3月より運休が続いている。
宮崎空港発着の航空路線は、本市経済の活性化や観光面を中心とした交流拡大を図る上で欠かすことのできない
重要な交通基盤であることから、航空需要及び航空路線の回復に向けた取組を実施する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 8,600

事業目的 航空需要及び航空路線の回復を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 64 64 64 目標値

実績値 実績値

目標値 2 2 2 目標値 1,280 5,120 7,680

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・現地（海外）でのＰＲ・要望活動
・国際線チャーター便の運航補助

・現地（海外）でＰＲ・要望した回数
・国際線チャーター便支援数（便数）

・国際線チャーター利用者数 ・定期便の回復やチャーター便増便により
　航空ネットワークの利便性が高まる。
・宮崎空港の利用者数が回復し、路線の
　維持・充実が図られる。

主要施策 広域公共交通網の構築 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-3,1-4

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎ブーゲンビリア空港路線回復事業 短縮コード 13544

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0108700000　企画財政部　都市戦略局都市戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 宮崎ブーゲンビリア空港路線回復事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

個別案件協議の回数 新たな整備・運営手法を導入又
は導入の検討を開始した施設数

職員研修の開催回数

事
業
概
要

■対象
　本市が保有する全ての公共施設及び公有財産

■手段
　公民連携事業についての専門的な知見を有するかつ実務経験者に、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業など民間活力の導入に
関する総合的なアドバイザリー業務を委託し、各施設が抱える課題の洗い出しや今後の新たな公民連携事業の展
開を検討する。
　また、施設所管課を対象とした公民連携に関する研修会及び個別相談を開催し、担当職員の知識の習得及び意
識醸成を図る。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　「宮崎市公共施設等総合管理計画」に掲げる実施方針の一つである「民間との連携の推進」については、これ
まで「宮崎市公民連携（ＰＰＰ）の導入に向けたガイドブック」や「宮崎市ＰＦＩ導入の手引」に基づき、各施
設所管課に対して民間活力導入の積極的な検討を促してきた。
　しかしながら、実際には、職員の専門的知識の不足、先行事例の少なさなどの理由により、十分な取り組みが
進んでいない状況となっている。
　厳しい財政状況の下で多様な政策ニーズに的確に対応するためには、公民連携により民間の知恵と資金を最大
限活用していくことが喫緊の課題である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 10,750

事業目的
　公民連携に関する先進的な取組みを行ってきた専門家の視点を加え、本市公共施設の課題の再整理及び今後の
事業展開を検討し、民間主導型の公民連携事業を加速させ、地域経済の成長を目指す。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 2 目標値

実績値 実績値

目標値 8 目標値 2

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・施設ごとの課題整理、事業実施に向けた検討
・職員の知識習得、意識醸成に向けた取り組み

・個別案件協議【例：包括管理委託、温泉（休養
村、歓鯨館）、Park－PFI、公民館等、科学技術
館、公園、児童館】
・職員研修（４月、１０月）

・公民連携事業によるコスト削減と稼ぐ公共施設
経営を構築する。
・成功事例を積み上げ、職員が常に公民連携事業
を視野に入れた事業構築に取り組む。

・効率的で効果的な行政運営（コスト削減と稼ぎ
を生み出す公共施設経営）による地域経済の成長

主要施策 効率的で効果的な行政経営 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 公民連携による公共施設マネジメント推進事業 短縮コード 13568

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ×

所管課 0108700000　企画財政部　都市戦略局都市戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 公民連携による公共施設マネジメント推進事業 会計区分 一般
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5

1

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

ぐるっぴー協賛企業数(件) 事業収入（協賛広告（千円））

ぐるっぴー発着場（市有地）でのﾄﾗｲ
ｱﾙ･ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞの実施(回数)

民間事業者へのヒアリング等
（件）

まちづくり検討会（回数） 民間投資の促進（件）
（NTT広島ビル）

事
業
概
要

(1)ぐるっぴー運営支援事業　13,555千円
○運行協議会に対して運行委託費や修繕費など運営に必要な経費を補助する。
　①需要費
　　・保健所車庫充電料　240千円（＠20千円×12月）
　②運営費補助
　　・運行委託補助　 12,911千円
　　・修繕費　　　　    300千円
    ・事務費　　　　　　104千円
(2)発着場（市有地）でのトライアル・サウンディングの実施
○トライアル・サウンディング実施に当たり市が最低限の利用環境を整える。
　　・電気水道料　　　　214千円
(3)まちづくり検討会
○運行ルートエリアの民間事業者（ぐるっぴー運営サポーター等）と行政が対等な立場でエリアの将来像を共有
し、次世代に向けた持続可能なまちづくりのための民間投資誘導策等を検討する。
　　・会議室使用料　　 231千円

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　ぐるっぴーは宮崎駅西口開発にあわせて回遊性の向上を目的に運行を開始。運行2年が経過し、ウォーカブル
やゼロカーボンシティを推進する上でのツールとして沿線事業者からの支持を得始めているところ。今後も単な
る移動手段ではなく、新たな民間開発等と連携した取り組みを講じていく必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 29,000

事業目的
 公民連携により、運行エリアを中心とした宮崎駅周辺エリアの価値向上（ウォーカブル・ゼロカーボン・ス
マートシティ）を図り、規制緩和等の他施策と連動させ、投資の好循環を生み出す。

実績値 実績値

目標値 3 3 3 目標値 1 1

実績値 実績値

目標値 1 目標値 3 3 3

実績値 実績値

目標値 30 30 30 目標値 1,500 1,800 2,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

(1)ぐるっぴーの安定運行
(2)発着場（市有地）の民間活用検討
(3)民間事業者との対話

(1)ぐるっぴーの安定運行が確保され、多様な主
体に利活用が図られる。
(2)トライアル・サウンディングの実施
(3)まちづくり検討会の実施

(1)事業収入（協賛広告）の増加
(2)市有地の本格的利活用提案募集
(3)民間投資を促進する市の施策の検討（規制緩
和等）

(1)宮崎駅周辺エリアを中心とした都市機能の魅
力向上（ウォーカブル、民間投資の促進）

主要施策 都市機能の集約化 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 次世代型まちづくり推進事業 短縮コード 12313

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0108700000　企画財政部　都市戦略局都市戦略課 事業期間 R5 R7

事務事業名 次世代型まちづくり推進事業 会計区分 一般
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6

1

2

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

市役所改革推進委員会開催回数 「職員が気軽に相談できる職場風土で
ある」と感じている職員の割合

コンプライアンス特別研修実施回数 「本市のコンプライアンスへの取組は
十分に取り組んでいる」と感じている
職員の割合

コンプライアンス推進参与とのWEB会
議

事
業
概
要

コンプライアンス推進参与による、本市のコンプライアンス推進への指導・助言を得るとともに、同参与の各種
会議への参加及び本市職員への研修を行う。

市役所改革推進委員会　半日(4ｈ程度)*年４回
コンプライアンス特別研修　半日(4ｈ程度)*年４回
※いずれも行程は1泊2日を予定

コンプライアンス部門(市役所改革推進課)協議(ＷＥＢ会議想定)　年４回

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本市が市民へ質の高い行政サービスを提供し、市民の信頼と期待にこたえられる市政運営を展開するために、す
べての職員が本市の課題を「自分ごと」と捉え、市民に寄り添った価値観をもって行動できる組織風土となるこ
とを目指して、令和3年2月24日にコンプライアンスの専門的見地から意見や助言をいただく「コンプライアンス
推進参与」を設置した。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 8,540

事業目的 本市の市政運営におけるコンプライアンスの推進を図る。

実績値 実績値

目標値 4 4 目標値

-

実績値 実績値

目標値 4 4 目標値 20.5% 25.5% -

-

実績値 実績値

目標値 4 4 目標値 39.0% 44.0% -

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

本市コンプライアンス推進のための市役所改革推進
委員会(ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽについて)、研修の実施等

部局長等を対象とした市役所改革推進委員会、課
長級等を対象としたコンプライアンス特別研修の
実施。その準備等のためのコンプライアンス推進
参与とのWEB会議の実施。

組織風土の改善により、職員(特に管理職)におけ
る、ビジョンの浸透などの意識変革が図られる。

職員全体の意識改革が図られ、経営理念実現のた
めの土台となる組織が醸成される。

主要施策 職員の資質向上と機能的な組織体制の確立 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 コンプライアンス推進事業 短縮コード

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ×

所管課 0112400000　総務部　市役所改革推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 コンプライアンス推進事業 会計区分 一般
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～

6

1

2

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

勉強会の実施回数 聴講者数(オンライン聴講者も含
む)

受講者アンケートで「自己研鑽につな
がった」と回答した職員の割合

事
業
概
要

職員の自己研鑽を促進するため、職員に、外部講師の講話や市長との対談等への参加機会を提供し、現代社会に
求められる市役所像・職員像について理解を深める。

事業対象：本市職員(任意参加)
事業内容：外部講師による講演・市長と外部講師の対談
開催回数：年２回(予定)

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

コロナ禍等の影響により、現在、職員が先進自治体や民間企業等の先進的で優良な取組事例について学び、政策
立案の参考にする機会が減少している。
このような中、市役所改革推進ビジョンに掲げる職員の意識改革を実践するための手段として、職員の更なる資
質や専門性の向上を目的とし、自主的に職員が参加する自己研鑽の機会として、市長と他自治体の首長あるいは
民間企業の経営者等の対談の場を設け、自身の学びを深める場が必要となっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,670

事業目的 行政のプロとしての職員の意識向上を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

-

実績値 実績値

目標値 目標値 95% 98% -

-

実績値 実績値

目標値 2 2 - - 目標値 250 300 -

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

本市職員を対象とした勉強会の実施
(外部講師による講演・市長と外部講師の対談・質疑
応答)

勉強会の実施
勉強会の実施方法・内容の検証

・職員のモチベーションの向上
・職員のスキルアップ

職員のスキルアップ、モチベーションの向上が図
られることにより、市民から信頼され、市民と向
き合える組織がつくられる。

主要施策 職員の資質向上と機能的な組織体制の確立 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 職員の意識向上（自己研鑽）推進事業 短縮コード

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ×

所管課 0112400000　総務部　市役所改革推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 職員の意識向上（自己研鑽）推進事業 会計区分 一般
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1

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

簡易手順書を作成した課の割合 業務の見直しにより再配分が可
能となる業務時間数(累積)

詳細ＢＰＲを実施した業務数

事
業
概
要

【対象】
全庁各課における個別具体的業務
【手段】
①プロポーザルにより選定した業者に、主に以下の作業について委託する。
・全庁各課における業務調査・分析（業務量、定型度、コア・ノンコア分類等）及び簡易手順書作成
・業務調査・分析を経て選定した１０程度の業務の詳細調査の実施
・詳細調査を実施した業務の見直しの提案（ＲＰＡ、民間委託等）
・業務の見直しの継続手法に関する指導、情報提供
②業務手順書作成・管理システムを導入する。
・システムを導入し、次年度以降も継続した業務手順書の作成・更新を行えるようにする。
【スケジュール（想定）】
令和5年4月：プロポーザル実施、契約
　　5～8月：全業務調査・分析、業務選定
　  9～2月：詳細調査、業務見直しの検討
　　　 3月：業務見直しの提案

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

事業単位における継続の必要性については、これまでも事業評価により審査されてきたところ
であるが、具体的な業務手順や作業内容については、全庁的に抜本的な見直しが図られていない
ところである。
生産年齢人口の減少等に伴う職員減や、感染症や災害といった外的リスク要因が発生した場合にも、市民サービ
スの持続的な提供が可能となるよう、業務の抜本的な見直しによる人的資源配分の最適化を図る必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 32,448

事業目的 全庁的な業務調査による現状の可視化。課題の把握抽出及び個別具体の業務における改善策の検討

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 10 10 目標値

実績値 実績値

目標値 100% 100% 目標値 6,010.5

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

外部委託により、全課の業務について業務量の調
査・分析及び簡易手順書作成を実施し、一部の業務
について、詳細なＢＰＲ調査（業務見直しの提案及
び詳細手順書作成）を行う。

業務量及び業務手順の可視化により、業務の見直
しが行われ、業務の効率化及び不要な業務の廃止
が進む。

業務の見直しにより労働時間が確保され、より重
要な市政課題の解決に注力することが可能とな
る。

市政課題への対応強化による、市民の幸せ実現へ
の短期化。

主要施策 効率的で効果的な行政経営 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 職員の働き方改革推進事業（ＢＰＲ調査) 短縮コード

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ×

所管課 0112400000　総務部　市役所改革推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 職員の働き方改革推進事業（ＢＰＲ調査) 会計区分 一般
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1
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事務委託を行なう郵便局数 郵便局での事務取扱い件数（件/
年）

事
業
概
要

対象：マイナンバーカードを保有する宮崎市民
手段：令和３年５月19日に行われたデジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法
律第37号）における地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成13年法律第120号）
の改正を受け、郵便局に対して事務委託を行う。
成果：今後、マイナンバーカードの普及・利活用が進むと、暗証番号ロックや電子証明書更新等の市民ニーズが
高まっていくことが想定されており、市役所窓口に来庁せずとも手続きが可能となる。

※事務委託を行う郵便局を指定する場合、議会の議決が必要であることから、指定から業務開始まで最低２か月
の準備期間を要する。そのため、Ｒ６年度、Ｒ７年度に追加指定する郵便局の委託に係る経費は１０か月分を計
上している。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

電子証明書の発行・更新、暗証番号の初期化（ロック解除）・再設定が可能な場所の充実に対するニーズが高
まっている。実際に令和２年５月の特別定額給付金のオンライン申請受付開始時には、当該手続きに市民が殺到
して、窓口が混乱したこと等から再発防止策として実施するもの。
なお、令和２年度に多くのカードが発行されたことから、令和６年度～令和７年度頃には電子証明書の有効期限
（発行後５回目の誕生日まで）が到来し、多くの市民の更新手続が必要となるため、窓口の混雑、これに伴う問
合せ等の増加が見込まれている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,854

事業目的 市役所窓口の混雑緩和や市民の利便性向上を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 2 3 目標値 500 750 1,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

郵便局に事務委託し、市民が郵便局でマイナンバー
カードの電子証明書の発行・更新、暗証番号の初期
化・再設定ができる。

事務委託が可能な郵便局数を増やす。 市民が、郵便局でマイナンバーカードの電子証明
書の発行・更新、暗証番号の初期化・再設定がで
きる。

市民が、来庁せずとも電子証明書の手続きがで
き、市役所窓口の混雑緩和や市民の利便性向上が
図れる。

主要施策 情報化の推進 公民連携 ×

根拠法令等 地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 個人番号カード交付事業 短縮コード

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ×

所管課 0112500000　総務部　情報政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 郵便局への電子証明書の発行・更新等の事務委託事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

マイナンバーカード発行管理システ
ムの導入（件）

事務作業時間の削減（時間）

マイナンバーカード交付管理に関す
るインシデント発生件数（件）

事
業
概
要

上記の課題・目的から、マイナンバーカードの交付状況を管理するシステムを導入する。

・事業の対象：マイナンバーカードの管理
・事業期間：通年
・場所：マイナンバーカード推進室、マイナンバーカード推進センター、各総合支所・地域センター
・内容：各窓口・年度ごとにエクセルファイルで管理しているマイナンバーカードの交付状況を管理するシステ
ムを導入する。また、同システムで帳票出力や統計処理などを行えるようにすることで、業務の効率化をはか
る。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

2022年7月31日時点において、本市のマイナンバーカードの交付率は60.2％となっており、目標である交付率
100％に向けてさらにマイナンバーカードの普及促進に努めている。一方で、現在はマイナンバーカードの交付
状況をエクセルファイルで管理しており、交付率の増加に伴い管理するデータも増加しているため、専用のシス
テムを導入して事務を効率的に行う必要が高まっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 8,544

事業目的 マイナンバーカードの交付状況を管理するシステムを導入することにより、事務の効率化をはかる。

実績値 実績値

目標値 目標値

0

実績値 実績値

目標値 目標値 0 0 0

250.0

実績値 実績値

目標値 1 目標値 250.0 250.0 250.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

マイナンバーカードの交付状況を管理するためのシ
ステムを導入し、交付管理を滞りなく行う。また各
種集計業務を円滑に行う。

マイナンバーカード発行管理システムを導入す
る。

事務に係る所要時間が短縮され、業務の効率化が
図られる。また交付管理に係る誤入力等のインシ
デント発生が防止される。

業務の効率化により、窓口等において迅速かつ、
より丁寧な市民対応ができる。

主要施策 効率的で効果的な行政経営 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 個人番号カード交付事業 短縮コード

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ○

所管課 0112500000　総務部　情報政策課 事業期間 Ｒ５ なし

事務事業名 マイナンバーカード発行管理システム導入事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

マイナンバーカード推進センターの
運営

マイナンバーカード推進セン
ターの窓口受付件数（件）

宮崎市（全体）のマイナンバー
カード交付率（％）

事
業
概
要

上記の課題・目的からマイナンバーカード推進センターの運営を継続する。

・事業の対象：全市民
・事業期間：通年
・場所：宮交シティ３階
・内容：出張申請や様々なメディア等を活用した広報活動などによりマイナンバーカードの取得促進を行う。ま
た、市役所の開庁時間に来庁できない市民に対応するために、平日18時30分までの窓口受付と月2回程度の日曜
開庁を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

2022年7月31日時点において、本市はマイナンバーカードの交付率は60.2％となっており、目標の100％に向けたさらなる
取り組みが求められている。国は、令和4年度中に交付率100％に到達することを目標としており、開設当初は令和4年度末
に推進センターの閉鎖を行う予定であった。しかし、国の施策であるマイナポイント事業の実施もあり、マイナンバー
カードの申請や交付、マイナポイントの手続き支援などに大きなニーズがある。また、令和7年度には制度開始から10年を
迎え、マイナンバーカード交付開始時に申請を行った多数のカード所有者が更新手続きを行うほか、交付件数が非常に多
かった令和2年度にカード交付を受けた者の電子証明書の更新年度にもあたるため、これらに対応する窓口として運営を継
続したい。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 76,200

事業目的
庁外に窓口を運営することにより、市民の利便性を高めマイナンバーカードの申請・交付率の向上をはかる。ま
た、カードに関する各種手続きの受付を行い他の窓口の混雑を回避する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 100.0 100.0 100.0

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値 17,000 17,000 20,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

マイナンバーカードの申請・交付・更新等の手続き
のための窓口を運営する。平日18時30分まで、また
月2回の日曜開庁を行う。

マイナンバーカード推進センターを運営する。 庁舎外に運営する専用窓口でマイナンバーカード
の申請・交付・更新等の手続きを円滑に行うこと
により、カードの申請・交付率が向上する。

市役所開庁時間に来庁が困難な市民のマイナン
バーカード手続きを行うことで利便性向上が図ら
れ、各種行政手続きのオンライン化を進めること
ができる。

主要施策 情報化の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 マイナンバーカード推進センター運営事業 短縮コード

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ×

所管課 0112500000　総務部　情報政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 マイナンバーカード推進センター運営事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

GoogleWorkspae利用ライセンス数 紙出力削減率
（R4年度比）

GoogleWorkspaceの利用促進ハン
ズオン開催

GoogleWorkspace使用比率

事
業
概
要

職員が日常使用するオフィスツールと業務文書をクラウドベースとし、デジタル社会におけるワークス
タイルを意識した業務環境に移行する。
・Google Workspaceの利用
・Chromebook導入によるセキュリティの向上と端末調達費の抑制（制御する仕組みを本事業で実施。端
末調達は庁内行政ネットワーク事業で実施）
・クラウドを含めた統合アクセスセキュリティ対策の構築

クラウドサービスを有効に活用する庁内インフラの整備
・インターネット系ネットワークとLGWAN系ネットワークを相互利用できる無線LAN環境構築
・クラウド特定通信利用のためのLBO回線構築

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画
の位置づ

け

課題・背景

　IT技術の変化やパンデミック、大規模災害など、これまでの考え方が通用しない状況においても継続
して行政サービスを提供するために、職員の根本的な業務のあり方が問われている。
　その中、宮崎市ではネットワークインフラや使用するツールの制約により、紙文書を業務の中心とし
た仕事のあり方から脱却できておらず、時代が求めるデジタル社会に向けた動きから、環境面でも意識
面でも大きく遅れをとっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 17,000

事業目的
いつでもどこでも業務ができる環境を構築し、働き方改革や新庁舎の規模、IT関連のトータルコスト削
減に寄与する。

実績値 実績値

目標値 目標値

100.0%

実績値 実績値  

目標値 10 10 10 10 目標値 3.0% 50.0% 80.0%

50.0%

実績値 実績値

目標値 300 4,000 4,000 4,000 目標値 10.0% 30.0% 40.0%

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・業務スタイルをクラウドベースとする
・セキュリティレベルを上げる

・GoogleWorkspaceの利用を開始する
・セキュアなアクセス制御を実装する
・クラウド利用ネットワーク環境の構築

・業務で作成するデータが安全なクラウド上
に保存され、情報漏洩、ウィルス感染のリス
クが下がる
・ペーパーレスが進む

いつでもどこでも必要なデータにアクセスで
き、止めない行政運営が実現できる。

主要施策 情報化の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 クラウド利用型庁内インフラ整備事業 短縮コード

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ○

所管課 0112500000　総務部　情報政策課 事業期間 Ｒ５ なし

事務事業名 クラウド利用型庁内インフラ整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

一般職員向けの研修会実施 フォローアップテスト(80点以
上取得）

IT技術専門研修実施 DX・情報政策部門職員ITパス
ポート取得

調査研修派遣 調査研究報告会開催

事
業
概
要

① 一般職員向けのDX基本研修の実施
　　想定研修ターゲット：入庁2年目〜6年目の職員（今後DXを担っていくデジタルネイティブの職員）
　　内容：現在と将来の重要技術について、産学のステークホルダーと会話できるレベルの知識を習得する。
　　方式：集合研修（1日研修50名×2回）＋オンライン視聴（人数制限なし）

②DX・情報政策部門向け技術支援及び技術研修
　　【技術支援】・技術的側面における月次定例ディスカッション
　　　　　　　　・モック構築やGoogle Workspaceの活用、通信回線を含めたクラウド利用等に関する随時の相談
　　【技術研修】
　　　想定研修ターゲット：情報政策課職員＋一般職員向けDX基礎研修修了者など希望者
　　　内容：IT技術の基本的プロトコルの理解と演習
　　　方式：集合研修（1日研修20名×1回）＋オンライン視聴（人数制限なし）

③先端技術動向の調査研究
　　内容：Japan IT Week、Interop、CEATEC、J-Lisフェア、CYDER職員派遣

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画
の位置づ

け

課題・背景

　令和4年9月に総務省から出された「自治体DX全体手順書（第2.0版）」において、「DX の推進に当たっては、自治体の各部
門の役割に見合ったデジタル人材が職員として適切に配置されるよう人材育成に取り組むことが必要である」とされており、
一般職員に対しては「デジタル技術やデータの活用が当たり前となる業務に対応するために、デジタルリテラシーの向上、
日々進展するデジタル技術等を学び続け、自らの業務をよりよいものに変革していくというマインドセットの習得」が、DX・
情報政策部門職員に対しては、「一般職員よりも高度なデジタル技術等の知識、能力、経験等」が求められている。また、令
和4年9月に示した宮崎市DX推進方針においても「DX人材育成・確保」を主な取組に掲げており、これまでの研修を見直し、DX
促進に向けたマインドセットとスキルの習得を目指す必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 16,500

事業目的 各担当業務においてDXをボトムアップで推進できる人材を育成する。

実績値 実績値

目標値 5名 5名 5名 目標値 5回 5回 5回

実績値 実績値

目標値 20人 20人 20人 目標値 16人 3人 3人

実績値 実績値 　

目標値 100人 100人 100人 目標値 80人 80人 80人

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

職員のITリテラシー向上を図る。 ・一般職員向けのDX基本研修を実施する
・DX、情報政策部門の職員のITリテラシーレ
ベルを上げる
・最新技術の動向を調査研究する

・産学を含めたステークホルダーと適切なテ
クニカルタームを用いた会話ができる。
・簡易的なモックやPoCを内製できるスキルが
身に付く。

・デジタル技術を活用した業務改善や新しい
市民サービスをボトムアップで提案、実装す
ることができる。

主要施策 情報化の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 DX人材育成事業 短縮コード

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ○

所管課 0112500000　総務部　情報政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 DX人材育成事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

　基本構想で定める基本方針の具体化、設計業務の仕様となる条件の整理などを行い、基本計画を策定するた
め、策定業務を委託する。

【具体的内容】
　導入する機能や整備方針の作成、庁舎のゾーニング（平面・立面・断面・敷地内アクセス）、事業手法選定、
事業スケジュール、概算工期、概算工事費、PFI導入可能性の検討

【策定スケジュール】
R5.1～3　プロポーザル方式事業者選定に向けた仕様書等作成
R5.4～6　事業者公募、選定委員会、契約締結
R6.1～2　パブリックコメント
R6.3　　 基本計画策定、委託業務完了

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　S38(1963)建設の本庁舎は老朽化・狭あい化が進行。H29(2017)以降新庁舎建設に向け本格検討開始。市民から
の意見聴取を行ったうえで、R4(2022)年度は、基本構想策定に向けた作業を進めているところである。
　基本構想策定後は、効率的で利便性の高い新庁舎の建設に向けて、基本構想の内容を具体化し、設計業務の発
注に必要な与条件を整理し、概算事業費や詳細な工程などを、基本計画として策定する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 51,550

事業目的
　新庁舎の建設に向けて、基本構想の内容をさらに具体化し、導入する機能や事業手法など、設計に必要な条件
を整理し、整備方針などをまとめた基本計画を策定する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 新庁舎建設基本計画策定事業 短縮コード

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 宮崎市新庁舎建設基本計画策定業務 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

１．地質調査業務
決定された敷地において、庁舎が配置される予定の部分でボーリング調査を行う。
①地層の構成、支持層の確認及び水位の確認。⇒　箇所数：2箇所
②採取した土質サンプルで室内試験を実施。　⇒　室内試験により、液状化の検討及び免震構造の検討に用いるデータなどを取得

【スケジュール】
R5.1～3　発注に向けた仕様書等作成
R5.4～5  発注準備・契約締結
R5.6～9　業務委託期間
R6年度予定の基本設計段階以降に、建物建設位置の地質調査（10本程度）を予定している。（①新庁舎の四隅に各1本、中央1本　②立
体駐車場の四隅に各1本、中央1本予定）

２．測量業務
現地敷地を地上レーザーを用いて測量・調査し、三次元点群データを作成。

【スケジュール】地質調査・測量
R5.1～3　発注に向けた仕様書等作成
R5.4～5  発注準備・契約締結
R5.6～9　業務委託期間

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　新庁舎の建設にあたっては、設計業務及び工事施工に向けて、地層の構成や土質、支持層までの深さや敷地の
高低差などを把握し、杭打ちなど基礎工事費用や、現地を建設場所とする場合の敷地の盛土及び盛土に伴う擁壁
の設置といった防災対策費を算出する必要がある。
  令和４年度の基本構想段階では、周辺建物の地質調査結果や地盤図などを用いて基礎工事費用を算出している
が、令和５年度の基本計画段階では、実際の調査を行い、より確実性のあるものとする必要があり、算出する事
業費の精度を高めるとともに設計の根拠となる資料を整理する。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 22,250

事業目的 新庁舎建設に係る杭工事や基礎工事費用などの精度を高めるとともに、設計の根拠となる資料を整理する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 新庁舎建設地調査事業 短縮コード

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 新庁舎建設地における建設地調査事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【工事概要】
　第四庁舎外壁改修工事実施設計
　・令和5年度　実施設計委託（4,000千円）
　・令和6年度　工事予定　　(50,000千円)
　　※Ｒ3年度市民文化ホール外壁改修　15,000円/㎡
　　算定式：｛20.635（ｍ）+11.975（ｍ）}×2×49.3（ｍ）＝3215.346（㎡）×15,000円＝48,230（千円）
【財源】
　起債（一般単独　充当率75％　交付税措置無し）

【建物診断】
　改修要

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
・第四庁舎は、平成4年に建築されており30年が経過しているが、一度も外壁改修を行っていない。
・外壁は経年劣化による塗装の劣化やタイルと塗膜の浮き等が見受られる。また、タイルの剥落の危険性を予防
するためにも改修が必要である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 4,750

事業目的 ・庁舎の長寿命化を図るため。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 庁舎等改善費 短縮コード 06079

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 【公共】第四庁舎外壁改修事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【工事概要】
　佐土原総合支所受変電設備更新
　・令和4年度　実施設計委託（1,617千円）
　・令和5年度　工事予定　　(43,000千円)

【財源】
　起債（一般単独　充当率75％　交付税措置無し）

【建物診断】
　改修要

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・受変電設備は設置から26年経過し、耐用年数15年を11年超過していることから、老朽化が進んでおり、また総
合支所は施設評価で今後も「継続」する施設であるため早急な更新を行う必要がある。
・新庁舎建設後も「既存ストックの活用」の観点から、地域の拠点的施設として維持していかなければならな
い。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 43,750

事業目的 ・安定した電力の供給が可能となり、行政事務の適正執行及び適切な庁舎機能の維持を図るため。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 庁舎等改善費 短縮コード 001136

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】佐土原総合支所受変電設備更新事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【工事概要】
　田野総合支所消火栓設備更新工事
　・令和4年度　実施設計委託（1,320千円）
　・令和5年度　工事予定　　(20,000千円)

【財源】
　起債（一般単独　充当率75％　交付税措置無し）

【消防点検】
　配管水漏れ指摘有り

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
・設置から30年以上経過し、耐用年数20年に対して10年以上経過している。また経年劣化による配管の漏水を消
防設備点検で指摘されており、早急な設備改修が必要である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 20,750

事業目的 ・消防設備を更新することで、庁舎の安全性を高め、安定的な市民サービスの提供を維持できる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 庁舎等改善費 短縮コード 01137

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】田野総合支所消火栓設備更新事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【工事概要】
　高岡総合支所照明器具更新
　・令和5年度　実施設計委託（3,000千円）
　・令和6年度　工事予定　　(20,000千円)

【財源】
　起債（一般単独　充当率75％　交付税措置無し）

【建物診断】
　改修要

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・執務室については、LED化を行っているが、共用部及び会議室等の照明器具は、更新から30年以上経過し
　耐用年数15年に対して15年以上経過している。
・電気メーカーの中には蛍光灯の生産を中止しているところもあり、照明設備のLED化はSDGSの流れでもある。
・既存施設の長寿命化並びに適切な維持管理を図るために、更新が必要である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,750

事業目的
・照明器具を更新することで、省エネ対応となり電気量の削減や蛍光灯取替労務・蛍光灯の購入等がなくなるた
め、維持管理費（修繕費）の削減ができる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 庁舎等改善費 短縮コード 01138

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 【公共】高岡総合支所照明器具更新事業 会計区分 一般

29



～

5

1

4

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【工事概要】
　高岡総合支所旧保健指導室解体
　・令和4年度　実施設計委託（1,584千円）
　・令和5年度　工事予定　　(15,000千円)

【財源】
　一般財源

【建物診断】
　対象外

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
・高岡総合支所旧保健指導室は、プレハブ造の建物で,昭和61年に建築されてから35年が経過し、老朽化が著し
く、現在は一部倉庫としての利用は有るが、業務としての利用はしていない。また、施設の老朽化が進んでいる
ことから、台風などの災害時に周囲への影響が出るおそれがある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 15,750

事業目的 ・既存施設を解体することで、災害時に周囲への影響がでることを未然に防ぐことができる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 庁舎等改善費 短縮コード 01138

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】高岡総合支所旧保健指導室解体事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【工事概要】
　清武総合支所受変電設備更新
　・令和5年度　実施設計委託（2,500千円）
　・令和6年度　工事予定　　(30,000千円)

【財源】
　起債（一般単独　充当率75％　交付税措置無し）

【建物診断】
　改修要

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・受変電設備は設置から30年経過し、耐用年数15年を15年超過していることから、老朽化が進んでおり、また総
合支所は施設評価で今後も「継続」する施設であるため早急な更新を行う必要がある。
・新庁舎建設後も「既存ストックの活用」の観点から、地域の拠点的施設として維持していかなければならな
い。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,250

事業目的 ・安定した電力の供給が可能となり、行政事務の適正執行及び適切な庁舎機能の維持を図るため。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 庁舎等改善費 短縮コード 05939

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 【公共】清武総合支所受変電設備更新事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【工事概要】
　赤江地域センター受変電設備更新
　・令和4年度　実施設計委託（1,210千円）
　・令和5年度　工事予定　　(25,000千円)

【財源】
　起債（一般単独　充当率75％　交付税措置無し）

【建物診断】
　改修要

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・受変電設備は設置から30年経過し、耐用年数15年を15年超過していることから、老朽化が進んでおり、また当
該施設は施設評価で今後も「継続」する施設であるため早急な更新を行う必要がある。
・新庁舎建設後も「既存ストックの活用」の観点から、地域の拠点的施設として維持していかなければならな
い。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 25,750

事業目的 ・安定した電力の供給が可能となり、行政事務の適正執行及び適切な庁舎機能の維持を図るため。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 庁舎等改善費 短縮コード 06079

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】赤江地域センター受変電設備更新事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

携帯電話の導入（台）
　※新規導入台数

在宅勤務の実施率
※R4年度の実施率を1

導入部署
　※R5年度3課でスタート

執務環境に対する満足度
※6段階評価 R4庁内調査ICT満足度
1.6

事
業
概
要

　管財課新庁舎準備室、情報政策課DX推進室、市役所改革推進課の3つ（約20人程度）について、フリーアドレスを導入
し、固定電話から公用携帯電話（クラウド電話）へ切り替えを試行的に行う。

１　新庁舎モデルオフィス事業
【具体的内容】
　机（引き出し無し）、WEB・集中ブース、ロッカー等を設置し、席を決めないフリーアドレスの環境を検証

２　固定電話の携帯電話切替試行事業
【具体的内容】
　固定電話をなくし職員(約20人)に公用携帯電話(スマホ)等を配付し、自席以外で職場電話が使える環境を検証

【スケジュール】
R5.1～3　契約に向けた仕様書作成等
R5.4～6　入札（債務負担行為（3年）を想定）・契約
R5.7～8　導入
R5.9～R6.3　導入効果の検証及び基本計画への反映
R6.4～　導入部署の拡大等の検討

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　新庁舎建設にあたって、フリーアドレスの導入と、固定電話を縮小し公用携帯電話（クラウド電話）への切り
替えを検討しているが、他市の事例等は調査しているものの、実際に運用したことがなく、その課題や費用対効
果などを検証する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,082

事業目的
　フリーアドレスの導入や固定電話からモバイル機器への切り替えなど、モデル的に一部先行して実施すること
によって、新庁舎に導入する機能の検討につなげる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 3 3 3 目標値 2.0 3.0 4.0

実績値 実績値

目標値 20 目標値 1.1 1.1 1.2

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

業務の効率化による生産性の向上・職員の働きやす
さを図るために、モデルオフィスを設け、什器の購
入、携帯電話のレンタル等を行う。

実証する課等において、什器の購入及び固定電話
から携帯電話等への切り替えを行い、効果を検証
する。

業務の効率化により働きやすい環境が整い、職員
の生産性の向上が図られる。

新庁舎における執務環境構築に向けて、職員の多
様な働き方に対応する什器・電話のあり方の根拠
が整理できる。

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 新庁舎建設執務環境モデル事業 短縮コード

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ８

事務事業名 新庁舎建設に係る執務環境モデル事業 会計区分 一般

33



～

1

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

ＥＶ車導入台数 二酸化炭素の排出削減量（kg）
1,600kg×3台

事
業
概
要

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　地球温暖化対策として、2015年に合意されたパリ協定では、「世界的な平均気温上昇を1.5℃に抑える努力を
追求する」という目標が掲げられた。これを達成するためには2018年に公表されたＩＰＣＣ（気候変動に関する
政府間パネル）の特別報告書において、「2050年までに二酸化炭素の実質排出量をゼロにすることが必要」とさ
れている。本市においては、令和3年8月、2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボンシ
ティみやざき」を宣言した。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 750

事業目的
　「ゼロカーボンシティみやざき」を推進するため、公用車について、一部をガソリン車から電気自動車へ移行
する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 3 目標値 4,800

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

公用ＥＶ車を先行導入する。 ３台 　二酸化炭素排出量が削減する。 　先行導入したEV車を検証しながら、「ゼロカー
ボンシティみやざき」を推進する。

主要施策 スマートシティの取組の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 3-3-1,2,3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 電気自動車導入費 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0112800000　総務部　管財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 電気自動車導入事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0114100000　危機管理部　危機管理課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 気象防災アドバイザー活用事業 会計区分 一般

予算事業名 気象防災アドバイザー活用事業 短縮コード 13550

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 災害に強く、暮らしを支える「生活基盤の充実」 ＤＸ活用 ×

主要施策 防災機能の充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 12 12 12 目標値 100.0 100.0 100.0

実績値 実績値

目標値 2 2 2 目標値 100.0 100.0 100.0

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　近年、災害が激甚化・頻発化しており、毎年のように各地で大規模な災害が発生している状況の中、災害の被害を最小
限に抑えるために、公助のみならず、自助、共助による災害対応力を高めることが重要となっている。
　また、防災行政においては、現在、出水期における気象情報の入手、各種相談は宮崎地方気象台に行っているが、宮崎
地方気象台は、県下一円を管轄し、特に台風接近時においては、県単位での情報の発信となっているため、市域のみのよ
り詳細な情報を得られていない現状もある。
　このような中、国では国土交通省が委嘱する「気象防災アドバイザー」制度を創設し、気象予報士の資格をもつ気象台
ＯＢ等が、地域に精通した気象専門家として知識と経験を生かすべく、気象台の手の届かないところまで活動機会の創出
に取り組んでいる。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,230

事業目的
　気象防災アドバイザーを任用し、市民が気象情報に関連して防災対応を学べる機会を創出することで、自助、共助によ
るその効果的な利用を推進する。また、職員への研修等を通じ、気象防災の基礎知識の向上を図るほか、宮崎市域の気象
情報の分析、解説、助言を得て、適切な時期での避難情報の発令等に活用する。

評価結果 採択

特記事項

気象防災アドバイザーを雇用する ・市民向けの出前講座への派遣
・気象防災に関する専門的知見を災害時の避難情
報発令の判断に活用する
・実務レベルの職員向け研修を実施する

・市民の防災意識の醸成ができる
・適切に危険レベルを把握し、住民への避難情報
発令をはじめ応急対策を実践できる
・職員の防災対策の基礎知識が向上する

・迅速かつ機動的に機能する本部運営体制が確立
する
・市民が安心安全に避難し人的被害がなくなる

市民向け講座の実施 受講市民アンケートにおける満
足度（％）

職員向け研修の実施 研修受講職員アンケートにおけ
る気象知識の理解度（％）

事
業
概
要

【内容】　　　　

　気象防災アドバイザーを雇用し、以下の活用を図る。
　　①出前講座派遣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２日／月（通年）２４日
　　②職員研修　　　　　　　　　　　　　　　　　３日／月（５～７月・１１月）１２日
　　③台風等接近時の気象情報の入手、分析、解説、助言　８日／月（８～１０月）２４日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０日

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0114200000　危機管理部　地域安全課 事業期間 R5 R7

事務事業名 防災士活動支援事業 会計区分 一般

予算事業名 防災士活動支援事業 短縮コード 13548

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用 ×

主要施策 地域防災の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 909 979 1,049 目標値 260 260 260

実績値 実績値

目標値 59.0 62.0 64.0 目標値 25.0 30.0 35.0

実績値 実績値

目標値 6 6 6 目標値 17.0 23.0 28.0

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　阪神淡路大震災発生時、家屋倒壊から救出された住民の約8割は地域住民から救出されたというデータも示す
とおり、地域における「共助」の果たす役割は非常に大きい。
　これまで、地域の防災士を育成するため、防災士資格取得の助成や地域防災研修会の開催などに取組んでき
た。
　今後は、防災士の育成に加え活動の支援に取組むことで地域での防災士の活動を活発化させる必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,750

事業目的 地域での防災士の活動を活発化させる。

評価結果 採択

特記事項

30歳～64歳の防災士を育成し、活動を支援する。 ・30歳～64歳の防災士が増加し、市が主催する地
域における活動実践に参加する。
・防災士活動の情報共有・発信を行う。

・地域の防災訓練の増加。
・地域の防災訓練に参加する防災士が増加。
・防災活動に参加する30歳～64歳の防災士の拡
充。

・地域で防災活動を行う30歳～64歳の防災士の増
加。
・地域防災力の向上がはかられる。

登録防災士の人数（累計）（人） 地域の防災訓練の実施数（回）

登録防災士のうち30歳～64歳の割合
（％）

防災士が参加した地域の防災訓
練の割合（％）

防災士活動の情報共有・発信の回数
（回）

地域の防災活動に参加した30歳
～64歳の割合(アンケート集計)
（％）

事
業
概
要

①資格取得費用の助成（受験料3,000円、認証登録料5,000円）
【資格助成条件】※以下の項目をすべて満たす70名。
　・資格取得年度末時点に30歳～64歳で、資格取得後、②地域における活動実践に参加することを誓約した者。
　・地域活動団体等の推薦書の提出をした者。
②地域における活動実践⇒令和5年度については令和4年度までに助成した防災士を対象とする。
　●スキルアップ講座への参加(7月、70名）※30歳～64歳以外の防災士も別日で参加可能
　　防災知識の向上を図るための講座への参加。
　●出前講座への参加(8月～12月、70名)
　　地域や学校、事業所で行う出前講座の講師として、地域防災コーディネーター・防災士が参加する。
　●地域の防災訓練への参加(8月～12月、70名)
　　自治会やまちづくり推進委員会等が実施する防災訓練へ、地域防災コーディネーター・防災士が参加する。
　●防災士活動研修会への参加(1月～2月、70名)
　　出前講座や地域の防災訓練で活動した事例の報告や、防災士同士の意見交換会への参加。
③防災士活動の情報共有・発信
　●登録防災士へ「②地域における活動実践」の情報共有を行う。
　●②地域における活動実践についてマスコミや市公式SNSを通じて情報発信を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

調査・研究に関する市自治会連合会
との協議回数

デジタルツール登録者数

地区自治会連合会での説明会開催回
数

デジタル化導入自治会数

単位自治会での説明回数

事
業
概
要

１．地域活動のデジタル化
　①自治会内での情報伝達のデジタル化について、R5に先進地視察等の調査・研究を行い、R6からモデル運用
　　開始、R7から全自治会での運用開始を目指す。（宮崎市版「ゆい」ネット構築）

　②市と自治会長の連絡手段として、スマホ等を活用して地域活動の情報伝達のデジタル化を図り、一斉配信や
　　個別に連絡を取れる仕組みを構築する。

　③地域活動のデジタル化にあたっては、各地域で操作説明会を開催する。

２．自治会情報発信
　①市自治会連合会ホームページのリニューアル(R6)
　　・自治会情報（自治会費や活動状況）を発信するコーナー（自治会活動の見える化）
　　・転入者等が居住する地域の自治会を調べる問合せフォームを作成
　②デジタル化発表に併せて自治会加入促進キャンペーンの実施（R6）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　自治会は本市の目指す「住民主体のまちづくり」において、市民に最も身近な地域団体であり、また、行政の
補完機能もあることから、行政と地域住民をつなぐ重要な役割を担っている。
　令和3年1月に実施した「自治会に関するアンケート」調査結果では、自治会員の高齢化や行政から依頼されて
いる業務に係る自治会負担が運営上の課題となっている状況を把握したところである。今後も自治会組織を持続
可能なものとするため、自治会の負担軽減に向けた方策を検討するとともに、若い世代が自治会に加入しやすい
環境を整備する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,794

事業目的
　地域活動のデジタル化を推進することで、自治会の負担軽減や円滑な情報伝達を図るとともに、若い世代の自
治会加入を促進する。

実績値 実績値

目標値 10 100 150 目標値

実績値 実績値

目標値 3 21 21 目標値 0 10 100

実績値 実績値

目標値 4 4 目標値 100 720 720

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

自治会が行う地域活動のデジタル化を推進し、自治
会の負担軽減や情報伝達の円滑化を図る。

・地域活動のデジタル化に関する研究・調査を行
う。
・市自治会連合会と協議のうえ、デジタル化の導
入方法や具体的な方策について検討を行う。
・モデル自治会での運用を開始し、構築の検討を
行う。
・操作方法の説明会を開催する。

・市から自治会への効率的な情報伝達が可能とな
る。
・デジタル化の導入により、行政からの送付文書
が減少し、自治会長の負担軽減につながる。
・地域活動のデジタル化により、自治会員同士の
情報伝達に係る負担軽減につながる。

市民の地域自治への参加による自治会活動の活性
化及び住民主体のまちづくりの推進が図られる。

主要施策 地域コミュニティの活性化 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市自治会及び地域まちづくり推進委員会の活動の活性化に関する条例 戦略ＰＪ 1-1、2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 地域活動のデジタル化推進事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用 ○

所管課 0120040000　地域振興部　地域コミュニティ課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 地域活動のデジタル化推進事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

有識者等会議の開催（回） 提言書の作成、ホームページへ
の公表

市民等アンケート（対象）
（市民、地域協議会・地域まちづく
り推進委員会、中学生）

事
業
概
要

■有識者等会議（５回/年度）
　地域団体の代表者や有識者等により、地域のまちづくりのあり方を検討するため、有識者等会議を実施する。
　
■庁内会議（随時）
　全庁的にまちづくりに対する意識を高め、有識者等会議の情報を共有し、地域のまちづくりについて、制度設
計に向けた協議を行う。

■市民等アンケート
　地域のまちづくりについて、現状や課題、満足度・重要度等を把握するため、アンケートを実施する。
　①市民（宮崎市在住１年以上で、満１８以上の方　3,000人）＜業務委託＞
　②地域協議会・地域まちづくり推進委員会＜直営＞
　③中学生＜直営＞

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　宮崎市では、平成１８年１月に地域自治区制度を導入し、住民主体のまちづくりを推進しているが、現在、地
域自治区制度を導入している自治体は、全国の自治体の１％にも満たない。
　地域自治区制度導入から１６年が経過し、社会環境が変容する中、地域自治区事務所の地域への関わり方や地
域団体のまちづくりに対する認識、取組に差異がみられている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 10,600

事業目的
地域のまちづくり関係者や有識者等による会議を設置の上、本市の地域自治区における取組を検証し、今後の地
域のまちづくりのあり方を検討する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 3 目標値

実績値 実績値

目標値 5 目標値 1

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

有識者等会議や市民アンケート調査等を実施する。 地域団体の代表者のほか有識者等による会議を開
催する。市民の意見を有識者等の会議に反映させ
るため、アンケートを実施する。

現在の住民主体のまちづくりの課題等を把握し、
新たに本市独自のまちづくりの仕組みの構築に向
けて、多様な主体が議論することで、まちづくり
への機運（意識）が高まる。

地域と行政のまちづくりに対する意識が高まると
ともに、新たな仕組みが構築され、持続可能なま
ちづくりの形成につながる。

主要施策 地域コミュニティの活性化 公民連携 ○

根拠法令等 地方自治法 戦略ＰＪ 2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 地域まちづくりのあり方検討事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用 ○

所管課 0120040000　地域振興部　地域コミュニティ課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 地域まちづくりのあり方検討事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0120160000　地域振興部　市民課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 スマート窓口サービス推進事業 会計区分 一般

予算事業名 スマート窓口サービス推進事業 短縮コード 0313

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ○

主要施策 情報化の推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 500 7,000 11,500 目標値 2.5 3.5 4.0

実績値 実績値

目標値 目標値 30 25 20

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・引っ越しの手続きに来庁した市民が窓口毎に届出を行い、必要事項を記載する手間がかかり窓口の滞在時間の
長時間化が課題となっている。（現状：1件当たりの所要時間61分）
・行政保有情報も、市民が届出書に記載する手間が生じている。
・窓口受付では、業務システムを確認しながら届出書に転記し、システムに届出書情報を入力する重複作業が生
じている。
・届出者が、必要な手続きを把握できず、手続き漏れによる再来庁等の手間が発生している。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 73,500

事業目的
 書かない、待たない窓口を実現し、引っ越し手続きに要する市役所の滞在時間を短縮するため、スマート窓口
サービスを構築し、市民サービスの向上を図る。

評価結果 採択

特記事項

書かない、待たない窓口を実現し、引っ越し手続き
に要する市役所での滞在時間を短縮できるよう窓口
のＤＸ化を推進し、スマート窓口サービスを構築す
る。

スマート窓口の構築で、窓口コンシェルジュが活
用される。

市民の負担軽減を図り、窓口滞在時間を短縮する
ことで満足度が向上する。アンケートや滞在時間
の推移統計結果を活かし、サービス改善を図る。

書かない、待たない窓口としてスマート窓口サー
ビスを構築し、引っ越し手続きに要する市役所で
の滞在時間を短縮し、市民サービスの向上に努め
る。

窓口コンシェルジュの利用累計数 サービスの満足度
(5点満点）

窓口での平均滞在時間（分）
通常期年間平均(繁忙期除く)

事
業
概
要

１.書かない、待たない窓口の実現
①窓口サポートサービス
　・対面による本システムを利用し必要事項の確認と登録を同時に行いながら届出書作成をサポート
　　する。マイナンバーカードの券面補助情報を読み込むことで、入力の省力化を図る。
②シームレス連携
　・窓口サポート側と住基システム側をシームレス連携することで二重入力が不要となり、市民側も
　　職員側両方にとって大幅な負担軽減が図れる。
③窓口コンシェルジュサービス
　・住民は、窓口コンシェルジュシステムで手続案内を受
　　けながら事前情報登録を行い、呼出後の窓口受付では、
　　事前登録データや、住記システムのデータなどを元に
　　届出書を作成できる。

活
動
指
標

成
果
指
標
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2

3

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

弁護士による電話相談開催数 （回） 相談者数（人）

当事者団体による電話相談開催数
（回）

事
業
概
要

＜弁護士による性的少数者電話相談＞
・毎月１回、３時間、性的少数者に詳しいまたは支援をする弁護士が対応。トランスジェンダーであることを理
由に退職を迫られた、パートナーに財産を残したいが方法がわからないなど当事者だけでなく、家族や支援者な
ど周囲の方も含めた相談を受け付ける。

＜当事者団体による性的少数者電話相談＞
・毎月２回、３時間、性的少数者当事者団体のメンバーが２名体制で対応。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市では、当事者団体と協働で、様々な性的少数者支援施策を実施し、行政主体で取り組むパートナーシップ
宣誓制度については一定の成果を得ている。しかしながら、性的少数者の当事者やその周りの方々が安心して、
また専門的な相談への対応がDV相談と比較しても、十分な対応ができていない状況である。また、近年企業等か
ら性的少数者に対応した就労規則や福利厚生の在り方などに関する相談ニーズも高まっている状況にある。
令和３年実績：パレット12件（電話/9件、メール3件）、当事者団体31件

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,464

事業目的 人権尊重・男女共同参画の推進

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 24 24 24 目標値

実績値 実績値

目標値 12 12 12 目標値 45 45 45

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

弁護士および当事者団体メンバーが性的少数者に関
する電話相談を実施

相談者が、それぞれの相談目的応じて相談できる
窓口の設置が整備される

当事者をはじめ、相談者の悩みの解決につなが
る。

性的少数者当事者が暮らしやすいまちになる。

主要施策 人権尊重・男女共同参画の推進 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市男女共同参画社会づくり推進条例 戦略ＰＪ 2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 男女共同参画事務管理費 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用 ×

所管課 0120250000　地域振興部　文化・市民活動課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 宮崎市性的少数者専門相談事業（令和５年度） 会計区分 一般
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1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

重大なトラブルの回避等を図るため、設備の改修を行う。

＜工事＞
・【改修要】玄関ポーチ折板屋根改修工事（雨漏れ有）

＜施設概要＞
・建築年　　昭和57年
・施設構造　鉄筋コンクリート造　地上1階
・施設面積　998.53㎡
・令和3年度利用者数　12,747人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　宮崎市男女共同参画センターは、男女共同参画社会の形成を促進する施策を実施し、市民等が行う活動を支援
するための施設である。しかしながら、昭和57年の建設から40年が経過し、経年劣化による不具合が生じている
ものがあり、施設運営等に支障をきたす恐れがある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,950

事業目的 男女共同参画の推進

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 人権尊重・男女共同参画の推進 公民連携

根拠法令等 宮崎市男女共同参画社会づくり推進条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 男女共同参画事務管理費 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0120250000　地域振興部　文化・市民活動課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】宮崎市男女共同参画センター玄関ポーチ改修事業（令和５年度） 会計区分 一般
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2

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

重大なトラブルの回避、施設延命措置を図るため、施設の改修工事等を行う。

＜委託＞
　①【改修要】受変電設備改修工事実施設計
　②特定天井改修基本・実施設計

＜施設概要＞
・建築年度　平成8年10月　・施設構造　鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）地下1階、地上5階
・施設面積　13,846.37㎡

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　宮崎市民文化ホールは、平成8年の建設から26年が経過し、経年劣化による不具合が散見されるなど、計画的
に改修を行っていくことが求められている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 41,030

事業目的 文化芸術の振興

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 市福祉文化公園条例、市文化芸術基本条例、劇場法、建築基準法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 文化施設維持管理事業 短縮コード 8070

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0120250000　地域振興部　文化・市民活動課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】宮崎市民文化ホール改修事業（令和５年度） 会計区分 一般
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2

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

重大なトラブルの回避、施設延命措置を図るため、設備の更新等を行う。
１．工事
　①【改修要】中央監視装置更新
　②【改修要】受変電設備全体更新（蓄電池更新含む）
２．修繕
　①【改修要】舞台機構修繕
　②スタインウェイピアノオーバーホール
３．備品
　①タイルカーペット

＜施設概要＞
・建築年度　平成12年8月　　・施設構造　鉄骨鉄筋コンクリート造（地上4階、地下1階）
・延べ床面積　12487.39㎡（オルブライトホール・ギャラリー・大会議室等）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
宮崎市民プラザは、平成12年の建設から22年が経過し経年劣化による不具合が散見され、緊急的な対応が求めら
れている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 357,925

事業目的 文化芸術の振興

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 市市民プラザ条例、市文化芸術基本条例、劇場法、文化芸術基本法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 文化施設維持管理事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0120250000　地域振興部　文化・市民活動課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】宮崎市民プラザ改修事業（令和5年度） 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

重大なトラブルの回避、施設延命措置を図るため、設備の更新等を行う。

＜委託＞
　【改修要】舞台機構改修工事実施設計
　　工事費予定 8,410千円

＜施設概要＞
・建築年度　平成10年4月　　・施設構造　鉄骨鉄筋コンクリート造（地上2階）
・延べ床面積　6,270.16㎡（大ホール・小ホール・図書室・会議室等）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
宮崎市清武文化会館は、平成10年の建設から24年が経過し経年劣化による不具合が散見され、緊急的な対応が求
められている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 9,910

事業目的 文化芸術の振興

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 市清武文化会館条例、市文化芸術基本条例、劇場法、文化芸術基本法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 文化施設維持管理事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0120250000　地域振興部　文化・市民活動課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】宮崎市清武文化会館改修事業（令和5年度） 会計区分 一般
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1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

・表彰制度と応募に向けた広報活動 表彰制度への応募企業数

・表彰対象企業の審査 ワークライフバランス同盟企業
数

・愛称募集に向けた広報活動（R6は
ロゴマーク募集）

愛称応募点数
（R6はロゴマーク募集）

事
業
概
要

〇事業者表彰
【概要】企業の熱意や努力、創意工夫が見られる積極的な取り組みや特色ある取り組みを表彰し、広く発信する
ことで他企業への横展開を図る
【対象者】市内に事業所（本店・支店）のある法人格を有する企業・事業者で、ワークライフバランス、男女の
多様な働き方を可能とする就業環境づくり、女性の活躍推進に積極的に取り組んでいる事業所
【募集方法】公募（10月～12月募集、1月表彰）
【選定方法】応募時の自社PRやアピールポイントをもとに選定委員が選定する（選定時には、育児休暇取得率、
女性管理職の割合、研修の実施回数、年休取得率　等も勘案する）
【表彰等】市長による表彰、市広報・市HP・SNS等で表彰事業者についてPRや取組事例を紹介
【その他】※表彰者については、入札参加資格審査の際の優遇措置を図る
　　　　　※就職説明会時などに受賞したことをPRしてもらう

〇表彰制度の愛称募集
【対象者】宮崎市に在住、在勤、在学者
【募集方法】公募（5～8月募集、9月表彰）
【表彰等】市HP・SNSにて発表　　※令和6年度には表彰制度のロゴマークを公募予定

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　令和２年度～４年度まで「ワークライフバランス推進事業」として、働き方改革関連法に沿った仕事と生活の調和の充実に向け、宮崎市内に事業所を持つ企業
で「宮崎市ワークライフバランス企業同盟」を組織し意識啓発に取り組んできた。同盟企業数は毎年加入があるものの、伸び率は低く研修等への参加率も高くな
い（R4.10月現在21社）。同連盟加入のメリットや認知度に課題がある。※令和５年度は、SDGｓにおけるジェンダー平等啓発事業において、ワークライフバラン
ス企業同盟の取組の後方支援を行う。（同盟企業：社会福祉法人愛鍼福祉会、株式会社Ａｍａｎ－Ｓｔｙｌｅ、有限会社五郎倶楽部、株式会社日本政策金融公庫
宮崎支店、宮崎交通株式会社、社会福祉法人木花福祉会、宮﨑紙工印刷株式会社、学校法人みゆき学園　高千穂幼稚園、社会福祉法人元宮ちどり福祉会　ちどり
子ども園、一般財団法人弘潤会　野崎病院、株式会社戸髙コーポレーション、M図建築工房株式会社、株式会社アンドワーク、株式会社インパクトワークス、合
同会社ライブビジネス、江坂設備工業株式会社、有限会社坂本運送店、英光株式会社、特定非営利活動法人みやざき子ども文化センター、社会福祉法人再生会、
株式会社ルネサンス）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 970

事業目的 ワークライフバランスの更なる推進と女性の活躍推進

実績値 実績値

目標値 1 1 目標値 50 30

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値 25 29 33

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値 20 30 40

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・ワークライフバランス、女性活躍推進に積極的に
取組む企業を表彰する
・制度の認知向上となる愛称を募集する

・表彰制度と応募に向けた広報活動
・愛称募集に向けた広報活動

ワークライフバランス、男女の多様な働き方を可
能とする就業環境づくり、女性の活躍推進に積極
的に取り組んでいる事業所が増加する

性別にかかわりなくあらゆる分野で活躍でき、多
様な生き方が選択できる社会に繋がる

主要施策 人権尊重・男女共同参画の推進 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市男女共同参画社会づくり推進条例 戦略ＰＪ 2-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 ワークライフバランス・女性活躍推進事業者表彰事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用 ×

所管課 0120250000　地域振興部　文化・市民活動課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 ワークライフバランス・女性活躍推進事業者表彰事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

講座開講回数 講座修了生数

広報事業者数 終了後アンケートで意欲向上が
みられた修了生の数

女性リーダーのネットワーク数 終了後アンケートで交流を継続
すると回答した修了生の数

事
業
概
要

女性活躍推進応援研修の開催とネットワーク形成支援
【期　間】令和5年9月～12月（全4回）予定　毎回2時間半程度
【対象者】市内の事業所（保育所、介護事業所、ホテル、金融機関などの女性が多く活躍している中小企業も想
定）に勤務する女性幹部職員やその候補者（全日程参加可能な人）　※市職員も職員研修として参加を検討する
【人　数】20名
【内　容】外部研修講師による、DX・デジタル化関連、働き方改革関連、新しい価値観（トレンド）などの知見
習得に資する研修（2回/4回）
　宮崎市内の女性経営者（管理職）など身近な女性リーダーによる、体験談を交えた講話、受講者と講師が同じ
テーブルでディスカッションやワークショップ形式の研修（2回/4回）
　参加者同士が研修後も交流しやすいよう、委託業務に研修中の交流支援・ネットワーク形成を含める

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
 多様性に富んだ活力ある社会を創造していくためには、男女が対等にあらゆる分野の意思決定過程に積極的に
参画し共に責任を担っていくなど、「女性の活躍」が求められている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,902

事業目的 女性リーダー人材の育成およびネットワーク構築

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値 18 18 18

実績値 実績値

目標値 22 25 29 目標値 20 20 20

実績値 実績値

目標値 4 4 4 目標値 20 20 20

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

女性幹部職員やその候補者を対象に女性リーダ－研
修（女性活躍推進応援セミナー）の実施

女性リーダーとして必要な知見を習得する機会の
提供

女性リーダーとして必要な知見を習得と受講生同
士の人的ネットワーク形成による不安や悩みの解
消、意欲向上につなげる。

男女が対等にあらゆる分野の意思決定過程に積極
的に参画し共に責任を担っていける女性が活躍で
きる社会になる

主要施策 人権尊重・男女共同参画の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 2-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 女性活躍推進応援プロジェクト事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用 ×

所管課 0120250000　地域振興部　文化・市民活動課 事業期間 Ｒ５ R 7

事務事業名 女性活躍推進応援プロジェクト事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

審議会の開催回数（回） 第四次宮崎市文化振興計画の策
定

事
業
概
要

令和５年度
①市民意識調査の実施：市民2,000人を対象とした調査の実施
②文化芸術団体、若い世代へのアンケート調査の実施：団体や中高大学生を対象とした調査の実施
③各調査の分析：上記①②の分析　※委託
④宮崎市文化芸術審議会：計画の方向性について審議（年３回）
令和６年度には、④を４回、計画概要版の作成委託等を予定

※令和４年度には、文化施設や各種事業等の利用者・参加者を対象に「文化芸術」に関するアンケート調査を実
施している。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本課においては、平成30年3月に第三次宮崎市文化振興計画（計画期間：平成30年度～令和9年度）を策定し、令
和4年度に中間見直しを行っているところである。本来は令和10年3月に次期計画を策定予定であったが、上位計
画である宮崎市総合計画前期計画が、令和6年度まで2年間延伸され、次期総合計画について、社会情勢等を踏ま
えた上で策定することとされたため、本計画についても、３年間前倒しして、令和5年から令和6年の2か年で新
たな計画を策定するものである。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 4,750

事業目的 本市の文化芸術の振興

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 3 4 目標値 0 1

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

市民意識調査や文化芸術団体・若い世代へのアン
ケート調査にて基礎データを収集し分析を行い、文
化芸術審議会で審議を行う。

学識経験者等で構成する文化芸術審議会にて、文
化芸術基本条例やアンケート調査分析を反映した
審議を行う。

市民意識調査等を踏まえ、文化芸術基本条例を反
映した第四次宮崎市文化振興計画を策定する。

本市の文化芸術活動が計画的に推進され、文化芸
術の振興が図られる。

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携 ○

根拠法令等 市文化芸術基本条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 第四次宮崎市文化振興計画策定事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用 ×

所管課 0120250000　地域振興部　文化・市民活動課 事業期間 R5 R6

事務事業名 第四次宮崎市文化振興計画策定事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

共同利用施設南赤江センターほか５館の長寿命化改修工事を実施する。
　令和５年度
　　・南赤江センター
　　　　鉄筋コンクリート１階建て（外壁面積334㎡）の塗装及び外壁補修工事
　令和６年度
　　・津和田センター
　　　　鉄筋コンクリート１階建ての外壁補修、電気設備更新、空調更新工事ほか
　　　　（詳細は令和５年度実施の建物診断により決定する）
　令和７年度
　　・月見ヶ丘６次センター、空港南センター（詳細は令和６年度の建物診断により決定する）
　令和８年度
　　・ひえだセンター（詳細は令和７年度の建物診断により決定する）
　令和９年度
　　・ひえだセンター、柳籠センター（詳細は令和８年度の建物診断により決定する）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　共同利用施設は宮崎空港周辺の航空機騒音による住民生活の障害を緩和するため、地域住民の学習、保育、教
養または集会の場所として設置した施設である。現在は７館があり、宮崎市公共施設等総合管理計画に基づき、
個別施設計画を令和３年３月に策定した。
　「令和3年度 公共施設の建物診断結果」において、「南赤江センターは改修要」、「月見ヶ丘センターは経過
観察」との診断結果であった。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,416

事業目的 　個別施設計画に基づく改修工事を実施することにより、建物の長寿命化を図り、管理コストの削減に繋げる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 地域コミュニティの活性化 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】共同利用施設長寿命化改修事業 短縮コード 13496

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用

所管課 0124250000　環境部　環境政策課 事業期間 R5 R9

事務事業名 【公共】共同利用施設長寿命化改修事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

脱炭素シナリオの作成 再エネ導入目標の作成

事
業
概
要

　カーボンニュートラルは再エネと省エネでCO2排出量を削減することを前提にしているため、本市における再
生可能エネルギー活用状況や再生可能エネルギーポテンシャル等を調査・分析する必要がある。また法律の改正
により再エネ利用促進等の施策に関する事項に加え、施策実施に関する目標を追加することが義務付けられた。
そのことを踏まえ、本市の実情に応じた再生可能エネルギー導入戦略を立案し、第四次宮崎市環境基本計画（令
和7年3月策定）に反映させることにより、「2050年ゼロカーボンシティみやざき」の実現に向けた環境基本計画
の基礎資料となり、今後のゼロカーボンに関する施策の推進を図る。

　【調査事項】
　　　・基礎情報の収集又は現状分析
　　　・温室効果ガス排出量に関する複数のパターン推計
　　　・地域の将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成
　　　・再エネ導入目標の作成
　　　・必要な政策及び指標の検討
　　　・施策に関する構想の立案

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市は国の2050年カーボンニュートラル宣言を受け、2021年8月に「2050年ゼロカーボンシティみやざき」を
宣言し、2030年までにCO2排出量を46％削減（2013年比）、2050年までにカーボンニュートラルを目指してい
る。そのため、各部門（産業、家庭、業務、運輸）において、CO2排出量を削減するための施策を行う必要があ
る。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 17,500

事業目的 2050年のカーボンニュートラルを目指し、脱炭素社会を実現する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 目標値 1

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

再生可能エネルギーポテンシャル等を調査・分析す
る

脱炭素シナリオの作成 再エネ導入目標を宮崎市環境基本計画に反映させ
る

脱炭素社会の実現

主要施策 スマートシティの取組の推進 公民連携 ×

根拠法令等 地球温暖化対策の推進に関する法律第21条第3項 戦略ＰＪ 3-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 「2050年再エネ導入」目標調査分析事業 短縮コード 13347

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0124250000　環境部　環境政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 「2050年再エネ導入」目標調査分析事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

市民アンケートの実施 第４次環境基本計画の策定

環境審議会の開催

市民環境懇話会の開催

事
業
概
要

　令和７年度を始期とするため、令和５年度～令和６年度の２ヶ年をかけて、現第３次計画を改訂し、第４次計
画を策定する。
【第３次計画からの主な改訂内容】
　①2050年ゼロカーボンシティみやざき実現に関する記述（令和３年９月定例会で宣言）
　②2030年温室効果ガスの排出削減目標の見直し（26％削減　⇒　46％削減（2013年度比））
　③地域気候変動適応計画の策定（令和３年10月に気候変動適応計画が閣議決定）
　④ＳＤＧｓ達成に向けての役割を明示

【令和５年度 事業内容】
　・受託者の選定　・市民アンケート（環境意識調査）の実施（2500人）
　・環境審議会、庁内会議、幹事会、部会の開催　・市民環境懇話会の開催　・計画素案骨子の作成

【令和６年度 事業内容】
　・環境審議会等の開催　・市民環境懇話会の開催　・議会への説明　・パブリックコメントの実施
　・第４次計画策定

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　宮崎市環境基本条例第８条に基づき、平成30年度から令和９年度を計画期間とする宮崎市環境基本計画（第３
次計画）を策定しているが、上位計画である「第五次宮崎市総合計画」の次期計画の始期が令和７年度に前倒し
されるとともに、大きく変化する社会経済情勢や環境を取りまく課題に対し、一層の取り組みが求められてい
る。
　このような中、本計画についても、総合計画の基本構想を環境面から実現するためのマスタープランとして、
令和７年度を始期とする次期計画（第４次計画）を新たに策定する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 18,900

事業目的 令和７年度を始期とする新たな環境基本計画（第４次計画）を策定する。

実績値 実績値

目標値 3 3 目標値

実績値 実績値

目標値 2 3 目標値

実績値 実績値

目標値 1 - 目標値 - 1

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

現在の第３次環境基本計画を改訂する 市民アンケートを実施し、環境審議会、市民環境
懇話会を開催する

第４次環境基本計画を策定する 自然環境の保全と、生活の質が向上し、居住環境
が充実する

主要施策 自然環境の保全 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市環境基本条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎市環境基本計画策定事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0124250000　環境部　環境政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 宮崎市環境基本計画策定事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

１．事業場所：宮崎市池内町天神面3901番地（宮崎みたま園管理事務所）
２．構造種別：補強コンクリートブロック造
３．階　　数：地上　1階
４．建築面積：20.35ｍ2
５．事業内容：令和5年度に管理事務所の外壁や軒裏及び屋根の改修工事を行う。

【参考情報】
　・令和4年度に下記業務委託を実施し、結果を確認した。
　　①石綿含有調査業務委託…結果：含有なし
　　②耐震診断業務委託…結果：耐震性能あり

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　宮崎みたま園の管理事務所は昭和51年の建築時から一度も改修等が行われておらず、建物内外に劣化が見られ
る。特に屋根材の剥離、軒裏の鉄筋腐食やコンクリートの剥落、壁やスラブにひび割れ等の経年劣化が進行して
いる状況である。当事務所を管理運営の拠点施設として長期使用を図るために適正な維持管理が必要である。
　「令和3年度 公共施設の建物診断結果」において、「改修要（至急）」との診断結果であった。令和4年度は
改修に先立ち、石綿含有調査及び耐震診断を行った。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,741

事業目的 宮崎みたま園の管理を安定して行っていくために外壁等の改修工事を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 暮らしの安全・衛生の確保 公民連携

根拠法令等 宮崎市墓地及び納骨堂の設置等に関する条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】宮崎みたま園管理事務所改修事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用

所管課 0124250000　環境部　環境政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】宮崎みたま園管理事務所改修事業 会計区分 墓地
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0124600000　環境部　環境指導課 事業期間 Ｒ５ R10

事務事業名 不法投棄調査・収集パトロール管理システム開発等事業 会計区分 一般

予算事業名 不法投棄調査・収集パトロール管理システム開発等事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ○

主要施策 廃棄物対策の推進 公民連携 ×

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、宮崎市不法投棄の防止に関する条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 15 15 15 15 目標値 650 600 550 500

実績値 実績値

目標値 目標値 6,000 5,500 5,000 4,500

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

現在、不法投棄の未然防止と常習箇所対策として、不法投棄調査及び収集パトロール業務を民間業者に委託して
おり、本課及び環境業務課に寄せられた不法投棄の情報は、メール及びＦＡＸで委託業者に送付している。しか
し、それらの情報の伝達や整理に多大な時間を要し、実績報告についても紙ベースとＣＤであることから、これ
らの情報のデジタル化を図り、効率的かつ効果的に業務を見直すことが求められている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,708

事業目的
廃棄物の不法投棄対策として、不法投棄の情報をデジタル化し、不法投棄の防止対策に活用することで、清潔で
美しいまちづくりを推進する。

評価結果 採択

特記事項

・システムの開発及び運用 ・不法投棄情報の処理時間の短縮
・不法投棄情報のデータベース化及びパトロール
コースの最適化

・不法投棄件数及び収集量の減少
・不法投棄常習箇所の減少（再発の防止）

・不法投棄多発箇所等の特定により不法投棄の未
然防止が図られ、快適で安全な生活環境を確保す
ることができる。

１件あたりの処理時間（分/件） 不法投棄件数（件）

不法投棄物収集量（kg）

事
業
概
要

１．概要
（１）システム開発
　現在、パトロールを受託している業者と紙ベースで行っている情報共有について、不法投棄調査・収集パトロール管理
システムを開発し、不法投棄の情報共有をデジタル化する。
（２）運用
　　①調査パトロール班（1班）
　　　市民等から不法投棄の情報提供があった場合、本市から投棄場所や投棄物の情報（量、種類等）をシステムを用い
て提供する。委託業者はその情報を基に、現地確認や投棄者調査、必要に応じて投棄物の回収を行い、その対応状況等を
システムを用いて報告する。
　　②収集パトロール班（2班）
　　　定期的なパトロール（全69コース）を実施し、散乱ごみ等の状況確認・回収を行いそれらをシステムを用いて報告
する。また、新たな不法投棄を発見した場合は、投棄場所や対応等についてシステムを用いて報告する。
（３）使用機器（5年リース）
　　タブレット4台（調査パトロール班1台、収集パトロール班2台、予備1台）、パソコン2台（環境業務課、環境指導課各
1台）

２．事業スケジュール
　令和５年度　：システム開発及び試行運用
　令和６年度～：システム運用開始

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【事業概要】
・令和4年度に、対象となる9施設の建物診断を実施した。
・改修を必要とする焼却施設・リサイクル施設・水処理施設において対策を実施する。

【方法】
①診断結果に基づく事業計画の作成、参画市町村への説明（令和4年度）
②改修実施設計の実施、予算要求（令和5年度）
③防水改修及び外壁改修工事の実施（令和6年度～令和7年度）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

長寿命化総合計画に基づき、エコクリーンプラザみやざきの焼却施設は改良工事を実施しているが、焼却施設等
が設置されている建築物については、大規模改修等の実施はしておらず、供用開始後17年を経過しているため、
老朽化が顕著となっている。
なお、SPCとの運転管理等業務委託契約において、土木建築物の改修等は本市が行うこととなっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,050

事業目的 エコクリーンプラザみやざき建物改修工事を実施し、長期的に安定稼働させる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 廃棄物対策の推進 公民連携

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律他 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 エコクリーンプラザみやざき建物改修事業 短縮コード 13448

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用

所管課 0124800000　環境部　環境施設課 事業期間 Ｒ５ Ｒ８

事務事業名 【公共】エコクリーンプラザみやざき建物改修事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

●佐土原清掃センターの解体
【令和5年度】
・ダイオキシン等事前調査
（対象物の汚染物サンプリング調査を実施し、解体実施にあたって適切なダイオキシンばく露防止対策のための
管理区域等設定の根拠データを得る）
・詳細設計（工事内容の詳細確定及び工事費の積算）
【令和6年度】解体工事
【令和7年度以降】土地売却

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　佐土原清掃センターは（昭和59年～）は、稼働開始から佐土原町域のごみ処理を担っていたが、エコクリーン
プラザみやざきでの広域処理開始に伴い、平成17年以降は、施設は解体を待つのみとなっている。令和4年度で
施設竣工から約38年が経過し、施設本体の老朽化が懸念され、早急な施設の解体が必要な状況である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 16,500

事業目的 佐土原清掃センターの適正な解体・撤去を実施する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 廃棄物対策の推進 公民連携

根拠法令等 無 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 廃棄物処理施設解体事業 短縮コード 12775

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用

所管課 0124800000　環境部　環境施設課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 廃棄物処理施設解体事業（佐土原清掃センター） 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【事業概要】
・佐土原町（光陽台・小牧台）、高岡町（祇園台）の施設の解体及び土地売却についての事業である。
・光陽台については、更地部分の古墳エリアとの分筆、施設解体による緑地面積の確保を行った後、更地部分を
売却する。
・小牧台及び祇園台については、し尿処理施設を解体し土地売却を行う。
※光陽台については、敷地の一部を占める古墳エリアは他の用途利用は出来ず、都市計画上の緑地面積の確保も
必要なため、分筆等を行い適切に対応した上で事業を推進する。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　佐土原町（光陽台・小牧台）と高岡町（祇園台）の団地のし尿処理施設は、公共下水道への接続に伴い廃止と
なっているが、解体が未実施の状態である。
　施設の解体を早期に実現させるため、土地の売却益を活用した事業を行うものである。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 16,500

事業目的 未利用地の売却と廃止施設の解体を推進して、効率的で効果的な行政経営を目指す。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 廃棄物対策の推進 公民連携

根拠法令等 都市計画法、文化財保護法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 し尿処理施設解体事業 短縮コード 13449

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用

所管課 0124800000　環境部　環境施設課 事業期間 Ｒ５ Ｒ８

事務事業名 し尿処理施設解体事業 会計区分 一般
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1
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

予算編成のための固定資産評価によ
る資産価値や減価償却費の把握件数

経営戦略見直しのための経営成
績・財政状況の把握

公営企業会計システムの構築 財務情報に基づく住民や議会に
よるガバナンスの向上

事
業
概
要

■ 概要
　 公設合併処理浄化槽事業特別会計に、地方公営企業法のうち財務に関する規定を適用し、公営企業会計に
　 移行させる。

■ 方法
　 ① 公設浄化槽事業の設置に関する条例、会計規程の新設（令和５年９月議会予定）
　 ② 公設合併処理浄化槽等に係る固定資産評価
　 ③ 公営企業会計システムの導入
 　④ 公営企業会計での新予算案の提出（令和６年３月議会予定）
　 ⑤ その他庁内及び金融機関等との調整

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　公設合併処理浄化槽事業は、公設合併処理浄化槽の新規設置（PFI方式）や維持管理を行う公営企業であり、
特別会計を設置し運用している。
　総務省より、公営企業に対して経営基盤の強化と財政マネジメントの向上等に取り組む必要があるため、特に
下水道事業は、令和5年度までに公営企業会計へ移行するよう、要請を受けている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 27,168

事業目的
　公営企業会計に移行し、経営の見える化を図ることで、中長期の経営見通しに基づく経営基盤の強化を進め、
住民生活に必要不可欠なライフラインを担う公営企業の持続的な経営を確保する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 目標値 1

実績値 実績値

目標値 2,300 目標値 1

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

「官庁会計方式」である公設合併処理浄化槽事業特別
会計を「発生主義・複式簿記」による公営企業会計に
移行させる。

公営企業会計による予算案を編成し、その運用を
効率化するため、企業会計システムを構築する。

公設合併処理浄化槽事業の経営成績や財政状況を
把握し、公表することができ、資産管理の適正化
を図ることができる。

中長期の経営見通しに基づく経営基盤の強化を図
り、公営企業の持続的な経営を確保する。

主要施策 生活インフラの維持・整備 公民連携 ×

根拠法令等 地方公営企業法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 浄化槽管理事業 短縮コード 5530

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 災害に強く、暮らしを支える「生活基盤の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0124800000　環境部　環境施設課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 公設合併処理浄化槽事業特別会計の公営企業会計移行 会計区分 浄化
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

法人後見支援員登録者数（人） 法人後見受任件数（件）

新規で市民後見人に選任される
人数（人）

市民後見人受任件数（件）
※延べ件数

事
業
概
要

【対象・手段】
宮崎市社会福祉協議会が設置する「権利擁護センターみやざき」の運営を支援するため、宮崎市社会福祉協議会
へ運営費として補助金を交付する。

【「権利擁護センターみやざき」の概要】
（場所）宮崎市総合福祉保健センター内
（業務内容）
　個人で後見人等を受任するのではなく、法人として受任し、被後見人等の財産管理や各種契約、福祉サービス
の調整など身上保護などを行うもの。
（人員体制）
　法人後見専門員 2名（正職員1名、嘱託員1名）
　法人後見支援員31名（令和4年4月1日現在）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

2025年問題を背景とする認知症高齢者等の増加に伴い、成年後見制度の利用者数も年々増加している一方で同制
度の利用者数の増加は高齢者数の伸びに対して緩やかであり、制度利用が必要であるにも関わらず、利用できて
いない高齢者が存在するものと考えられる。また、今後制度の周知が進めば、潜在的な制度利用ニーズの顕在化
につながり、制度利用の対象者が増えてくるものと考えられる。そのため、後見人等の受任者として専門職（弁
護士、司法書士等）以外でも選任することができる仕組みを構築し、認知症高齢者等が安定的に成年後見制度を
利用できる体制を整備する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,750

事業目的
認知症高齢者等の更なる増加を見据え、後見人等の受任者の拡大として法人後見受任団体を支援し、併せて市民
後見人の養成を行い、安定した成年後見制度の利用を図る。

14

実績値 実績値

目標値 目標値 8 10 12

2

実績値 実績値

目標値 目標値 2 2 2

50

実績値 実績値

目標値 38 42 46 50 目標値 40 40 50

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

宮崎市社会福祉協議会へ権利擁護センターみやざき
の運営費として補助金を交付する。

権利擁護センターみやざきが適切・円滑に運営さ
れ、法人後見支援員の担い手確保に取り組まれる
ことにより、支援体制の整備が図られる。

法人後見支援員養成研修の修了者が法人後見支援
員として従事する。また、支援員として実績を積
んだ方が市民後見人として個人受任する。

成年後見制度の安定的な利用が図られる。

主要施策 地域包括ケアシステムの確立 公民連携 ×

根拠法令等 成年後見制度の利用の促進に関する法律 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 認知症高齢者等の権利擁護体制整備事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0128100000　福祉部　福祉総務課 事業期間 Ｒ５ なし

事務事業名 認知症高齢者等の権利擁護体制整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

個別避難計画作成委託事業者数（介
護支援専門員所属事業所）

避難行動要支援者名簿提供同意
者数

個別避難計画作成委託事業者数（相
談支援専門員所属事業所）

個別避難計画の地域提供数（累
計）

個別避難計画作成数（累計）

事
業
概
要

①避難行動要支援者名簿と個別避難計画の作成
　・優先度の高い避難行動要支援者に対する個別避難計画の作成委託
　・避難行動要支援者名簿の作成と更新業務
　・避難行動要支援者システム（全庁型GIS）の改修
②地域の避難支援等関係者や庁内関係部局との連携強化
　・（仮）宮崎市要配慮者避難支援協議会の設置　委員14名
　　令和4年度実施の「宮崎市要配慮者避難支援プラン策定委員会」を宮崎市要配慮者避難支援
　　協議会として引継ぎ、庁外の関係機関及び庁内関係部局との連携強化を図る。
③福祉避難所について、量的確保を図るとともに実効性の確認
　・福祉避難所設置・運営マニュアル　の更新
　・福祉避難所避難訓練の実施

※「令和５年度以降の防災・安全交付金の重点配分対象の見直しについて」（R3.12.27　国土交通省大臣官房
社会資本整備総合交付金等総合調整室）において、避難行動要支援者名簿に記載等された情報の提供を行ってい
ない市町村は重点配分の対象外とする旨の通知がされている。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　令和３年５月に災害対策基本法が改正され、要配慮者の中でも特に「避難行動要支援者」に対して、「個別避
難計画」の作成が市町村に努力義務化された。また、福祉避難所においても、指定福祉避難所を指定した場合
に、受入れ対象者を明確化する制度が創設されるなど、自治体の災害時要配慮者の避難支援に対してさらなる取
組が求められている。
　これまでも地域における避難支援体制構築等の取組を進めてきたところであるが、個別避難計画作成などの避
難支援の取組を加速化し実効性のあるものとする必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 28,050

事業目的 災害時の犠牲を最小限に抑えるとともに地域で安心して生活できる基盤を整える。

実績値 実績値

目標値 1,000 2,000 3,000 3,400 目標値

3,400

実績値 実績値

目標値 41 41 41 41 目標値 1,000 2,000 3,000

10,500

実績値 実績値

目標値 117 117 117 117 目標値 9,000 9,500 10,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・個別避難計画を福祉専門職と連携して作成し、地
域の避難支援等関係者と共有する。
・避難先としての福祉避難所の量的確保と運営の在
り方を具体化する

・福祉専門職と地域の避難支援等関係者が連携し
た避難支援体制を構築する。
・福祉避難所を整備することで、中長期の避難に
備えた要配慮者の受入れ先を確保する。

・避難行動要支援者の災害時の行動が具体的にな
り、災害に備えることが出来る
・地域の支援者による共助の体制を整えることが
出来る

災害時の犠牲を最小限に抑えるとともに地域で安
心して生活できる基盤を整える。

主要施策 地域防災の推進 公民連携 ×

根拠法令等 災害対策基本法 戦略ＰＪ 1-3-5

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 災害時要配慮者支援事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用 ○

所管課 0128100000　福祉部　福祉総務課 事業期間 Ｒ５ 終期無し

事務事業名 災害時要配慮者支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

（理解啓発動画）
動画視聴回数（累計件数）

（理解啓発動画）障がいに関する理
解度＜アンケート＞（％）

（福祉体験、パラスポーツ体験）参
加者数（人）

（福祉体験、パラスポーツ体験）障
がいに関する理解度＜アンケート＞
（％）

理解啓発研修会の実施回数（回） （理解啓発研修会）障がいに関する
理解度＜アンケート＞（％）

事
業
概
要

【事業内容】
１．理解啓発動画作成（令和５年度のみ）
　障害者差別解消法の改正に伴い、動画を作成し、事業者へ周知啓発を図る。
　※令和６年度からは、「２．ふれあい福祉体験研修」と統合し、「理解啓発研修会」として、市民・事業者を対象に研
修を実施する。作成した動画は、理解啓発研修会の中で使用する。
２．ふれあい福祉体験研修
　希望する民間事業所、学校等へ、福祉講話や車いす等の体験研修の講師を派遣する。
〔委託先〕社会福祉法人　宮崎市社会福祉協議会
３．あすチャレ！
　市内の小・中学校を対象に、日本人パラリンピアンが講師となり、パラスポーツの体験授業を行う。
４．パラスポーツ体験
　街市等のイベントの開催に合わせ、市民に対しパラスポーツの体験会を実施する。

【スクラップ・アンド・ビルド】
　令和４年度で終了する「共生社会ホストタウン推進事業」と、「ふれあい福祉体験研修事業」を統合し、令和５年度よ
り新設するもの。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

令和３年６月公布の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（通称：障害者差別解消法）改正法（３
年以内に施行）」において、事業者の「合理的配慮の提供」が義務化（これまでは努力義務）されたことに伴
い、事業者への周知啓発を行う必要がある。また、令和３年度に障がい当事者へ実施したアンケートによると、
障がい理解に関する項目において、前回アンケートよりも数値が悪化したほか、障がい者団体へのアンケートに
おいても、障がい理解啓発を課題とする意見が多かったことから、市民・事業者への障がい理解啓発を総合的に
進める必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,160

事業目的 市民・事業者への障がい理解を促進し、障がい者の権利擁護の推進を図る。

実績値 実績値

目標値 100 100 目標値 70.0 80.0

実績値 実績値

目標値 5,000 5,500 6,000 目標値 60.0 70.0 80.0

実績値 実績値

目標値 2,000 2,500 3,000 目標値 60.0 70.0 80.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

理解啓発動画を作成し、事業者に視聴してもらう。
市民・事業者等に対し、福祉体験、パラスポーツ体
験、理解啓発研修会を実施する。

事業者が、理解啓発動画を視聴する。
福祉体験、パラスポーツ参加者が増える。
理解啓発研修会の参加者が増える。

市民・事業者等の障がいへの理解が得られる。 市民・事業者等の障がい理解が進むことで、障が
い者の権利擁護が図られる。

主要施策 障がい者の自立と社会参加の促進 公民連携 ×

根拠法令等 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 戦略ＰＪ 2-1、2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 障がい理解啓発事業 短縮コード 13536

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0128150000　福祉部　障がい福祉課 事業期間 Ｒ５年度 Ｒ７年度

事務事業名 障がい理解啓発事業 会計区分 一般
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1

1

4

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

　事業利用申請者数 　事業における対象者の１年間
の実利用者数

　訪問看護事業者登録数 　事業における対象者の１年間
の利用平均時間数

事
業
概
要

医療保険の適用を超える自宅利用や医療保険の適用外となる自宅以外で利用する訪問看護を実施する。
①利用対象者　　医療依存度や見守り度の高い医療的ケア児（18歳になる年度まで）の家族等
　　　　　　　　対象者数見込：22名（医療的ケア区分3の児童）
　※医療的ケア区分…障がい児通所サービスの報酬単価算定に用いる区分のことで、医療的ケアの種類に応じた判定スコ
アの合計により区分される。区分が高いほど看護師の配置を手厚くする必要が生じ、報酬単価が高く設定されており、区
分3に分類された児童は、家庭での介護に費やす時間が極めて多く介護負担も特に大きいと考えられるため、本事業の対象
とした。
●区分1…判定スコア3～15点、●区分2…判定スコア16～31点、●区分3…判定スコア32点以上
判定スコア例：人工呼吸器管理(10点)、気管切開管理(8点)、口鼻腔・気管内吸引(8点)、経管栄養(8点)等
②サービス内容　自宅や、友人宅など外出先で行う訪問看護。余暇等出掛ける際の付き添い、通学時の車両同乗（保護者
の体調不良など緊急時）等のほか、医療的ケアのほか療養上の世話（食事ケア、排せつケア、体位変換等）も行う。いず
れも各訪問看護事業所が対応できる内容、場所に限る。
③利用可能時間　年48時間
④サービス費用　1時間あたり7,500円、調整管理費1事業所あたり3,000円
⑤利用の流れ　　市が家族等から申請を受け、市が委託契約した訪問看護事業所からのサービス提供後、市から委託料を
支払う。
※医療的ケア児　80名（R4.4）、68名（R3.4）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　医療的ケア児支援法（令和３年９月施行）の目的として医療的ケア児の健やかな成長や、その家族の離職の防止が掲げ
られ、市は医ケア児や家族に対する支援を実施する責務を有すると規定されている。医療的ケアを必要とする児童の介護
者の中には、慢性的な睡眠不足や精神科的治療対象となる程疲弊している方がいるほか、障がい福祉サービス提供事業所
の受入れに限りがあることやきょうだい児の孤立防止の観点などから、市医療的ケア児等支援連絡協議会においてレスパ
イト事業の早急の実施を求める意見が上がっている。本事業の期間は、受け入れ事業所を確保するために今後報酬単価の
見直し等を行い、受入れができる体制が整うまでの間を想定している。　～R5報酬単価見直し等の検討　R6予算要求　R7
体制整備

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,750

事業目的
　医療依存度や見守り度の高い医療的ケア児の健康保持及びその家族等の介護負担の軽減（レスパイト）を図
る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 10 11 12 目標値 36 48 48

実績値 実績値

目標値 22 23 24 目標値 22 23 24

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・家族等が介護の休息、就労等のために利用する
　訪問看護の費用を市が負担する。
・事業の周知をする。

・利用対象者の事業利用促進
・事業所の登録促進

・家族等が必要な休息が取れ、身体的・精神的負
担が軽減される。
・きょうだい児の育児や、病院受診など本人に必
要な時間の確保につながる。

・安心して子ども生み、育てることができる社会
の実現。
・医療的ケア児等の健やかな成長。

主要施策 子育て家庭への生活支援と相談機能の充実 公民連携 ×

根拠法令等 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律。障害者総合支援法。児童福祉法。戦略ＰＪ 2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 医療的ケア児在宅レスパイト事業 短縮コード 13535

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0128150000　福祉部　障がい福祉課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 医療的ケア児在宅レスパイト事業 会計区分 一般
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1

1
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

公認心理師の配置 早期相談支援
（延べ件数）

作業療法士の配置 早期相談支援
（実利用者数）

児童相談支援専門員の配置

事
業
概
要

【対象・手段】
　相談を受けてから診断を受ける早期の段階から、公認心理師や作業療法士、児童相談支援専門員といった専門
職員により、児童及び保護者のアセスメント、カウンセリングなどの支援を実施し不安の解消や診察時の負担軽
減及び、早期の療育支援への導入の取り組みを行う。
　
　業務委託先（予定）：宮崎市社会福祉事業団
　委託業務内容：専門職（ソーシャルワーカー）によるアセスメントやカウンセリング

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　発達障がいへの認知度が高まり、相談や診察の件数、福祉サービス利用数が増加しているなか、幼児期の発達
障がいの診察をする医療機関（小児科）が限られている。
●児童数H30:60,706⇒59,089(97%)●発達外来件数　H30:10,836⇒R3:11,129(102%)
●障がい児相談支援　Ｈ30:885⇒Ｒ3:1,234（139％）
●放課後等デイサービス　Ｈ30:741⇒Ｒ3:1,033（139％）
●児童発達支援　Ｈ30:144⇒Ｒ3:178（123％）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,750

事業目的
　障がいのあるなしに関わらず、子どもたちに自分らしく生きていく力が身につくよう、成長する子どものライ
フステージに応じた継続的な支援を行う。

実績値 実績値

目標値 0.4 0.4 0.4 目標値

実績値 実績値

目標値 0.4 0.4 0.4 目標値 360 360 360

実績値 実績値

目標値 0.4 0.4 0.4 目標値 720 720 720

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・発達障がいに関する指摘を受けた児童・保護者に
対し、早期の各種相談支援、アセスメント及びカウ
ンセリングを行う。

・発達支援センターに公認心理師、作業療法士、
児童相談支援専門員をそれぞれ配置し、相談支援
体制の整備を図る。

・早期の支援を通して、児童への円滑な発達支援
につながり、児童・保護者の不安の解消や療育支
援、福祉サービスの利用につながる。

・児童やその家族が安心して生活することがで
き、児童が自分らしく生活することができる。

主要施策 幼児教育・保育サービスの提供 公民連携 ×

根拠法令等 障害者総合支援法及び発達障害者支援法等 戦略ＰＪ 2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 発達障がい児等早期支援強化事業 短縮コード 13652

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0128150000　福祉部　障がい福祉課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 発達障がい児等早期支援強化事業 会計区分 一般
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1
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

個別支援を行う高齢者数 個別支援対象者の状態の維持・改善率
（初回と3回目の質問票による評価）

健康教育等を行う通いの場の数 個別支援対象者のHbA1cの維持・
改善率

通いの場で健康教育等を実施し
た高齢者数

事
業
概
要

効果的かつ効率的に高齢者のフレイル(虚弱)の進行を防止するために高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組を行う

１．医療職(保健師)による事業の企画・調整
　　・KDBシステムによる分析・地域の健康課題の整理分析、支援すべき対象者の抽出、下記２・３の事業の企画調整
　　・庁内関係課の調整、医療機関団体等との連携
２．生活習慣病等の重症化防止のための個別支援（ハイリスクアプローチ）
　（１）対象　・後期高齢者健康診査受診者のうち75～83歳(要介護3～5を除く)で下記の①②いずれも該当するもの
　　　　　　　　①糖尿病治療中・中断中またはHbA1c7.0以上　②後期高齢者質問票からフレイル疑い
　（２）方法　・専門職による個別支援（家庭訪問等3回/人）
　　　　　　　　保健・介護予防連携推進室職員および派遣専門職(管理栄養士、歯科衛生士等)対応
　　　　　　　・生活習慣病重症化防止のための保健指導（口腔、栄養、運動等）
３．通いの場等でのフレイル予防教室（ポピュレーションアプローチ）
　（１）対象　・健幸運動教室(市既存事業)参加者、高齢者サロン参加者等
　（２）方法　・専門職(理学療法士、管理栄養士、歯科衛生士等)を派遣
　　　　　　　・フレイル予防の普及啓発、運動・栄養・口腔等の講話や実技
　　　　　　　・参加者をスクリーニングしてハイリスク者の個別支援につなげる
＜事業実施する日常生活圏域＞上記２、３を同一地区で行う　R5:11/22地区、R6:22/22地区
＜対象者条件＞R5:糖尿病、R6:R5対象者+低栄養+口腔、R7:R6対象者+αと経過をみながら対象者を拡大

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　令和6年度までに、市町村において、後期高齢者医療広域連合から委託を受けて、高齢者の保健事業と介護予
防の一体的実施の取組を始めることが法律により努力義務化されている。（改正された高齢者の医療の確保に関
する法律が令和2年4月に施行）
　また、一体的実施の取組については、保険者努力支援制度(国保)や保険者機能強化推進交付金等の評価指標
(介護保険)に設定されている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 33,574

事業目的 高齢者が健康で住み慣れた地域(住まい)でいつまでも生活を送れる

1,200

実績値 実績値

目標値 目標値 600 1,200 1,200

80%

実績値 実績値

目標値 40 80 80 80 目標値 80% 80% 80%

80%

実績値 実績値

目標値 350 700 700 700 目標値 80% 80% 80%

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

保険者が高齢者の心身の多様な課題や特性にあった
保健指導を行う。

・疾患の重症化を防止するための個別支援を行
う。
・地域型健幸運動教室参加者等を対象にフレイル
を防止するための健康教育等を行う。

・疾患の重症化を防止できQOLを維持できる。
・対象者がフレイル状態、要介護状態へ移行しな
い。

フレイル状態、要介護状態に陥る高齢者を減らす
ことができ、健康で元気な高齢者が増加する。

主要施策 地域包括ケアシステムの確立 公民連携 ×

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律 戦略ＰＪ 2-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 保健事業と介護予防の一体的実施事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0128230000　福祉部　地域包括ケア推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 保健事業と介護予防の一体的実施事業 会計区分 介護
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

歯つらつ歯科健診受診率
(歯科健診を受けた人の割合)

口腔プログラム参加者数
(健診で口腔機能低下がありプログ
ラムに参加した数)
口腔プログラム参加後の口腔機能が
向上した人の割合

事
業
概
要

　第一ステップとして、高齢者にオーラルケアの重要性等を理解してもらうための啓発情報誌を作成、それを受け取った高齢者の歯科
健診受診への行動意欲を高める。第二ステップとして、口腔機能の要フォロー者に対し口腔機能を改善するプログラムを提供し、話し
づらさ、むせの予防に繋げ、最終的にフレイルになることを予防する。
【手段概要】
①70歳：歯科健康ドック、76歳、81歳：歯つらつ歯科健診対象者に向けに、オーラルケア及びフレイル予防に関する情報を掲載した情
報誌を作成し、フレイルを予防する意識を高め健診受診を促進。
②歯科健診の受診を促進することで健診者数が増加する見込み。
③健診後、口腔機能の異常（低下）が見られる者に対して口腔プログラムを提供し、高齢者自身が口腔機能を向上させる。
【対象者】
70歳：約5400人(啓発のみ)、76歳：5400人、81歳：約4000人(R5年度に各年齢に到達)
【方法・手段】
①市は随意契約を事前に結ぶ。
②市(地域包括ケア推進課)は、オーラルケアやフレイル予防に関する情報誌を作成し、対象者に個別送付する。
③高齢者は歯科医院で健診を受け、歯科医師が要フォロー者に対し口腔プログラムの参加を促す。
④要フォロー者は、情報誌とじ込みの参加券を歯科医院に提出し、口腔プログラムを受ける。
⑤市は口腔プログラムの委託料を支払う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　歯科口腔保健の推進に関する法律により、市や後期高齢者医療広域連合では、歯科や口腔の知識等の普及啓発
等や定期的な歯科健診等を実施することが求められている。高齢者にとって、歯科や口腔機能の向上への取組を
行うことは、食べ物をおいしく食べられるだけでなく、糖尿病等の生活習慣病の重症化予防、フレイル予防につ
ながる。しかし健診は10％程度に留まっている。
・歯科健康ドック70歳対象　R3年度実績　健診率9.4％  ・75歳以上の歯科受診率　49.4％
・歯つらつ歯科健診76歳、81歳対象　R3年度実績　受診率9.49％、口腔機能異常者約2割

Ｒ５年度

総事業費（千円） 17,185

事業目的 　高齢者の口腔内の機能が向上し、元気で健康的な高齢者が増える

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 80% 80% 80%

実績値 実績値

目標値 20% 20% 20% 目標値 780 820 820

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・オーラルケアやフレイル予防に関する情報誌を作
成し、高齢者の歯科健診受診を促進する。

・歯つらつ歯科健診の受診率が向上する。 ・健診後、要フォロー者が口腔プログラムを受
け、セルフケアを実践し、その定着が図られる。
・オーラルフレイルを未然防止できる。

・高齢者の口腔内の機能が向上し、元気で健康的
な高齢者が増える

主要施策 健康づくりの推進 公民連携 ×

根拠法令等 歯科口腔保健の推進に関する法律、高齢者の医療の確保に関する法律 戦略ＰＪ 2-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 オーラルケア・フレイル予防事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0128230000　福祉部　地域包括ケア推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 オーラルケア・フレイル予防事業 会計区分 介護
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1

2
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

手帳配付数（50,000部／3年間） 本市の通いの場の参加者実人数
(国への報告数)

出前講座開催数 出前講座アンケートで「フレイル予
防に関する理解が深まった」と答え
た人の割合（％）

事
業
概
要

●介護予防手帳(手帳本体/記録ノート）A5～B6版大仕様100ｐ程度（裏表紙ポケット付き)の配付
【目的】手帳(記録ノート)の配付を通じて、高齢者がフレイル予防に関心を持ち人生の目標を考えることで、自分の健康及び生活を把
握し管理できるよう行動変容を促す。高齢者のアクティブな生活を後押しする。
【対象者】本市在住の高齢者 50,000人（要介護認定者を除く高齢者人口の約50％）
【配付方法】健診受診や出前講座、健幸運動教室、窓口等で配布
【手帳の主な内容】
①本人情報（氏名・生年月日・緊急連絡先・既往歴・常用薬・かかりつけ医等）
②本人・家族が希望する生活
③健康づくり・フレイル予防の基礎知識　　　④認知症の理解と予防、相談先について
⑤本市の保健事業・介護予防事業の案内　　　⑥相談窓口一覧   ⑦緊急時シート（冷蔵庫貼付用）
【記録ノートの主な内容】
①年間目標と1日の行動目標　②毎日の健康管理（血圧管理や健診結果記録等）　③通いの場・運動教室等の参加記録
④介護予防事業等の情報
【その他の手帳活用のための仕掛け】
①手帳を携帯してもらうため、市内の飲食店等に手帳を持参した方にプチおもてなしサービスを提供する協賛を依頼
②自己目標を達成させるため、達成が認められた者に参加賞を贈呈(人数限定)
【令和5年度の手帳作製数】50,000冊　R6から記録ノートのみ25,000刷新し継続的に記録が出来るよう配布。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

介護保険法の第4条【国民の努力と義務】には①常に健康の保持増進に努める②自立した日常生活の実現に努める③その有
する能力の維持向上に努める④地域における互助に資する自発的活動への参加に努める、と明記されている。これまで高
齢者の保健分野では老人保健事業による「健康手帳」が活用されていた背景はあるが、相談や指導といった受け身の健康
管理ではなく、人生100年時代と言われる昨今、高齢者がいかにセルフマネジメントし健康で幸せに過ごす人生をイメージ
し自立した日常生活を実現し続けていくかが重要となる。子育てや仕事から離れた第2の人生だからこそ自律的な生活や人
生の目標、健康を管理する能力を高めていくツールが必要。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 22,158

事業目的 高齢者が健康で住み慣れた地域(住まい)でいつまでも生活を送れる

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 10 10 10 目標値 100.0 100.0 100.0

実績値 実績値

目標値 30,000 10,000 10,000 目標値 13,907 14,457 15,007

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・65歳以上の健診を受診した高齢者に、介護予防手
帳を配付する。

・手帳を作成し、高齢者に配付する。
・手帳の活用に関する出前講座を開催する。

・特定健診や高齢者健診等の受診率が上がる。
・フレイル予防や介護予防に関連する事業への参
加者が増加する。
・健康づくりへの意識が向上した市民が増える。

・フレイル状態、要介護状態に陥る高齢者を減ら
すことができ、健康寿命の延伸ができる。

主要施策 健康づくりの推進 公民連携 ×

根拠法令等 健康増進法、高齢者の医療の確保に関する法律 戦略ＰＪ 2-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 介護予防手帳配付事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0128230000　福祉部　地域包括ケア推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 介護予防手帳配付事業 会計区分 介護
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

質問票を送付する数 郵送回答者のうち、地域包括支援セン
ターがハイリスクと判断し電話や訪問
した者（郵送回答者の5％）

郵送回答者（約7割）
※データ入力委託、評価結果を郵送

未回答者のうち、地域包括支援セン
ターが民生委員等へ聴取や訪問で状態
把握した者（未回答者の6割）

未回答者（約3割）
※包括に個別に実態把握を依頼

最終的に、地域包括支援センターが状
態把握した７６歳高齢者（9割）

事
業
概
要

１.７６歳高齢者に対する質問票の郵送と回答の集約
　（１）対象　・当該年度に76歳に到達する市内在住高齢者（住基台帳記載者）　※事業対象者・要支援・要介
護を除く
　　　　　　　　（本市の年齢階級別の認定率は、75～79歳から大きく伸び始めるため）
　
　（２）方法　・返信用封筒とリーフレットを郵送（オーラルケア・フレイル事業案内に同封）
　　　　　　　・本人または家族が記載し、市へ返送
　　　　　　　・市から高齢者へ評価結果と「しあわせ手帳」を郵送
　　　　　　　・郵送回答者・未回答者一覧を各地域包括支援センターに情報提供
２．地域包括支援センターによる活用
　（１）郵送回答者一覧・・・早期に支援が必要と思われる者へ接触（電話、訪問）。支援につなげる。
　（２）未回答者一覧・・・実態把握（訪問民生委員等への情報収集、訪問など）を行い、状況を記録。
　（３）数年後、相談があった場合に、（１）（２）を参考にすることで的確な課題把握と早期支援が可能とな
る。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　地域包括支援センターでは、相談者の心身状態を正しく評価して課題を抽出し、適切な支援を提案するため、日常的に
高齢者宅やサロン等の通いの場などへ足を運び、地域の高齢者の情報収集が行われていた。しかし、新型コロナ流行後は
このような情報収集がしにくい状況である。
 近年、新型コロナウイルス感染症の影響による外出機会の減少、生活範囲の狭小化、社会参加や交流の消失に起因する高
齢者の状態低下が多く見られるようになり、地域包括支援センターへの相談件数も増えている（相談者数（65歳以上実人
数）：R2・7,992人、R3・9,049人）。このような相談時に、H18～H24年度に実施された特定高齢者把握事業（参考情報欄
参照）で収集した情報が現在も活用されている実態がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,864

事業目的 すべの高齢者が住み慣れた地域の中で、安心して暮らすことができる

4,950

実績値 実績値

目標値 1,650 1,650 1,650 1,650 目標値 4,950 4,950 4,950

990

実績値 実績値

目標値 3,850 3,850 3,850 3,850 目標値 990 990 990

193

実績値 実績値

目標値 5,500 5,500 5,500 5,500 目標値 193 193 193

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　７６歳時点での市民の心身の状態について、質問
票の郵送または地域包括支援センターの聞き取りに
て把握する。
　郵送回答者へは評価結果を郵送する。

・高齢者から結果が届くことで実態を把握できる
・フレイル予防の普及啓発を行うことができる。

・市や包括支援センターから客観的な評価や助言
を受けることができる（早期介入）。
・地域包括支援センターが地域の高齢者の状態を
効率的かつ網羅的に把握できるため、将来相談し
た際に、速やかに適切な支援に繋がる。

　すべての高齢者が住みなれた地域の中で安心し
て暮らすことができる。

主要施策 地域包括ケアシステムの確立 公民連携 ×

根拠法令等 介護保険法 戦略ＰＪ 2-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 ７６歳市民一斉健幸チェック事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0128230000　福祉部　地域包括ケア推進課 事業期間 Ｒ５

事務事業名 ７６歳市民一斉健幸チェック事業 会計区分 介護
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0128270000　福祉部　社会福祉第一課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 査察指導台帳システム化事業 会計区分 一般

予算事業名 査察指導台帳システム化事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ○

主要施策 社会保障の確保 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 100.0 100.0 100.0 目標値 450 460 470

実績値 実績値

目標値 15 17 19 目標値 60.0 63.0 65.0

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　生活保護業務において、ケースワーカー（以下、ＣＷ）の進捗や指導指示状況の管理を査察指導台帳を用いて組織的に
管理することとされている。Ｒ３年度まで、世帯ごとの査察指導台帳（約8,000世帯分）を査察指導員（以下、係長）が紙
での管理をエクセルで行うよう改善を図ってきた。しかし、現在の共有フォルダでは容量が足りず、また同時に使用する
ことができないため、各係長が各々のデスクトップ上で管理せざるを得ず、係間での情報共有が図れていない状況であ
る。結果、本来の目的であるケースワーカーの進捗管理や指示内容として有効に活用できなかった。また他課情報の連携
をＣＷが手作業で行っていることから、保護費過支給の発覚が遅れ返還金等の滞納につながっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 20,811

事業目的
　「査察指導台帳システム」を新たに構築することによって、適切な保護費支給および自立に向けた適切な支援
を行う。

評価結果 採択

特記事項

査察指導台帳システムの構築を図り、運用する。 ・令和5年度までにシステムの本格稼働に向けた
構築を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・被保護者の他課情報一元化を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・全ＣＷ業務の進捗管理を行う。　

係長が全ＣＷ業務の進捗管理ができることで適切
な指示を出すことができ、結果、被保護者に対し
て、より細かな支援が行えるようになる。

適正な保護費の支給、自立に向けた適切な支援を
行うことができる。

査察台帳システム運用率(％) 保護自立等件数（件）

連携データの種類（件） 費用返還等の収納率(％)

事
業
概
要

　現生活保護システムより抽出した受給者データに他課データの統合を行い、宮崎市独自の「査察指導台帳シス
テム」を構築、運用する。

　○運用開始：令和５年度　　　　○対象（件数）：保護世帯（約8,000世帯）
　○利用人員：社会福祉第一・第二課長、補佐、各係長(1～11係、就労、医療)

【予定スケジュール】
　　　令和4年度　：　現状の他課データの把握及び整理、項目の決定
　　　令和5年度　：　システム構築、試行運用、本稼働

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

①結婚サポートセンター登録者数
（人）

①結婚サポートセンター登録者
における成婚数（組）

②縁結び応援事業のイベント数
（件）

②縁結び応援事業ｲﾍﾞﾝﾄ参加者に
おける交際組数（組）

②縁結び応援事業イベントの参加者
数（人）

事
業
概
要

①【1対1のお見合い】みやざき結婚サポートセンター入会登録補助事業
　●対象：市内在住の20代・30代の独身男女
　●補助内容：登録料11千円の一部（5,000円分）
　●予算：1,000千円（5千円×200人）※原則、男女各100人

②【複数人参加のお見合い】みやざき縁結び応援事業
　●対象：市内に本社や主要事業所がある民間事業者・団体
　●補助内容：本市の素材を生かした体験を組み入れたお見合いイベントに係る補助
　　　　　　　※1イベント当たり200千円上限(1事業者当たり原則2イベントまで)
　　　　　　　※内訳は参加費補助(参加者1人当たり5千円(上限)×20人)及び事業費補助(100千円)
　●予算：2,000千円（200千円×10イベント）

③イベント告知費用
　●内容：チラシ・ポスター等の制作
　●予算：600千円

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・2022年版男女共同参画白書において、2021年の全国の婚姻数は戦後最少の約51万4千組となった。また、30代独身男女の
約半数(46.4％)が結婚の意思ありと答えた一方、男女4人に1人が結婚願望なし、20代男性の39.8％がデート経験ゼロと回
答している。
・H25～29年における本市の合計特殊出生率は1.60で県全体1.71を下回っているとともに、「25～39歳の女性に占める独身
者の割合」は36.0％で県内で2番目に高い状況にある。
・R元年度の宮崎県結婚・子育て意識調査において、独身でいる理由のトップは「結婚したいと考える相手にめぐり合わな
いから」(44.5％)となっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 4,350

事業目的

20・30代の独身男女が、自分に合った手段で理想の相手で出会えるよう、「みやざき結婚サポートセンター」を通じた1対
1のお見合いへの参加補助や、複数人が集まる体験型のお見合いイベントへの参加補助を行うことで結婚願望を高め、交
際・結婚につなげていく。

実績値 実績値

目標値 200 200 200 目標値

実績値 実績値

目標値 10 10 10 目標値 15 20 25

実績値 実績値

目標値 200 200 200 目標値 4 8 12

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

市内在住の20代・30代の独身男女における出会いの
機会を創出する。

登録者数、イベント数及び参加者を増やすこと
で、理想とする相手に出会える機会が増える。

理想とする相手に出会える機会が増えることで、
交際・結婚に至る組数が増える。

本市の合計特殊出生率の向上につながり、少子化
の進行を抑制できる。

主要施策 結婚サポートや出産ケアの充実 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 みやざき出会い・結婚総合支援事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129100000　子ども未来部　子育て支援課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 みやざき出会い・結婚総合支援事業 会計区分 一般
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～

1

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

市民意識調査の発送数（件） 策定した第三期プランへの子ども・子
育て会議委員の評価（「評価する」
「概ね評価する」の割合）（％）

市民意識調査の有効回答数（件）

子ども・子育て会議の開催回数（全
体会、部会）（回）

事
業
概
要

以下２つの業務を一体的に委託する。（令和５年度債務負担行為として２ヵ年契約）
（１）地域のニーズを把握するための市民意識調査を行う。（令和５年度）
【調査対象】小学校入学前児童の保護者10,000人、小学生の保護者6,000人（住基台帳から無作為抽出）
【調査期間】令和５年１２月～令和６年１月（予定）
【調査方法】LoGoフォーム（※郵送よりも回答率が下がることが想定されるため、調査対象数を増やす。郵送回
答率は例年40％、今回想定するWeb回答率は20％）

（２）各種事業の需要量の推計・確保量の検討や目標量などを反映した事業計画の策定支援、計画書及び概要版
の作成等を行う。（令和６年度）
【業務内容】
・ニーズ調査結果を分析し、各種事業の需要量の推計・確保量の検討などを行う。
・宮崎市子ども・子育て会議の開催にあたり、プラン改訂にかかる資料作成、必要な助言、会議録作成等の会議
運営支援を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・第二期宮崎市子ども・子育て支援プランは令和６年度で終了するため、第三期プランを策定する必要がある。
・子ども・子育て支援法では、地域のニーズに基づき「市町村子ども・子育て支援事業計画」を定め、「子ど
も・子育て支援給付」及び「地域子ども・子育て支援事業」を総合的かつ計画的に行うこととしている。
・本プランは、市町村子ども・子育て支援事業計画だけでなく、次世代育成支援対策推進法第８条に基づく市町
村行動計画としても位置づけていることから、本市における乳幼児期の幼児教育、子ども・子育て支援事業に加
え、子どもの貧困対策など、地域の子育て支援の充実を図るための施策について、今後の方向性を総合的に定め
るものである。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,850

事業目的
「子ども・子育て支援給付」及び「地域子ども・子育て支援事業」に対する地域のニーズを把握するとともに、
本市における子育て支援施策に関する計画策定を一体的に行い、第三期子ども・子育て支援プランを策定する。

実績値 実績値

目標値 7 12 目標値

実績値 実績値

目標値 3,200 - 目標値

実績値 実績値

目標値 16,000 - 目標値 - 80.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・市民意識調査を実施する。 ・地域ニーズ及びを反映したプランとするため、
調査の有効回答数を確保し、地域ニーズの実態を
把握する。

・地域ニーズ及び子ども・子育て会議委員の意見
を反映した第三期プランを策定する。

・安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに
成長できるまちづくりを推進する。

主要施策 公民連携 ×

根拠法令等 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号） 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎市子ども・子育て支援プラン策定事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129100000　子ども未来部　子育て支援課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 宮崎市子ども・子育て支援プラン策定事業 会計区分 一般
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1

1

5

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【令和５年度】
・かのう児童センター
・田野児童センター
・大塚児童センター
・大塚台児童センター
・木花児童センター
【令和６年度】
・檍児童センター
・平和が丘児童センター
・西原児童センター
・住吉児童センター
・旭町児童館
【内容】
・室内照明を、LEDへと取り替える（本体交換）。
※本体交換の方が、今後の管理が安全であるため。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・経済産業省の「エネルギー基本計画」では、温室効果ガスの排出削減に向けて、2030年度までにすべての照明器具を高
効率照明（LED照明、有機EL照明）化するとしており、実際に国内メーカーの蛍光灯生産が2020年度までに終了された。
・児童館・児童センターの室内照明器具は、蛍光灯が大部分を占めており、指定管理者が蛍光灯取り替えのタイミングで
１台ずつLED照明に取り替えているが、全ての照明を2030年度までに取り替えることは予算的に困難であり、非効率的であ
る。
・照明台数が多い館では、蛍光灯を部分的に間引いて対応しているため、利用者への影響も懸念される。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 15,750

事業目的
・室内照明をLED化することで、児童センターの室内環境改善及び省エネ化を図る。
・結果的には、当該施設に係る指定管理料（水道光熱費）を削減できる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 子どもの居場所の確保 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 児童館・児童センターLED化改修事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用

所管課 0129100000　子ども未来部　子育て支援課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 児童館・児童センターLED化改修事業 会計区分 一般
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3

1

2

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

ライフプランに関するセミナーの受
講者数

セミナーや講座受講後に転職や就職
活動を行った人数

就労や転職に向けた講座の受講者数 ハローワークとの連携により求職者
支援訓練講座等を受講した人数

母子家庭等自立支援給付金等の各種
制度の利用者数

事
業
概
要

①就業支援講習会等事業（公募）
・離婚前の相談者や児童扶養手当受給者を対象に自身と子の将来を見据えたライフプランに関するセミナーを実
施する。セミナーに付随して、就労に関する支援制度の案内、ハローワークにおける各種訓練講座の案内を行
う。
・就労や転職に有利な資格等が取得できる講座を実施する。
※受講者に対する後追いを行いその効果を検証する。
②特別相談事業
・弁護士による離婚前・離婚後の養育費取得のための取決めや支払の履行・強制執行に関する法律相談を実施す
る。
③広報啓発・広聴ニーズ把握事業
・ひとり親支援マップ（仮）を作成し、市民課等の戸籍窓口（未婚出生や離婚届提出）や離婚前の相談者へ配付
する。
・貸付・奨学金等に関する案内を中３、高３の対象者へ送付する。
・市の公式ＬＩＮＥによる支援制度等の情報発信やアンケート調査（講座受講後の状況確認等）を行う。

令和４年度までは、事業の全てを宮崎市母子寡婦福祉協議会へ委託。令和５年度は講習会等を公募により行い、
特別相談事業は市が直接謝礼金を払う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

ひとり親世帯は、非正規雇用労働者の割合が高く収入が少ないなど経済的基盤が弱く厳しい状況にある。ひとりで子を養
育するうえで将来の教育費等を見据え、具体的なライフプランを考えることにより就労意欲の向上を図ることが必要であ
る。また、国の示す就労支援施策の周知・案内を強化し、制度利用を促進することで効果的な支援を行う必要がある。な
お、現在配置している３名の母子父子自立支援員のうち１名を就業支援担当として位置づけ、ハローワークとの連携強化
を図ることとする。
　ひとり親世帯生活実態調査（H29.12月宮崎県実施）より
　世帯の平均月収 10～15万円･･･35.6％と最多。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,674

事業目的 厳しい状況下にあるひとり親に対し、安定就労を通じた自立に向けた支援を行う。

実績値 実績値

目標値 50 50 50 目標値

実績値 実績値

目標値 20 20 20 目標値 5 5 5

実績値 実績値

目標値 30 30 30 目標値 10 10 10

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・ライフプランに関するセミナーの実施
・就労や転職に有利となる講座の実施
・各種支援制度等の周知、案内

・ライフプランに関するセミナーの受講
・就労や転職に有利となる講座の受講
・就労や自立に向けた支援制度の利用

・就労意欲の向上が図られる。
・講座受講による資格取得、就労へ繋がる。
・ハローワークのひとり親部門への連携により就
労に向けた継続支援へ繋がる。

・児童扶養手当受給者等の安定就労や自立へ繋が
る。

主要施策 地域や企業ニーズに対応した人材の育成等 公民連携 ○

根拠法令等 宮崎市母子家庭等就業・自立支援センター事業実施要綱 戦略ＰＪ 3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 ひとり親キャリア支援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域や企業ニーズに合った「人財の育成」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129100000　子ども未来部　子育て支援課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 ひとり親キャリア支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

ヘルパー派遣事業の利用登録の世帯
数

ヘルパーを利用した世帯数（延
べ）

生活支援講習会開催回数 講習会後のアンケートで「不安や悩
みが軽減された」等の回答をした人
の割合

事
業
概
要

１．ヘルパー派遣事業
　＜生活援助＞
　あらかじめ制度利用の登録があったひとり親家庭等の居宅に、市が認証した事業者からヘルパー等を派遣し、家事、食
事の世話、清掃、乳幼児の保育や児童の生活指導等を行う。
　＜預かり支援＞
　保育サービスを提供できる事業所等において乳幼児を預かり、保育を行う。
 
 ※児童扶養手当の申請時に、子の養育状況等の聞き取りを行う際に、制度の案内、希望者には登録を促す。
　 特に、出産を控えた受給者等や、就労に向けた講座等を受講する際の案内を行うことで制度の利活用を図る。
 ※制度利用の際の自己負担は無料とするが、利用制限を1世帯あたり年間80時間までとする。
 ※ヘルパーの派遣や預かりに要する費用は国の基準に基づく。

２．生活支援講習会(母子会へ委託)
  育児やしつけ・健康づくり・養育費の取得手続き等に関する専門家による講習の実施や、生活相談を兼ねたひとり親世
帯間の情報共有の場を提供し、生活面や精神面での不安を取り除く一助とする。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　ひとり親家庭の母または父が就労や自立に向けた講座への参加・就職活動の事由、疾病・出産・冠婚葬祭・出張・学校行事への参加
等の事由、または、離婚直後や出産後の生活環境の変化に伴い、一時的に家事や育児の援助が必要となり、日常生活を営むのに支障が
生じる場合がある。また、生活面や精神面で不安をひとりで抱えている母または父に対して、育児や健康管理等に関する生活支援講習
会を行い、その育児不安や負担を軽減させることが重要である。
＜参考＞平成29年度宮崎県ひとり親世帯生活実態調査
　行政に対する要望事項のうち、「家事を援助してくれる人の派遣制度」「出張時などに子どもを一時的に預かってくれる制度」「自
分や子どもが病気の際に援助してくれる人の派遣制度」の割合：母親17.4％　父親30.0

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,355

事業目的
ひとり親家庭において、就労やその他の事由に伴い一時的に日常生活を営むのに支障が生じている場合に、家庭
生活支援員（ヘルパー）を派遣する等の支援を行いその生活の安定を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 5 5 5 目標値 80.0 80.0 80.0

実績値 実績値

目標値 50 50 50 目標値 30 30 30

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・ヘルパー等を派遣する事業者の確保及び事業の委
託
・生活支援講習会の委託(宮崎市母子寡婦福祉協議
会)

・対象者の申請に応じヘルパー等を派遣する。
・講習会を実施する。

・ひとり親がヘルパーの派遣等の援助を受け、安
心して講座等や就職活動に参加することができ
る。
・ひとり親の持つ不安等が軽減される。

・ひとり親の就労支援等に繋がり、安定した生活
基盤が確保される。
・ひとり親世帯の親自身の自立、児童の健全な育
成に繋がる。

主要施策 子育て家庭への生活支援と相談機能の充実 公民連携 ○

根拠法令等 宮崎市ひとり親家庭等日常生活支援事業実施要綱 戦略ＰＪ 3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129100000　子ども未来部　子育て支援課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

調査対象世帯に占める回答世帯の割
合（％）

調査結果を踏まえた対象世帯へ
の訪問相談実施割合（％）

R6年度の新規事業構築数（本）

事
業
概
要

　3-5歳の未就園児(約400～600人を想定)世帯への意向調査・個別相談支援、経済的支援及び新規事業の構築
　●調査(アンケート)対象者
　　全ての3-5歳児の数(約1万人)から、市で把握している保育施設等を利用している子どもの数(約9,000人)を
　　差し引いた子ども（約1,000人）
　●手段：(１)意向調査（5月上旬～7月）
　　　　　【市⇒委託業者】調査対象者及びアンケートデータの提供
　　　　　【委託業者⇒対象世帯】ｱﾝｹｰﾄ送付（2回）
　　　　　　※行政ｻｰﾋﾞｽ利用有無調査⇒未利用者対象(約400～600人を想定)の詳細調査
　　　　　【対象世帯⇒委託業者】アンケート回答（回答率約7割を想定）
　　　　　【委託業者⇒対象世帯】図書ｶｰﾄﾞ・子育て支援ｻｰﾋﾞｽ情報等の送付(ｱﾝｹｰﾄ回答の未就園児(低ﾘｽｸ)）
　　　　　　※図書カード等は、未就園児家庭への経済的支援として配付
　　　　　【委託業者⇒市】アンケート未回答者及び訪問対象者(中・高ﾘｽｸ)の報告
　　　　　【市⇒対象世帯】ｱﾝｹｰﾄ未回答者及び訪問対象者(中・高ﾘｽｸ)への訪問、図書ｶｰﾄﾞ配付(未就園児）
　　　　　【委託業者⇒市】アンケート取りまとめの提出
　　　　　(２)個別支援（5月下旬～10月）：調査結果を踏まえた対象世帯への訪問相談対応等
　　　　　(３)未就園児家庭が孤立しないためのR6年度新規事業の構築

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・保育・教育施設に通っていない未就学児（未就園児）等のうち、育児で困難を抱える家庭は、孤立して虐待な
どのリスクが高まると言われている。
・本市におけるR3年度の児童虐待相談・通告対象の全被虐待児童(0～18歳）に占める未就学児の割合は58.6％
で、全体の半数以上を占めている。
・国において、0～2歳児を対象とした経済的支援や相談等の伴走型支援をR5年度から開始予定であり、本市にお
いては3～5歳児の未就園児等に対する支援を行う必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,180

事業目的
・未就園児の実態及び未就園児家庭のニーズの把握を通した、個別支援が必要な家庭への訪問相談等の充実、未
就園児家庭への経済的支援及び未就園児家庭が孤立しないための新規事業の構築

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 1

実績値 実績値

目標値 100.0 目標値 100.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

保育施設等を利用していない未就学児等のいる世帯
に対し、行政サービス利用有無及び支援ニーズ調査
を行う。

未回答世帯への訪問調査等を行い、アンケート対
象全世帯の現状を把握する。

調査結果を踏まえた対象世帯への訪問相談及び未
就園児家庭への経済的支援を行うとともに、ﾆｰｽﾞ
を踏まえたR6年度の新規事業等を構築する。

安心して子育てができる世帯が増え、保護者の孤
立解消及び虐待未然防止につながる。

主要施策 子育て家庭への生活支援と相談機能の充実 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 2-3,3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 在宅育児支援ニーズ把握事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129100000　子ども未来部　子育て支援課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 在宅育児支援ニーズ把握事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

ぴったりサービスに登録する手続数 作業時間数

ぴったりサービスによる電子申請件
数（新規入所）

ぴったりサービスによる電子申請件
数（継続入所）

事
業
概
要

1.手段
 ・市民が電子申請(ぴったりサービス)を利用する際の入力フォームの登録作業を民間に委託する。
2.民間に委託して入力フォームを制作する手続
 (1)教育・保育給付認定申請兼利用申込【保育施設の入園の手続】（令和6年入所分）の入力フォーム制作業務
 (2)教育・保育給付認定現況届【保育施設の継続入園の手続】（令和6年入所分）の入力フォーム制作業務
3.委託業務の概要
 ・本市が定める申請書（紙申請書「独自様式」)をもとに、ぴったりサービスのための入力フォームを制作し、登録する。
4.独自様式を使用する理由
 国が定める標準様式を使用すれば、入力フォームを登録する手間は発生しないが、以下の理由で、それを使用できない状況にある。
 (1)標準様式は、手続登録の手間は必要ないが、全国の自治体の意見を集約したことで、本市にとっては手続申請に不必要な情報が
    多く、市民の入力項目が膨大となる。市民負担の側面から独自様式を採用している。
 (2)標準様式は、認定申請と利用申込みが別手続として設定されているため、申請する市民は2つの手続申請を行う必要があり、
    手間が増える。市民負担の側面から独自様式を採用している。
 (3)標準様式は、世帯で管理するシステムを前提としており、児童個人管理の本市システムと乖離があり、利用することができない。
5.終期設定「なし」の理由
 ・「ぴったりサービス」に関する機能強化が実施されると、新たな機能を活用した登録が求められ、毎回、新しいマニュアル習得と
   複雑な作業が発生する場合があるため、終期は設定できないが、今後の標準様式の改善やシステムの標準化など、運用の変更に
   応じて、事業の必要性を検討していく。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価 　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

 デジタル・トランスフォーメーション（DX）が求められている昨今、国が「ぴったりサービス」で利用の促進を図る26手
続(子育て関連15手続、介護関連11手続)に、保育施設の入園手続等も該当しており、ぴったりサービスを活用して、市民
の電子申請の利用の推進が求められている。
 しかしながら、現在自治体が利用する子育てシステムとも今後連携がなされる「ぴったりサービス」を活用したい考えは
あるが、国の仕様変更による機能強化に対応して、常に市民が申請しやすい「ぴったりサービス」入力フォームを制作す
るためには、職員にとって、膨大な量のマニュアルの習得（571ページ）と複雑で難易度の高い作業等の負担が大きいこと
に加え、電子申請の流れを踏まえた専門的な知識も必要な状況になっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,850

事業目的
 作業が複雑で専門的な知識が必要になっている「ぴったりサービス」の入力フォーム登録作業を民間委託することで、職員の作業コス
トや人事異動等による負担を軽減し、市民が利用しやすい電子申請（ぴったりサービス）の入力フォームを維持管理するとともに、電
子申請の利用者の増加を図る。

実績値 実績値

目標値 200 250 300 350 目標値

実績値 実績値

目標値 200 250 300 350 目標値

4

実績値 実績値

目標値 2 2 2 2 目標値 4 4 4

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・ぴったりサービスの保育に係る様式登録（新規・
継続）を民間委託する。

・常に市民が申請しやすい「ぴったりサービス」
の電子申請(入力フォーム)を公開することができ
る。

・市民は、常に使い勝手が良く、申請しやすい電
子申請(入力フォーム)が利用できる。
・職員の業務の負担軽減に繋がる。

・来庁せずに入園手続できる窓口となる。
・民間のノウハウを活用することで、業務の生産
性が高まり、職員の仕事・働き方改革に繋がる。
（市役所改革推進ビジョンの達成）

主要施策 子育て家庭への生活支援と相談機能の充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 保育入所に係る電子申請入力フォーム維持管理事業 短縮コード 13426

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129200000　子ども未来部　保育幼稚園課 事業期間 Ｒ５ 終期無し

事務事業名 保育入所に係る電子申請入力フォーム維持管理事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

　老朽化の進んだ私立保育所や認定こども園を運営する社会福祉法人等が施設の改築等を行う際に、保育所等整
備交付金を活用し、交付基準額に基づき補助する。
　整備補助対象施設については、意向調査やヒアリングを経て、宮崎市社会福祉施設整備審査会において選定を
行う。

　〇保育所等整備交付金（老朽化）
　　国負担1/2、市負担1/4、事業者負担1/4
　　　恒久保育園：昭和５２年建築（築４５年）、RC造、定員６０名
　　　明照保育園：昭和５７年建築（築４０年）、RC造、定員９０名

※令和４年度まで『保育所等整備交付金事業（老朽化）』として実施。
　補助金の所管が子ども家庭庁に移ったことで、名称変更となった。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　私立保育所や認定こども園には、耐震基準が引き上げられた昭和５６年以前に建築された施設や耐用年数を超
過、老朽化した施設が複数存在する。このような状況において、市では南海トラフ巨大地震に備え、安全・安心
な保育の実施の観点から、適切な施設整備の推進が必要とされている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 325,671

事業目的 　入所児童の安全面や衛生面などの保育環境の改善

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 幼児教育・保育サービスの提供 公民連携

根拠法令等 児童福祉法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】就学前教育・保育施設整備交付金事業 短縮コード 10979

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用

所管課 0129200000　子ども未来部　保育幼稚園課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】就学前教育・保育施設整備交付金事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

（1）電子カルテ、障がい者総合支援システム整備
　　紙のカルテ方式から、医師やセラピスト、看護師や療育支援を行う保育士や専門相談員等が、
　施設内の様々な場所で迅速に入力、確認ができる電子カルテシステムや福祉システムを整備する。
　また、電子カルテとマイナンバー保険証資格確認及びレセプトのオンライン請求まで一連の事務が
　システム上で可能となるよう連携整備する。
（２）Wi-Fi環境等整備
　　各部門の職員が、診察や訓練を行いながら施設内のどこでもシステムに入力でき、必要な情報を
　確認できるようWi-Fiと必要な機器を整備する。
（３）スケジュール
　　4月：プロポーザル公告
　　6月：契約
　　6～10月：システム及び設備工事
　　11～1月：データ移行、テスト稼働、職員研修
　　R6年2月：本稼働

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　カルテ、記録および予約事務を紙で処理しており、また部門間を職員や患者が往来しての事務を行っているた
め、時間を要している。ひいては、人と人の接触機会が多いので新型コロナウイルス感染症への感染リスクがあ
る。
　また、紙カルテ量が膨大で紙ベースでの保管管理が困難になってきており、検索や部門間閲覧に時間を要して
いるほか、災害発生時には紙カルテの消失等による情報滅失のリスクをはらんでいる。
　医療機関ではカルテの電子化が主流であり、新規の医師確保に支障をきたしている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 64,961

事業目的
　総合発達支援センター職員の事務負担の軽減と障がい児・者及びその保護者への安心・安全な医療や療育支援
の機会を確保する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・電子カルテ、障がい者総合支援システムを整備す
る。
・Wi-Fi環境等を整備する。

・人の往来なしに、施設内のどこにいてもデータ
の入力・参照を行うことができる。

・各種記録のデータベース化により、業務効率化
が図られる。
・人と人との接触機会の減により、新型コロナウ
イルス感染症への感染リスクが低くなる。

・総合発達支援センター職員の事務負担の軽減と
障がい児・者及びその保護者への安心・安全な医
療や療育支援の機会が確保される。

主要施策 子育て家庭への生活支援と相談機能の充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎市総合発達支援センターＤＸ環境整備事業 短縮コード 13493

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129300000　子ども未来部　親子保健課 事業期間 R5年度 終期無し

事務事業名 宮崎市総合発達支援センターＤＸ環境整備事業 会計区分 一般
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～

1

1

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事業案内を配付した県内の産婦人科
のある主な医療機関

助成件数

市ＨＰ及び市広報紙における周知回
数

事
業
概
要

【対象者】
　夫婦（事実婚を含む。以下同じ）で次の全てを満たす人
　・申請日において、夫婦の一方又は両方が市民であること
　・保険医療機関において、不妊検査を受けたこと
　・不妊検査を開始した日における妻の年齢が４３歳未満であること

【対象となる不妊検査】
　保険医療機関における不妊検査（令和４年８月１日以降の受診）であって、不妊の原因を調べるために医師が
必要と認めたもの（不妊治療の効果を確認するための検査及び不妊治療の一環で実施された検査を除く）

【助成額】
　不妊検査に係る自己負担額（上限３万円・１回のみ）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　不妊治療の適切な治療に繋がるためには不妊症を早期に発見する事が重要であり、そのために不妊検査が有用
である。
　しかし、不妊検査についても、当事者の経済的負担が発生している。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,250

事業目的 　少子化対策の一環として「安心して子供を産み育てることのできる社会」の推進を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値

実績値 実績値

目標値 28 28 28 目標値 50 200 200

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　不妊検査を実施した夫婦に対して、助成金を給付
する。

　不妊検査を実施した夫婦に対して、助成制度の
周知を行う（情報を届ける）。

・不妊検査に係る経済的負担が軽減される。
・不妊症の早期発見・早期治療に繋がる。

　少子化対策の一環として、「安心して子どもを
産み育てることのできる社会」が推進される。

主要施策 結婚サポートや出産ケアの充実 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市不妊検査費助成事業実施要綱・宮崎県不妊検査費助成事業費補助金交付要綱 戦略ＰＪ 3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 不妊検査費助成事業 短縮コード 13346

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0129300000　子ども未来部　親子保健課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 不妊検査費助成事業 会計区分 一般
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～

1

1

2

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

勧奨ハガキの個別送付回数
（キャッチアップ接種対象者あて）

助成件数

事
業
概
要

対象者：①：令和4年4月1日時点で宮崎市に住民登録がある者
　　　　②：16歳となる日の属する年度末日までに3回の定期接種を完了していない者
　　　　③：17歳となる日の属する年度の初日から令和3年度末日までに国内医療機関
　　　　　で任意接種を受け、実費を負担した者(※キャッチアップ接種を受けていな
　　　　　い者を前提）
　　　　④：①②③に関わらず、市長が特に必要と認めた者
期　間：令和4年度(償還開始)～令和7年3月31日
手　段：償還払い(申請者から指定された金融機関口座に振込)

※償還払いの対象者は子宮頸がん予防ワクチンキャッチアップ接種の対象者に含まれるため、キャッチアップ接
種の勧奨ハガキの中で、償還払いの勧奨も行う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　子宮頸がん予防ワクチンは平成25年4月、小学6年～高校1年の女子が定期接種の対象となったが、同年6月に
「積極的勧奨」を中断した。令和3年11月、有効性や安全性に関する知見が集まったとして、勧奨再開を決定。
積極的勧奨を中断していた期間に定期接種の年齢を過ぎたため、子宮頸がん予防ワクチンの定期接種の機会を逃
した者であって自費で任意接種を受けた者が存在する。令和4年3月18日、自費で任意接種を受けた者に対する償
還払いに関して、標準的な取扱いが示された

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,750

事業目的 　公費負担による接種機会の公平性の担保に繋がる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 1 目標値 288 288

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・対象者に対して、子宮頸がん予防ワクチンの任意
接種にかかった費用の償還払いを行う。

・申請を受け付け、償還払いを行う。
・事業について対象者に広く周知を図る。

・対象者の経済的負担が軽減される。 ・公費負担による接種機会の公平性が担保され
る。

主要施策 乳幼児等の健康の保持と増進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 2-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 子宮頸がん予防接種償還払い事業 短縮コード 13318

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129300000　子ども未来部　親子保健課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 子宮頸がん予防接種償還払い事業 会計区分 一般
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～

1

1

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

PCR検査等件数 PCR検査受検により、安心安全な分
娩ができた産婦の割合（％）

事
業
概
要

〇PCR検査費用助成　※宮崎県医師会に委託。
［対象］
①宮崎市内に住所地（里帰り出産のために宮崎市内の実家等に在住している場合の在住地を含む）
②発熱などの感染を疑う症状がない者
③うつ状態にある等の不安を抱える妊婦もしくは基礎疾患を有する妊婦
※１人当たり１回限り、原則として分娩予定日の概ね2週間以内
［内容］分娩前の新型コロナウイルス検査費用を助成する。(県外受診分も償還払対応。)

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　新型コロナウイルス感染症の流行が続く中で、妊産婦については、新型コロナウイルス感染症に対して、強い
不安を抱えている場合があることから、安心して出産し、産前産後を過ごすことができるような体制を整備する
必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,031

事業目的
　新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦の不安や孤立を解消し、安心して出産ができる環境を整備
する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1,100 1,100 1,100 目標値 100.0 100.0 100.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・宮崎県医師会に委託し、分娩前の新型コロナウイ
ルス検査費用を助成する。

・妊婦が分娩前にPCR検査等を受検する。 ・検査結果により適切な処置をうけることで、妊
婦の不安が解消される。

・新型コロナウイルス感染症流行下において、妊
産婦が安心して子どもを出産することができる。

主要施策 結婚サポートや出産ケアの充実 公民連携 ×

根拠法令等 厚生労働省子ども家庭局通知 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 新型コロナウイルス感染症妊婦支援事業 短縮コード 12825

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0129300000　子ども未来部　親子保健課 事業期間 R5年度 R7年度

事務事業名 新型コロナウイルス感染症妊婦支援事業 会計区分 一般
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1

1

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

多胎妊婦健康診査助成券の発行数
（件）

多胎妊婦健康診査受診率(％)
(1回目受診者数÷助成券発行数)

県外受診者数（人） 多胎妊産婦等家事育児サポート
事業の利用者数（実人員）

多胎妊産婦等家事育児サポート事業
の助成券発行数（人）

家事や育児の負担軽減に繋がったと
回答した者の割合（％）
※利用後アンケートより

事
業
概
要

１）多胎妊婦健康診査支援事業
【対象】宮崎市に住民登録のある多胎妊婦
 委託先：宮崎県医師会、宮崎大学医学部附属病院
【手段】宮崎市が助成する14回の妊婦健診を超えて受診した健診費用を、5回を限度とし補助する（県外受診も
含む）。
【補助額】5,810円/回
　〈内訳〉基本診療（780円）、胎児発育検査〔超音波検査相当〕（4,770円）、尿検査（260円）

２）多胎妊産婦等家事育児サポート事業
【対象】宮崎市に住民登録のある多胎妊産婦及び多胎世帯
【手段】宮崎市が認証する家事代行サービス事業所の利用額を補助する
【利用回数と期間】親子健康手帳交付後から、多胎児が2歳になる前日（2歳未満）まで最大20回
【補助額】課税世帯：最大4,100円/回、非課税世帯：最大4,600円/回

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　現在、妊婦健診は14回助成しているが、多胎妊婦は単胎妊娠の場合よりも頻回の妊婦健診が推奨され、受診に
伴う経済的負担が大きい。また、R2年度に当課が実施した多胎児世帯へのｱﾝｹｰﾄ調査において、行政に求める支
援で最も多かったのは経済的支援と人的支援（人手の確保）であった。これらのことから、多胎妊産婦に対し
て、経済的負担や育児負担の軽減を図る必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,590

事業目的 　多胎妊婦が安心安全に出産でき、多胎児が健やかに生まれ育つための環境を整備する。

実績値 実績値

目標値 20 20 20 目標値 95.0 95.0 95.0

実績値 実績値

目標値 15 15 15 目標値 45 45 45

実績値 実績値

目標値 40 40 40 目標値 100.0 100.0 100.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・多胎妊婦に対し、追加で受診した妊婦健診の費用
を補助する。
・多胎妊産婦等に対し市が認証した家事代行サービ
ス事業所の利用額を補助する。

・多胎妊婦に対して追加分の助成券を発行する。
・家事育児サポートの利用登録申請者へ助成券を
発行する。

・多胎妊産婦等の経済的負担が軽減される。
・多胎妊産婦等がサポートを得ることで、家事や
育児の負担が軽減される。

　多胎妊婦が安心安全に出産でき、多胎児が健や
かに生まれ育つための環境が整備される。

主要施策 結婚サポートや出産ケアの充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 2-3,3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 多胎妊産婦支援事業 短縮コード 13210

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129300000　子ども未来部　親子保健課 事業期間 R5年度 R7年度

事務事業名 多胎妊産婦支援事業 会計区分 一般
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1

1
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

ＨＰＶワクチンの接種勧奨回数
（回）

ＨＰＶワクチン延べ3回接種率
（％）

ＨＰＶワクチン実施医療機関数
（軒）

事
業
概
要

【対象者】
①定期接種対象者　　　　　：平成19年度生まれ～平成23年度生まれ
②キャッチアップ接種対象者：平成 9年度生まれ～平成18年度生まれ

①対象者　 9,615名
②対象者　15,676名
　　合計  25,291名　（※令和4年8月末時点で3回接種が済んでいない者）

【勧奨内容】
　・接種勧奨ハガキ（令和5年度から追加になる9価ワクチンの案内含む）を令和5年度の上半期に発送する。
　　委託料　660,000円　　役務費　1,575,000円
　・コマーシャルを作成し、テレビやインターネット広告を利用して勧奨を行う。
　　委託料　7,495,000円
　・市内公立中学校等で医師による講話を実施
　　報償費　270,000円

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　子宮頸がん予防ワクチンは平成25年4月、小学6年～高校1年の女子が定期接種の対象となった。
しかし、直後に全身の痛みなどの症状が相次いで報告されたため厚生労働省は同年6月に「積極的勧奨」を中
断。令和4年4月有効性や安全性に関する知見が集まったとして、勧奨を再開。積極的勧奨を中断していた期間に
対象年齢を迎え、接種機会を逃した平成9年度生まれ～平成17年度生まれの女性に対しても令和4年4月から無料
で受けられるようになった。
　また、令和5年度からは新たに9価ワクチンの定期接種化が国の小委員会にて了承された。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 11,700

事業目的 　子宮頸がんの原因となるウイルス感染を予防する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 68 73 目標値

実績値 実績値

目標値 5 5 目標値 40.0 60.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

①ワクチン接種の勧奨を行う。
②実施医療機関を増やして、接種しやすい環境を作
る。

①ハガキ・チラシ等を用いたワクチン接種勧奨を
行う。
②委託先と協力し、実施医療機関数を増やすこと
で、接種しやすい環境を作る。

　ワクチン接種者数が増加する。 　感染症の発生及び蔓延が防止され、発症時の重
症化が予防される。

主要施策 乳幼児等の健康の保持と増進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 2-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 子宮頸がん予防(ＨＰＶ)ワクチン接種推進事業 短縮コード 13489

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129300000　子ども未来部　親子保健課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 子宮頸がん予防(ＨＰＶ)ワクチン接種推進事業 会計区分 一般
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1

1

2

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

不活化ポリオワクチンの接種勧奨回
数（回）

不活化ポリオワクチン接種率
（％）

不活化ポリオワクチン実施医療機関
数（軒）

実施医療機関への資料送付回数
（回）

事
業
概
要

【任意予防接種】
　①対象者
　　5歳以上7歳未満の者であって、小学校就学の始期に達する日の１年前の日から当該始期に達する
　日の前日までの間にあるもの。（いわゆる年長児）　約3,600人

　②助成額
　　ワクチン単価代　6,000円/回
　　　※他の任意予防接種（流行性耳下腺炎・３種混合）もワクチン単価代のみ助成
        ワクチン単価代以外の手技料等は保護者負担（約3,000円～4,500円）

【健康管理システム改修】
　「不活化ポリオワクチン（任意予防接種）」を健康管理システムに追加する改修を行う。（初年度のみ）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　ポリオは、平成26年にＷＨＯから「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態（PHEIC）」に指定されてい
る。令和４年７月にはアメリカのニューヨーク州で9年ぶりにポリオの感染が確認されており、同年９月に
ニューヨーク州全域にポリオに関する緊急事態宣言が発令され、ワクチン接種が早急に進められている。日本で
は平成24年10月に接種方法が生ポリオから不活化ポリオに切り替わり、不活化ポリオ接種世代について、５歳児
以降で抗体価が急激に落ちている。これを受け、年長児で不活化ポリオを１回接種することが日本小児科学会か
ら推奨されており、宮崎市郡医師会から接種費用の助成に関する要望書が提出された。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 25,350

事業目的 感染症の発生及び蔓延を予防する。

実績値 実績値

目標値 1 1 1 1 目標値

実績値 実績値

目標値 35 40 45 50 目標値

85.0

実績値 実績値

目標値 2 2 2 2 目標値 70.0 75.0 80.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

①ワクチン接種の勧奨を行う。
②実施医療機関を増やして、接種しやすい環境を作
る。
③実施医療機関への通知・説明を行う。

①ハガキ・チラシを用いたワクチン接種の勧奨回
数
②委託先と協力し、実施医療機関数を増やすこと
で、接種しやすい環境を作る。
③実施医療機関向け説明資料の送付し、対象者に
接種を促してもらう。

　接種者数が増加する。 　感染症の発生及び蔓延が予防される。

主要施策 乳幼児等の健康の保持と増進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 不採択

特記事項

国の動向を注視しながら、引き続き効果的な接種体制について検討す
ること。

予算事業名 不活化ポリオワクチン任意予防接種事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129300000　子ども未来部　親子保健課 事業期間 Ｒ５ 全期

事務事業名 不活化ポリオワクチン任意予防接種事業 会計区分 一般
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1
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1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

市広報・ＨＰ・ＳＮＳによる周知 アンケートによる満足度（％）

登録者数

事
業
概
要

　ＬＩＮＥを使用して、妊活や不妊に関する情報提供や個別相談等を実施する。（４月契約、５月以降の運用開
始予定）

【対象者】妊活や不妊に関する情報提供や相談を希望する市民
【実施（委託）内容】
〇個別相談 … 登録した市民に対し、不妊症看護認定看護師や臨床心理士、培養士などによるＬＩＮＥ・電話相
談を無料で行う（回数制限なし）。
〇セミナー開催 … 委託先から講師の派遣を受け、市民向けセミナーを行う。
〇チラシの作成 … 本事業の周知に係るチラシの作成を行う。

※ プレコンセプションケア（将来の妊娠を踏まえ、女性やカップルが自分達の生活や健康に向き合うこと）の
機能あり
　本サービスについては、不妊や妊活に悩む前から使える仕組みができているところも特徴の一つである。実際
に、利用者の60％が未受診者、20％が一般婦人科の受診者であり、約8割の方が生殖補助医療に取り組む前から
継続的に使用している。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市における妊活や不妊に関する専門的な相談については、市独自の相談窓口は無く、県が設置する不妊専門
相談センターにつなぎ対応いただいている。しかしながら、相談日が平日であることや、より専門的な相談に対
する対応が困難であるなど課題も指摘されているところである。
　妊活に取り組む（取り組もうとする）夫婦は、周囲からのプレッシャー、治療に伴う痛みや不快感、経済面の
不安、パートナーとの意見不一致によるストレスなど様々な不安や悩みを抱えているため、より適切な妊活に取
り組めるよう、より専門的な相談や土日祝日等の相談に対応できる体制を構築する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,200

事業目的
　少子化対策の一環として、妊活に取り組む夫婦に対し、妊活を適切に進めるためのサポート体制の充実を図
る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 70 85 100 目標値

実績値 実績値

目標値 3 3 3 目標値 80.0 85.0 90.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　妊活に取り組む（取り組もうとする）夫婦に対
し、ＬＩＮＥ等を使用して、相談対応を行う。

・妊活に取り組む（取り組もうとする）夫婦に対
し、本事業の周知を行う（情報を届ける）。

　妊活に取り組む（取り組もうとする）夫婦に
とって、適切な支援が得られ、不安や悩みが軽減
される。（サービスのアンケート機能活用）

　少子化対策の一環として、「安心して子供を産
む育てることのできる社会」が推進される。

主要施策 結婚サポートや出産ケアの充実 公民連携 ○

根拠法令等 妊活支援推進事業実施要綱 戦略ＰＪ 3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 妊活支援推進事業 短縮コード 13492

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0129300000　子ども未来部　親子保健課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 妊活支援推進事業 会計区分 一般
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1

4

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0130150000　健康管理部　地域保健課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】高岡福祉保健センター改修事業 会計区分 一般

予算事業名 高岡福祉保健センター改修事業 短縮コード 12048

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 地域保健法、宮崎市保健センター条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
レール下の木材の破損により、建具が通常通り閉まらない状態である。また床下に水が浸入し、廊下の浮き、
一部腐朽がみられる。廊下についてはしろありの被害も確認された。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 11,450

事業目的 施設の適切な維持管理及び運営のため。

評価結果 採択

特記事項
事
業
概
要

施設名：宮崎市高岡福祉保健センター「穆園館」（建物面積：2499.47㎡）
建築から19年経過しており、設備の不具合等が発生している。施設の適切な維持管理のために、施設整備を行
う。

建具・廊下改修工事
中庭に面している建具のレール下の木材の破損により、建具が通常通り閉まらない状態であるため、改修を行
う。
また廊下は、床下に水が浸入したことによる浮き、しろありの被害により腐朽している部分もあるため、
西側廊下（交流室、倉庫1前）の張替工事を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

アンケート調査の回収率（％） 女性の月経にまつわる随伴症状の認知
率（％）
市政モニターにて調査

思春期健康教室の参加者数（人） PMSの認知率（％）
市政モニターにて調査

講演会の参加者数（人）

事
業
概
要

対　象：全市民
手　段：【令和５年度】
　　　　①市内に住民登録がある１８～４９歳の男女（3,000人を抽出）、宮崎市役所で勤務する職員に対して
          郵送及びＬｏｇｏフォームによるアンケート調査を実施し、実態や要望を把握する。アンケート結果
　　　　　を市民に公表するほか、産婦人科や企業にも送付する。
　　　　②アンケート結果をもとに、ポスター、リーフレットの素案作成のため、宮崎市郡産婦人科医会と協議
　　　　　を行う。

　　　　【令和６年度】
        ①ポスター、リーフレットを作成する。
　　　　②市内の公共施設、学校、医療機関及び企業等にポスター、リーフレットを配布し、普及啓発を行う。
        ③市広報紙及びＳＮＳ等を活用した普及啓発を行う。
　　　　④市民・企業向けに講演会を実施し、女性支援のための意識の醸成を行う。
        ⑤宮崎県助産師会や市教育委員会と協力し、思春期健康教育において普及啓発を行う。(対象者：市内
　　　　　小学３年生から６年生）
        ⑥工業政策課と連携し、企業説明会にて企業団体へ周知を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

女性で月経にまつわる不調を抱えている人は、20代で80％以上、30代で70％以上いると言われている（内閣府男女共同参
画局「男女の健康意識に関する調査」平成30年）。そのうち社会生活困難を伴う月経前症候群（PMS）は5.4％、月経困難
症は約25％に認められ、若年女性ほどその頻度は高く、月経に伴う体調不良による労働損失は約5千億円と試算されてい
る。また、厚生労働省の雇用均等基本調査では、有給の生理休暇を設けている企業の割合は約3割であり、そのうち生理休
暇の請求をした女性は約0.9％と示されているなど、本人及び周囲の症状の理解や環境整備が不十分な状況であり、女性が
安定して活動できる社会基盤整備が急務である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 4,000

事業目的 女性が安心して社会活動等ができるような女性特有の健康課題への理解を促す普及啓発を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値 400

実績値 実績値

目標値 6,500 目標値 10.0 15.0

実績値 実績値

目標値 40.0 目標値 80.0 85.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

月経にまつわる不調の実態把握及び普及啓発活動。 アンケート調査、リーフレット等の配布、講演会
の開催。

女性の月経にまつわる不調を知る人が増える。 女性が安心して社会活動等ができるような環境と
なる。

主要施策 健康づくりの推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 2-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 女性の健康サポート普及啓発事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0130200000　健康管理部　健康支援課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 女性の健康サポート普及啓発事業 会計区分 一般
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1

2
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

LINE相談件数（件） 本市の自殺死亡率（人口10万人あたり
の自殺者数）

LINE相談応答率(相談に対し有人応答
をした割合）

アンケートで「今後も必要があれば
SNS相談を利用したい」と答えた人の
割合

事
業
概
要

〇LINE相談窓口の開設
　【対象】
　　全市民
　【実施時間】
　　19時～24時（年中無休）※初年度は8月運用開始予定
　　※市立小中学校の夏季・冬季休業終了日を挟んでの2週間については17時～24時
　【実施方法】
　　業務委託（2回線開設）
　　相談終了後に満足度調査のためのアンケートを実施
　【周知方法】
　　チラシの配布、ポスターの掲示、市広報・市公式LINE・市ホームページ等への掲載
　　（自殺予防対策事業で実施）、SNS広告の委託

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　平成19年以降減少傾向にあった自殺者数は、コロナ禍において令和2年に増加に転じ、特に若者や女性の自殺
者数が増加、令和3年も高止まり傾向にある。厚生労働省は平成30年3月からSNS相談事業を開始しているが、応
答率は3～4割にとどまっている。
　令和4年10月に見直された自殺総合対策大綱では、若者や女性の自殺対策の推進が重点施策の１つとなってお
り、本市においても若者や女性を含む自殺対策の更なる強化が必要である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 16,800

事業目的
 若い世代が相談手段の１つとして利用しやすいSNS（LINE）を活用した相談窓口を構築することで、より身近な
相談支援体制の充実を図り、自殺の未然防止に繋げる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 90% 90% 90% 目標値 90% 90% 90%

実績値 実績値

目標値 1,600 2,400 2,400 目標値 11.5 11.5 11.5

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・LINEを活用した相談体制を構築する
・LINE相談窓口を周知する

・こころに悩みや不安のある方がLINEを通して気
軽に相談をすることができる

・LINEで相談をすることで悩みや不安が軽減し、
自殺を思いとどまる

・自殺死亡率が下がる

主要施策 健康づくりの推進 公民連携 ×

根拠法令等 自殺対策基本法 戦略ＰＪ 2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 こころつなぐライン相談事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0130200000　健康管理部　健康支援課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 こころつなぐライン相談事業 会計区分 一般
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1

2
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

啓発用チラシ配布数 梅毒発生届数

啓発物品を配布した人数 後天性免疫不全症候群発生届
（HIV感染を含む）数

受検者数

事
業
概
要

１　普及啓発事業
　内容：繫華街周辺、繁華街近くの商業施設、飲食店等へのチラシやポスターの配布。SNS
　　　　を使用した情報発信。検査日当日の検査会場でのパネル展示、普及啓発物品の配布。

２　街頭検査
　対象：市民（梅毒やHIV/エイズの感染に不安のある人）
　場所：みやざきアートセンター（予定）
　日時：6月（HIV検査普及週間）、12月（世界エイズデー）の年2回、17:00～20:00
　内容：①検査（梅毒、HIV/エイズ）
　　　　②相談者に対する指導助言
　人数：50名/回（上限）
　予約：電話またはLogoフォームでの事前受付、当日受付枠あり
　

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市の梅毒の感染者は令和2年より急激に増加している傾向にある。男性は20代～50代、女性は20代の感染者
が多く、性風俗関係による感染経路が目立っている。感染の発見が遅れると、患者本人の健康を害す他、意図せ
ず感染がまん延する可能性が高まる。そのため、検査・相談や感染予防のための知識の普及啓発を行う必要があ
る。
【梅毒】　　　H30年：4件　H31年：9件　R2年：25件  R3年：67件  R4年（10月1日時点）：44件
【HIV/エイズ】H30年：5件　H31年：4件　R2年： 3件  R3年： 4件  R4年（10月1日時点）： 3件
 ※宮崎市保健所管内の医療機関からの発生届出件数であり、居住地は特定できない。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,830

事業目的
梅毒を含めた性感染症の感染経路や症状等の普及啓発、宮崎市保健所で実施しているHIV・性感染症検査の周
知。

実績値 実績値

目標値 100 100 100 目標値

実績値 実績値

目標値 200 200 200 目標値 3 3 3

実績値 実績値

目標値 8,000 8,000 8,000 目標値 50 45 40

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・性感染症や検査の周知、普及啓発
・街中にて匿名での無料検査実施
・検査時や電話での相談対応

・感染リスクの高い多くの方に事前に検査の周知
を行い、普及啓発と検査を実施する。

・普及啓発により正しい知識を身に付け感染対策
を行うことができる

・梅毒感染者数の減少
・HIV/エイズ感染者数の減少

主要施策 健康危機管理体制の確立 公民連携 ×

根拠法令等 感染症の予防及び感染症患者に対する医療に関する法律 戦略ＰＪ  2-1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 性感染症まちかど出張予防啓発・検査事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 2025年問題に対応した「医療・福祉の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0130200000　健康管理部　健康支援課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 性感染症まちかど出張予防啓発・検査事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

商品認定数 本制度を活用し、所得が向上し
た事業者数（累計）

認定商品のうち「ふるさと納税返礼
品」活用数

認定商品のうち「ふるさと納税
返礼品」受注数

新商品の開発数（既存商品のブラッ
シュアップを含む）

事
業
概
要

１　「宮崎市産農林水産物活用商品認定制度」の創設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　402千円
・市産農林水産物を活用して製造された商品を認定審査会を経て本市が認定する。また、販売戦略に関する研修
会等を開催し、当該商品の販路開拓を重点的に支援する。
・本市とみやＰＥＣは、ふるさと納税返礼品として認定商品の活用を促進する。
２　商品情報のデータベース化及び販路拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,998千円
・認定商品をバイヤー等に紹介するため、みやＰＥＣが商品説明書（バイヤーが必要とする詳細な情報）をデー
タベース化し、商談会や宮崎フェア等における優先的な販路拡大の取組を支援
　事業実施主体：（一社）みやＰＥＣ推進機構
　補助対象経費：認定商品の商品説明書のデータベース化及び販路拡大に要する経費
３　新商品開発等に対する支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,600千円
・６次産業化及び農商工連携の取組による新商品開発等への支援
　事業実施主体：宮崎市内の農林漁業者及び宮崎市産農林水産物を加工する製造業者
　補助対象経費：新商品の開発及び既存商品のブラッシュアップに要する経費
　補助率：補助対象経費の１／２以内（補助上限４００千円）を補助

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市では、平成２３年度に「農林水産業６次産業化支援事業」を事業構築して以降、農林漁業者等の６次産業
化の取組による新商品開発を支援してきた。また平成２６年度に設立した（一社）みやＰＥＣ推進機構において
も「宮崎市版６次産業化」を推進し、中小企業者と農林漁業者との連携（農商工連携）の取組による新商品開発
を支援している。
　１０年以上にわたるこれらの取組により、６０品目あまりの新商品が開発された。しかしながら販売に苦慮し
ている事例が多い。取組事業者の所得向上に結び付いていない。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,875

事業目的
・６次産業化及び農商工連携の取組による所得向上
・取組事業者の営業活動の側面的支援のためのみやＰＥＣによる商品情報のデータベース化及び販路拡大

実績値 実績値

目標値 4 4 4 目標値

実績値 実績値

目標値 8 15 15 目標値 80 150 150

実績値 実績値

目標値 15 30 30 目標値 5 10 15

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　６次産業化や農商工連携に取り組む事業者を支援
する。

　市産農林水産物を活用した商品開発を支援す
る。開発商品を認定する。

　新商品が開発され、新たな販路が開拓されるこ
とで、所得の増加に繋がる。

　６次産業化及び農商工連携の取組による所得の
向上が図られる。

主要施策 新商品や新技術等の開発 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎市産農林水産物活用商品認定事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ○

所管課 0132150000　農政部　農政企画課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 宮崎市産農林水産物活用商品認定事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

①の交付を受けた新規就農者数
（人）

新規就農者数（就農5年以内の新
規参入者・後継者）（人）

②の交付を受けた新規就農者数
（人）

新規就農者累計（H24年度から事
業を活用した者）（人）

③の交付を受けた新規就農者数
（人）

新規就農者（H24年度から事業を
活用した者）の定着率（％）

事
業
概
要

①宮崎市農業次世代人材投資事業（経営開始型）
　【対　象】令和３年度までに経営を開始し、一定の要件を満たす新規就農者。
　【概　要】農業開始から経営安定までの間（最長５年間）年間最大１５０万円※の資金を交付する。
　　　　　　※前年所得に応じて交付資金が変動する。
　【補助率】県（国）10/10
②新規就農者育成総合対策事業（経営開始資金）
　【対　象】令和４年度以降に経営を開始し、一定の要件を満たす新規就農者。
　【概　要】農業開始から経営安定までの間（最長３年間）年間１５０万円の資金を交付する。
　【補助率】県（国）10/10
③新規就農者育成総合対策事業（経営発展支援事業）
　【対　象】令和４年度以降に経営を開始し、一定の要件を満たす新規就農者。
　【概　要】就農後の経営発展のために、機械・施設等の導入を支援する。
　【補助率】県3/4（国1/2、県1/4）
　　　　　　③の事業のみを利用する場合、補助対象上限事業費10,000千円（補助金上限7,500千円）
　　　　　　②③の事業併用の場合、補助対象上限事業費5,000千円（補助金上限3,750千円）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可能な力強い農業を実現するには、新規就農者の確保・定着に
向けた取組が必要である。
　しかしながら、新規就農者の初期投資の負担は大きく（R3実績 14,942千円/10a）初期段階の経営が不安定に
なりがちである。このため経営を開始し経営が安定するまでの間、国等の事業を活用し総合的に支援することで
新規就農者の定着を図る。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 241,462

事業目的 　新規就農者の確保・定着

95.1

実績値 実績値

目標値 20 20 20 20 目標値 95.1 95.1 95.1

319

実績値 実績値

目標値 41 66 75 75 目標値 235 263 291

250

実績値 実績値

目標値 62 39 20 3 目標値 250 250 250

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　新規就農者に対して、初期段階の経営安定を図
る。

　資金、補助金の交付。 　新規就農者の確保・定着。 　農業分野における地域の中心的な経営体を確保
することができる。

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市農業次世代人材投資資金（経営開始型）交付要綱、新規就農者育成総合対策事業補助金等交付要綱戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 みやざき新規就農者総合対策事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132150000　農政部　農政企画課 事業期間 Ｒ５ －

事務事業名 みやざき新規就農者総合対策事業 会計区分 一般
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～

3

1

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

交付を受けた農業後継者数（人） 就農5年以内の農業後継者の数
（人）

農業後継者（事業を活用した
者）の数（人）【H28からの累
計】
農業後継者（事業を活用した）
の定着率（％）

事
業
概
要

【対象】　国の新規就農者育成総合対策事業の対象とならない、就農時の年齢が18歳以上50歳以下の農業後継者
であり、かつ、認定新規就農者または認定農業者の認定を受けている者。

【手段】　就農時１回に限り、一人あたり１００万円を支給する。

【予算構成】　一般財源のみ。
　※これまで財源の一部として活用してきた県の後継者向け事業が令和５年度からは廃止となる。

《参考情報》
　令和４年６月議会、市民経済委員会委員長報告において、「農業後継者確保・育成支援事業」について、「本
市の基幹産業である農業及び漁業を維持していくためにも、従事者や後継者が安心して働き続けられるよう、今
後も充実した支援に努められたい。」との意見があったところ。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　高齢化や担い手不足が急速に進展し、「超高齢化社会」を迎えるであろう２０２５問題も控えるなか、農業分野でも団塊の世代が多
く離農することが予想される。
　そこで、持続可能な力強い農業を実現するには、団塊の世代が持っている知識・技術や農地・施設を農業後継者に継承していく必要
がある。
　しかしながら、国の新規就農者育成総合対策の要件を満たす新規就農者には、就農後最長３年間、年間１５０万円の経営開始資金が
交付されるほか、機械・施設等の導入支援が設けられているが、親元に就農する農業後継者（親元と同品目）はその対象とならない。
そこで、農業後継者の就農意欲喚起のため、資金を交付し就農しやすい環境を整えることにより、本市農家人口の確保を図る。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 27,500

事業目的 　農業後継者の確保・定着。

97.9

実績値 実績値

目標値 目標値 97.9 97.9 97.9

実績値 実績値

目標値 目標値 229

実績値 実績値

目標値 26 目標値 160

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　農業後継者に対して、就農しやすい環境を整え
る。

　農業後継者確保・育成支援資金を交付する。 　農業後継者が確保されるとともに、地域に定着
する。

　農業分野における地域の中心的な経営体を確保
することができる。

主要施策 農林水産業の担い手の育成 公民連携 ×

根拠法令等 農業後継者確保・育成支援事業支援金交付要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 農業後継者確保事業 短縮コード 12257

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域や企業ニーズに合った「人財の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132150000　農政部　農政企画課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 農業後継者確保事業 会計区分 一般
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～

3

2

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

第三者承継公募案件の広告数（件） 第三者承継のマッチング数
（件）

事
業
概
要

　農業者の有形・無形の農業資産を第三者に承継する取り組みを充実させるため、民間事業者へ委託して専用
ホームページを開設し、全国から後継者を募集してマッチングを実現する。

【対象・手段】
　第三者承継を主たる業務とする民間事業者への業務委託
【委託内容】
　農業第三者承継を促進するための以下の業務
　（１）専用ホームページの作成
　（２）公募案件の記事作成
　（３）オリジナル啓発チラシの作成
　（４）公募案件の広告
　（５）企画進行、ディレクション
【市の役割】
　（１）後継者募集事業者（出し手）の声掛けと選定
　（２）後継者募集事業者（出し手）と民間事業者の橋渡し業務

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　農業従事者の減少と高齢化に伴い、地域農業の担い手確保が急務となっている。新規就農者の初期投資の負担
は大きく（R3実績 14,942千円/10a）初期段階の経営が不安定になりがちであるとともに、昨今の燃油、資材、
肥料価格の高騰により新規就農者の参入リスクは過去にないほど高まっている。加齢による離農や後継者不足に
悩む農業者の有形・無形の農業資産を第三者に承継する取り組みは必要不可欠な取り組みである。
【経営体数の減少】花き95→76、肉用牛260→211、果樹192→151　出典：2020年農林業センサス

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,776

事業目的 　新規就農者の確保

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 5 5 5 目標値 5 5 5

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

後継者募集事業者（出し手）の声掛けと選定を行
う。

後継者募集事業者（出し手）を民間事業者へ橋渡
しをする。
第三者承継公募案件を広告し、担い手への周知を
図る。

第三者承継の出し手と受け手のマッチングが実現
する。

新規就農者が確保されることで、産地の維持と発
展が図られる。

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 農業資産次世代承継事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ○

所管課 0132150000　農政部　農政企画課 事業期間 Ｒ５年度 Ｒ７年度

事務事業名 農業資産次世代承継事業 会計区分 一般
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3

1

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

本事業により中古ハウスをリユース
した人数（人）

新規就農者数（人）
（雇用就農除く）

農業産出額（億円）

多面的機能活動組織数
（組織）

事
業
概
要

【対象】　認定新規就農者、就農開始５年以内の認定農業者およびその他の認定農業者
【手段】
(1) 支援内容　　中古ハウスを活用する場合に必要となる経費の一部を支援する。
　ア　対象経費　中古ハウス本体の解体・運搬・移設・補修、付帯設備の修繕にかかる経費
　　　　　　　　※　中古ハウス本体の買取価格は対象外
　イ　補助率　　２分の１
　ウ　補助額　　一人あたり補助金交付上限　２００万円
　　　※　県補助を活用する場合、県補助分を加えて２分の１となるよう補助額を調整する。
(2) 方法
　新規就農者が、中古ハウス物件を優先的に活用できるように誘導する。
　ア　補助申請期間を２期に分ける。１期目を認定新規就農者等とする。
　イ　ポイント制とし、新規就農者を優先的に採択する。

【補助金算定根拠】　R2,R3実績より（注：被覆資材、付帯設備、中古ハウス購入費を含まず）
　・補修費 ＋ 施工費 ＋ 解体運搬費 ＝ 10a当り合計　　　〇面積15a換算　の1／2
　　 1,169 ＋　1,276 ＋ 　724　　　＝　3,169千円　　　　　4,753千円　 　÷2　＝ 2,376千円

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　農業には、食料の安定供給と多面的機能の２つの目的がある。高齢化により農業人口が減少する中、今後、新
規就農者が果たす役割は極めて大きい。新規就農者の確保・育成が急務である。
　現状、資機材高騰により施設等の取得に多額の初期投資（R3実績　約１，５００万円/10ａ）が必要となって
いる。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 31,750

事業目的
　意欲ある新規就農者および認定農業者を確保・育成する。
　農業産出額の拡大と多面的機能の維持を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値 106 106 106

実績値 実績値

目標値 目標値 438 441 444

実績値 実績値

目標値 14 14 14 目標値 50 50 50

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　意欲ある農業者が中古ハウスを整備する際に必要
となる経費の一部を助成する。

　意欲ある農業者が中古ハウスを有効活用する際
にかかる経費の一部を助成する。

　ハウス建設に要する多額の初期投資が軽減され
る。意欲ある農業者の確保・育成を図ることがで
きる。

　意欲ある農業者の確保・育成により、地域の担
い手が確保される。農業産出額の拡大と多面的機
能の維持を図ることができる。

主要施策 農林水産業の担い手の育成 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 中古ハウスリユース促進事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域や企業ニーズに合った「人財の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132150000　農政部　農政企画課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 中古ハウスリユース促進事業 会計区分 一般
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1
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

本事業によりＡＰハウスを新設した
件数（件）

新規就農者数（人）
（雇用就農除く）

農業産出額（億円）

多面的機能活動組織数
（組織）

事
業
概
要

【対象】　認定新規就農者、就農開始５年以内の認定農業者

【手段】　ＡＰハウス２号改良型の新設にかかる費用の一部を助成する。
　ア　事業主体：ＪＡ宮崎中央または営農集団（新規就農者を支援する2名を含む任意組織）
　イ　補助率：定額補助１５０万円／10ａ（一人あたり補助金交付上限：３００万円）

【補助金算定根拠】　※宮崎県農業用ハウス及び付帯施設価格表（令和4年度）より
　　本体・施工費 ＋ 付帯設備 ＋ 電気・潅水設備 ＝ 10a当り合計　の1割補助
　　　 10,080　　＋　 2,702　＋　　2,460　　　 ＝　15,242千円

※参考：　ハウス整備費の比較　［県標準価格表（県営農振興協）を参照］
　ＡＰハウス２号改良型価格（付帯設備除く）
　　2019（R1）　7,305千円（本体＋被覆＋施工費）
　　2022（R4）　9,939千円（本体＋被覆＋施工費）
　（価格高騰率）　136％

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　農業には、食料の安定供給と多面的機能の維持の２つの目的がある。高齢化により農業人口が減少する中、今
後、新規就農者が農村地域で果たす役割は極めて大きい。新規就農者の確保・育成が急務である。
　新規就農者は生産基盤を持っていない。特に現状、資機材高騰により、就農するためには施設等の取得に多額
の初期投資（R3実績　１，５００万円/10ａ）が必要となっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 12,750

事業目的
　意欲ある新規就農者の確保・育成を図る。
　農業産出額の拡大と多面的機能の維持を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値 106 106 106

実績値 実績値

目標値 目標値 438 441 444

実績値 実績値

目標値 3 3 3 目標値 50 50 50

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・認定新規就農者がハウスを整備する際に必要とな
る経費の一部を助成する。

　認定新規就農者がＡＰハウスを新設する際にか
かる経費の一部を助成する。

　営農開始に要する多額の初期投資の一部が軽減
される。意欲ある新規就農者の確保・育成を図る
ことができる。

　新規就農者の確保・育成。
　地域の将来の担い手の確保。
　農業産出額の拡大。多面的機能の維持。

主要施策 農林水産業の担い手の育成 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 新規就農者ＡＰハウス夢実現事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域や企業ニーズに合った「人財の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132150000　農政部　農政企画課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 新規就農者ＡＰハウス夢実現事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

商談会への参加やサンプル提供を含
む各種ＰＲ活動の回数（回）

取組前生産額を100とした販売額
割合（特産農産物）(％)

市場動向調査やニーズに合わせた栽
培技術講習会等の活動回数（回）

取組前生産額を100とした販売額
割合（伝統野菜）(％)

事
業
概
要

①特産農産物産地強化支援事業
【対　象】　新たな品目及び希少価値のある品目の生産者で組織する団体
【手　段】　生産者団体が行う生産振興や販売対策などの産地維持・強化に向けた取組に対し、
            その費用の一部を助成する。
【補助額】　定額（１団体あたり200千円以内／円）
【その他】　より高い成果を得ることを目的とすることから、単年度ではなく、原則３ヵ年度
            連続で取り組むこと

②みやざきの伝統野菜産地維持対策事業
【対　象】　ＪＡ宮崎中央南瓜部会
【手　段】　販路拡大や高付加価値化に向けた取組のほか、新たな作型や貯蔵技術の研究、
            市内における消費拡大の検討などに係る取組に対し、その費用の一部を助成する。
【補助額】　定額（500千円以内／円）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市の農業はバラエティーに富む多くの品目が作付けされているが、黒皮かぼちゃは高齢化等により生産量等
が減少傾向にある一方で、新品目は、生産量が安定しておらず十分なＰＲができていない状況にある。
【農業経営体数の推移】　　【黒皮かぼちゃ推移H28→R2】　　　　　【市内の主品目数】
　2015ｾﾝｻｽ　3,734経営体　　 面積(ha)：2.6→1.5(▲1.1)　　　　　　野菜：34　工芸作物：2(たばこ等)
　2020ｾﾝｻｽ　3,009経営体　　 生産量(t)：160→88.1(▲45%)　　　　  果樹：12　加工作物：3(茶、大根)
　　　　　　▲725経営体　　 生産額(千円)：67,754→32,356(▲53%)  花き：14

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,600

事業目的 　新たな品目及び希少価値のある品目の販路拡大を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 20.0 20.0 20.0 目標値 100.0 102.0 104.0

実績値 実績値

目標値 20.0 20.0 20.0 目標値 100.0 102.0 104.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　消費拡大を目的としたＰＲ活動及び生産力向上を目
的とした栽培技術講習会等

　事業を活用した品目の推進 　対象品目の数量・単価等向上により販売額が増
加する。

　今後成長すると見込まれる品目の強化により、
市内の多種多様な産地の形成が図られる。

主要施策 国内外の市場開拓 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市園芸振興事業補助金等交付要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

　事業内容を精査し、目標とする成果が得られるよう検討を行うこ
と。

予算事業名 特産農産物魅力創出支援事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132250000　農政部　農業振興課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 特産農産物魅力創出支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

団体加入者数（生産者数：人） 会員に対する情報発信（回）

研修会・課題解決・振興方策に関す
る協議の開催数（回）

振興策に関する提案等（回）

新な品目の掘り起こし(累計品目
数)

事
業
概
要

【対象者】（仮）宮崎市露地作物振興部会
【構　成】（必須）市内の露地作物生産者
　　　　　（オブザーバー参加）県・市・JA宮崎中央・加工、集荷業者・農機メーカー、市場卸業者等
【品　目】だいこんかんしょなどの一般的な品目のほかに、みそ・しょうゆ醸造所と連携した「みやだいず」、
　　　　　健康志向に着目した青汁の原料である「大麦若葉」、焼酎の原料である「二条大麦」、大都市圏の高級飲食店
　　　　　をターゲットとした「オーガニック野菜」等の新たな品目
【手　段】
　　①露地作物の生産者組織の立ち上げ支援・情報連絡網の整備
　　②課題洗い出し、振興方策に関する協議開催
　　②視察研修等の実施
　　③実証圃場設置・農機具等の試験的導入
　　④需要・消費拡大に向けた取組支援　など
　　組織化により、品目横断的な情報の共有が図られ、農地の集積集約化が可能となる。
　　市が支援を行うことにより、かんしょ基腐病がサトイモの疫病など新病発の発生拡大を防ぐ、又、離農等による耕作放棄地拡大
を
　防ぐ。
【補助率】
　　定額

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　露地作物は、天候による影響が大きく、安定した生産、販売の計画が立てられない状況にある。今後、産地としての組織
化を推進することにより、栽培技術・病害虫防除などの円滑な情報共有、露地作振興における課題の洗い出し、新たな対策
の構築が可能となることにより、日本有数の露地野菜産地と成りうる可能性を秘めている。また、田野・清武地区の「干し
野菜」の日本農業遺産認定、「かんしょ基腐病」による産地再編の動きなど、今後の露地作振興に向けた転換期を迎えてい
る。
【畑作物生産面積（ha）】　【畑作物生産量（ｔ）】　　　【畑作物生産額（千円）】
 H28→R2：1,494→1,134　　 H28→R2：20,429→16,154　　 H28→R2：4,617,536→4,047,184（▲13%）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,000

事業目的 　露地作物生産者を組織化し、新たな品目の産地化を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値 1 2 3

-

実績値 実績値

目標値 3 3 3 - 目標値 1 1 1

-

実績値 実績値

目標値 20 50 100 - 目標値 2 4 4

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

①露地作振興取組の母体となる団体の設立
②露地作の課題解決、振興方策の具体策協議

①団体設立の可否
②団体へ加入する生産者数
③研修会や課題解決・振興方策協議の開催

①栽培技術・病害虫等の情報共有が円滑になる
②具体的な露地作振興策の提言が見込める

①露地作の生産者組織の活動の継続化
②ニーズにあった施策実施による露地作物の生産
拡大
③新たな品目による産地化

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 露地作新品目産地育成対策事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132250000　農政部　農業振興課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 露地作新品目産地育成対策事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

経営体会議の開催（回） 経営体数（戸）
（水稲作付５㏊以上）

事業の周知（手段） 経営体の作付ほ場面積（％）
（※令和４年度＝100）

経営体の販売額（％）
（※令和４年度＝100）

事
業
概
要

【対象】大規模稲作経営体
　　　　（現状の水稲経営面積（受託含む）が5ha以上で、次年度までに120％以上規模拡大を目指す経営体、
　　　　　海外（中国等）への販路拡大を目指す経営体）
【作物】　主食用米等
【手段】
　①現状を把握するため,水田農業担い手カルテを作成する。
　②経営体ごとの課題を整理する。
　③経営体会議を開催し将来の水田農業を推進するための検討を行う。
　④米生産にかかる規模拡大や生産性向上につながるスマート農業を推進する。
　⑤農地集積等を行う大規模経営体が規模拡大や生産性向上につながるスマート農機等を導入する。
　導入機械：無人田植機、遠赤外線乾燥機

【補助率】
　　1/3以内

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　人口減少や高齢化により、本市の農業者は減少傾向にある。近年、特に、主食用米のうち早期米の価格低迷が
続いているなど、厳しい経営状況となっており、地域における担い手、生産者の確保が急務となっている。
　　　　　　　　　　　　○農業経営体数(戸） 　　○米初出荷価格（円）
　　　　　　　　　　　　　　・平成22年：4,333　　　 ・R2 7,200
　　　　　　　　　　　　　　・平成27年：3,734　　　 ・R3 6,800
　　　　　　　　　　　　　　・令和 2年：3,009　　　 ・R4 6,700
　　　　　　　　　　　　　　（H27対R2　▲20％）　　（R3対R4　▲2％）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,750

事業目的 　大規模稲作経営体（もみすり業組合員等）が規模拡大等のために行うスマート機械等導入への支援

実績値 実績値

目標値 目標値 103.0 106.0 109.0

実績値 実績値

目標値 2 2 2 目標値 103.0 106.0 109.0

実績値 実績値

目標値 3 3 3 目標値 33 35 37

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　現状を把握するための会議の開催及び将来の水田農
業を推進するための課題の整理（水田農業担い手カル
テ）を行う。

　地域における受託作業システムの構築による、
もみすり業組合等の活用。
　委託者からの乾燥・調整等の受入量の拡大。

　規模拡大、ほ場集積などにより、受託作業の広
域化が図られ、地域の稲作生産量が維持できる。
地域の担い手としてより多くの作業受託が可能と
なる。

　地域における受委託制度の充実を図り、主食用
米の有機栽培や、中国等、海外への販路拡大を目
指し、生産量、販売額の拡大により大規模稲作経
営体の育成を図る。

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市農産振興事業補助金交付要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 大規模稲作経営体支援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132250000　農政部　農業振興課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 大規模稲作経営体支援事業 会計区分 一般

95



～

3

2

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

取組者数（人） 取組面積（a)
第13次農林振興基本計画

事業周知・説明会（回）

事
業
概
要

【対　象】
　宮崎市環境保全型農業推進協議会（会長：兒玉順一、会員数58名）

【手　段】
　特定の取組に応じた交付金を支払う。
　①有機農業　12,000円/10a　追加的取組を行う場合はさらに2000円/10aが加算
　②カバークロップ　6,000円/10a
　③たい肥の施用　4,400円/10a
　など

【負担割合】
　国1/2、県1/4、市1/4
  60%を普通交付税、残余の60％を特別交付税として財政措置が講じられる。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　環境問題に対する関心が高まる中、農業分野においても地球温暖化防止や生物多様性保全に積極的に貢献して
いくため、環境保全に効果の高い営農活動に対して支援を行う「環境保全型農業直接支払交付金」が平成23年度
から実施されている。
　平成27年度からは「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、環境にやさしい農業に取
り組む農業者を支援する制度として位置付けられた。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 13,784

事業目的 　地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を推進する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値

実績値 実績値

目標値 57 58 59 目標値 15,400 15,500 15,600

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農
活動を支援する。

　生産者が地球温暖化防止や生物多様性保全に効
果の高い営農活動を行う。

　生産者が地球温暖化防止や生物多様性保全に効
果の高い営農活動を行うことによる掛かり増し経
費について、交付金支援が受けられる。

　地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い
営農活動が行われる。

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ×

根拠法令等 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 環境保全型農業直接支払交付金事業 短縮コード 10772

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132250000　農政部　農業振興課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 環境保全型農業直接支払交付金事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事業取組者（単位：件） 事業実施者の平均分娩間隔
（単位：日）

事業実施者の飼養頭数増加数
（単位：頭）繁殖牛（繁殖母牛+
育成牛）
事業実施者の事故率(％)

事
業
概
要

【対象】
　宮崎市畜産振興連合会（会員数404戸）
【手段】
　畜産農家が、増頭を図るため、スマート畜産を推進する機材を使用する畜舎施設を（増頭を伴う）新築、増築
する場合に経費の1/3以内を助成する。
【補助率】
　1/3以内（上限1,500千円）　4,500千円/件×4件×1/3＝6,000千円
【参考】
　畜産スマート機材としては、分娩時の事故を防止するため分娩監視装置（牛温恵や分娩監視カメラ）、適期受
精のための発情発見装置等がある。
　機材を使用する場合には、畜舎の屋根付近の高所に機材を取り付ける必要があり、古いタイプの牛舎では、構
造上取付に適さない場合もある。そのため、近年牛舎の大規模増築や新築が増加している。
（例：360度確認可能な分娩監視カメラを取り付けても、障害物により全方位の確認ができない など）
 スマート機材の導入により、出産時の事故等を防ぐことができ、経営の効率化を図ることができる。また、今
後、経営を廃止する高齢農家の家畜を引き受け、優秀な遺伝子をもった牛を地域内に保留していくことが可能と
なる。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　長引くコロナ禍において、子牛価格が影響を受けている。さらに、資機材、飼料価格の高騰で経済的に厳しい
環境にある。この状況に打ち勝つためには、規模の拡大や生産性の向上を図る必要がある。

　　　 子牛価格　　　　 飼料価格
　H31　806,207円　　　　66,772円/t
　R3   772,263円　　　　72,373円/t
　R4   675,306円       108,085円/t（見込み）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 12,080

事業目的 　産地基盤を確保するため、飼養頭数の増加を図る際の経営効率の向上を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値 2.0 2.0 2.0

実績値 実績値

目標値 目標値 40 40 40

実績値 実績値

目標値 4 4 4 目標値 400 380 365

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　畜産農家が省力化等に資する資機材を使用する畜舎
施設を整備する場合に経費の1/3以内を助成する。

　事業取組者を維持する。 　作業の安全と省力化、農場衛生環境の向上が図
られる。

　事故率の低下や平均分娩間隔を短縮することで
1戸当たりの飼養頭数が増加し、産地の維持を図
る。

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市畜産振興事業補助金交付要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 スマート畜産促進畜舎整備支援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132250000　農政部　農業振興課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 スマート畜産促進畜舎整備支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

前年度に事業要望を把握（月） 市内の主たる施設園芸品目の
作付面積（ｈａ）
きゅうり、ピーマン、トマト

当該年度の速やかな事業実施（交付
決定の予定月）

市内の主たる施設園芸品目の
生産量（ｔ）

市内の主たる施設園芸品目の
生産額（千円）

事
業
概
要

【対象】生産力向上を目指す認定農業者
　　　　（JA宮崎中央・卸売会社・１経営体が事業実施主体となる）
        ※単なるハウスの更新はしない（生産性向上を条件に付す）
【手段】
　ＡＰハウス２号改良型以上の新設又は機能向上にかかる費用の一部を助成する。
　　①事業主体：JA宮崎中央・卸売会社・１経営体
　　②補 助 額：定額補助１５０万円／１０ａ（補助金交付上限：３００万円）
　　③要  　件：認定農業者であり.経営改善計画書に自らの経営改善を目的とした施設整備等の事項
                が記載されていること。
　　※【具体的な取組】　・６５歳未満であること
　　　　　　　　　　　　・年間所得の目標額が現状より増えていること
　　　　　　　　　　　　・園芸用ハウスの取得が計画され、記載されていること
　　　　　　　　　　　　・雇用者の人数が増加していること
　　　　　　　　　　　　・水田営農や畑作営農の取り組みが、記載されていること
　　④その他：自ら経営のリスク管理に取り組みを実践もしくは、検討していること

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市の施設園芸については、生産基盤である園芸用ハウスの栽培面積が生産力・生産額に直結している状況に
ある。しかしながら、資材価格高騰の影響など農業経営の継続が困難になるなか、園芸用ハウスの基盤維持・拡
大の困難さが増してきている。
　きゅうり栽培面積300.5ha　　　　　施設野菜経営体数
　生産量40,190.2ｔ　　　　　　　　　　　1,049戸(2015年)
　　↑日本一　　　　　　　　　　　　　⇒  949戸(2020年)　△100戸

Ｒ５年度

総事業費（千円） 14,250

事業目的 　意欲ある認定農業者の規模拡大・経営維持を促し、農業産出額の維持・拡大を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値 21,493,950 21,616,950 21,739,950

実績値 実績値

目標値 5 5 5 目標値 51,782.0 52,062.0 52,342.0

実績値 実績値

目標値 9 9 9 目標値 422.0 424.0 426.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・認定農業者がハウスを整備する際に必要となる経費
の一部を助成する。

・認定農業者がAPハウス等を新設する際にかかる
経費の一部を助成する。
・認定農業者が中古ハウスを有効活用する際にか
かる経費の一部を助成する。

・施設園芸用ハウスの更新・新設等が進み、生産
基盤の維持が見込まれる。

・認定農業者による経営規模の維持・拡大が図ら
れ、産地としての基盤、生産力の維持・向上が図
られる。

主要施策 農林水産業の担い手の育成 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 施設園芸産地力向上ハウス整備支援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域や企業ニーズに合った「人財の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132250000　農政部　農業振興課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 施設園芸産地力向上ハウス整備支援事業 会計区分 一般

98



～

1

3

4

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

樹幹注入実施松数(本) 松枯れ被害材積(㎥)
（伐倒駆除）

事
業
概
要

民有林の森林整備のため、森林環境譲与税を活用する。
民有林の森林所有者が年次的に行っている樹幹注入に係る経費のうち、区有林については全額、ゴルフ場につい
ては一部補助する。
　(樹幹注入　森林環境譲与税)
　・津屋原区有林　    7㏊   1,074千円(県単価で積算　24,407円/本×44本)
  ・郡司分区有林　    63㏊  3,637千円(県単価で積算　24,407円/本×149本)
　・ゴルフ場(4箇所)　131ha  9,397千円(県単価で積算　24,407円/本×385本)
　　　　　　　　　　　計　 14,108千円

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　海岸松林は、国土保全や景観機能などの重要な役割を果たしている。民有林の海岸松林においては、国や県の
公有林と連携して行うマツノザイセンチュウを媒介するカミキリムシを駆除する空中散布や地上散布のほか、独
自にマツノザイセンチュウを直接予防する樹幹注入による薬剤防除の両方を行っている。
　公共林と民有林は隣接しており、一体的な駆除が行われなければ松林が全滅してしまう可能性があるため、森
林病害虫等防除法に基づく県からの防除（駆除）措置命令の範囲にある民有林の薬剤駆除経費のうち、樹幹注入
に対する補助を行うことで所有者の経費の軽減を図り、確実な駆除の実施を促す必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 14,558

事業目的 　防潮や防風等の公益機能を維持するとともに、海岸景観の維持保全を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

200.0

実績値 実績値

目標値 2,800 2,800 2,800 2,800 目標値 200.0 200.0 200.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

民有の海岸松林の所有者に対し、樹幹注入によるマ
ツノザイセンチュウの駆除費用の一部を補助する。

松くい虫の薬剤駆除等のための必要な樹幹注入を
行う。

松枯れ被害が抑制され、海岸松林の維持保全が図
られる。

防潮や防風等の公益機能を維持するとともに、海
岸景観の維持保全を図る。

主要施策 自然環境の保全 公民連携 ×

根拠法令等 森林病害虫防除法、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 海岸松林保全事業（森林環境譲与税基金） 短縮コード 13442

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 海岸松林保全事業（森林環境譲与税基金） 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

対象森林抽出調査面積（ha) 集積計画策定面積（ha)
（累計）

意向調査実施面積（ha)
（累計）

境界明確化実施面積（ha)
（累計）

事
業
概
要

　市内民有林において、森林環境譲与税を活用し、税の趣旨に沿った森林の整備及びその促進に関する施策を実
施する。特に、平成３１年度から始まった森林経営管理法に基づく「森林経営管理制度※」の円滑な運用を図っ
ていく。
※森林経営管理制度…手入れされていない森林について、市が森林所有者の委託を受け、市自ら間伐などを実施
したり、林業事業体などに再委託し森林整備を実施することにより、林業経営の効率化及び森林の適正化を促進
し、森林の有する多面的機能を発揮させる制度。

①森林経営管理制度の運用等
　・対象森林抽出、森林現況調査、意向調査、集積計画策定等を行う。
②森林境界明確化（Ｒ４～）
　・森林経営管理制度に資するため森林境界の明確化を行う。
　（実施については1地域2カ年　Ｒ4～5 糸原　Ｒ6～7 内海）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本来、森林は多面的な機能（国土の保全、水源の涵養、地球温暖化防止、野生鳥獣の保護等）を有している。近
年、所有者の高齢化や林業担い手不足などにより手入れ不足の森林が増加し、森林がもつ公益的機能低下が危惧
されている。また、森林経営管理法第3条において、所有者は適切に森林の経営管理を行うこと及び市町村は経
営管理が円滑に行われるよう措置を講ずることが規定されている。
◎林業就業者数（内65歳以上割合）〔宮崎県林業統計要覧（最新）〕
H7  4232人（14.6％）H17 2311人（22.3％）H27 2222人（22.7％）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 106,544

事業目的 森林の有する公益的機能の維持増進を図る。

実績値 実績値

目標値 130.0 180.0 230.0 目標値

実績値 実績値

目標値 70.0 100.0 130.0 目標値

実績値 実績値

目標値 1,283.0 750.0 640.0 目標値 25.0 35.0 45.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・森林経営管理制度のほか、森林整備に繋がる各施
策の実施

・意向調査実施面積
・境界明確化実施面積

・適切に管理(森林整備）される森林の増加
・境界明確化により、森林整備の促進及び誤伐等
の抑止

・森林整備量の増加により、資源の循環利用を推
進するとともに、森林の有する多面的機能の発揮
を促進する。

主要施策 自然環境の保全 公民連携 ×

根拠法令等 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律　森林経営管理法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 森林整備等促進事業（森林環境譲与税基金） 短縮コード 13440

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 森林整備等促進事業（森林環境譲与税基金） 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

公共施設木質化（箇所） 木材使用量（㎥）

公共施設備品設置（施設）

事
業
概
要

市民が木と身近にふれあうことにより、木の温もり等を感じてもらうとともに、森林整備に対する理解を深めて
もらうことを目的に、公共施設の木質化及び公共施設への木製備品（机・棚・遊具等）の設置を行う。また、地
域産材を積極的に使用し、地域産材の普及啓発にも努める。

・公共施設の木質化及び木製備品の設置
R5計画　　　　　　　　R6計画　　　　　　　　R7計画
森林水産課実施分　　　森林水産課実施分　　　森林水産課実施分
・自然休養村木質化　　・自然休養村木質化　　・椿山森林公園ベンチ等設置
・市民課机等設置      ・市民課机等設置
他課実施分　　　　　　他課実施分　　　　　　他課実施分
・ウッドデッキ設置　　・ウッドデッキ設置　　・消防新庁舎木質化
・木製ベンチ設置
※他課実施分の予算計上については、それぞれの課で計上し財源部分に譲与税を充当

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本来、森林は多面的な機能（国土の保全、水源の涵養、地球温暖化防止、野生鳥獣の保護等）を有している。近
年、所有者の高齢化や林業担い手不足などにより手入れ不足の森林が増加し、森林がもつ公益的機能低下が危惧
されている。このような現状のなか、森林の公益的機能を発揮させるため、令和元年度から森林環境譲与税の譲
与が開始され、直接的な森林整備とともに、「植えて→伐って→使う」循環型の森林づくりも求められている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,500

事業目的 循環型の森林づくりを図り、森林の有する公益的機能の持続的な発揮を目指す。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 2 2 2 目標値

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値 20 20 20

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・公共施設の木質化及び木製備品の設置 ・木質化（１箇所／年）
・木製備品設置（２施設／年）

・公共施設の木質化や木製備品の設置が促進さ
れ、市民が身近に木とふれあう機会を提供。

・公共施設における木材使用量の増加が、市民の
木にふれる機会増加につながる。結果、森林整備
に対する理解が深まり、森林の有する多面的機能
の促進にもつながる。

主要施策 自然環境の保全 公民連携 ×

根拠法令等 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律　森林経営管理法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 木材利用促進事業（森林環境譲与税基金） 短縮コード 13441

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 木材利用促進事業（森林環境譲与税基金） 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

素材生産量（４事業体計） 集積計画策定面積（累計）

森林施業面積（４事業体計） 森林経営計画認定面積（市認定
分）

事
業
概
要

林業省力化や生産性の向上等に大きな効果が期待できる高性能林業機械を「ひなたのチカラ林業経営者」が導入
する際に、購入費用の一部を助成することで、導入に係る初期投資の負担を軽減するとともに、省力化や生産性
の向上、経費節減等により「ひなたのチカラ林業経営者」の経営基盤を強化し、森林経営管理制度の適切な運用
及び森林整備の推進を図る。
※財源は、全額「森林環境譲与税基金」とする。

＜補助の内容＞
補助対象者：市内に住所を有するひなたのチカラ林業経営者
補助対象経費：高性能林業機械導入費用（税抜）
補助率：補助対象経費の２分の１以内

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

森林経営管理法において、市を介して森林所有者と「ひなたのチカラ林業経営者（以下、ひなた）」をつなぐこ
とで、森林の持つ公益的機能を維持増進することが求められている。また、本市において、伐採後の再造林を実
施している林業事業体は、実質的に「ひなた」のみであるが、マンパワー不足等により森林所有者からの植林依
頼も断るケースも増えている状況であり、「ひなた」の育成が喫緊の課題である。今後も森林環境譲与税の活用
を通じて、林業事業体の育成を進め、林業経営における生産性向上を図る必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 15,750

事業目的 森林経営管理制度の適切な運用による森林整備推進のため、「ひなたのチカラ林業経営者」の育成を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 192㏊ 242㏊ 292㏊ 目標値 3,077㏊ 3,100㏊ 3,200㏊

実績値 実績値

目標値 54,000㎥ 58,000㎥ 62,000㎥ 目標値 25㏊ 35㏊ 45㏊

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・高性能林業機械の導入を支援する。 ・素材生産量（４事業体計）
・森林施業面積（４事業体計）

・適切に管理(森林整備）される森林の増加 ・森林整備量の増加により、資源の循環利用を推
進するとともに、森林の有する多面的機能の発揮
を促進する。

主要施策 自然環境の保全 公民連携 ×

根拠法令等 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律　森林経営管理法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 高性能林業機械導入支援事業（森林環境譲与税基金） 短縮コード 13443

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 高性能林業機械導入支援事業（森林環境譲与税基金） 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

捕獲班新規加入者数（人） 野生鳥獣による農作物被害額
（千円）

鳥獣被害対策防止地区の活動数(地
区）

野生鳥獣駆除捕獲班員数（人）

事
業
概
要

　野生鳥獣対策(捕獲)に従事する意思を有し、新たに狩猟免許を取得した市民等に対し、狩猟免許取得費用の一
部を補助する。
　補助額　：総事業費の2/3以内（県2/9以内・市4/9以内） 県補助額：総事業費の2/9以内
　事業の流れ ①新たに狩猟免許を取得　②狩猟免許登録(わな・網猟、第1種猟銃、第2種猟銃）
 　　　　　　③補助金交付申請④交付決定・交付　⑤捕獲班で活動
　補助対象者：①宮崎市に住所を有する者　②新規で狩猟免許を取得(登録）した者
　　　　　　　③有害鳥獣捕獲活動に従事する意思を有する者
　新規に狩猟免許を取得した市民に対し、野生鳥獣等の情報などを提供するとともに、周辺市民へ狩猟免許に関
する情報の提供活動等を実施する。
　また、新規狩猟免許取得者には、捕獲班（主に猟友会）での入会・活動することを必須とし、捕獲班の体制強
化を図る。
　捕獲班への未加入者に対しては研修会を開催し、有害鳥獣駆除の必要性について周知を行うとともに捕獲班へ
の加入を促す。
　有害鳥獣駆除については、狩猟免許保持者であり、捕獲班員でないと、狩猟期以外の活動はできません。
　そのため、捕獲班で捕獲活動する狩猟免許取得者の確保が、特に重要となります。
　県の補助事業名　狩猟免許取得促進事業

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　野生鳥獣による農作物被害の問題が顕著化する中、駆除対策を行う捕獲員が不足している。
　耕作地付近の里山周辺や住宅地周辺においても野生鳥獣の発見情報が多く寄せられており、捕獲班を中心とし
た地域一体とした対策活動を必要としている。
　捕獲班員数の推移
　Ｒ２　240名　Ｒ３　253名　Ｒ４　230名（サル捕獲　200名）　Ｒ4.8　現在
　新規加入・脱退者数
　　Ｒ２　新規　25名　脱退　27名　　Ｒ３　新規　22名　脱退　26名

Ｒ５年度

総事業費（千円） 934

事業目的
　野生鳥獣対策に意欲のある新規狩猟免許取得者を確保することにより、捕獲班活動の活性化を促進し、農作物
被害の削減や住宅地周辺の安心な居住環境の確保を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 11 11 11 目標値 230 240 250

実績値 実績値

目標値 25 25 25 目標値 3,858 3,700 3,600

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　狩猟免許取得及び猟銃等許可取得等の費用の一部
を補助する。
　狩猟免許に関する情報の提供を行う。

新規狩猟免許取得者の確保及び猟友会(捕獲班）
の加入者を確保する。

狩猟免許取得者の確保により猟友会(捕獲班)の体
制が拡充される。

農作物等の被害の削減及び地域住民の安全な生活
環境が形成される。

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ×

根拠法令等 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律、狩猟免許取得促進事業補助金交付要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 狩猟免許取得等促進事業 短縮コード 13609

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 狩猟免許取得等促進事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

巡視日数(日） 野生鳥獣による農作物被害額(千
円）

野生有害鳥獣捕獲数（頭数）

事
業
概
要

　森林地域の多い区域を中心にパトロールを実施し、通報等による実施隊の速やかな駆除活動が出来ない場合の
駆除活動や追払い活動の活動路となる林道の状況や生息区域の把握、シカやイノシシ等による被害状況の情報収
集を行うことにより、駆除活動等の必要な情報共有を図る。
　
　新規取組として、LINE等で市に提供された鳥獣の出没情報を活用し、追払い活動の実施や周辺住民及び捕獲班
との情報共有を行う。

　対象：(委託先)　宮崎中央森林組合
　地区：2地区　高岡・生目(事務所　宮崎森林組合）
　　　　　　　 田野・清武・木花・青島(事務所　田野総合支所）
　各地区の捕獲班では、対応の難しい緊急時にも迅速な対応が可能であり、有効に活用することができる。
　県の補助事業名　有害鳥獣被害対策パトロール支援事業
　※財源の一部として森林環境譲与税を活用する。 財源充当額　500万円

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　野生鳥獣による農林作物被害の増加は、市内の広範囲に及び、特に果樹をはじめ多くの作物が被害を受けてお
り、農林業者はじめ周辺環境の確保の面からも重要な問題となっている。
　鳥獣被害の削減については、有害鳥獣被害対策による駆除活動が特に効果的であるが、突発的な通報への対応
が難しく、一体的な活動を行うことが出来ていない。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 11,227

事業目的
　農作物被害の顕著な区域の駆除予防活動を支援し、農林産物の被害状況の確認、有害鳥獣の追払い活動、被害
地への経路状況の把握等による情報共有を図ることにより、居住環境の安全を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 3,025 3,300 3,500

実績値 実績値

目標値 216 216 216 目標値 3,858 3,700 3,600

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

森林区域を中心にパトロール活動等を実施し、林道
や鳥獣の生息区域の現況把握を行う。併せて捕獲班
との情報共有を行い、駆除活動に活用する。

林道や森林区域周辺耕作地を巡視し、林道管理
者・捕獲実施隊等への情報共有や花火等を利用し
た追払い活動を行う。

農林産物被害の軽減、猿、イノシシ、シカ等の出
没箇所の把握など現状把握が図られる。

農林業の安定的な経営と安心できる生活環境の確
保、野生鳥獣との共生を図る。

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ×

根拠法令等 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 有害鳥獣被害等対策サポート事業 短縮コード 13601

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ○

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 有害鳥獣被害等対策サポート事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

1地区当たりの平均活動回数(回) 野生鳥獣による農作物被害額(千
円)

鳥獣被害対策防止地区の活動数(地区
数）

対象地区の農作物被害額(千円)

事
業
概
要

　各地域の野生鳥獣対策組合の活動に対し、その活動費の支援を行う。
　手段：各対策組合等で実施する活動への活動費補助
　　　　・地域で取り組む活動内容の研修会　・樹木の下草刈等の維持管理(緩衝地帯との設置）
　　　　・作物残渣等の適正処理　・捕獲班（主に猟友会）等との情報共有などの連携を行う。
　団体数　11団体
　団体名　本庁区域　4地区（生目、木花、青島・内海、古城）　高岡区域　5地区
　　　　（高浜、仁田尾、一里山、的野、伊勢ノ原）　田野2地区　(田野北、八重）

　鳥獣被害対策は、個体群管理（鳥獣の捕獲）、侵入防止対策（柵の設置等による被害防除）、生息環境管理
(餌場・隠れ場等の撲滅）をいかに徹底してできるかが、対策の効果を大きく左右する。
　補助にあたっては、鳥獣被害対策マイスターによる、鳥獣被害対策の研修会の年2回以上の実施を必須としそ
れぞれの活動方法等について、意見交換を通して理解を深め、各組合の活動内容の見直しを促す。
　また、管内で有害鳥獣の出没があった際には初動対応として花火等を用いた追い払い活動や巡回を行う。
　さらに市で各地区の活動を取りまとめたガイドブックを作成し、今後の対応についての参考となるよう各地区
に配布を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　野生鳥獣による農林作物被害の増加は、市内の広範囲に及び、特に果樹をはじめ多くの作物が被害を受けてお
り、農林業者は周辺環境の確保の件から重要な問題となっている。
　しかし、鳥獣被害の削減については、有害鳥獣被害対策による駆除活動と地域単位での取り組み（草刈等によ
る緩衝帯の設置）が特に効果的であるが、一体的な活動を行うことが厳しくなっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,850

事業目的
　農作物被害の顕著な区域の駆除予防活動を支援し、農林産物の被害状況の確認、有害鳥獣の追払い活動、被害
地への経路状況の把握等による情報共有を図ることにより、居住環境の安全を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 11 11 11 目標値 2,390 2,300 2,250

実績値 実績値

目標値 12 12 12 目標値 3,858 3,700 3,600

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

野生鳥獣対策組合の活動に対する活動費の助成を行
う。

野生鳥獣対策活動の実施による農林業者等の意識
改革を促す。

農作物被害の削減と被害地周辺住民の環境の整備
等が図られる。

地域が一体になった活動を行うことによって、地
区コミュニティの再生と農林業の安定的な経営が
図られる。

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ×

根拠法令等 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律　宮崎市森林・振興事業補助金等交付要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 鳥獣被害対策実施体制強化事業 短縮コード 13600

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ○

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 鳥獣被害対策実施体制強化事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

　重油ボイラー及び天然ガスボイラー入替工事、電解次亜水生成装置更新工事を行う。
　
　重油・天然ガスボイラー入替
　・重油・天然ガスのボイラー入替にかかる設計委託(Ｒ５)
　・重油・天然ガスのボイラー入替工事(Ｒ５)
　・工事期間(予定)９月～１０月
　・耐用年数は１０～１５年だが、重油ボイラー１基と天然ガスボイラー１基は２０年、残りの重油ボイラー１
基は１７年使用しており、耐用年数を超過している。

　電解次亜水生成装置(更新）
　・電解次亜水生成装置入替にかかる設計委託（Ｒ５）
　・電解次亜水生成装置入替工事（Ｒ６）
　・工事期間(予定）９月～１０月
　・耐用年数は１０年だが、すでに１１年使用しており、耐用年数を超過している。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　自然休養村センターは、市民の健康増進及び地域の振興を図っており、年間約１０万人に利用されている施設
である。
　今後とも利用者へのサービス維持に向けた取組を行う必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 23,600

事業目的 自然休養村センターの温泉設備が老朽化し、今後の運営に支障が生じないよう温泉設備の改修を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 自然環境の保全 公民連携

根拠法令等 なし 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎市自然休養村センター設備改修事業 短縮コード 13599

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 宮崎市自然休養村センター設備改修事業 会計区分 一般

R3 R2 R1(H31) H30 H29
年間利用者数（人） 51,504 49,824 89,197 94,187 103,479
年間収入額（円） 73,249,212 64,740,916 87,373,546 90,352,913 93,418,286
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

支援金交付件数（件） 新規漁業就業者（人）

事業を活用した新規漁業就業者
の定着率（％）

事
業
概
要

①沿岸漁業経営開始型
　対象者：就業開始から１年以上を経過しておらず、自営独立就業若しくは
　　　　　親元の漁業を承継する後継者
　支給額：１，２００千円／人（県費：５００千円、市費：７００千円）
　県補助事業：水産業人材投資事業（沿岸漁業経営開始型）をＲ２から活用中
　　　　　　　補助率１／２以内（補助対象額上限は１人あたり１，０００千円）

②自営独立就業支援型
　対象者：就業開始から１年以上を経過しており自営独立を目指す者
　支給額：１，２００千円／人（市費：１，２００千円）
※①、②とも新規漁業就業時の年齢が１８歳以上５０歳以下であることが要件となっている。
※②の就業時の年齢要件を６０歳以下に変更するよう検討したが、現状の５０歳以下のままと整理した。
（県内の６０歳以上の新規就業者は、Ｈ２８～Ｈ３０は４人だったが、Ｒ元～Ｒ２には９人と増加している）
（本市でも今年度、５０歳到達までに自営独立ができず事業活用を見送った事例も発生）
※②については、就業開始から何年以内を対象とする等の要件はなく柔軟に対応する。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　漁業者の高齢化や担い手不足は、持続的な漁業経営を行う上で深刻な課題であり、市内の４海面漁協の組合員
数は減少傾向にある。更に県の調査によると、県内の新規就業者の定着率は５３％となっており低い。
　平成30年度から市単独で「新規漁業就業者確保支援事業」を実施し、独立自営就業や親元で就業する新規漁業
就業者に対する支援を開始した。令和元年度からは県も「水産業人材投資事業」開始し市と県で支援を行ってき
た。
　これまで、本市は６人の新規漁業就業者の支援を行ってきたが、１人も廃業しておらず定着率は１００％であ
り、事業効果が高いため、令和５年度以降も事業を継続したい。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,300

事業目的 漁業の将来を担う人材を確保・育成する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 100.0 100.0 100.0

実績値 実績値

目標値 4 4 4 4 目標値 4 4 4

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・対象者へ支援金を交付する ・支援金交付件数 ・新規漁業就業者が確保される。
・事業を活用した新規漁業就業者の定着率が維持
される。

　漁業への就業促進により、人材が確保され、漁
業就業者の就業年齢が若返ることで、本市水産業
が持続し成長に繋がる。

主要施策 農林水産業の担い手の育成 公民連携 ×

根拠法令等 新規漁業就業者確保支援事業実施要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 新規漁業就業者確保支援事業 短縮コード 12405

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域や企業ニーズに合った「人財の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 新規漁業就業者確保支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

海底清掃の実施回数（回） 漁業者が回収したごみの数量
（㎏）

海底清掃で回収したごみの数量
（㎏）

小型底曳網船１隻あたりの漁獲
量（㎏）

啓発活動の回数（回）

事
業
概
要

①海底清掃
　内容：清掃業務費、海洋ごみの処分費
②漁業者等がボランティアで回収した海洋ごみの処分
　内容：漁業者が持ち帰った海洋ごみにかかる処分費
　
国（環境省）：海岸漂着物等地域対策推進事業　補助率：7/10、10/10
※海洋ごみの回収・処分に係る事業のうち、漂流ごみ等の海からの持ち帰りが無償で行われている
　事業については、10,000千円を上限として10/10補助される。
　①は7/10、②は10/10補助となる。

③啓発活動
　内容：海底清掃の活動状況等を周知する資料を作成し、イベント等で配布や掲示することで、
　　　　海洋ごみへの関心を高め、海洋ごみの発生量を減らす。
　配布予定：宮崎おさかな普及協議会イベント（市場課）、環境ミニフェア等（環境政策課）、
　　　　　　砂ＡＳＯ　Ｂｅａｃｈ（スポーツランド推進課）等

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

 近年、海洋ごみによる海洋環境の悪化が問題となっているなか、本市水産業においては主に小型底曳網漁など
操業中の漁網に木屑やプラスチックごみなどがかかり、網の修繕費や海洋ごみの処分費用が漁業者や漁協によっ
て大きな負担となってきた。
　本市では、令和２年度から環境省の「海岸漂着物等地域対策推進事業」を活用し、海洋ごみの回収や処分を
行ってきたが、依然、海洋ごみは漁業に支障をきたしている。海洋ごみは、国内外から様々なものが漂流してく
るため、漁業者の活動だけでは限界があり、本市も清掃活動を継続したい。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,870

事業目的 海洋環境の保全、漁業の振興

実績値 実績値

目標値 3 3 3 目標値

実績値 実績値

目標値 1,000 1,000 1,000 目標値 5,637 5,637 5,637

実績値 実績値

目標値 2 2 2 目標値 2,000 2,000 2,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・海洋ごみの回収と処分 ・海底清掃実施回数の維持
・海底清掃で回収したごみの数量の維持
・啓発活動の回数の維持

・漁業者の意識が向上し、回収するごみの
　数量が増え、漁場環境の改善に繋がる。
・漁業生産の向上が図られ、小型底曳網船
　の漁獲量が回復する。

・本事業を実施することで海洋環境、漁場
　環境の保全、あわせて漁業の振興が図
　られる。

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎県海岸漂着物等地域対策推進事業費補助金交付要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 海洋ごみ対策促進事業 短縮コード 12358

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132350000　農政部　森林水産課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 海洋ごみ対策促進事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0132500000　農政部　農村整備課 事業期間 令和5年度 令和9年度

事務事業名 【公共】大谷上地区ため池等整備事業 会計区分 一般

予算事業名 農村地域防災減災事業（調査計画） 短縮コード 13053

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携

根拠法令等 土地改良法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本ため池は今年度に入り、堤体からの漏水や堤体の一部が陥没するなどの状況が見られたことから、劣化診断
を行ったところ、改修が必要な状態であることが判明した。
　下流域には団地があることから、堤体が決壊した場合、住民の生命や財産に被害を及ぼす恐れがある。
【ため池概要】
　名称（所在地）：大谷上池（大字細江）
　管理者：生目土地改良区
　堤長：41m、堤高：7.1m、貯水量：5,500t、受益面積：25ha、受益戸数：88戸

Ｒ５年度

総事業費（千円） 16,750

事業目的 　農業用水の安定供給と地域の居住区域の安全確保を図る。

評価結果 採択

特記事項
事
業
概
要

　土地改良事業実施前の法手続きに必要となる計画概要書作成や調査を行う。
　また、法手続き完了後は、県営事業によるため池整備工事を実施し、県に対し負担金を支出する。

(1)事業内容
　　ため池堤体、洪水吐き、取水施設、底樋等の全面的な改修

(2)県営事業採択条件
　　①受益面積5ha以上　②事業費800万円以上　③地域防災計画で災害危険度の高い地区に指定されたもの

(3)事業計画
　　令和5年度　 ：計画概要書作成及び調査（事業主体：市）
　　　　　　　　　【事業名】団体営農村地域防災減災事業（負担割合：国100％）
　　令和6年度　 ：土地改良法手続き（事業主体：市）
　　令和7～9年度：事業実施（事業主体：県）
　　　　　　　　　【事業名】県営農村地域防災減災事業（負担割合：国55％、県35％、市10％）
　　　　　　　　　※市は各年度の県事業費の10%を負担金として県へ支出する。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

基金積立額（千円） 基金積立累計（千円）

事
業
概
要

　これまで卸売市場特別会計における歳入の不足分のみを一般会計から繰出していたが、国が定める繰出基準に
基づき繰出を行い、歳入の余剰分を積立することで、施設の建替えや解体等に係る費用の一部に対して充当す
る。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市場は開設後４５年目を迎えており、全体的に施設の老朽化が進んでいる。また、令和２年度に策定した
「宮崎市中央卸売市場個別施設計画」において、目標耐用年数を６０年と設定しており、令和１９年度には施設
の建替えや解体等に多額の費用が必要となると想定される。
　なお、施設の建替費については起債及び交付金を活用予定だが、解体費は起債及び交付金対象外である為、そ
の分の積立が必要となる。（※解体に係る費用見込み額：1,167,000千円　令和２年時点）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 115,810

事業目的 施設の建替えや解体等に係る費用としての積立

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

439,877

実績値 実績値

目標値 115,060 106,020 105,479 113,318 目標値 115,060 221,080 326,559

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

国が定める繰出基準に基づき繰出を行い、歳入の余
剰分の積立を行う。

現収支計画及び国の定める繰出基準より、毎年約
１億円の積立が見込める。

耐用年数経過までに約１６億円の積立が見込め
る。

積立金を建替えや解体等に係る費用の一部に対し
充当することで財政負担の軽減を図ることができ
る。

主要施策 物流体制の確保 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 不採択

特記事項

施設整備の方針について検討を行い、随時、情報共有を図ること。

予算事業名 卸売市場特別会計繰出金 短縮コード

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132750000　農政部　市場課 事業期間 令和５年度 令和19年度

事務事業名 卸売市場特別会計繰出金（宮崎市中央卸売市場振興基金積立） 会計区分 一般
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3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

関連店舗組合のイベント
（回数）

関連店舗組合のイベント参加人
数（人）

宮崎おさかな普及協議会の試食及び
調理教室（回数）

宮崎おさかな普及協議会の試食
及び調理教室の参加人数（人）

市場体験学習による参加者の市
場機能理解度（％）

事
業
概
要

１　関連店舗組合及び宮崎おさかな普及協議会への補助
　　対象：関連店舗組合及び宮崎おさかな普及協議会（事務局　株式会社宮崎魚市場）
　　内容：①関連店舗組合が定期的に開催するイベント等の補助を行う。（補助率：１/２）
　　　　　②宮崎おさかな普及協議会が魚離れの進行を軽減させるため、実施している魚食のPRや調
　　　　　　理教室などの活動費を補助する。（補助率：１/２）
２　夏休み親子市場体感ツアー（①８月上旬）及び秋の花育セミナー（②１１月下旬）の実施
　　対象：市内在住の小学生とその保護者（公募１５組）
　　内容：①市場で取り扱う青果・水産物を使った体験学習（市場流通の開設、青果・水産のせり見
　　　　　　学、魚のさばき体験など）を市場関係者の協力のもと実施する。
３　市場見学
　　小中学生、子供会等の市場社会科見学の受入れ・宮崎産の農産物をＰＲを実施する。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

生産者の高齢化や後継者不足が懸念される中、インターネット通販や産地直売等により流通の多様化が進み、市
場外流通が拡大しており、H3年度564億円からR3年度362億円と市場取扱高は年々減少している。
そこで、安心・安全な生鮮食料品等を円滑かつ安定的に供給するための基幹的なインフラである本市場の重要性
を市民へ周知を行うとともに、地産地消を促進し消費拡大を図るため、市場の魅力を広く理解してもらう必要が
ある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,150

事業目的
市民へ卸売市場の理解を深めるとともに、生鮮食料品等の地産地消を図るため、市場関係団体が行う活動につい
ての補助を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値 60.0 70.0 80.0

実績値 実績値

目標値 21 21 21 目標値 4,000 4,000 4,000

実績値 実績値

目標値 24 24 24 目標値 33,000 34,500 35,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・関連店舗組合、宮崎おさかな普及協議会への補助
・市場体験学習、市場見学及びＰＲの実施

・関連店舗でのイベント開催
・宮崎おさかな普及協議会での魚食のＰＲや調理
教室の開催
・市場体験学習、市場見学の開催及び市場ＰＲ

・市民へ地場生鮮食料品等や卸売市場に対する魅
力が周知される。

・市場の重要性が広く市民へ周知されるととも
に、地場生鮮食料品の消費拡大による地産地消が
図られることで、市場内取引が活性化し、市場に
賑わいを創出することができる。

主要施策 物流体制の確保 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 市場の魅力周知向上事業 短縮コード

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0132750000　農政部　市場課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 市場の魅力周知向上事業 会計区分 市場
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

体験・交流プログラム造成数 新規企業・団体受入数

WEBでの発信回数 パートナー企業・団体受入数

地域課題解決型プログラム
参加企業・団体数

事
業
概
要

　首都圏企業・団体をターゲットとし、ワーケーターの旅費支援を継続して実施する。また、本市独自の魅力で
ある「食」「農業」「自然」を生かした、地域課題解決型プログラムの開発を推進し、WEBを活用した効果的な
情報発信を図る。
【補助内容】実施主体：公益社団法人宮崎市観光協会
　①ワーケーター支援 (利用者に直接補助)
　　　新規利用者及びリピーター(パートナー)の支援　※1企業・団体あたり最大3カ年の支援
    　　支援内容：1人1泊3,000円の宿泊費補助（1企業5名以内、最大3泊までを上限）
　②体験・交流プログラムの開発・商品化（旅行代理店等に業務委託）
　　　地域課題解決型プログラムの開発、旅行商品化
　　　　取組事例：耕作放棄地を活用した農業体験、消費拡大に繋がる焼酎づくり体験 等
　③プロモーション（HP制作会社等に業務委託）
　　　特設ホームページのリニューアル
　　　WEBを活用した情報発信（ネットニュース等での情報発信）
　④その他
　　　セールス及び先進地視察、受入雑費

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　新型コロナウイルス感染症の拡大により、全国的に観光客、観光消費額も減少している。そのため、長期滞在
が見込め、移住、企業誘致につながる可能性を持つワーケーションに各自治体が注目し、事業に取り組んでい
る。
　宮崎市では、安定したワーケーション利用者を確保すべく、地域とワーケーターが交流し、人間関係を築きな
がら地域課題に取り組む「地域解決型」ワーケーションに着目し、Ｒ4年度より「宮崎ＷＯＲＫ＆ＳＴＡＹ事
業」をスタートさせた。地域課題は日本全国共通しているものが多く、宮崎でしか提供できないプログラムを作
り出すことに苦慮している。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,000

事業目的 afterコロナを見据え、滞在型観光への転換を図るため新たな旅のスタイルであるワ―ケーションを推進する。

実績値 実績値

目標値 目標値 2 3 4

実績値 実績値

目標値 8 8 8 目標値 10 15 20

実績値 実績値

目標値 2 2 2 目標値 10 10 10

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

ワーケーターの誘客に繋がるプロモーションを実施
する。

参加者のニーズに合わせた、体験プログラムの造
成をおこなう。併せて、WEBを活用し効果的な情
報発信をおこなう。

プロモーションの効果により、ワ―ケーション利
用者が増加する。

本市への新たな誘客が促進され、観光入込客数や
宿泊数が増加する。

主要施策 観光客受入環境の充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎ＷＯＲＫ＆ＳＴＡＹ推進事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136350000　観光商工部　観光戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 宮崎ＷＯＲＫ＆ＳＴＡＹ推進事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

実施回数（登壇回数） フラによるおもてなし人数

延べ出演団体数

事
業
概
要

【補助対象】（公社）宮崎市観光協会
【補助内容】MICE・イベントフラ派遣等に係る経費
　・フラの披露
　　一定の条件を満たしたMICEまたは各種イベント等でフラ披露を行う。
　例：参加者350人以上のMICEまたは前回100人以上の集客のあった各種イベント等

【補助金内訳】
　出演料…１団体１回のイベント出演につき１万円を出演料として支給
　会場設営費…G７やAGTCなどの国際会議等の際に空港等で受入対応するための会場設営費

【参考】
  ・実施回数１４回（MICE１０回、空港２回、その他イベント２回）
　・イベント１回あたり５団体派遣を想定

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

２００６年から２０１６年（第１１回大会）まで、モク・オ・ケアヴェ・インターナショナル・フラ・フェス
ティバル世界大会の日本大会を開催し、全国から延べ５，０００人以上を集客していた。それに併せて南国イ
メージの定着を図ることを目的として、MICEや各種イベント等でフラ披露を実施してきた。これまで培ってきた
フラの文化や南国イメージは、本市のイメージとの親和性が高く、今後も必要な観光資源であるが、一般観光客
に対して披露する場が少ない。一部のイベントでしか実施できないような状態を避けるため、市が積極的に補助
し、より多くのイベントで披露する場を提供する。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,450

事業目的
観光客に対しフラを披露することで、本市の南国イメージや「フラ＝宮崎」の定着化を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 70 70 70 目標値

実績値 実績値

目標値 14 14 14 目標値 3,900 3,900 3,900

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

宮崎市観光協会に補助し、各種イベントでフラを披
露する。

各種イベントやMICE等でフラによるおもてなしを
実施する。

南国宮崎を実感する。 満足度が高まると同時に、南国イメージおよび
「宮崎＝フラ」が定着される。

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 フラおもてなし推進事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136350000　観光商工部　観光戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 フラおもてなし推進事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

ステージイベント数 来場者数（千人）
内２割を県外と想定

飲食出店者数 観光消費額（千円）

ランタン設置数

事
業
概
要

【 補 助 対 象 者 】みやざきグルメとランタンナイト実行委員会
【 開催概要（案） 】Ｒ５は１０回目の開催。
【 開　催　時　期 】Ｒ５年８月初旬～中旬（１７日間）
【　　場  　所　　】フローランテ宮崎
【　イベント内容　】
　ランタンの点灯
　グルメの出店　延べ約５０店舗（２０～２５店舗が期間途中で入替）
　各種ステージイベント　など
【来場者の増加や一ツ葉の周遊性向上を図るための関係機関との連携】
　・宮崎市フェニックス自然動物園と施設所管課（公園緑地課）にランタンナイトの開催時期に動物
　　園でのイベントの開催の協力を依頼。＜例：ナイトZoo＞
　・市内の宿泊施設に対してランタンナイトの入場とホテル宿泊をセットにした宿泊メニュー造成の
　　協力を依頼。
　・フローランテ、宿泊施設、宮崎市フェニックス自然動物園を周遊するバス運行の検討を依頼。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本イベントは、口蹄疫や相次いで災害が発生した宮崎で活気あるイベントを開催し、復興への契機づくりをおこ
なうことを目的に、フローランテ宮崎で開催してきた「フローランテの夕涼み」をリニューアルして2011年から
開催してきたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響やそれに起因する負担金や協賛金の減収が見込まれるこ
とから、2020年以降中止が続いている。
第四次宮崎市観光振興計画において、一ツ葉エリアを観光拠点の一つとしており、同エリアの魅力向上を図る上
でも、本イベントを重要な観光資源として、今後も推進していく必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,750

事業目的 グルメとランタンの点灯による夜間のイベントを実施することで、誘客促進を図る。

実績値 実績値

目標値 10,000 10,000 10,000 目標値

実績値 実績値

目標値 64 64 64 目標値 544,000 544,000 544,000

実績値 実績値

目標値 10 9 9 目標値 80 80 80

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

補助対象者にイベントを開催するにあたって必要と
なる費用の一部を補助する。

・ステージイベントの企画
・飲食出店者の募集
・ランタンの設置

県内外からの来場者が増加する。 一ツ葉エリアの県内外への認知拡大及び観光消費
額の増加。

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 みやざきグルメとランタンナイト開催支援事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136350000　観光商工部　観光戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 みやざきグルメとランタンナイト開催支援事業 会計区分 一般
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4

1

4

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

セールス活動数（訪問会社数） 旅行商品造成本数

旅行商品による宿泊者数

事業実施による観光消費額（千
円）

事
業
概
要

【実施主体】（公社）宮崎市観光協会
【補助内容】
①旅行会社セールス事業
　旅行会社等へのセールス活動旅費
②旅行会社タイアップ事業
　各地域をカバーする主要な旅行会社に対する宿泊を伴う送客支援
③旅行会社タイアップ事業（大型）
　ＪＡＬパックおよび読売旅行に対する宿泊を伴う送客支援
④ホテル旅館連盟タイアップ事業
　大手ホテル旅館連盟（ＪＴＢ・日本旅行）と連携したキャラバンセールス・キャンペーン実施

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

旅行会社等に対する送客支援および商品造成のためのセールス活動を継続的に実施することで、一定の誘客が図
られて来た。
今後、ウィズコロナの中で、従来の送客支援を継続させながら、一年を通じた誘客に繋げるための本市の観光素
材を生かした商品造成が課題である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,750

事業目的 国内から本市への宿泊を伴う観光誘客を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値 149,600 149,600 149,600

実績値 実績値

目標値 目標値 4,400 4,400 4,400

実績値 実績値

目標値 20 20 20 目標値 15 15 15

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

観光協会に補助を行い、旅行会社等に対して送客支
援を行うとともに、商品造成のためのセールス活動
を実施する。

主に都市圏（関東・一部関西圏）を中心とした積
極的なセールス活動を実施する。

商品造成に繋がり、宿泊者数の増加が見込まれ
る。

宿泊者が増えることに伴い、観光消費額の増加が
見込まれる。

主要施策 観光客受入環境の充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 国内観光誘客事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136350000　観光商工部　観光戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 国内観光誘客事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

プロモーション回数（ｲﾍﾞﾝﾄ開催、ﾒ
ﾃﾞｨｱ出演、広告掲載回数等）

ﾏｽ広告ﾘｰﾁ数（視聴者数等）（単
位：千人）

WEB広告等ﾘｰﾁ数
（単位：千人）

事
業
概
要

【実施主体】（公社）宮崎市観光協会
【補助内容】
①ﾒﾃﾞｨｱ連携情報発信事業
・関東、関西、九州地区での主要ﾒﾃﾞｨｱ等と連携した情報発信
・旅行（じゃらんなど）、観光企画（楽天GORAなど）媒体等への広告掲載
・デジタルメディア（SNS、WEB等）を活用した情報発信
②イベント関連プロモーション
交通関連事業者（エア、フェリー等）および食素材（ぎょうざ等）を活用したキャンペーン展開や情報発信

【その他】
③職員の派遣旅費、観光レディの派遣に係る報償費・費用弁償などの諸経費

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

効果的なプロモーションを実施することで、本市のイメージ確立と認知度向上を図り、最終的には誘客に繋げて
いく必要がある。
また、県外の潜在顧客層をターゲットとした取り組みとして、既存マスメディアの活用や対面方式での企画に加
えて、ＷＥＢを活用した新たなプロモーションの実施が課題である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 22,250

事業目的 各種プロモーションを通して、潜在層および顕在層への本市の認知度向上を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 120,000 120,000 120,000

実績値 実績値

目標値 20 20 20 目標値 34,000 34,000 34,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

観光協会へ補助を行い、WEBを含めた各種媒体でのプ
ロモーションおよび情報発信を行う。

各種メディアやイベントを通じた情報発信を行い
露出度を増やす。

受け手側の情報接触機会の増加。 認知拡大による誘客効果の向上および観光消費額
の増加。

主要施策 観光客受入環境の充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 観光プロモーション事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ○

所管課 0136350000　観光商工部　観光戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 観光プロモーション事業 会計区分 一般
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4

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

SNSでの動画表示回数（万回） 広告による来訪者推計（人）

広告による観光消費額推計（千
円）

事
業
概
要

●動画配信サービス×位置情報サービス
①ユーザーの属性（地域、年齢等）でグループ分けを行い、動画配信サイトにおいて、True Viewインストリー
ム広告等の配信を行う。
※広告配信する動画は、「宮崎食堂」を予定。
②位置情報サービスと連携し、配信した動画広告の接触者が実際どれくらい観光地に来訪したのか、各地点にお
いて来訪計測を行う。
③グループごとの来訪率等から、広告効果の検証を行う。
また、結果を踏まえ、次年度以降の広告配信の方法（ターゲットorペルソナ、配信時期、配信媒体、動画内容
等）や広告効果に関する新たな検証テーマについて検討を行う。

●SNSを活用した動画配信
①SNSを活用した動画配信を行い、観光プロモーションを実施する。
その際、ユーザー属性（性別、年齢層、興味関心等）により、視聴ターゲットを絞る。
②動画配信後、実際、どのユーザー属性に反応が良かったか、効果検証を行い、次の動画発信でのターゲティン
グに活用する。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

PR施策として、メディアと連携した情報発信、パンフレット配布やポスター掲示、Webページ公開、SNSでの情報
発信、リアルイベントの開催など様々な取り組みを行っているが、広告接触者の属性をはじめ、最終的な目的で
ある観光誘客につながっているのか効果検証できていない。また、デジタルマーケティングの重要性が高まるな
か、デジタルシフトが進んでおらず、観光客誘致の為に活用できていない現状がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 14,250

事業目的
動画配信サービスにおける広告効果の検証を実施し、費用対効果の高い広告配信のあり方を探ると同時に、来訪
見込みの高い消費者へのアプローチを効果的に行うことで、本市への更なる誘客を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 170,000 170,000 170,000

実績値 実績値

目標値 1,360 1,360 1,360 目標値 5,000 5,000 5,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・動画配信サービス等での動画広告配信及び来訪計
測の実施やSNSを活用した動画配信。
・効果検証及び次回からの配信方法等の検討。

・広告配信ターゲットの設定
・動画広告の配信

・広告接触者の属性の把握
・広告による来訪者数および観光消費額の把握
（推計）
・Web広告におけるターゲティングの明確化

本市の認知拡大と観光消費額の増加

主要施策 観光客受入環境の充実 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 デジタルを活用した観光マーケティング事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ○

所管課 0136350000　観光商工部　観光戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 デジタルを活用した観光マーケティング事業 会計区分 一般

117



～

4

1

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

コンサルティング業者との打合わせ
（回）

外国人宿泊者数（人）

観光コンテンツ発掘のための現地調
査（回）

訪日外国人の観光消費推計額
（千円）

インバウンド戦略の構築

事
業
概
要

インバウンドを専門としたコンサルティング事業者に戦略構築を委託しロードマップ作成・実証を行う。
（１）台湾、韓国、香港（短期的戦略）：来訪者数や消費額等をコロナ前の水準へ回復させる。
（２）中国（中期的戦略）：中国からの旅行者を新たなターゲットとして設定し、誘客促進を図る。
（３）欧米豪、東南アジアなど（長期的戦略）：（１）（２）以外の国・地域の可能性を探る。
【戦略構築】
　・訪日旅行の傾向（旅行日数、訪問地、訪問目的等）・ニーズの把握
  ・観光コンテンツ発掘・造成のための専門家派遣
　・効果的なプロモーションの検討（各国の事情に適した方法や内容）
　・セミハード整備（新たなシステム：ＭＥＯ対策(※1）の検討
【戦略に基づく実証・導入】
　・検討結果に基づいたプロモーションの実施
　・発掘・整理したコンテンツによるツアー造成、旅行会社へのセールス
　・ＭＥＯ対策
(※1)ＭＥＯ：Map Engine Optimizationの略で、地図エンジン最適化のこと。店舗などの情報をGoogleマップの検索結果
でより優位に露出させるための対策をＭＥＯ対策という。Googleの検索結果の表示のされ方にも影響する。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により2020年から停滞していたインバウンドであるが、2022年10月から水
際対策が大幅に緩和され、訪日旅行客が増加していくことが見込まれている。また、コロナ前に運航していた日
本と諸外国との直行便再開に向けた動きも活発化し始めており、訪日旅行客の増加ペースがさらに加速すること
が予想される。このほか、現時点では円安が続いている状況も、訪日旅行を促す要因の一つとなっており、イン
バウンド消費の増加も期待されている。一方で、コロナ禍を経て訪日旅行に対するニーズ（旅行先や滞在中の過
ごし方など）は変化しつつあり、これまでのインバウンド誘客に関する事業内容を見直す時期となっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 15,300

事業目的
コロナ禍を経て変化した訪日旅行のニーズを捉え、効果的なインバウンド誘客を行い、インバウンド消費額の増
加を狙う。

実績値 実績値

目標値 1 0 目標値

実績値 実績値

目標値 2 0 目標値 19,265,136 20,432,720

実績値 実績値

目標値 8 8 目標値 264,000 280,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

インバウンド誘客を促進するための戦略を構築す
る。

ターゲットとなる国・地域のニーズに応じた効果
的なプロモーション、魅力的なコンテンツ造成、
充実した環境整備を目指した検討・実証を行う。

宮崎の認知度が向上し、旅行先として選んでもら
えるようになる。

外国人旅行者数と観光消費額が増加する。

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-4

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 インバウンド誘客戦略事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136350000　観光商工部　観光戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 インバウンド誘客戦略事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

コンテンツ設計数
（山×食・温泉・川等）

ＷＥＢサイトアクセス数

WEBページ開設数 双石山・加江田渓谷への県外来
訪者数

成功事例調査 観光消費額（千円）

事
業
概
要

〇対象想定地区：双石山・加江田渓谷
〇概要：登山者が「山×温泉」「山×食」など地域を巡る仕組みを構築するとともに、ＷＥＢ媒体等を活用し、
効果的かつ確実にターゲットに届くプロモーションを行う。
①企画・設計（委託費）
　双石山・加江田渓谷の魅せ方や食などの観光要素と組み合わせにより、訪れたくなる仕組みを構築する。
②各種プロモーション（委託費）
　アプリでの広告・記事掲載、インセンティブを伴う回遊（デジタルスタンプラリー等）企画の実施、アプリ
データ解析による効果検証
③職員旅費（普通旅費）
　実査を含む先進地視察（山梨・群馬・岐阜・神奈川）、委託業者との協議

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・コロナ禍により観光トレンド、旅行形態、ニーズが変化し、今後はこれまでの観光素材（食やスポーツ）に加
えて「自然」を生かしたＡＴ（ｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰﾂｰﾘｽﾞﾑ）や個人旅行向けの観光素材化が必要である。
・本市の海は観光資源として、ある程度認知されているものの、山や川は認知度が低い。そこで九州百名山であ
る双石山や加江田渓谷を新たな観光資源としてフォーカスすることで、日本国内の登山人口６８０万人及びイン
バウンドに対しアプローチを行い、新たな需要の取り込みを図りたい。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 11,450

事業目的 双石山・加江田渓谷のリブランディング及びプロモ―ション等による新たな需要の取り込み

実績値 実績値

目標値 4 0 目標値 34,000 34,000

実績値 実績値

目標値 1 1 目標値 1,000 1,000

実績値 実績値

目標値 3 0 目標値 50,000 50,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

双石山・加江田渓谷の観光資源としてのリブラン
ディング

双石山・加江田渓谷の個人旅行向け観光資源の確
立

アウトドア関連コミュニティサービスのＷＥＢサ
イト掲載による認知向上

双石山・加江田渓谷の一般観光資源化による新た
な需要の獲得および観光消費額の増加

主要施策 観光客受入環境の充実 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-4

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎の自然魅力発信事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136350000　観光商工部　観光戦略課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 宮崎の自然魅力発信事業 会計区分 一般
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～

2

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【工事】
　①日向夏ドーム照明設備改修工事
　　・LED照明への改修（R2実施設計済）
　②ランニングコース改修工事
　　・ゴムチップ舗装改修工事（R5自主設計）
　③放送設備整備工事（その1）
　　・管理棟、第1・2野球場、屋内練習場の放送設備
　　・全5工区のうち第1工区工事(R2実施設計済)

＜施設概要＞
　・共用開始　平成5年（一部施設）
　・主な施設　SOKKENｽﾀｼﾞｱﾑ、第2野球場、屋内投球練習場、日向夏ﾄﾞｰﾑ、第1.2ﾃﾆｽｺｰﾄ
　　多目的ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ、多目的広場、弓道場
　・令和3年度使用者数　全体(77,377人)、SOKKENｽﾀｼﾞｱﾑ(6,6396人)、第2野球場(4,614人)、屋内投球練習場(1,900人)、日向夏ﾄﾞｰﾑ
(13,420人)、第1.2ﾃﾆｽｺｰﾄ(29,513人)
　・災害時の広域避難場所及び後方拠点施設

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

①日向夏ドーム照明設備は、水銀灯の製造が終了予定であることから今後の供給が困難であり運営に支障が出
る可能性があるため、LEDに更新する必要がある。【建物診断所見】改修要
②多目的グラウンド周囲のランニングコースにおける舗装材のゴムチップが劣化し、一部剥離している為、利
用者が怪我をする可能性がある。計画的に改修を行っており4年目となる。
③放送設備がないため、緊急時や非常時に一斉にｱﾅｳﾝｽができない状態が続いており、管理運営面で支障がでて
いる。また、災害時の活動拠点等に設定されており、防災の面からも運用に支障がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 105,750

事業目的
生涯スポーツの振興に寄与する施設を安全に使用できるよう施設の改修を行う。
プロスポーツキャンプ等に対応できるよう施設の改善を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】清武総合運動公園施設改善事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】清武総合運動公園施設改善事業 会計区分 一般
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2

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【工事】
　①ｱｲﾋﾞｰｽﾀｼﾞｱﾑ散水設備改修工事・・・・・・・・散水用給水加圧ポンプ改修等（R4実施設計済）
　②第2野球場ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ改修工事・・・・・・・・・ 外野芝生張替、不陸調整（R4実施設計済）
　③ﾃﾆｽｺｰﾄ外壁塗装改修工事・・・・・・・ ・・・テニスコート外壁の塗装改修（R5自主設計）
　④屋外ﾌﾞﾙﾍﾟﾝ改修工事・・・・・・・・・・・・ 鉄骨柱の塗装（R5自主設計）

＜施設概要＞
　・供用開始：平成15年10月
　・主な施設：ｱｲﾋﾞｰｽﾀｼﾞｱﾑ、第2野球場、はんぴﾄﾞｰﾑ、多目的ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ(A・B)、陸上競技場、ﾃﾆｽｺｰﾄ、体育館(管
理棟併設)
　・令和3年度利用者数：公園全体(191,001人)、ｱｲﾋﾞｰｽﾀｼﾞｱﾑ(28,872人)、第2野球場(13,358人)、陸上競技場
(17,901人)、ﾃﾆｽｺｰﾄ(45,504人)

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

①ｱｲﾋﾞｰｽﾀｼﾞｱﾑ散水設備は、耐用年数20年経過し、ポンプ運転時に異音が発生している。【建物診断所見】改修
要
②第2野球場の外野芝生に不陸があるため、改善の必要がある。
③令和9年度の国スポ開催に向けて、テニスコートの外壁塗装を改修する必要がある。
④屋外ブルペンの柱が腐食するなど劣化が進行している。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 76,950

事業目的
生涯スポーツの振興に寄与する施設を安全に使用できるよう施設の改修を行う。
プロスポーツキャンプ等に対応できるよう施設の改善を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】生目の杜運動公園施設改善事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】生目の杜運動公園施設改善事業 会計区分 一般
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～

2

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【委託】
　①野球場照明設備更新工事（実施設計）
　　・照明設備更新実施設計
　②貯水槽ポンプ更新工事（実施設計）
　　・貯水槽ポンプ更新実施設計
　※令和5年度の委託により工事費を算出する。

＜施設概要＞
　・供用開始：平成3年（一部施設）
　・主な施設：野球場、陸上競技場、ﾃﾆｽｺｰﾄ、弓道場、四半的弓道場、ﾊﾟﾀｰｺﾞﾙﾌ、ﾐﾆﾊﾟｰｸｺﾞﾙﾌ場、冒険広場(遊
具広場)
　・令和3年度利用者数：49,867人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

①野球場のナイター照明点灯の制御盤が老朽化し、照明点灯に不具合が生じている。点灯しない場合、夜間利
用が不可となる。(設置後25年経過)【建物診断所見】改修要
②貯水槽ポンプは自動運転ができず、手動により高架水槽(受水槽)へ圧送しているが、故障した場合には公園
全体の給水系統が断水する可能性がある。(設置後27年経過)【建物診断所見】改修要

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,350

事業目的 耐用年数を過ぎた設備を更新し、施設の長寿命化を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】久峰総合公園施設改善事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 【公共】久峰総合公園施設改善事業 会計区分 一般
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～

2

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【工事】
　 受変電設備更新工事
　・既存設備の撤去、新設（R4実施設計中）

＜施設概要＞
　・供用開始：昭和55年（野球場）
　・主な施設：野球場、多目的広場、ﾃﾆｽｺｰﾄ、武道場、弓道場
　・令和3年度利用者数：公園全体(21,390人)

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
田野運動公園の高圧受電設備は整備後40年が経過し、耐用年数を大幅に経過している。設備が故障した場合、
公園内が停電する恐れがある。【建物診断所見】改修要

Ｒ５年度

総事業費（千円） 22,750

事業目的 生涯スポーツの振興に寄与する施設を安全に使用できるよう施設の改修を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】田野運動公園施設改善事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】田野運動公園施設改善事業 会計区分 一般
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～

2

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【工事】
　①プール換気ファン改修工事
　　・プール換気ファン改修工事（R4実施設計済）
【委託】
　②井水ポンプ新設工事（実施設計）・・・新設した井戸から井水タンクまでの配管及び井水ポンプ等の実施
設計
　③空調設備改修（実施設計）・・・・・・空調機改修の実施設計
  ④ﾐｽﾄｻｳﾅ用ﾎﾞｲﾗｰ更新工事（実施設計）・・ﾐｽﾄｻｳﾅ用ﾎﾞｲﾗｰ更新工事の実施設計
　※令和5年度の委託により工事費を算出する。

＜施設概要＞
　・建築年度：平成23年度
　・主な施設：25ｍﾌﾟｰﾙ、温泉施設、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ
　・令和3年度利用者数：110,253人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

①プール換気ファンが一部機能停止している。【建物診断所見】改修要
②井水ポンプの取水が原因で、井戸周辺が陥没している。【建物診断所見】改修要　(R4)水源調査、新規井戸
掘削工事
③空調設備の室外機に腐食の進行がみられる。【建物診断所見】改修要
④ミストサウナ用ボイラーの故障が相次いでいるため、更新する必要がある。【建物診断所見】改修要

Ｒ５年度

総事業費（千円） 17,450

事業目的 生涯スポーツの振興に寄与する施設を安全に使用できるよう施設の改修を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】石崎の杜歓鯨館改修事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】石崎の杜歓鯨館改修事業 会計区分 一般
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2
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【工事】
　 構造物(セクション)改修工事
　・滑走面の改修工事（R5自主設計）

＜施設概要＞
　・建設年度：平成20年度
　・主な施設：構造物（セクション）
　・令和3年度利用者数：9,110人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
祇園スポーツパーク内のストリートスポーツ広場の構造物(セクション)は、供用開始から13年が経過し、滑走
面の劣化が進んでいるため、改修する必要がある。令和3年度より計画的に改修を行っている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 8,750

事業目的
ストリートスポーツ広場の構造物(セクション)の滑走面を改修することで、使用者が安心して施設を使用でき
るようになる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】祇園スポーツパーク施設改善事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】祇園スポーツパーク施設改善事業 会計区分 一般
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2
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【工事】
　 直流電源装置改修工事
　・直流電源装置のﾊﾞｯﾃﾘｰの交換工事（R5自主設計）

＜施設概要＞
　・供用開始年度：昭和56年度（築40年）
　・主な施設：体育室、剣道場、柔道場、弓道場
　・令和3年度利用者数：181,272人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
非常用照明設備用の直流電源装置のﾊﾞｯﾃﾘｰの耐用年数が超過している。【建物診断所見】改修要

Ｒ５年度

総事業費（千円） 9,150

事業目的 生涯スポーツの振興に寄与する施設を安全に使用できるよう施設の改修を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】総合体育館改修事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】総合体育館改修事業 会計区分 一般
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2

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【委託】
　 便所等改修工事
　　2階男女便所と更衣室、シャワー室、身体障がい者便所の改修　約103㎡
  ※令和5年度の委託により工事費を算出する。

＜施設概要＞
　・供用開始年度：昭和55年度
　・主な施設：ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ3面、ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ（2面）
　・令和3年度利用者数：39,026人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
国民スポーツ大会に併せ老朽化した便所等の改修が必要である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,650

事業目的 生涯スポーツの振興に寄与する施設を安全に使用できるよう施設の改修を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】清武体育館改修事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】清武体育館改修事業 会計区分 一般
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2
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3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【令和5年度】
【委託】大規模改修工事（基本・実施設計）
　　　　大規模改修工事の基本・実施設計
　※令和5年度の委託により工事費を算出する。

＜施設概要＞
　・供用開始年度：昭和50年度
　・主な施設：バレーボール2面、バドミントン6面
　・令和3年度利用者数：19,653人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
築46年が経過し、これまで大規模な改造工事を行っていないため、内装材や外壁材の劣化が激しくなっている。
【建物診断所見】改修要

Ｒ５年度

総事業費（千円） 12,850

事業目的 生涯スポーツの振興に寄与する施設を安全に使用できるよう施設の改修を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】田野体育館改修事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】田野体育館改修事業 会計区分 一般
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2

3

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【工事】
　 バスケットゴール改修工事
　・既存の吊下式バスケットゴールを撤去し、壁面式バスケットゴールを新設(R4実施設計)

＜施設概要＞
　・供用開始年度：昭和56年度
　・主な施設：バレーボール2面、バスケットボール1面
　・令和3年度利用者数：11,698人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
B＆G海洋センター体育館のバスケットゴールは、耐用年数20年を超過し劣化が進行している。また、天井に取り
付けられているため、大地震時に落下する恐れがある。【建物診断所見】改修要

Ｒ５年度

総事業費（千円） 7,550

事業目的 生涯スポーツの振興に寄与する施設を安全に使用できるよう施設の改修を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】B＆G海洋センター体育館改修事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】B＆G海洋センター体育館改修事業 会計区分 一般

129



～

2
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3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【令和5年度】
　①周辺事前調査（委託）　　解体工事による周辺建物への影響調査（事前）を行う。
　※条例廃止

【令和6年度予定】
　①解体工事　　（工事）　　体育室　652.6㎡　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造一部鉄骨造　地上2階建
　②敷地確定測量（委託）　　2,015㎡
　③周辺事後調査（委託）　　解体工事による周辺建物への影響調査（事後）を行う。

＜施設概要＞
　・建築年度：昭和52年度
　・主な施設：体育室（バレーボール1面、バドミントン３面）
　・令和3年度利用者数：1,520人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
内山体育館は、使用数の減少と施設の老朽化により、平成30年度の施設評価で5年以内に廃止となった。令和5年
度が5年目となるため施設を廃止し、解体工事を行う。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,750

事業目的 施設評価で廃止となった体育館を解体することで、施設の削減が図られる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】内山体育館解体事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 【公共】内山体育館解体事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【委託】
　　屋外便所改築工事（実施設計）
　・既存屋外便所を解体し、新たな屋外便所を新設する。
　小便器（１）、洋式大便器（１）、倉庫
 ※令和5年度の委託により工事費を算出する。

＜施設概要＞
　・主な施設：少年野球場1面

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景 西高岡運動広場の屋外便所は、老朽化が進んでいるため新築の要望がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,050

事業目的 使用者が安心して施設を利用できるよう環境整備を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】西高岡運動広場施設改善事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 【公共】西高岡運動広場施設改善事業 会計区分
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

記念動画の放映回数 観客数(１試合平均）

20周年記念イベントの開催回数 経済普及効果（千円）
(300人×144試合）

イベント参加者数

事
業
概
要

【誘客事業】
　(１)記念動画作成（オールスター等での放映）
　(２)球団キャラクターイベント
　(３)選手とのふれあいイベント（キャッチボール等）
　(４)野球体験ブース
　(５)二十歳選手（ホームラン）ダービー
　(６)二十歳の始球式
　(７)旅行商品の造成

【まちなか等盛り上げ事業】
　(１)ぐるっぴーラッピング
　(２)ラッピングバスの運行
　(３)野球教室の開催
　(４)街中装飾

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市ではスポーツに適した気候や充実した施設環境を生かし、観光客の閑散期にあたる10月に「みやざきフェ
ニックス・リーグ」受け入れを平成16年から行い、令和5年度で20周年を迎える。
　本市を代表するプロスポーツイベントとして、さらなる誘客及び認知度の向上を図り、今後の継続開催につな
げたい。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,350

事業目的 　みやざきフェニックスリーグ２０周年記念事業を行い、誘客及び認知度の向上を図る。

実績値 実績値

目標値 1,000 目標値

実績値 実績値

目標値 3 目標値 361,484

実績値 実績値

目標値 3 目標値 300

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

みやざきフェニックスリーグ２０周年記念事業を行
う。

記念動画の放映
20周年記念イベントの開催
ラッピングバスの運行

みやざきフェニックスリーグ観客数の増加 ・スポーツランドみやざきの認知度が高まり、新
たな観光誘客につながる。
・継続的なリーグ開催につながり、経済効果が期
待される。

主要施策 スポーツランドみやざきの推進 公民連携 ×

根拠法令等 みやざきフェニックス・リーグ開催支援事業補助金交付要綱 戦略ＰＪ 1-4

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 みやざきフェニックスリーグ２０周年記念事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ○

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 R5 R5

事務事業名 みやざきフェニックスリーグ２０周年記念事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

公式戦開催回数 公式戦観客数

経済効果（千円）

事
業
概
要

　福岡ソフトバンクホークス公式戦の開催を支援する福岡ソフトバンクホークス宮崎協力会に対し、運営費の一
部を補助する。

　開催日程　令和５年４月８日（土）１３時試合開始
　開催場所　ひなたサンマリンスタジアム

　福岡ソフトバンクホークス宮崎協力会の取組み内容（予定）
　・試合運営補助
　・歓迎装飾
　・交通対策
　・広報

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　本市でキャンプを実施する福岡ソフトバンクホークスが宮崎での公式戦開催を計画している。
　キャンプ地みやざきとして、公式戦開催に向けた機運醸成及び円滑な交通対策等、受入れ体制の充実を図る必
要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 10,750

事業目的
　公式戦開催を通して、キャンプ地みやざきを全国へ発信するとともに、スポーツランドみやざきの推進を図
る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 167,350

実績値 実績値

目標値 1 目標値 20,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

福岡ソフトバンクホークス公式戦を開催する 公式戦の開催回数 公式戦開催による観客の創出 ・スポーツランドみやざきの認知度が高まり、新
たな観光誘客に繋がる。
・継続的な公式戦開催につながり、経済効果が期
待される。

主要施策 スポーツランドみやざきの推進 公民連携 ×

根拠法令等 福岡ソフトバンクホークス公式戦開催支援事業補助金交付要綱 戦略ＰＪ 1-4

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 福岡ソフトバンクホークス公式戦開催支援事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ○

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 R5 R5

事務事業名 福岡ソフトバンクホークス公式戦開催支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

日本代表チームの宿泊数 ラグビートップチーム合宿によ
る経済効果(宿泊費)

ジャパンラグビーリーグワン所属
チームの宿泊数

事
業
概
要

◆ラグビー日本代表及びジャパンラグビーリーグワン所属チームの円滑な合宿受入を行うため、ラグビートップ
チーム宮崎協力会（仮称）を設立する。
◆同協力会へ負担金を支出する。

＜参考＞
○令和４年度合宿実績見込み
　令和４年６月３日（金）～６月３０日（木）　　　ラグビー日本代表
　令和４年９月４日（日）～９月１０日（土）　　　浦安D-Rocks（リーグワンDiv.2）
　令和４年９月１８日（日）～１０月２７日（木）　ラグビー日本代表
　令和４年１２月予定　　　　　　　　　　　　　　埼玉ワイルドナイツ（リーグワンDiv.1）

○宮崎市以外の合宿見込
　令和４年１０月　静岡ブルーレヴズ（リーグワンDiv.1）　※延岡市
　令和４年１１月　ＮＥＣグリーンロケッツ東葛（リーグワンDiv.1）　※延岡市

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市ではスポーツに適した気候や充実した施設環境を生かし、ラグビー日本代表及びジャパンラグビーリーグ
ワン所属チームの合宿受け入れを行っている。
　県がシーガイアオーシャンドーム跡地にて屋外型トレーニングセンターの整備を進めており、令和５年４月か
ら供用開始されることから、今後より多くのラグビー合宿の誘致が可能となる。
　これに伴い、更なる受け入れ態勢の強化を図っていく必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 4,450

事業目的
 ラグビートップチームの受け入れ態勢を充実させ、継続的な合宿受け入れを行うことによって、スポーツラン
ドみやざきの推進を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1,400 1,400 1,400 目標値

実績値 実績値

目標値 1,400 1,400 1,400 目標値 49,000 49,000 49,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

協力会に対して負担金の一部を補助する。 ・選手､役員、関係者が市内に滞在する。
・スポーツ施設の整備や受入態勢が充実する。

・市内の飲食店や宿泊施設等が利用され、地域経
済が活性化する。
・スポーツランドみやざきを国内外にPRできる。

スポーツランドみやざきの認知度が高まり、新た
な観光誘客に繋がる。

主要施策 スポーツランドみやざきの推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-4

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 ラグビートップチーム合宿受入支援事業 短縮コード

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ○

所管課 0136500000　観光商工部　スポーツランド推進課 事業期間 R5 R7

事務事業名 ラグビートップチーム合宿受入支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

市内での物産展開催数 市内での物産展：宮崎売上（千
円）

事
業
概
要

【市内物産展事業】（予定）
開催予定：令和6年3月下旬（2日間）
開 催 地：中央公園、中央公民館
内　　容：ステージイベント、物販ブース、会員企業ワークショップ、50周年記念セレモニー

※企画内容等については、宮崎物産協会にて「50周年記念委員会」を立ち上げ、6回打ち合わせを実施。（10月7
日現在）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
宮崎地方の産業振興に資するため、物産の奨励並びに宣伝、紹介、および販路拡張を目的に様々な事業を展開す
る宮崎物産協会は令和5年度に設立50周年を迎える。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,000

事業目的 宮崎の特産品の更なる需要拡大及び会員相互の結束強化を支援するため、記念事業及び記念式典を支援する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 目標値 5,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

物産協会の50周年記念に合わせた事業を支援する。 特産品販路を拡大するために協会が行うイベント
を支援するとともに協会の組織力を強化するため
に適切に補助する。

多くの方が来場し、特産品に触れることで、宮崎
の特産品に対する認知度が深まる。
会員相互の結束が強化される。

地場産品の需要が高まり、会員企業の販路が拡大
するとともに、物産協会の活性化と団体が広く認
知される。
独自事業等が増加し、協会の活動が活発化する。

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 宮崎物産協会５０周年記念事業 短縮コード 13567

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136700000　観光商工部　商業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 宮崎物産協会５０周年記念事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

相談件数 立地事業者数
(空き店舗入居数)

周知件数
(関係機関・不動産業者等)

事
業
概
要

【１】対　　象
　中心市街地の対象エリア(宮崎市まちなか活性化推進計画：宿泊・飲食エリア)内の「空き店舗」に新規に出店
等を行う事業者。
※空き店舗：店舗又は事業所として賃借できる状態にありながら、半年以上商業等の活動が行われていない店舗
等のうち、不動産オーナーによる家賃の一部負担の協力が得られる店舗
【２】内　　容
　対象エリア内の「空き店舗」に新規出店する者のうち、一定の要件を満たした者に対し、出店に伴い要する費
用の一部を行政と民間事業者で助成する。
■補助内容：家賃(最大３月分)
■補 助 率：１／２（市：１／４、不動産オーナー：１／４）
■上 限 額：２００千円
■備　　考：募集期間を年度内で複数回に分け、より多くの出店者支援へと繋げる。
一部の不動産オーナーや不動産仲介業者からは事業費の一部負担について一定の理解は得られた。今後、当該エ
リアに物件を所有する不動産オーナー等に理解・協力を得られるよう引き続き働きかけを行っていく。また、負
担割合や期間についても、各方面から意見を聴取しながら、公民連携での事業組み立てを行っていく。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　中心市街地(宮崎市まちなか活性化推進計画：飲食・宿泊エリア)において、新型コロナウイルスの感染拡大以
降、感染者数の増減が来街状況に大きな影響を与えており、現在までに大型店を含む多くの店舗が廃業に追い込
まれている。(令和2年度：約200店舗、令和3年度：約30店舗)
　一方で、コロナ禍においても中心市街地への新規出店は一定数あるものの(令和2年度：約80店舗、令和3年
度：約50店舗)、未だに感染拡大の影響が色濃く残り、コロナ禍前の水準には至っていないため、中心市街地へ
の新規出店等による中心市街地の活性化及び魅力向上に寄与する支援策が求められている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 13,000

事業目的 中心市街地に商業・飲食機能等を集積し、中心市街地の魅力向上及び機能充実を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 10 10 目標値

実績値 実績値

目標値 50 50 目標値 50 50

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

　対象エリア内に新たに出店する商業者等に対して、
新規出店に係る費用の一部を助成する。

　関係機関等への事業周知を積極的に実施・徹底
することにより、空き店舗への出店を促進する。

　中心市街地における空き店舗の解消及び事業展
開の活性化・企業サービスの向上が図られる。

　対象エリア内に新たに出店する事業者が増加す
ることにより、中心市街地の魅力向上及び活性化
が図られる。

主要施策 中心市街地の機能の充実 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 不採択

特記事項

中心市街地の魅力向上に繋がる、より効果的な手法を検討すること。

予算事業名 宮崎市中心市街地「宿泊・飲食エリア」新規出店支援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ○

所管課 0136700000　観光商工部　商業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 宮崎市中心市街地「宿泊・飲食エリア」新規出店支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

受入施設数 立地事業者数

お試し立地指定事業者数
（中心市街地区域内）

新規雇用者数

お試し立地指定事業者数
（中心市街地区域外）

事
業
概
要

《対象》①宮崎市での立地を検討していること
　　　　②従業員数が20名以下であること
　　　　③対象エリアは全国（宮崎県内を除く）
《手段》①宮崎市内のコワーキングスペース等を受入施設として登録する。
　　　　②立地企業からの推薦や、市企業誘致戦略推進アドバイザー･市東京事務所･県東京事務所
　　　　　企業誘致担当の情報を集約し、必要に応じて立地意向のある企業を調査する。
　　　　③宮崎市が登録している受入施設と利用契約する。
　　　　④補助利用期間終了後、報告会を開きお試し立地について報告する。
　　　　⑤報告会終了後、市は以下の補助金を助成する。
　　　　　助成内容：お試し立地に対する一部経費の1/2
　　　　　　　　　　（中心市街地区域内：上限50万円、中心市街地区域外：上限30万円）
　　　　　　　　　　（対象経費：受入施設利用料、交通費、宿泊費、機材レンタル費など）
　　　　　対象期間：受入施設利用開始日の属する月の翌月から最大6月分
　　　　※市は、お試し期間中にITプラスや宮崎大学等と協力し地元企業や大学生等とのマッチング
　　　　　の場等を設けることで、本格的な立地を推進する。
【旧事業との違い】
　対象要件の緩和及び助成内容の見直し

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　現在の「まちなか企業立地チャレンジ事業」では、毎年相談はあるものの対象要件に当てはまらないことによ
り利用に結びつかないことが課題となっている。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響により、事務所を持
たない事業者が増加するなど、地方進出を検討する企業の更なる増加が見込まれているが、ベンチャー企業等が
いきなり立地をするのはハードルが高いため、引き続き試行的に宮崎市に立地できる環境の整備が求められる。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 4,100

事業目的 　雇用の場の創出及び中心市街地の機能の充実

実績値 実績値

目標値 2 2 目標値

実績値 実績値

目標値 4 4 目標値 6 6

実績値 実績値

目標値 5 5 目標値 3 3

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・宮崎市への立地を検討しているベンチャー企業等を
対象に、試行的にオフィス機能を設置するために必要
な経費の一部を支援する。

・受入施設を確保する。
・お試し立地指定事業者を誘致する。

・お試し立地指定事業者が実際に宮崎市で立地す
ることで雇用拡大が図られる。

・雇用の場の創出及び中心市街地の機能充実が図
られる。

主要施策 中心市街地の機能の充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 不採択

特記事項

補助金のみによる効果が不明確であるため、テナントミックスマネー
ジャーの活用など他の手法を検討すること。

予算事業名 宮崎でやってみろか！お試し立地支援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136700000　観光商工部　商業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 宮崎でやってみろか！お試し立地支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

創業者への補助件数 雇用者数
（6者×2名）

創業後継続支援者数

事
業
概
要

①新規創業チャレンジ枠
　市内全域において創業を予定する者のうち一定の要件を満たした者に対し、予算の範囲内において、創業に要する費用（店舗改修
費、設備費、広告宣伝費等）の一部を補助する。
【対象者】
　　（１）本店所在地の所在を市内とし、「創業支援等事業計画」の「特定創業支援等事業」を受け、創業しようとする者
　　（２）２年度継続して商工会議所、商工会等から経営指導等の支援を受ける者
　　（３）居住地とは別の住所に事業所を設立する者
・補助率・上限額：補助率１／２、上限１５万円
②創業ステップアップ枠
　　市内全域において創業を予定する者のうち一定の要件を満たした者に対し、審査会によりプレゼン内容を審査し、予算の範囲内
において、創業又は創業後３年以内に要する費用（店舗改修費、設備費、広告宣伝費等、官公庁への申請書作成費用、人件費等①よ
り拡充）の一部を補助する。なお、予算の範囲内で加算額の設定を検討する（年齢・業種など）。
【対象者】
　（１）本店所在地の所在を市内とし、「創業支援等事業計画」の「特定創業支援等事業」を受け、創業しようとする者、または創
業後３年未満の中小企業者
　（２）２年度継続して商工会議所、商工会等から経営指導等の支援を受ける者
　（３）居住地とは別の住所に事業所を設立する者
　（４）実績報告までに２名以上雇用すること
・補助率・上限額：補助率：１/２　上限：５０万円

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

創業の支援については、産業競争力強化法に基づき平成２６年６月に国の認定を受けた「創業支援等事業計画」
を軸とした取組みを、商工会議所などの関係機関と連携して行っているが、計画に基づく実績はあまり伸びてい
ないことから、同計画の取組みを強化する必要がある。また、創業後も継続した支援を行い、事業の成長を促し
雇用の場を創出していく必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 9,080

事業目的 雇用の場の確保と本市経済の発展

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 36 72 72 目標値

実績値 実績値

目標値 36 36 36 目標値 12 12 12

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・新規事業開始予定者に対し創業する際に必要な経費
の一部を補助する。
・創業後、２年度は商工会議所等の支援を受けてもら
い、事業の成長と雇用の場拡大をサポートする。

・制度内容についてホームページや市広報、関係
機関を通じた周知を行う。
・関係機関と情報共有し、創業後のサポートを円
滑にするための策を講じる。

・創業にあたっての負担を軽減すると共に、雇用
の場を創出する。
・事業の経営を伴走支援により安定させ、事業拡
大、雇用創出に繋げる。

創業者の増加は、空き店舗の解消や地域経済の活
性化につながるものであり、新規出店に伴う雇用
創出の場となる

主要施策 中小企業等の経営力の向上 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市創業者及び移住創業者支援事業補助金交付要綱 戦略ＰＪ 1-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 創業者チャレンジ支援事業 短縮コード 13565

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136700000　観光商工部　商業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 創業者チャレンジ支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0136700000　観光商工部　商業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 商店街等位置情報データ活用事業 会計区分 一般

予算事業名 商店街等位置情報データ活用事業 短縮コード 03508

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ○

主要施策 中心市街地の機能の充実 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 31 31 31 - 目標値 31 31 31 -

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　宮崎市の中心市街地及びその周辺の通行量の変遷について昭和４１年から調査しており、今後、さまざまな
施策における成果指標としても重要な事業となっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,150

事業目的
　商店街の繁栄並びに商業環境の変化等実態を把握し、商店街活性化計画等の参考となるデータを分析し、地
域商業の振興を図るとともに本市の各部局の計画策定等の基礎資料とする。

評価結果 採択

特記事項

調査を希望するエリア・時間等の詳細設定後、滞在
人口等を調査する。

調査結果として出たデータを分析する。 分析した滞在人口のデータと補助金を出してい
るイベント等の効果検証に活用する。

様々な事業の効果検証のための資料として活用
し、商店街等のにぎわい向上につなげる。

調査条件（エリア・時間等）の設定
回数

分析を行ったイベント数

事
業
概
要

＜旧事業について＞
アルバイトを雇い、目視確認で数取器を使用し、通行量調査を実施していた。
調査日程：平日１日、休日１日（９：００～１９：００）
調査地点：令和４年度主要商店街３３か所

＜新事業について＞
目視確認ではなく、企業の提供する携帯電話等の位置情報によるデータを使用し、設定したエリアの滞在人口
を調査する。入手した数値においては、当課の事業に関係するイベント等の集客状況、中心市街地エリアの滞
在人口等の把握に活用する。
その他、他課で当データを必要とする場合は、データを提供する。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

専門家の派遣を受ける企業数 職場環境改善事例数

環境改善により女性等を新規雇
用した企業数

事
業
概
要

・職場環境の改善の意思がある市内中小企業等に対し、人事コンサルタント等の専門家を派遣し、企業内セミ
ナーの実施や、女性の活躍やワークライフバランス等に配慮した取組の導入を促すとともに、事業実施後の継続
的な職場環境改善に向けた企業の意識改革の契機とする。

　[対象者] 市内企業約10社以内
　[手　段] 専門家（人事コンサルタント等）の派遣
　[内　容]
　　・職場環境改善に関する企業内セミナーの実施（一般事業主行動計画策定に向けて　等）
　　・柔軟な働き方ができる環境整備への支援　等
　[職場環境改善事例]
　　・育児期・介護期の社員が安心して働ける職場づくり
　　・女性採用に向けた準備
　　・女性のキャリアアップの取組
　　・ハラスメント等のトラブル防止
　　・テレワーク導入に向けた取組
　　・イクボス推進に向けた取組

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本格的な少子高齢・人口減少社会を迎え、今後、本市の更なる労働力不足が見込まれる中、労働人材の確保が喫
緊の課題である。これまで女性の活躍推進事業において、主に求職者への支援を行ってきた。労働力の確保のた
めには、女性活躍を推進する企業やワークライフバランスを考慮した就業環境を整備する企業の増加が求められ
ているが、環境整備の意識はあってもどこから着手すればいいかわからないという企業の声もある。このため、
宮崎市内企業の業務改善・働き方の見直しを図り、職場環境の改善を推進することで、女性をはじめ多様な人材
の確保や企業の生産性向上などに寄与する事業を展開する。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,750

事業目的 働き方改革など市内企業の職場環境を整え、女性の活躍やワークライフバランスの取組を推進する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 3 3 3

実績値 実績値

目標値 10 10 10 目標値 20 20 20

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・女性の活躍やワークライフバランスに関するセミ
ナーの実施
・専門家（人事コンサルタント等）の派遣

専門家の派遣申込企業数の増 ・職場環境改善事例の増
・環境改善による女性等の新規雇用企業の増

職場環境の改善により、女性等の新規雇用の確保
や、市内女性の有業率が向上する。

主要施策 雇用形態の多様化・労働力の確保 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 2-2-2･2-2-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 企業における女性活躍推進事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136800000　観光商工部　工業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 企業における女性活躍推進事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

就職説明会等の延べ参加者数 就職説明会等参加者の就職決定
者数

就職説明会等の延べ参加企業数 新規高卒者の県内就職率

企業と学校の情報交換会への参加企
業数

新規大卒者の県内就職率

事
業
概
要

・令和4年度まで実施していた「地域産業人材育成支援事業（市内IT企業参加のマッチングとスキルアップセミ
ナー）」を廃止し、宮崎県就職説明会の開催経費に充てる。

①国、県と共催による企業合同就職説明会等の実施
　〔対象者〕一般求職者、高校・大学等の新卒者
　〔手段・R3実績〕
　　7月…ジュニアワークス(県負担)　県内高校生向けの県内企業案内　参加者611人　参加企業81社
　　8月…宮崎県就職説明会(市負担)　一般求職者向け就職説明会　　　参加者80人　参加企業41社
　　　　⇒会場を市民文化ホールから市総合体育館に変更し、参加企業数を倍増（80社以上）
 　10月…みやざき就職フェア(国負担)　高校生向け就職説明会　　　　参加者16人　参加企業14社

②企業と学校の進路指導担当者との情報交換会の実施(市負担) ※R3より市有施設での開催に変更、負担なし
　〔対象者〕県央、県南の企業と高等学校
　〔手段〕6月の採用解禁前の5月に情報交換会を実施
　〔実績〕R3…企業 約210社、高等学校 約30校

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・平成26年に宮崎県の高卒県内就職率54.3％が全国最下位になって以降、国、県等の労働行政機関等と連携しな
がら雇用対策を実施した結果、令和3年度には65.7％まで改善されたが、コロナの影響という特殊性もあり、ま
た、学校基本調査ではいまだ全国的に最下位レベルである。大卒は、県内大学の県外出身者が増加している（大
学からの聞き取り）ことから、県内就職率は低迷している。
・宮崎（県央）地区において、就職説明会を市有施設で開催しているが、参加を希望する企業数をまかなえる規
模の説明会を開催できていない。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,850

事業目的 雇用のミスマッチを防ぎ、地元定着の推進や早期離職率の低減を図る。

54.0%

実績値 実績値

目標値 190 190 190 190 目標値 53.0% 53.0% 54.0%

67.0%

実績値 実績値

目標値 180 180 180 180 目標値 65.0% 65.0% 66.0%

50

実績値 実績値

目標値 800 800 800 800 目標値 50 50 50

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・就職説明会の周知・開催 ・就職説明会等の参加者・企業数の増
・学校との情報交換会への参加企業数の増

・就職説明会等参加者の就職決定者数の増
・高卒者の県内就職率の上昇

・高卒、大卒者の県内就職率の向上
・県内企業周知による早期離職率の減少

主要施策 地元企業への就職を促す仕組みの構築 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-2-5

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 地元就職支援事業 短縮コード 9949

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域や企業ニーズに合った「人財の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136800000　観光商工部　工業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ９

事務事業名 地元就職支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

生産性向上に繫がる投資を支援した
件数（設備枠、デジタル枠）

計画目標を達成した企業の割合
（設備枠、デジタル枠）

商品価値向上に関する投資を支援し
た件数（応援枠①、②）

賃上げに取組んだ企業の数（設
備枠）

人材育成に関する取り組みを支援し
た件数（応援枠③）

取組みに対して、有益な結果を
得られた割合（応援枠）

事
業
概
要

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　物価高騰や人材不足、急速なデジタル化、環境規制など中小企業を取り巻く環境は厳しさを増しており、状況
を打開するための投資や取組みが不可欠である一方、予算の確保や知識不足を理由に中小企業の投資は足踏み状
態が続いている。
　企業の稼ぐ力の低下は、市民所得向上の足枷になる懸念もあり、当市としても企業の付加価値の向上に対する
重点的な支援が必要。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 31,500

事業目的 中小企業の生産性及び市民所得の向上

実績値 実績値

目標値 5 5 5 目標値 1 1 1

実績値 実績値

目標値 8 8 8 目標値 3 3 3

実績値 実績値

目標値 16 16 16 目標値 1 1 1

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・制度の利用を促進するための周知広報を行う。
・補助金を交付する。

・補助金の交付により企業が設備や人材等への投
資に前向きになる。

・企業が積極的に投資を行うことで企業の生産性
向上、付加価値額増加に繫がる。

・付加価値額の増加が企業の賃上げにつながり、
市民所得の向上に寄与する。

主要施策 中小企業等の経営力の向上 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 不採択

特記事項

企業の生産性向上につながる効果的な支援策について引き続き検討す
ること。なお、企業の人材育成につながる取組について検討するこ
と。

予算事業名 地域企業成長支援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136800000　観光商工部　工業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ7

事務事業名 地域企業成長支援事業 会計区分 一般

対象者 市内に主たる事業所を置く製造業を営む中小企業 対象者
市内に主たる事業所を置く第3次宮崎市工業振興計画に定め
る地域経済牽引産業に該当する事業所

助成
内容

【補助対象経費】機械、装置等の導入に係る費用
【補助率】
① 要件アイの両方を満たす場合 2分の1(上限400万円)
② 要件アを満たす場合 2分の1(上限200万円)
【要　件】
ア 生産性向上が見込まれる設備投資
　 ※生産性が向上しない単純な老朽代替は対象外
イ 年度内に事業場内の最低賃金を30円以上引き上げる
　 こと

助成
内容

【補助対象経費】
①学術研究機関等と共同し、新たな商品の開発に係る
　研究、試験等を行う場合
②産業財産権を取得する場合
③外部研修への社員の派遣や講師の招聘等社員育成の
　ための研修を実施する場合
【補助率】
①3分の2(上限50万円)  ②2分の1(上限20万円)
③3分の2(上限10万円)

 

対象者 市内に主たる事業所を置く製造業を営む中小企業 対象者 市内の工業団地に立地する企業

助成
内容

【補助対象経費】
①ソフトウェア購入　②専門家招聘費用
【補助率】2分の1(上限30万円)

助成
内容

【対象事業経費】汲み取り式トイレから水洗トイレへ改修
するための浄化槽設置費用
【補助率】2分の1(上限200万円)

設備投資枠 活動応援枠

デジタル化推進枠 環境改善枠
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

プログラミング教室の実施コマ数 ①受講者及び②参加者アンケート調査
で「今後も継続的にプログラミングを
学びたい」と回答した割合

プログラミングイベントの開催回数 プログラミングイベントの参加者数

①受講者及び②参加者アンケート調査
で、「将来IT企業に就職したい」と回
答した割合

事
業
概
要

　宮崎市ICT企業連絡協議会が実施する市立小中学校のクラブ活動又は部活動におけるプログラミング教室及び
プログラミングイベントを支援するもの（補助金）。
　将来的には、市内小中学校で希望のあった各学校で実施できるよう、今回はモデル事業として小中学校からモ
デル校を選定して実施する。

＜補助対象経費＞
　以下の活動に係る経費を補助対象経費とする。
　①クラブ活動と部活動におけるプログラミング教室
　　【実施学校】小中学校のモデル校
　　【実施期間】６月から年度末まで
　②プログラミングイベント
　　【対象者】小中学生又は学校関係者
※活動内容の詳細は、年度毎に宮崎市ICT企業連絡協議会や教育委員会等と協議のうえ、検討する。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　現在、本市のIT企業ではIT人材が不足しているが、経済産業省の調査では、2030年にはIT人材が最大79万人不
足するという調査結果が報告されており、今後ますますIT人材が不足していくことが予想されることから、一層
のIT人材の育成が必要である。
　一方で、学校教育におけるプログラミング教育の必修化など、小中学校過程から情報活用能力の育成が推進さ
れているものの、あくまで授業の一環でプログラミング的思考力を身に着けることが目的であり、学校教育課程
だけでは、専門的なIT教育の機会が不足している。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,250

事業目的 小中学生段階からの専門的なIT教育の機会の確保及び将来的なIT人材の育成を推進する。

実績値 実績値

目標値 目標値 80% 80% 80%

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値 20人 20人 20人

実績値 実績値

目標値 10 10 10 目標値 80% 80% 80%

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

宮崎市ICT企業連絡協議会が実施する市内小中学生へ
のプログラミング教育活動に要する費用に関する補
助を行う。

・プログラミング教室を実施する。
・プログラミングイベントを開催する。

・受講生の継続的なプログラミング学習意欲が向
上する。
・参加者のプログラミング学習意欲醸成の機会が
創出される。
・市内IT企業認知度が向上する

・将来的なIT人口の増加。
・IT教育を受ける学生の増加。
・市内IT企業への就職率向上。

主要施策 地域や企業ニーズに対応した人材の育成等 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1･1-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 地元企業による未来の宮崎ＩＴ人材教育活動支援モデル事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域や企業ニーズに合った「人財の育成」 ＤＸ活用 ○

所管課 0136800000　観光商工部　工業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 地元企業による未来の宮崎ＩＴ人材教育活動支援モデル事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

補助金の交付件数
（企画立案等サービス）

66歳以上への定年引上げ等を導
入した事業所数

補助金の交付件数
（ミドルシニアコース）

高齢従業員の就業意識や生産性
の向上が図られた事業所数

就業意識や生産性の向上に関する研
修の受講者数

66歳以上まで働ける制度のある
企業の割合（県内）

事
業
概
要

・国が(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構を通して行う、65歳超雇用推進プランナー等による各種サービスの
利用や生産性向上支援訓練を受講し、定年の引き上げや就業環境の改善に取り組む市内企業に対して、経費の一
部を助成することで、国の取組の導入を促すとともに、事業実施後の継続的な就業環境改善に向けた企業の意識
改革の契機とする。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　少子高齢化による労働人口減少が進む中、地域の担い手という面で、高齢者の活躍の重要性は増している。令
和３年４月の法改正により、企業には70歳までの就業機会の確保が努力義務化されており、働く意欲や能力のあ
る高齢者が安心して働き続け、活躍できる職場づくりが求められている。
　継続雇用制度の導入や職場環境の改善、高齢従業員等の意識向上に取り組む意思はあるが、中小企業において
は費用負担が障壁になっている（高齢・障害・求職者雇用支援機構確認）。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,050

事業目的 高齢者の就業環境改善による労働力の確保及び企業の持続的な発展

実績値 実績値

目標値 100 100 100 目標値 50.0% 55.0% 60.0%

実績値 実績値

目標値 15 15 15 目標値 20 20 20

実績値 実績値

目標値 10 10 10 目標値 5 5 5

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・制度の利用を促進するための周知広報を行う。
・補助金を交付する。

・周知広報により、高齢者の戦力化に向けた職場
環境改善に前向きな企業が増え、補助金交付件数
が増加する。

・66歳以上働ける制度を規定した企業が増える。 ・高齢者が働くことにより生きがいを持って過ご
すことができる。
・企業の人材不足の解消による持続的な発展。

主要施策 雇用形態の多様化・労働力の確保 公民連携 ×

根拠法令等 高齢者等の雇用の安定等に関する法律 戦略ＰＪ 1-2-6

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 高齢者雇用継続支援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136800000　観光商工部　工業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 高齢者雇用継続支援事業 会計区分 一般

〇65歳超雇用推進プランナー等による各種サービス

対象者 企画立案等サービスを利用した事業主

助成
内容

【補助対象経費】
①「企画立案サービス」の利用に係る費用
②「就業意識向上研修」の受講に係る費用
【補助率】
①事業主負担額の2/3(上限10万円) 1企業1回限り
②事業主負担額の2/3(上限6万円) 1企業1回限り

〇生産性向上支援訓練（特定訓練コース）

対象者 生涯キャリア形成(ﾐﾄﾞﾙｼﾆｱｺｰｽ)を従業員に受講させた事業主

助成
内容

【補助対象経費】該当するコースの受講に係る費用
【補助率】対象経費の1/2（上限10万円）1企業1回限り
【要件】受講時間が10時間未満であること。10時間以上は
国の助成金（人材開発支援助成金）あり。
　※国助成:受講料の45％+時間給相当額。
　　市補助率の1/2は国助成を越えないことで設定。

144



～

3

2

3

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

中小企業大学校に派遣された従業員
の数

派遣の目的に対し有益な結果を
得られた企業の割合

戦略的ＣＩＯ育成支援事業を活用し
た企業の数

デジタル化に向けた取り組みを
行った企業の割合

課題解決型支援事業を活用した企業
の数

課題解決につながった企業の割
合

事
業
概
要

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　九州経済産業局の分析では、本市は、第３次産業に特化した産業構造を有しており、第３次産業が活性化するために
も、製造業などの外貨を稼ぐ産業の育成が必要とされる。また、本市は、概して労働生産性（一人当たりの付加価値額）
が低く、特に、製造業を含む第２次産業において顕著であることから、第２次産業を中心に労働生産性を高めることで、
市全体の経済活性化が図られるとしている。
　これまで、本市では、市内の中小の製造業に対し、設備投資への補助を行ってきたが、設備投資については、国の助成
制度も充実していることから、今後は、企業内に、社内の課題を発見し解決に向けて動ける人材を育成し、企業の成長へ
の意欲やチャレンジを促す仕組みの構築が必要と考える。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 4,250

事業目的 本市の製造業を営む中小企業の成長及び市民所得の向上

実績値 実績値

目標値 5 5 5 目標値 100% 100% 100%

実績値 実績値

目標値 5 5 5 目標値 100% 100% 100%

実績値 実績値

目標値 30 30 30 目標値 100% 100% 100%

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・制度の利用を促進するための周知広報を行う。
・補助金を交付する。

・補助金の交付により、企業が、設備やデジタル
化、ヒトへの投資に前向きになる。

・企業が積極的に投資を行うことにより、企業の
生産性向上、付加価値額増加につながる。

・付加価値額の増加により、企業が成長するとと
もに、従業員の賃上げにつながり、市民所得の向
上に寄与する。

主要施策 中小企業等の経営力の向上 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 企業成長のための人材育成支援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136800000　観光商工部　工業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 企業成長のための人材育成支援事業 会計区分 一般

メニュー ①中小企業大学校派遣枠 ②企業内デジタル化推進枠 ③課題解決枠

概要

人材育成に取り組む中小企業が、中
小企業大学校（人吉校）に社員を派
遣する際に発生する受講料の一部
を補助する。

中小企業基盤整備機構（中小機構）
が提供するハンズオン支援（戦略的
CIO育成支援事業に限る。）を活用
し、業務のデジタル化や企業内デジ
タル人材育成に取り組む中小企業に
対し、必要経費の一部を補助する。

中小機構が提供するハンズオン支
援（戦略的CIO育成支援事業を除
く。）を活用し、経営戦略やマーケティ
ング、人材育成などに取り組む中小
企業に対し、必要経費の一部を補助
する。

対象者
市内に本社を有する製造業を営む
中小企業

市内に本社を有する製造業を営む
中小企業

市内に本社を有する製造業を営む
中小企業

要件
中小企業大学校が実施する研修に
社員を派遣し、その費用全額を負担
していること

中小機構のハンズオン支援（戦略的
CIO育成支援事業）を活用すること

中小機構のハンズオン支援（戦略的
CIO育成支援事業以外）を活用する
こと

補助対象経費 企業が負担した受講料 専門家の派遣に要した費用 専門家の派遣に要した費用

補助率（上限額） ３分の２（1社につき年間１０万円） ３分の２（２０万円） ３分の２（２０万円）
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

副業人材を活用した企業の数 副業人材活用により課題解決に
結びついた企業の割合

事
業
概
要

【対象者】
　市内の中小企業（個人事業者を除く。）で副業人材の活用に意欲的な者
　
【手段・内容】
①セミナーの開催への補助
　市内中小企業が、副業人材活用の有効性等について理解を深めるためのセミナーを開催。
　
②副業人材マッチングサイトへの掲載料等への補助
　「プロフェッショナル人材戦略拠点」の紹介を受けて副業人材マッチングサイトへ求人を掲載し、副業人材との契約に
至った中小企業に対し、掲載料等の一部を補助する。（上限５万円・１企業につき１回限り。）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　地方の中小企業は、都市部の大企業に比べ、優秀な人材の採用や企業内での人材育成が大きな課題となっており、そのことが、新規
事業への挑戦や業務の変革などへの意欲も生まれにくく、企業も人材も育たない、といった悪循環を招いている。
　一方、近年、「副業」という働き方が解禁され、都市部の大企業に勤めながら、地方貢献として、地方の中小企業が抱える課題を、
地方企業と一緒になって解決したいという人材が増えてきている。
　本市の中小企業が抱える人材不足問題を解決する手法として、副業人材の活用は有効と考えるが、その有効性を企業に認識させ活用
に結びつける必要がある。そこで、内閣府と県が設置する「宮崎県ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略拠点(※)」との連携による方策を検討した。
　

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,000

事業目的 本市の中小企業の成長及び市民所得の向上

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 20 20 20 目標値 100% 100% 100%

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・企業向けセミナーを開催し、副業人材活用の有効
性などを認識してもらう。
・副業人材活用に至った企業に対する経費の助成制
度を周知広報する。

・セミナーの開催や助成制度の周知により、企業
が、副業人材の採用に前向きになる。

・企業が副業人材を活用することにより、企業の
課題解決や人材育成が図られ、企業の生産性向
上、付加価値額増加につながる。

・付加価値額の増加により、企業が成長するとと
もに、従業員の賃上げにつながり、市民所得の向
上に寄与する。

主要施策 中小企業等の経営力の向上 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 副業人材による地域企業成長応援事業 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136800000　観光商工部　工業政策課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 副業人材による地域企業成長応援事業 会計区分 一般

※「プロフェッショナル人材戦略拠点」 ・・・ 内閣府が、各道府県に設置、各道府県が運営。宮崎県では、現在、県中小企業診
断士協会が運営を受託（毎年ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ）。都市部の大企業などに在籍し、実務経験豊富なプロ人材を活用（採用・副業）すること
により、地方企業の成長、地域経済の活性化を促すことを目的。企業の新規事業や新規販路開拓を促すとともに、プロ人材ニーズを
民間人材ﾋﾞｼﾞﾈｽ事業者につなぐ機能を担う。
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

○令和４年度に実施した実施設計業務委託を踏まえ、体育館床の改修工事を行う。
　　（青少年プラザ体育館床改修工事実施設計業務委託　R4.6補正予算：1,220千円）
＜経緯＞
　・R1年度の建物診断を受け、R2新規事業評価で床改修工事の実施計画を提出
　・事業評価ヒアリングにおいて、事業費精査の指摘を受けたため、R3年度に改修工法調査を実施。
　　既存の土間に特殊樹脂を注入し、沈下修正後、床の研磨、塗装改修を行う工法が提案された。
＜体育館の概要＞
　建築：昭和52年【経過年数：45年(耐用65年)】構造：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造２階建　延床面積：1,661.84㎡
　利用者数　(R3)18,505人、(R2)20,638人　　稼働率　(R3)72.4％、(R2)68.4％

○体育館照明のＬＥＤ化改修工事に向けた実施設計を行う。
　・現況　水銀灯48台（1階：42台[7列×6台]・2階：6台[1列×6台]）、1階の2台が故障中のまま
　・1台ずつ交換した場合の試算：700千円×48台＝33,600千円

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・宮崎市青少年プラザの体育館は、昭和５２年３月に旧雇用促進事業団（現：独立行政法人高齢・障害者支援機
構）により設置され、平成１５年３月に本市へ有償譲渡された。令和元年度の建物診断において、体育館床の沈
下が進行しており、安全上・機能上問題があるため、緊急性大の要改修施設という結果であった。令和３年度に
実施した改修工法調査の結果を踏まえ、令和４年度に実施設計業務を実施している。
・照明設備（水銀灯）の故障が続発しているが、2020年に水銀灯の製造が中止されているため交換ができない。
同時期に設置しているため、今後も故障が続く可能性が高い。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 43,780

事業目的
　施設の長寿命化を図り、利用者に対して安全・安心な公共施設サービスを提供し、勤労青少年等の健康増進及
び福利厚生の充実を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 雇用環境の改善 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 青少年プラザ体育館改修事業 短縮コード 13289

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用 ×

所管課 0136800000　観光商工部　工業政策課 事業期間 Ｒ４ Ｒ６

事務事業名 青少年プラザ体育館改修事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0140200000　建設部　土木課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 柿木原大久保線道路改良事業 会計区分 一般

予算事業名 地方道路等整備事業(エコ関連) 短縮コード 10188

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本路線は、市道柿木原岩知野線を起点とし、市道柿木原線までを結ぶ市道であり、東西に分かれる柿木原地区
と馬場ヶ迫地区を繋ぐ道路となっている。当該路線は、柿木原自治公民館が隣接する区間において、急峻な法面
が存在し、大雨等の災害時に法面が崩落した場合、道路を寸断する可能性があり、地元から早急な安全対策を求
められている。
※エコクリーンプラザみやざきの施設の使用期間延長にあたり、地元からの要望を基に策定された
　令和3年から令和7年までの新周辺環境整備事業計画に基づいた事業

Ｒ５年度

総事業費（千円） 22,250

事業目的 　道路の法面工事を行い、必要な安全対策を実施することで生活環境の整備を図る。

評価結果 採択

特記事項
事
業
概
要

　柿木原大久保線と柿木原岩知野線との交差点から野間池西側までの区間120mについて、道路を守るための法面
工事を実施する。

　■整備概要　　延長　120m　高さ　13.0m
　■財　　源　　地方道路等整備事業債（エコ関連　充当率90％）
　■年次計画　　令和5年度　測量設計・地質調査　　　　　　C=  20,000千円
　　　　　　　　令和6年度　用地買収　　　　　　　　　　　C=  10,000千円
                令和7年度　工事　　　　　　　　　　　　　C=  60,000千円
　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　 C=  90,000千円
　　　　　　      ※年次計画は直接事業費ベース

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0140400000　建設部　用地管理課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 境界立会記録電子化事業 会計区分 一般

予算事業名 公共用地境界立会事業 短縮コード 7482

基本目標 健全な行財政運営の確保に向けた取組 事業区分 ソフト

重点項目 健全な行財政運営の確保に向けた取組 ＤＸ活用 ○

主要施策 効率的で効果的な行政経営 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 12,250 12,250 目標値 75.0 100.0

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　市道・里道・水路等の公共用地に隣接する民有地等との境界立会に伴う記録（事業概要に記載）が紙媒体にて
キャビネットに保管してあるが、閲覧や経年劣化によって破損等が進んでいる状況にある。
　これらを解消するため、平成２９年度から会計年度職員３人体制で、立会記録の電子(データ)化に取り組んで
きたところである。
　当初は、５年間で事業を完了する見込みであったものの、令和３年度末時点で全体46,500件のうち22,000件全
体の４割強の電子(データ)化にとどまっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 10,900

事業目的
　電子化するに当たり、最も時間の要する既存紙媒体をＰＤＦ化する読込み作業を民間委託することにより、境
界立会資料電子化事業を早期に完了する。

評価結果 採択

特記事項

用地管理課内の過去の境界立会資料の電子化
未電子化件数　約24,500件
　　初年度　12,250件
　　次年度　12,250件

既存立会記録が電子化され容易に確認・閲覧する
ことが可能となる。

現有する過去の立会記録の劣化・破損を防ぎ、
ペーパーレス化、職員の業務効率化、市民サービ
スの向上につながる。

過去の境界立会資料の電子化（件
数）

過年度分の立会資料の電子化さ
れた割合（％）

事
業
概
要

　用地管理課に保管してある過去の立会記録の電子化作業を、民間事業者を活用し、境界立会資料の電子化を行
う。

　電子化が終了していない境界立会記録24,500件のＰＤＦ化を年次的にすすめる。
　・Ｒ５年度　12,250件のＰＤＦ化を実施（12,250件／24,500件）　
　・Ｒ６年度　12,250件のＰＤＦ化を実施（12,250件／12,500件）

　　保管されている資料
　　・立会申請書
　　・立会記録、現地写真
　　・位置図、公図
　　・地積測量図
　　・調査士作成成果素図　等

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0140600000　建設部　道路維持課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 公開型道路情報システム構築事業 会計区分 一般

予算事業名 公開型道路情報システム構築事業 短縮コード 13592

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用 ○

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携 ×

根拠法令等 道路法 戦略ＰＪ 1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 1 1 1  目標値 3,000 2,000 1,000

実績値     実績値

目標値     目標値 500 332 166

実績値     実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

宮崎市道の路線図は道路情報システムより管理している。この情報はインターネット上で公開していないため、
市道の情報を求める市民や事業者は窓口にて路線図の交付や電話での問い合わせを行っている。また、問い合わ
せは年々増えており、事務負担も重くなっている。なお、市民や事業者からオンライン化へのニーズが高まって
いる。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,596

事業目的 市道の情報を求める市民や事業者の利便性向上を図る。

評価結果 採択

特記事項

・市民や事業者に向けた市道路線図をインターネッ
ト上に公開する。

・市民や事業者に向けた市道路線図をインター
ネット上に公開及び新規情報を更新する。

・市民や事業者が時間や場所を問わず、市道に関
する情報を取得できる。
・来庁者数減少に伴い事務負担が軽減される。

・来庁する必要がなくなるため、在宅ワークなど
の働き方に寄与する。
・窓口業務の効率化が図れる。

市道路線図のインターネット上への
公開及び情報更新（回/年）

道路台帳図交付枚数（来庁者）
の減少

道路台帳図の相談・発行時間の
減（時間/年）

事
業
概
要

【概要】
■市道路線図をインターネット上に公開する。
■閲覧機器：ＰＣ、タブレット、スマートフォン
■利用データ
　　・道路網図閲覧システム
　　　1）幅員等の道路基図の構成要素含む1/500精度の地形図（DM）
　　　2）起終点記号からなる道路網図

■事業期間は３年間とする。３年後、運用課題や情報追加等の検証し、再契約又は新規立案を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0144150000　都市整備部　都市計画課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 都市計画基礎調査負担金 会計区分 一般

予算事業名 都市計画基礎調査負担金 短縮コード 9218

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用 ×

主要施策 都市機能の集約化 公民連携 ×

根拠法令等 都市計画法第６条(都市計画に関する基礎調査)、同法第１３条第１項(都市計画基準) 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 1 目標値 1

実績値 1 実績値 1

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

○本調査は、都市計画法第６条に基づき、県が都市計画区域について、概ね５年ごとに都市計画に関する基礎調
査として、主に人口や土地利用の現況調査、将来の見通し等の分析・考察を行うものである。
○特に市が都市計画を定める場合など、様々な都市の環境や将来動向を把握する上で重要な調査である。
○調査成果については、市の上位計画である都市計画区域マスタープラン（県が策定する都市計画マスタープラ
ン）をはじめ、市総合計画や市都市計画マスタープランの策定に必要な土地利用・都市施設などの基礎資料とし
て活用されている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 15,950

事業目的 ○人口や土地利用現況等、都市計画に関する基礎的な調査を行うため。

評価結果 採択

特記事項

○法に基づき、県は都市計画区域内の人口や土地利
用現況等、都市計画に関する基礎的な調査を実施す
る

○事業主体である県の調査業務（委託）に対し
て、市が調査費の１／２を負担し、負担金として
支出する

○都市計画基礎調査の成果物（人口や土地利用現
況等、都市計画に関する基礎的な調査結果）を受
領し、区域マス・市マスの策定や都市計画決定・
変更の際の基礎資料となる

○人口や土地利用の将来見込み等について、今後
の市の都市計画（市都市計画マスタープラン等の
改訂や用途地域見直し等）の適切な見直しに活用
できる

県への負担金の支出 都市計画基礎調査の
成果物受領

事
業
概
要

○市の都市計画の策定とその実施を適切に遂行するため、都市の現状、都市化の動向等の広範囲なデータを把握
するための調査として
　・人口（人口規模、ＤＩＤ、将来人口）
　・土地利用（区域区分の状況、土地利用現況、農地転用状況、新築動向）　等の調査を行う。
○都市計画基礎調査自体は県が主体となって実施（県発注業務委託）し、市はその費用の１／２を負担する。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【令和5年度実施計画：10,068千円】

①超音波画像診断装置エコー（１台新規購入）：備品購入費6,534千円
・動物の異常や妊娠を確認（ゾウの妊娠確認にも活用可能）。

②生体情報モニター更新（１台更新購入）：備品購入費3,534千円
・動物の麻酔手術等の際に使用（月１回程度）。既設機器が購入後18年を経過、耐用年数（6～7年）を大幅経過
し、数値の信頼性が低下する等の不具合が生じている。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
・令和４年度はマサイキリンの赤ちゃんが誕生し、令和５年度は繁殖目的でアジアゾウの導入を予定するなど、
展示動物を適切に管理する必要がある。
・また、動物園には、特に稀少動物の「種の保存」という役割が求められている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 14,198

事業目的 　適切に動物を飼育するための飼育管理機器の購入により「種の保存」につなげる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携

根拠法令等 宮崎市フェニックス自然動物園条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 フェニックス自然動物園運営事業 短縮コード 03958

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用

所管課 0144300000　都市整備部　公園緑地課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 フェニックス自然動物園運営事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【令和5年度実施計画：28,540千円】

①動物糞尿処理機械装置取替：修繕費10,800千円～R4動物園要望事項（新規）
・糞尿を堆肥化する装置が設置後15年を経過し老朽化により部分補修では困難なため装置の取替を行う。

②水鳥展示場ウッドデッキ改修設計及び改修工事：委託料500千円＋工事請負費6,000千円
・遊歩道が設置後20年を経過し、老朽化により事故の懸念があるため全面的な改修を行う。

③井戸水ろ過装置ろ材交換：修繕費7,800千円～R4動物園要望事項（継続）
・プール等に使用している井戸水をろ過する装置が、設置後13年が経過し、劣化していることから、適切な水質維持のためろ材を交
換する。

④おとぎ列車改修設計：委託料1,440千円～R4動物園要望事項（継続）
・昭和55年設置後、約40年を経過し、老朽化が著しく、車両は平成24年度に補修を行ったが、プラットホームや外周柵等の腐食によ
り安全な運行が難しくなってきていることから、全体的な改修工事のため設計委託を行う。

⑤園内施設維持工事：工事請負費2,000千円
・老朽化した園内設備の維持補修工事を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・令和３年度で開園５０周年（市所有２０年）を迎えた動物園は、施設の老朽化対策と魅力向上を図るため、リ
ニューアル基本計画に基づき計画的に施設更新を行っている。
・しかしながら、全ての施設更新には期間を要することから、来園者等の安全確保と適切な施設の管理運営を行
うため、適時、維持補修を行う必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 32,670

事業目的 　来園者ならびに指定管理者の安全確保及び適切な施設の管理運営

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携

根拠法令等 宮崎市フェニックス自然動物園条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 フェニックス自然動物園施設安全整備事業 短縮コード 11262

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用

所管課 0144300000　都市整備部　公園緑地課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 フェニックス自然動物園施設安全整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【令和５年度実施計画：63,200千円】

①ゾウ舎改修工事：工事請負費60,000千円（動物園要望事項）
・ＰＣＷ（Ｎ＝１箇所）を新設、扉（Ｎ＝５箇所）及び雨樋（Ｎ＝５本）等を改修。

②ゾウ移動業務委託：委託料3,200千円（動物園要望事項）
・ゾウ受け入れに際し、借用側が負担する移動に係る業務（輸送費、飼育員宿泊費等）を委託。

【参考情報】
・令和５年秋頃にオスのアジアゾウ１頭を九州自然動物公園（アフリカンサファリ）から導入予定。
・過去１０年間で国内のゾウで飼育員の人身事故が３件（内２件は死亡）発生している。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・動物園全体の魅力再生のため、令和５年度、オスのアジアゾウ１頭を導入することになったが、オスゾウには
「マスト」と呼ばれる定期的な興奮期があり、飼育員の安全を確保するため、現在はＰＣＷ（ﾌﾟﾛﾃｸﾃｯﾄﾞ・ｺﾝﾀｸ
ﾄ・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ・ｳｵｰﾙ）を設置することが主流となっている。
・併せて、ゾウ接触等により動作不良となっている設備について、ゾウ導入前に改修を行う必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 67,330

事業目的 　動物園の魅力向上及び指定管理者（飼育員等）の安全確保

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携

根拠法令等 宮崎市フェニックス自然動物園条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 フェニックス自然動物園再生事業 短縮コード 13340

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用

所管課 0144300000　都市整備部　公園緑地課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 フェニックス自然動物園再生事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【令和５年度実施計画：38,216千円】

①管理棟設計：委託料15,000千円
・観覧橋内にある動物園職員の執務スペースを管理棟に集約し、動物園職員の職場環境改善を図るため、実施設計を行う。

②アフリカゾーン造成設計：委託料9,000千円
・観覧橋内で飼育している動物をアフリカゾーンに移動させるため、獣舎等を整備するエリア全体の造成設計を行う。

③地質調査（管理棟・アフリカゾーン）：委託料4,500千円
・管理棟及びアフリカゾーン獣舎の新築設計に必要なボーリング調査を行う。

④出入口ゲート修正設計：委託料9,000千円
・財源確保や工事費削減のため、木造化や規模縮小等を目的とした修正設計を行う。
（多数の者が利用する木造新築物には、財源として森林環境譲与税の充当が可能）

⑤省エネ法適合性判定手数料（管理棟・出入口ゲート）：手数料716千円
・床面積が300㎡以上の建築物は、建築確認申請時に省エネ法適合が義務付けられており手数料が必要。

※今後１０年程度で「観覧橋」の撤去を行うため、事業期間を令和１４年度に設定

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・動物園は、令和３年度で開園５０年（市所有は２０年）が経過し、施設全体の老朽化が著しい。
・そのため、利用者の安全確保と施設の魅力向上に配慮したリニューアルを計画的に行う必要があり、令和２年度に見直し
を行った計画では、建築物に関して、全体事業費約５２億円を見込んでいる。
・その内、キリン等の獣舎や動物園職員の執務室もある「観覧橋」は、特に老朽化が著しく補修が困難。
・今後は当面の目標を「観覧橋」の撤去に向けて、必要な事業を優先的に計画に位置付けることによって、リニューアル計
画の加速化を図る必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 41,221

事業目的 　動物園の更なる魅力向上、利用者の安全確保、指定管理者の職場環境改善を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 宮崎らしさを生かした取組の推進 公民連携

根拠法令等 宮崎市フェニックス自然動物園条例 戦略ＰＪ 3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 フェニックス自然動物園リニューアル事業 短縮コード 03960

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用

所管課 0144300000　都市整備部　公園緑地課 事業期間 Ｒ５ Ｒ１４

事務事業名 フェニックス自然動物園リニューアル事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【令和5年度実施計画：6,500千円】

①園内施設維持工事：工事請負費3,000千円
・老朽化した園内設備の維持補修工事を行う。

②園内樹木台帳更新業務委託：委託料3,500千円
・今後の植栽管理の効率化を図るため、園内樹木の樹種、幹周り、高さ等を調査し台帳を更新する。

【参考情報】
・高木：約100品種約1,100本、低木：約60品種約3,500株、草本類：年間約700品種250,000株

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価 　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・平成１２年に開園したフローランテ宮崎は、築後約２０年以上が経過し施設の老朽化が進んでおり、年次的な
設備改修を行うことにより設備の延命化を図る必要がある。
・また、園内樹木は、自生や生長を続けているため、暴風による倒木等を未然に防ぐために伐採が必要となって
いる。
・さらに、園内樹木は開園当初から大きく変化しており、現在の樹種や大きさを調査把握し、魅力の再生を図る
とともに、効率的で適切な維持管理に反映させる必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 8,095

事業目的 　来園者ならびに指定管理者の安全確保及び適切な維持管理業務の構築

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 景観づくりの推進 公民連携

根拠法令等 都市公園法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 フローランテ宮崎施設維持事業 短縮コード 09264

基本目標 魅力ある価値が創出されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」 ＤＸ活用

所管課 0144300000　都市整備部　公園緑地課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 フローランテ宮崎施設維持事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【令和5年度実施計画：2,750千円】

①駐輪場整備工事費（Ｎ＝１式）：工事請負費2,000千円
・既存設備撤去工事、Ａｓ舗装工事、区画線工事等

②駐輪場整備委託費：委託料750千円
・既存設備撤去委託、看板改修委託等

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
・上野町駐車場は、令和３年度の施設評価において『機能廃止』（公表：令和４年７月１５日）となった。
・令和４年度末に駐車場を廃止し、維持管理費の抑制を図りながら、一時的に敷地全体を市営駐輪場として利用
するとともに、将来的なまちづくりへの活用策を検討する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 4,160

事業目的 　駐車場『機能廃止』に伴い既存施設を撤去し、維持管理の軽減及び跡地の有効活用を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 公共施設や交通インフラの維持・整備 公民連携

根拠法令等 宮崎市駐車場条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 市営駐車場管理運営事業 短縮コード 03848

基本目標 地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」 ＤＸ活用

所管課 0144300000　都市整備部　公園緑地課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 市営駐車場管理運営事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

補助件数（耐風診断）（件） 耐風診断件数（件）

補助件数（耐風改修）（件） 耐風改修件数（件）

事
業
概
要

　「宮崎市建築物耐震改修促進計画」（計画期間：平成30年度から令和9年度）に基づき実施する事業で、事業
対象となる建築物は令和4年3月末時点で約4万棟と推計される。そのため、事業期間については令和9年度までと
設定し、事業開始後、問い合わせ件数、補助申請件数等を踏まえ、各年度の目標件数については随時適正化を図
る。

　１．瓦屋根の耐風診断
　　（１）対　象：令和3年12月31日以前に建築された、市内にある瓦屋根を使用している建築物
　　（２）内　容：瓦屋根の緊結方法について、改正告示基準に適合しているかどうかを、有資格者等により
　　　　　　　　　診断を行う。
　　（３）補助額：耐風診断に要する費用の2/3、限度額21千円/棟（国1/3、市1/3、所有者1/3）
　２．瓦屋根の耐風改修
　　（１）対　象：耐風診断の結果、基準に適合していない建築物
　　（２）内　容：基準に適合した耐風性能を有する屋根に改修する。
　　（３）補助額：耐風改修に要する費用の23％、限度額552千円（国11.5％、市11.5％、所有者77.0％）
　３．周知方法
　　　市広報(SNS含む)、ホームページへの掲載、自治会班回覧によるリーフレット配布等

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　近年、令和元年房総半島台風をはじめとする強い台風の上陸により、建築物の瓦が脱落、飛散するなどの大き
な被害が発生している。このような被害を防止するため、建築基準法の告示基準が改正され、瓦屋根の緊結方法
が強化された。令和4年1月1日以降に瓦屋根を使用する建築物を新築する際などには、改正後の基準に適合する
必要があり、既存の建築物についても耐風対策を講じる必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,534

事業目的 強風による脱落、飛散の危険性のある瓦屋根の改修を促進し、安全で安心な災害に強いまちづくりを推進する。

実績値 実績値

目標値 目標値

3

実績値 実績値

目標値 3 3 3 3 目標値 3 3 3

3

実績値 実績値

目標値 3 3 3 3 目標値 3 3 3

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・対象建築物所有者に対し、耐風診断、改修費用の
一部を助成する。

・補助実績の増加。 ・耐風対策の必要性が確認され、改修することに
より強風等による被害軽減を図ることができる。

・周辺建築物や通行人への安全確保を図ることが
でき、安全・安心な災害に強いまちづくりが推進
される。

主要施策 既存ストックの有効活用 公民連携 ×

根拠法令等 建築基準法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 瓦屋根耐風対策事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ×

所管課 0144600000　都市整備部　建築行政課 事業期間 Ｒ５ Ｒ９

事務事業名 瓦屋根耐風対策事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

システム構築及び新規追加・更新の
回数

電話相談件数（年間）

　 時間外勤務の時間数（年）
※道路関係事務に係る時間

事
業
概
要

　建築基準法・指定道路、狭あい道路等に係る対象条項等について、インターネット上で公開する。

〔対象〕
　建築基準法第４２条第１項４号、５号（都市計画法等執行予定道路、位置指定道路等）及び第２項（後退を要
する狭あい道路）
〔システム概要〕
　・ＷＥＢ公開する地図上の道路をクリックすると、法律上の条項等を別ウィンドウで表示する。
　・システムは、クラウド型地図情報サービスの「ＡｒｃＧＩＳ Ｏｎｌｉｎｅ」を活用する。
　・土地及び建物の法令制限に係る情報であり、情報の取扱い上の注意、規約等を示す。
〔手段〕
　・構築時は、既存「全庁型ＷＥＢ地理情報システム」のデータを変換し、新システムに移行する。
　・初年度は業者決定（契約方法は未定）、システム構築を実施。次年度以降は、保守運用する。
　・建設部道路維持課と合同でシステムを構築する。
　・事業及び契約期間は３年。３年後、運用課題や情報追加等を検証、再契約又は新規立案する。
　※デジタル田園都市国家構想交付金について申請予定。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　
　
　本市では、建築基準法に定める指定道路等の法的整理について書面等を作成し、管理している。
　この情報は、インターネット上で公開をしていないため、市民・事業者は、建築設計や不動産取引等の際、本
市への窓口相談等に手間を要し、職員もその対応に多大な時間を要している。
　

Ｒ５年度

総事業費（千円） 6,166

事業目的 　インターネットによる即時的な情報提供により、市民・事業者の円滑な事業実施に寄与する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値    目標値 600 500 400

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値 5,300 4,200 3,200

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・公開情報として地図情報システムを構築する。 ・システムを公開、新規情報を追加・更新する。 ・市民及び事業者等が即時に情報確認できる。
・電話及び窓口相談等の過多により生じる時間外
勤務が減少する。

・市民及び事業者が計画する事業が円滑に実施さ
れる。
・職員の勤務環境の向上。

主要施策 既存ストックの有効活用 公民連携 ×

根拠法令等 建築基準法 戦略ＰＪ 1-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 公開型道路情報（建築基準法）システム構築事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用 ○

所管課 0144600000　都市整備部　建築行政課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 公開型道路情報（建築基準法）システム構築事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0160510000　佐土原総合支所　佐土原・地域市民福祉課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 島津入城４２０年記念事業 会計区分 一般

予算事業名 島津入城４２０年記念事業 短縮コード 無

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用 ○

主要施策 地域コミュニティの活性化 公民連携 ×

根拠法令等 島津入城４２０年記念イベント開催支援事業補助金交付要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 5 目標値 5,000

実績値 実績値

目標値 目標値 10

実績値 実績値

目標値 目標値 20

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　徳川家康から佐土原藩の統治を命ぜられた島津以久（ゆきひさ）公が、鹿児島県垂水市より初代藩主として
佐土原城に移り住んだ年から令和５年度で４２０年の節目の年となる。
　これまでも旧佐土原町時代から３９０年、４００年と記念事業を実施し、４１０年は市制９０周年プレイベ
ントとして実施しており、今回、市民や多くの関係団体から開催に対する要望の声があった。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,150

事業目的
地元の実行委員会が主催し、多くの来場者や市民のイベントへの参加を通して、佐土原町の持つ「歴史」とい
う地域資源を活用した地域活性化を図るとともに、次世代に歴史・文化を継承する。

評価結果 採択

特記事項

島津入城４２０年記念イベント実行委員会に対し、
事業費の一部補助を行う。

実行委員会の開催 ・多くの来場者や市民のイベントへの参加を通して
次世代への歴史・文化の伝承が図られる。
・佐土原藩ゆかりの都市との交流が図られる。
・地元生産者や飲食店の気運醸成に繋がる。

地域の歴史や文化の継承が図られ、佐土原のも
つ「歴史」という地域資源を活用した地域の活
性化に繋がる。

実行委員会の開催数 イベントへの来場・参加予定者
数

参加団体数

地場産品の出店予定数

事
業
概
要

○事業実施主体の「島津入城４２０年記念イベント実行委員会」に対し、補助を行う。
【事業名】島津入城４２０年記念イベント（仮称）
【主　催】島津入城４２０年記念イベント実行委員会
（想定される構成団体：佐土原町商工会、宮崎市文化振興協会、佐土原料理飲食業組合、佐土原町団体ネット
ワーク、佐土原小学校区地域づくり協議会、宮崎市子ども会育成連絡協議会佐土原ブロック、佐土原久峰太
鼓、佐土原地区自治会連合会、佐土原総合支所　他）
【会　場】佐土原歴史資料館「鶴松館」駐車場、宮崎市城の駅等
【補助額】２,０００千円
【時　期】令和６年２月
【内　容】（１）武者行列　　　（２）薩摩日置鉄砲隊演武　　　（３）鎧兜作成教室　
　　　　　（４）地場産品の販売（５）島津太鼓フェスティバル　（６）垂水フェア（城の駅）　等

※島津太鼓フェスティバルは、例年、佐土原総合文化センターで開催しているが、令和５年度は本事業と併せ
てイベント会場にて開催予定。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0160630000　田野総合支所　田野・農林建設課 事業期間 Ｒ５ Ｒ１０

事務事業名 県営ため池等整備事業（公共）（田野） 会計区分 一般

予算事業名 農村地域防災減災事業（調査計画）（田野） 短縮コード

基本目標 良好な就業環境が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」 ＤＸ活用

主要施策 農林水産業の生産基盤の確立 公民連携

根拠法令等 農村地域防災減災事業実施要綱 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本地区は、田野町村内地区土地改良区が管理する区域内で基盤整備事業を実施している。本地区水路について
は、老朽化が著しく、風水害による崩壊の恐れがある危険箇所や、ずい道部の陥没が見られる箇所が多数あり、
農業用水の安定供給に不安があるため、全面改修を要望されている。また、本地区用水路と平行して県道鰐塚山
停車場線があり、本地区水路が破損すると、県道に影響を及ぼすような甚大な被害の可能性も考えられることか
ら、安全を確保するための早急な整備が必要である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 12,630

事業目的 農業用水の安定供給と地域の安全確保を目的として整備する。

評価結果 採択

特記事項
事
業
概
要

調査計画（概要書）を作成し、国・県の補助事業を活用する。
【事業地域】宮崎市田野町築地原地区（受益面積：9.87ha、施工延長：1,300m、600mm×600mm）
【事業内容】水路の破損及びずい道の陥没の整備（全面改修）
【採択条件】①防災受益面積5ha以上
　　　　　　②農村地域防災減災計画の事業実施地区に位置づけられた事業
【事業計画】（R5年度～R10年度）
　　　　　　　R5年度　　：用排水施設等整備事業（実施主体：市）
　　　　　　　　　　　　　・調査計画（概要書）を作成する（負担割合：国100％）
　　　　　　　R6年度　　：国及び県の審査・土地改良法（同意書など地元合意形成）の事務手続き
　　　　　　　R7～10年度：県営ため池等整備事業（実施主体：県）
　　　　　　　　　　　　　・測量及び改修工事を実施する(負担割合：国55％、県40％、市5％)
　　　　　　　　　　　　　・市は負担金を県へ支出する（負担金は農村整備課予算）。

※測量に1年、改修工事に3年の期間が必要であるため、事業期間は令和10年度までになる。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

一般市民からの資料提供者数(人） ｢ひむかの群像｣の視聴率(%)

〃　　　　　　資料提供数 市政モニターによる認知度(％)

事
業
概
要

対象者：宮崎市域の住民、出身者

①ＵＭＫによる｢ひむかの群像｣番組放送
　ＵＭＫが以前放送していた｢ひむかの群像｣(宮崎県内の偉人特集、高木兼寛公は2012年10月に第６回として放
送された)を生誕月日の９月１５日に合わせて再放送する。また、再放送に関して、番組の終了時に、市制100周
年を迎えるに当たり、高木兼寛公のＰＲ宣伝も盛り込む。
　高木兼寛公：嘉永２年９月１５日生まれ、高岡町穆佐出身

②本庁舎１階等での広告放映モニターによる周知
　本庁舎、第二庁舎１階、各総合支所のロビー待合室に設置してある広告放映モニターを通して、高木兼寛公の
功績等を紹介した映像を流し周知する。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
郷土の偉人である高木兼寛公の功績等について、高岡地域においてはある程度の認知があるが、市全体で見れば
まだまだ認知度が低い。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,550

事業目的
高木兼寛公の功績をより多くの市民に知ってもらい、郷土を誇りに思えるような人づくりを行うことで、地域へ
の愛着や関心を高める。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 50 目標値 30.0

実績値 実績値

目標値 10 目標値 5.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

高木兼寛公の功績等について周知活動を行う ｢ひむかの群像｣の再放送、広告放映モニターでの
周知映像を流す。

高木兼寛公の功績等を多くの市民に知ってもら
う。

郷土の偉人を誇りに思える人が増えることで、地
域への愛着や関心が高まる。

主要施策 健やかな心身の育成 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 不採択

特記事項

０予算での周知広報に努めること。より効果的な事業の構築を検討す
ること。

予算事業名 ビタミンの父｢高木兼寛公｣ＰＲ放送事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0160710000　高岡総合支所　高岡・地域市民福祉課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 ビタミンの父｢高木兼寛公｣ＰＲ放送事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

宮崎市アートセンターでの企画展の
実施期間(月)

企画展の入場者数(人)

ラッピングバスによる広告期間(月) 市政モニターによる認知度(三偉
人)(％)

事
業
概
要

対象者：宮崎市域の住民、出身者

①宮崎市三偉人企画展
　宮崎市アートセンターにて、1か月間、三偉人(高木兼寛、安井息軒、根井三郎)の企画展を実施する。【令和
６年度】

②ラッピングバス広告(フル：両側面＋背面)による周知
　宮崎市内を走行する路線バスに三偉人の功績等の広告をラッピングし、１か月間、走らせることで周知を図
る。【令和５～６年度】

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
郷土の偉人である高木兼寛公(高岡町)、安井息軒公(清武町)、根井三郎公(佐土原町)の功績等について、各地域
においてはある程度の認知があるが、市全体で見ればまだまだ認知度が低い。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,128

事業目的
郷土の三偉人の功績をより多くの市民に知ってもらい、郷土を誇りに思えるような人づくりを行うことで、地域
への愛着や関心を高める。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 1 1 目標値 30.0 30.0

実績値 実績値

目標値 1 目標値 9,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

宮崎市三偉人の周知活動を行う 宮崎市アートセンターで企画展を実施するとも
に、実施期間にラッピングバスにて広告を行う。

宮崎市三偉人の功績等を多くの市民に知ってもら
う。

郷土の偉人を誇りに思える人が増えることで、地
域への愛着や関心が高まる。

主要施策 健やかな心身の育成 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 不採択

特記事項

偉人企画展等の開催については引き続き検討、調整し、令和５年度の
新規事業評価に上げること。

予算事業名 宮崎市三偉人企画展事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0160710000　高岡総合支所　高岡・地域市民福祉課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 宮崎市三偉人企画展等事業 会計区分 一般

163



～

2

1

2

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

コンテストの応募者数(人) 御神幸祭(神武さま)来場者数
【沿道に集まった人数】

市政モニターによる認知度(％)

事
業
概
要

対象者：宮崎市域の住民、出身者

【高木兼寛公御神幸行列ＰＲ】
　高木兼寛公が郷土宮崎に残した偉業の一つに宮崎神宮の大造営があり、その功績を称え、御神幸行列(神武さ
ま)の際は高木兼寛顕彰会が横断幕を手に兼寛公の功績をＰＲし行進している。
　そのような中、宮崎市民を含め多くの人たちに高木兼寛公を知ってもらうため、兼寛公に扮する人を一般公募
で募集し、コンテストによる審査を行い、当選者に兼寛公になりきってもらい、更にＰＲを図るため行進しても
らう。
　

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
郷土の偉人である高木兼寛公の功績等について、高岡地域においてはある程度の認知があるが、市全体で見れば
まだまだ認知度が低い。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,092

事業目的
高木兼寛公の功績をより多くの市民に知ってもらい、郷土を誇りに思えるような人づくりを行うことで、地域へ
の愛着や関心を高める。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 30.0 30.0 30.0

実績値 実績値

目標値 5 5 5 目標値 40,000 40,000 40,000

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

高木兼寛公の功績等について周知活動を行う 高木兼寛公に扮する人を一般公募で募集し、御神
幸祭で馬に乗り、なりきって行進する

高木兼寛公の功績等を多くの市民に知ってもらえ
る。

郷土の偉人を誇りに思える人が増えることで、地
域への愛着や関心が高まる。

主要施策 健やかな心身の育成 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 高木兼寛公御神幸行列ＰＲ事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0160710000　高岡総合支所　高岡・地域市民福祉課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 高木兼寛公御神幸行列ＰＲ事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事業実施に伴う参加者数 市政モニターによる認知度(％)

事
業
概
要

対象者：宮崎市高岡地域の住民、団体等

【高木兼寛公田んぼアート事業】
　高木兼寛公の生誕地周辺の水田で、兼寛公に関する田んぼアートを作成し認知度を高める。
　田んぼアート実行委員会を結成し、苗作りや田植えには地元小学生やボランティア等の参加を促して事業を実
施する。
　
令和５年度は企画、令和６年度に事業実施。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
郷土の偉人である高木兼寛公の功績等について、高岡地域においてはある程度の認知があるが、市全体で見れば
まだまだ認知度が低い。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 0

事業目的 高木兼寛公の認知度を高め、郷土を誇りに思えるような人づくりを行うことで、地域への愛着や関心を高める。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 - 100 目標値 - 30.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

高木兼寛公の功績等について周知活動を行う 高木兼寛公に関する田んぼアートを実施する。 高木兼寛公の功績等を多くの市民に知ってもらえ
る。

郷土の偉人を誇りに思える人が増えることで、地
域への愛着や関心が高まる。

主要施策 健やかな心身の育成 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 不採択

特記事項

より効果的な事業の構築を検討すること。

予算事業名 高木兼寛公田んぼアート事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0160710000　高岡総合支所　高岡・地域市民福祉課 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 高木兼寛公田んぼアート事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0160730000　高岡総合支所　高岡・農林建設課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 【公共】城ケ峯-3-2地区自然災害防止急傾斜地崩壊対策事業 会計区分 一般

予算事業名 自然災害防止急傾斜地崩壊対策事業（高岡） 短縮コード 10344

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 災害に強く、暮らしを支える「生活基盤の充実」 ＤＸ活用

主要施策 防災機能の充実 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
当地区は、土砂災害防止法により特別警戒区域及び警戒区域となっており、平成30年発生の台風24号、令和3年
発生の台風14号の影響で、特に指定区域内でも生命及び身体に著しい危害を与える恐れのある土砂災害特別警戒
区域（ﾚｯﾄﾞｿﾞｰﾝ）の一部が崩壊し、住民生活の安全性が脅かされている状況である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 15,750

事業目的 急傾斜地の崩壊による災害から人命を保護する。

評価結果 採択

特記事項
事
業
概
要

急傾斜地の法面崩壊を防ぐため、法面工を実施する。
■採択要件　　傾斜度：３０度以上、崖高：５m以上、人家２戸以上
　　　　　　　ただし、要配慮者利用施設、地域防災計画上の避難場所等の場合は戸数要件なし
■事業概要　　高さ：５～１８ｍ　延長：１００ｍ　傾斜度：平均４４度
　　　　　　　保全人家戸数：４戸
■財　　源　　宮崎県市町村急傾斜地崩壊対策事業補助金　補助率：県５０％
　　　　　　　一般単独事業債（防災対策）充当率１００％　　
■年次計画　　令和５年度　測量設計、地質調査　C=15,000千円
　　　　　　　令和６年度　法面工(L=50ｍ)　　　C=25,000千円
　　　　　　　令和７年度　法面工(L=50ｍ)　　　C=25,000千円
　　　　　　　※年次計画は直接事業費ベース

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0163100000　清武総合支所　清武・地域市民福祉課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 宮崎市交流プラザきよたけ施設設備更新事業 会計区分 一般

予算事業名 宮崎市交流プラザきよたけ施設設備更新事業 短縮コード 13405

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用

主要施策 地域コミュニティの活性化 公民連携

根拠法令等 宮崎市交流プラザきよたけ条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
宮崎市交流プラザきよたけに設置する冷蔵ショーケース2台は、平成22年3月の開設当時から使用しており、耐用
年数6年を大幅に超えて使用している状況であり、老朽化による故障等が懸念される。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,106

事業目的
適正な施設の維持管理により、安定した施設運営を行い、地域の特産品、農産加工品等の消費の拡大や地産地消
等を通して、地域の振興を図る。

評価結果 採択

特記事項
事
業
概
要

　宮崎市交流プラザきよたけに設置する冷蔵ショーケース2台を更新する。
【内容】
　冷蔵ショーケース
　　・別置型多段式ショーケース　W1289×D750×H1900（㎜）　2台
　　・オプション（側板、電磁弁、ナイトカバー）　1式
　　・諸経費　1式

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0163200000　清武総合支所　清武・農林建設課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】既設公園リフレッシュ事業（清武） 会計区分 一般

予算事業名 既設公園リフレッシュ事業（公共）（清武） 短縮コード 12250

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」 ＤＸ活用

主要施策 公園・緑地の確保 公民連携

根拠法令等 都市公園法 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　公園施設の老朽化が進行するなか、部分的な修繕では対応できない状況があり、適切な時期での更新が必要に
なっている。また、時代に即した施設への転換や、公共下水道整備に合わせた水洗化など、快適な利用環境への
対応も求められている。
　安全・安心な公園の管理運営を図るため、老朽化した公園施設を計画的に改修し、市民が安心して快適に公園
を利用できる環境を整備する。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 13,250

事業目的 老朽化した公園施設を適切に改修することにより、安全で快適に利用できる空間を提供する。

評価結果 採択

特記事項
事
業
概
要

■整備概要
　安全で快適に利用できる空間の提供を図るため、駐車場改修及びトイレの水洗化を行う。

■年次計画
　令和５年度　岡ノ下公園駐車場改修　　　　　　　　Ａ＝１，０００㎡
　　　　　　　第二次池田台団地２号公園トイレ改修　Ｎ＝１基

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

防災服（夏冬）貸与

ネームプレート作成

事
業
概
要

・議事堂内（議場、委員会室、会派控室等）の議員名や会派名等のプレートを作成する。
・議員へ配付する防災服等の必要物品を購入する。

消耗品費：防災服一式　1,169,600円、ゴム印　11,000円
　　　　　レターケース　30,240円、総会資料入れ紙袋　21,780円
　　　　　総会用生花　21,600円
手数料　：議員名等プレート書き換え手数料一式　1,012,550円
備品購入費：会派室用事務机、椅子　211,000円

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
市議会議員の改選が令和5年4月に実施され、議事堂内の変更及び当選議員へ物品配付が必要である。そのため、
議事堂内の議員名等プレートの作成、議員に配付する防災服等の購入を行う。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,576

事業目的 改選後の議会運営を円滑に行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 40 目標値

実績値 実績値

目標値 25 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

令和5年度改選に伴い、議事堂内の議員名等プレート
の作成、議員に配付する防災服等の購入を行う。

防災服の貸与並びに議場ネームプレートの作成

主要施策 その他 公民連携 ×

根拠法令等 なし 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 議会管理運営臨時事業 短縮コード

基本目標 その他 事業区分 ソフト

重点項目 その他 ＤＸ活用 ×

所管課 0250200000　議会事務局　総務課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 議会管理運営臨時事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

動画配信回数（議会報告会ライブ配
信含む）（回）

市民意識調査（議会へ関心があ
る、非常に関心がある割合）
(％)

プラットフォームのWEBサイト情報更
新回数（回）

動画配信等WEBサイトビュー数
（回）

プラットフォームによる議員へ
の意見・相談数（件）

事
業
概
要

〇市民参加型プラットフォームを活用した広報広聴事業
1.　対象
　　　市民と議会
2.　内容
　　・議会報告会等ライブ配信（リアルタイムで市民から意見収集）
　　・議会活動状況の見える化（議員紹介）
　　・アンケートによる民意の集約
　　・議員への意見・相談（双方向）
3.　業者選定
　　　プロポーザル方式を予定
4.　その他
　　　改選時期にあわせて債務負担行為を設定（令和5年7月～令和9年4月）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　市議会は、より多くの市民の多様な声を聴き、その声を議会を通じて市政に反映することが求められている。しかしながら、年々市民の議会への関心は薄れ、平成３１年４月
の宮崎市議会議員選挙の投票率は３６．５５％まで低下した。また、本市議会基本条例は、「議会は、多様な手段を活用することにより、議会に対する市民の多様な意思の把握
及び広報活動に努めるものとする」と定めており、広報広聴とりわけ不足している広聴機能の充実については、議会の公務としての取組が求められている。そこで、市民の議会
への関心を増大させるとともに、同条例の趣旨を実現するため、議会が市民の声を聴き、市民が議会をより身近に感じてもらう様な双方向の広報広聴の仕組みづくりのため、令
和３年１２月からIT技術を使ったコミュニケーションツールの実証実験を行ってきた。
　今般、実証実験の一定の結果が得られることから、令和５年度の新規事業とするもの。
〇市議会議員選挙投票率　（H15）50.45％、（H19）48.72％、（H23）45.57％、（H27）41.79％、（H31）36.55％
〇実証実験状況　　　①サイト閲覧数 2.7万回（R4.8.5～11.22）②webサイト登録者数226人③訪問者数3,747人
                    ④議会報告会(2会場)[ライブ配信アクセス数284回、動画再生アクセス数671回]
　　　　　　　　　　⑤相談件数17件　メッセージ総数72件

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,480

事業目的 市民の議会への関心を高めるとともに多様な意見を把握する。

200

実績値 実績値

目標値 目標値 80 120 160

45,000

実績値 実績値

目標値 50 60 80 100 目標値 30,000 35,000 40,000

50.0

実績値 実績値

目標値 9 12 12 12 目標値 35.0 40.0 45.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

市民参加型プラットフォームを導入し、市民に活動
動画のライブ配信など議会情報発信や市民アンケー
トを双方向で実施する。

議会情報発信や市民アンケートを実施すること
で、市民が議会の情報を収集できる。また、市民
の多様な意見を把握することができる。

市政や議会活動への興味、関心の向上が図られ、
市民から多様な意見が寄せられる。

市民と議会が双方向でつながることで市民の関心
が高まり、市民の多様な意見を把握することで議
会が活性化し、ひいては市民サービスの向上につ
ながる。

主要施策 その他 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市議会基本条例 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 議会広報事業 短縮コード

基本目標 その他 事業区分 ソフト

重点項目 その他 ＤＸ活用 ○

所管課 0250200000　議会事務局　総務課 事業期間 Ｒ５ Ｒ８

事務事業名 議会広報事業（議会活動広報広聴事業） 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0750100000　教育委員会　企画総務課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 学校林売払収益金活用事業 会計区分 一般

予算事業名 学校林売払収益金活用事業 短縮コード 5153

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

主要施策 教育環境の充実と学校施設の利活用 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 指標の内容 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

目標値 7 目標値 7

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

学校林とは、学校の基本財産形成や児童・生徒への環境に関する教育体験活動を目的に学校（職員・児童生徒・
地域住民）が造林した森林であり、戦後の国土復興運動の一環として、林政・教育上において重要なものとして
推進されてきたもの。【※現在は、国有林、市有林として管理】
植林後５０年以上が経過し、木材として利用するため伐採（売払い）が行われてきている。
令和３年度は、田野中学校、穆佐小学校、生目小学校で学校林の売払収益があった。
売却で得た収入は、当時の契約書等により当該学校の施設整備等に充当することとされている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 12,491

事業目的 学校林の売払収益金を活用し、施設の整備等を行うことで、児童生徒の学習環境の改善を図る。

評価結果 採択

特記事項

学校林売払収益金を活用し、学校及び地域が希望す
る施設整備等を行う。

学校売払収益金を活用し、施設整備等を行う。 児童生徒の学習環境が改善されている。 児童生徒の学習環境が改善されている。

学校売払収益金を活用した事業を実
施する学校数（校）

施設整備等を実施した学校数
（校）

事
業
概
要

①高岡中学校　　　２７７，７２１円（H29収益金残額　　　　　２７７，７２１円）
　・ＬＥＤ照明更新工事
②七野小学校　１，０９８，１３０円（H30収益金残額　　　３，０２２，８９０円）
　・記念碑等移設工事、太鼓購入
③田野中学校　５，７１９，２１９円（H30・R3収益金残額　５，７１９，２１９円）
　・屋外時計設置工事、プールマット敷設工事、テント購入
③佐土原中学校　　３７２，７２０円（R1収益金残額　　　　　３７２，７２０円）
　・駐車場出入口整地工事
⑤穆佐小学校　３，０１０，７００円（R3収益金残額　　　４，５２５，４００円）
　・駐車場舗装工事
⑥生目小学校　１，１８８，０００円（R3収益金残額　　　２，２３５，２００円）
　・校旗購入
⑦青島中学校　　　　７３，６００円（R2収益金残額　　　　　　７３，６００円）
　・備品購入

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

・　2030年（令和12年）までに学校内の照明器具を全てＬＥＤに取り替える。
・　毎年度１０校を整備目標とする。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・　経済産業省は、「エネルギー基本計画(H22.6.18閣議決定)」において、2030年（令和12年）
　までに高効率次世代照明器具(LED照明器具等)に転換することを目標としている。
・　蛍光灯照明器具は2020年（令和2年）度までに生産終了している。
・　交換用蛍光管は流通しているが年々生産を縮小している。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 24,850

事業目的 　全小中学校７２校の照明器具をLEDに取替える。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 教育環境の充実と学校施設の利活用 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ なし

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 小中学校照明器具LED化事業 短縮コード 13560

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用

所管課 0750150000　教育委員会　学校施設課 事業期間 Ｒ５ Ｒ１２

事務事業名 小中学校照明器具LED化事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

　教室数が不足すると想定される期間に、プレハブ校舎を借り上げる。

【宮崎南小学校（新規）】
　・期間：令和5年度から令和15年度（10年1ヶ月間）
　・構造：プレハブ校舎　鉄骨造2階建て
　・規模：25.2ｍ×9ｍ×2階＝453.6㎡、2教室×2階＝4教室（廊下、トイレ含む）
【加納小学校（継続）】
　・期間：令和元年度から令和4年度（4年間）※リース継続中（予算措置済）
　　　　：令和 5年度から令和9年度（5年間）※リース期間延長
　・構造：プレハブ校舎　鉄骨造1階建て
　・規模：9ｍ×9ｍ×1階＝81㎡、1教室×1階＝1教室（廊下含む）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　国が法改正した小学校の35人学級に伴う普通教室の増加や、周辺地域の宅地開発による児童数の増加によっ
て、教室数が足りなくなる可能性が高い学校がある。通常、教室数が増加する場合は、多目的教室等の余裕教室
を普通教室に転用することで対応しているが、余裕教室の無い学校では転用の対応ができず教室が不足する恐れ
がある。
【宮崎南小】部屋数33：教室数(R4)33,(R5)34,(R6)33,(R7)34,(R8)34,(R9)33,(R10)32
【加納小　】部屋数33：教室数(R4)32,(R5)30,(R6)31,(R7)32,(R8)32,(R9)30,(R10)29

Ｒ５年度

総事業費（千円） 70,730

事業目的 　教室不足の解消を図り、教育環境を整える。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 教育環境の充実と学校施設の利活用 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ 3-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 小学校プレハブ教室借上事業 短縮コード 12141

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用

所管課 0750150000　教育委員会　学校施設課 事業期間 Ｒ５ Ｒ１４

事務事業名 小学校プレハブ教室借上事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

職場・職業体験（夢ワーク２１）実
施校

地域人材や産業界と連携・協働につ
いて積極的に取り組む学校の数

キャリア教育研究会の実施 将来の夢や目標をもって、職業や生
き方を考えている生徒の割合（みや
ざきの教育に関する調査）

事
業
概
要

【対象】市内全小中学校（72校）　　　　　　【手段】

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　本市におけるキャリア教育においては、平成14年度から実施している「夢ワーク21」（職場体験学習）のほ
か、キャリア教育推進モデル校を指定し、地域の特色や人材を生かした実践研究を行ってきた。また、令和2年
度からの新学習指導要領により、小学校段階から自己の将来とのつながりを見通したキャリア教育の充実を図る
ことが新たに追加された。そのため、一人一人のキャリア形成と自己実現を行う事業展開が必要であり、変化の
激しい時代であっても自ら未来を切り拓く力を身に付ける教育が求められている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,050

事業目的
地域資源を生かし、児童生徒の社会的、職業的自立に向けて必要な基盤となる能力や態度を育てるよう、各学校
におけるキャリア教育を推進する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 10 10 10 目標値 88.0 89.0 90.0

実績値 実績値

目標値 25 25 25 目標値 72 72 72

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

夢ワーク２１の実施及び探究的な学習の実施によ
り、未来を拓くキャリア教育を推進する。

・キャリア教育研究会の実践も踏まえ、市全体へ
効果的な発信となる研修会や発表会を実施する。

・生徒が自分と社会との関わりやこれからの生き
方について考えることで、働くことや学ぶことへ
の意欲の向上につながる。

・将来の夢や目標を持って職業や生き方を考える
ことができる。

主要施策 地域と学校との連携の推進 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 「未来を拓く」キャリア教育推進事業 短縮コード 13514

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0750200000　教育委員会　学校教育課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 「未来を拓く」キャリア教育推進事業 会計区分 一般

新規事業【キャリア教育の課題解決と充実】
①キャリア教育研究会～具体的な指導法や地域資源・関係機関等との連携について実
践研究を行う。会は年間10回程度。研究員の中から授業公開等を行う。

新規事業【取組の情報発信】
②キャリア教育探究発表会～市内各中学校生徒代表がキャリア・探究学習を発表する
場を設ける。

③20doとの連携～工業政策課との連携強化～
工業政策課と連携し、20doにて本市のキャリア教育における取り組みを若者及び企業

へ発信して、宮崎でのライフデザインの選択肢を広げる。
④キャリア教育の周知～研究会及び探究発表の成果として地域・企業に向けたリーフ
レットを作成し、本市の取り組みを紹介し、企業側の理解と協力を促進する。

既存事業【取組の継続】
①職場・職業体験学習「夢ワーク

21」～全中学２年生を対象とした
職場体験学習や職業講話を行う。
②キャリア教育推進研修会～各学校
のキャリア教育担当者を対象に、
大学等から講師を招聘し、講話・
演習等を行う。
③キャリアパスポートの配付～新小
１にパスポートファイル、全児童
生徒にクリアポケットを配付する。
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

講演会等の実施（回数） 小学校教頭の時間外勤務月平均時間
数（時間）　　R3　62時間35分

中学校教頭の時間外勤務月平均時間
数（時間）　　R3　66時間10分

事
業
概
要

【対象】
　小中学校の教頭
【手段】
　時間外縮減について、有識者による講演会やワークショップ（年６回程度）を行い、教育課程の工夫改善を図
る。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　社会の急激な変化が進む中で、子どもが自立的に生き、社会形成に参画するための資質・能力を育成するた
め、学校教育の改善・充実が求められている。本市の大きな課題は教頭の勤務時間超過であることから、課題を
改善するために意識改革や業務改善、人材育成が必要になる。
【Ｒ３時間外勤務月平均】
（小全体：29時間28分、中全体：39時間4分、小教頭：62時間35分、中教頭：66時間10分）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,968

事業目的 　学校の働き方改革の推進。教頭の勤務時間超過を年平均45時間以内に減らす。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 54 45 40

実績値 実績値

目標値 6 6 6 目標値 50 45 40

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

講習会や業務改善を行う。 講習会や業務改善を行う。 意識が変わり、業務内容も精選されることで「時
間的ゆとり」ができ、時間外勤務が減る。

子どもたちに対して効果的な教育活動が行われ、
教育の質が向上する。

主要施策 教職員の資質の向上 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 3-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 教職員働き方改革推進事業 短縮コード 13511

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0750200000　教育委員会　学校教育課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 教職員働き方改革推進事業 会計区分 一般

175



～

2

1

2

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

参加児童数 文化芸術に対する意欲の向上や
関心が高まった児童の割合

参加校数

事
業
概
要

【対象】
宮崎市内の小学6年生（宮大附属小を含む）
【手段】
会場と学校間の児童の移送に伴うバス代金を市が負担する。
・参加予定学校数48校
・参加者予定者数4,000名（引率者含む）
・バス台数　80台（大型60台・中型小型20台）
・委託料には現地の誘導員３名の経費を含む。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

生の舞台演劇から感動の機会を得て、子どもたちの豊かな心を醸成できるため、平成22年度から劇団四季の『こ
ころの劇場』を実施している。一昨年度からはコロナ禍で中止や動画配信を行った変遷もあるが、次年度以降は
再度劇場での公演を計画している。現在、文化施設でこのような体験学習機会が少ないことから、鑑賞の機会を
確保している。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 5,750

事業目的 将来を担う子ども達に、夢を与え、情操を育み、心豊かな人格の形成を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 48 48 48 目標値

実績値 実績値

目標値 3,900 3,900 3,900 目標値 90.0 90.0 90.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

小学6年生に優れた舞台芸術の鑑賞の機会を提供す
る。

多くの児童に劇場で優れた舞台芸術を鑑賞する機
会を与える。

豊かな心が醸成され、文化芸術に対する学習意欲
の向上や関心が高まる。

子どもたちが夢をもち、情操を育み、心豊かな人
格の形成を図ることができる。

主要施策 健やかな心身の育成 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 豊かな心をはぐくむ芸術鑑賞支援事業 短縮コード 10207

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0750200000　教育委員会　学校教育課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 豊かな心をはぐくむ芸術鑑賞支援事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

サテライト校の開室日数 教育支援教室通級生(中3)の満足
度(通級して良かった）

サテライト校の利用者数(延べ)

事
業
概
要

【対象】市内小中学生
【手段】
　教育支援教室（サテライト校）の新設
　　場　　所：宮崎市青少年プラザ
　　　　　　　大淀川学習館（里山の楽校）
　　開室時間：平日9：00～12：00（施設の休館日は除く）
　　実施内容：不登校児童生徒の自学自習への学習指導・支援
　　定　　員：各８名程度
○サテライト校
　拠点となる小戸教室の分室的役割とし、教室を常設せず、開校時間のみ教育支援教室として活用する。指導者
は小戸教室より派遣。
○設置の理由
　青少年プラザは市内中心部に位置し、貸館で音楽室や軽運動室、体育館を常設しているため、子どもの学習環
境に適しており、大淀川学習館においても、騒音が届きにくいため、落ち着いた環境で学習することができるほ
か、大淀川学習館を利用した校外活動等の体験型学習も取り入れることが可能となる。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　小中学校では不登校児童生徒に対し、家庭・地域・関係機関と連携し指導に取り組んでいるが、心因的な要因
から登校ができない状況もあり、学校以外の機関で、本人や保護者への教育相談や学校生活適応のための支援を
行う必要がある。教育支援教室においては、現在市内に6校開設しているが、教育支援教室を利用する児童生徒
の増加や教育支援教室から遠い児童生徒もいることから、教育支援教室の増設が喫緊の課題となっている。令和
2年度の不登校児童生徒数…635名

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,050

事業目的 　既存施設への通学距離の解消及び不登校児童生徒への教育機会の確保

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 20 20 20 20 目標値

80%

実績値 実績値

目標値 188 204 204 204 目標値 80% 80% 80%

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

教育支援教室（サテライト校）の新設 不登校児童生徒がサテライト校を利用する。 教育機会が確保され、社会的自立する力が身につ
く。

自分のキャリアを実現し、社会の一員として自立
した生活を送ることができる。

主要施策 健やかな心身の育成 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 3-1、3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 教育支援教室サテライト校新設事業 短縮コード 13512

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0750200000　教育委員会　学校教育課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 教育支援教室サテライト校新設事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

協議会の開催回数（回） 不登校児童生徒数（教育支援教
室の利用者を除く）（人）

学習指導員の配置数（人） 別室登校児童生徒数（人）

研修会の実施回数（回） 実施校の教職員の負担軽減（別
室対応者数(平均)）

事
業
概
要

①「不登校支援の在り方協議会」の設置
「不登校児童生徒への支援の在り方について」（文科省通知）に基づき、不登校児童生徒に対する現状と課題に
ついて、協議会でのご意見や助言等をいただくことで、個々の児童生徒に応じたきめ細やかな支援策等の検討の
参考とする。
【検討委員】学識経験者、学校関係者、相談専門員、民間施設職員等　７名程度
【スケジュール】年３回程度の実施
【予算】報償費（委員報酬）、消耗品費（委員会関係）

②校内教育支援教室への「校内教育支援指導員」の配置
教員免許を有する校内教育支援指導員（週１５時間）を配置することで、別室登校の児童生徒への受入体制の充
実を図るとともに、不登校支援等にかかる教職員の負担軽減を図る。また、学校での受入体制を検討し、馴染め
ない要因の解消に努めていく。年１回程度の研修会を実施する。
【配置数】小学校３校　中学校７校　計１０名（令和4年度に別室利用があり、不登校数が2桁以上を基準に決
定)
【業務内容】別室登校の児童生徒に対する学習支援や相談対応等
【予算】報酬（会計年度任用職員報酬）、旅費（通勤手当）、消耗品費（研修関係）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本市での不登校児童生徒について、学校や教育委員会で連携して対応しているが、不登校の原因も多様化・複雑
化しており、登校児童生徒数は年々増加している。また、学校に登校できても、教室に入室できない児童生徒も
おり、相談室や保健室、空き教室等での別室登校の対応も行っている。
すべての児童生徒が安心して学校生活を送ることができるように、その居場所の確保と校内体制の充実が急務で
あるが、校長等の管理職を含めて、教職員が授業以外で学習支援や不登校対応に従事することは、時間的に困難
な状況にある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 21,208

事業目的
不登校児童生徒の実態を把握、分析し、その支援策を検討する。また、校内における学習支援体制の充実を図る
とともに、不登校児童生徒を支援する教員の負担軽減につなげる。

実績値 実績値

目標値 1 1 1 目標値 2 1 0

実績値 実績値

目標値 10 15 15 目標値 180 175 170

実績値 実績値

目標値 3 3 3 目標値 600 600 600

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・不登校児童生徒の実態を把握、分析し、その支援
策立案の参考とするための協議会を設置
・別室登校の児童生徒への学習支援を充実させるた
めの指導員を配置

・「不登校支援の在り方協議会」の設置
・「校内教育支援指導員」の配置

・不登校児童生徒数の減少
・別室登校の児童生徒の教育機会の確保及び通常
学級への参加

児童生徒の有する能力を伸ばしつつ、社会におい
て自立的に生きる基礎等を養うことができる

主要施策 教育環境の充実と学校施設の利活用 公民連携 ×

根拠法令等 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律 戦略ＰＪ 3-1、3-1等

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 不登校児童生徒学習支援体制整備事業 短縮コード 13509

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0750200000　教育委員会　学校教育課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 不登校児童生徒学習支援体制整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

宮崎市部活動地域連携・移行協議会
開催（回数）

部活動地域連携・移行部活動数

宮崎市部活動地域連携・移行準備委
員会（回数）

事
業
概
要

１　協議会等の設置及び開催
   地域連携・移行に向け有識者による協議会を開催するほか、地域連携・移行の普及・促進のための説明会や
有識者を招いた意見交換会等の開催を行う事務局を設置する。
　①宮崎市部活動地域連携・移行協議会　　・・・　年２回　開催（Ｒ５～Ｒ７）
　②宮崎市部活動地域連携・移行準備委員会・・・　年６回　開催（Ｒ５～Ｒ７）
　③先進地視察
２　総括コーディネーター等の設置
　　①総括コーディネーター（会計年度任用職員週29時間）
　　　地域連携・移行に向け、関係者との連絡調整・指導助言等を行い事務局を総括する
　　②エリアコーディネーター（会計年度任用職員週15時間）の配置　※令和5年7月以降雇用
　　　地域連携・移行に向け、地域と学校との連絡調整・安全管理、指導者派遣管理等を実施
　　③アドバイザーの委託契約
　　　地域連携・移行に向け、他市の事例を基にコーディネーターへの助言等を行い、本市に最適な地域連携・
　　移行向けた環境をコンサルティングする。
３　外部指導員の配置※令和6年度以降予定
　　休日に地域部活動の指導を行う指導員を配置する。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　令和５年度以降の休日の部活動の段階的な地域連携・移行と地域スポーツ・文化環境の一体的な整備に向け、
スポーツ団体等や文化芸術団体等の整備充実、指導者の確保、参加費用負担への支援等を総合的に推進する必要
がある。また、地域の実情に応じたスポーツ・文化活動の最適化を図り、体験格差を解消する必要もあり、環境
整備が急務となっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 13,400

事業目的
　将来にわたり子どもたちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができる機会の確保。地域の持続可能で
多様なスポーツ・文化環境の活性化。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 4 4 4 目標値

250

実績値 実績値

目標値 2 2 2 目標値 25 50 100

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

コーディネーターを配置し、スポーツ団体等や文化
芸術団体等の整備充実、指導者の確保、参加費用負
担への支援等を総合的に推進するために協議会を実
施する。

コーディネーターが各学校や地域、スポーツ団体
等や文化芸術団体等と連絡調整し、地域連携・移
行準備委員会や協議会を開催し、スムーズな部活
動地域連携・移行を行う。

コーディネーターを中心に各学校や地域、スポー
ツ団体等や文化芸術団体等と協力し、休日の部活
動地域連携・移行が完全に行われる。

休日の部活動を完全に地域連携・移行し、持続可
能で多様なスポーツ・文化環境で活動を行うこと
ができ、かつ専門的な指導により競技力が向上す
る。

主要施策 地域と学校との連携の推進 公民連携 ○

根拠法令等 戦略ＰＪ 3-1、3-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 地域部活動環境整備事業 短縮コード 13510

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0750200000　教育委員会　学校教育課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 地域部活動環境整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

技術室・美術室・家庭科室に無線アクセスポイントを追加設置する。
　配線工事及び設置設定の業務を委託する。
　中学校　２５校×３箇所
　※令和２年度のＧＩＧＡスクール構想で整備した際には予算不足から対象外となっていた。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

令和２年度にＧＩＧＡスクール構想により小中学校に通信ネットワークを整備し、普通教室・少人数教室・特別
支援教室・理科室・音楽室・図書館・屋内運動場を対象に、無線アクセスポイントを設置した。
費用と優先度を考慮して、技術室、美術室、家庭科室は対象外としたが、学校現場からこれらの教室でもタブ
レットを活用したいという要望がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 39,500

事業目的
技術室・美術室・家庭科室において、学習支援アプリや学習者用デジタル教科書等を用いるタブレットの活用が
できるように無線アクセスポイントを整備し、学校ＩＣＴ教育環境の充実を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 教育環境の充実と学校施設の利活用 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1,3-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 中学校無線アクセスポイント追加設置事業 短縮コード 13519

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0750290000　教育委員会　教育情報研修センター 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 中学校無線アクセスポイント追加設置事業 会計区分 一般
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2

1

1

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

学校においてデジタル採点を活用し
た職員の人数

デジタル化により削減できた年
間採点時間（時間）

時間外勤務が減少したモデル校
の数

事
業
概
要

令和５年度は運用手順の確立と削減時間の効果を見るために、中学校２５校中５校をモデル校として検証する。ソフトウェアの１年
ライセンスを５校分購入する。ソフトウェアメーカーによるオンライン研修を運用前に実施する。
令和６年度以降は、モデル校の検証結果から事業の継続・拡充を判断する。

運用手順
１．学年全員のテストの解答用紙をスキャンし、データをクラウドに取り込む。
２．数字や記号の選択式問題は手書き文字の判別による自動採点、記述式問題は全員分を一覧表示し閲覧性を高めた上で採点。
３．設問別正誤、得点率、個人採点などの集計やグラフ化を自動で行う。

下記に示す数値は、教師一人が採点に要する時間が削減された場合の年間算出時間である。
生徒一人の採点に３分要し、デジタル化後は１分削減できたと想定した場合、モデル校教職員約100名で、1,070時間の削減が見込ま
れる。

　　　前　1枚あたりの採点平均時間3分×40人（1クラス）×4クラス×4回（年間テスト回数）＝1,920分（32.0時間）
　－）後　1枚あたりの採点平均時間2分×40人（1クラス）×4クラス×4回（年間テスト回数）＝1,280分（21.3時間）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　640分(10.7時間)
 　　　10.7時間×市内中学校モデル校教職員約100名＝1,070時間

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　学校現場におけるテスト採点は、事務業務の中でも時間のかかる業務である。例えば、中学校で４０名学級を４学級担当
していた場合、一人分の採点から点数集計までで３分程度の時間を要したとき、全ての採点を終えるのに８時間程度の時間
を必要としている。事務的業務において多くの時間を割く業務であり、時間外業務の原因にもなっている。教職員において
は、学校現場の現状として長時間の時間外勤務が問題となっている。令和４年６月に文部科学部会から出された「学校ＤＸ
推進ＰＴ　提言」においても、校務のＤＸは働き方改革の一丁目一番地とされており、学びのＤＸだけでなく、校務におい
てもＤＸを進めていく必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 3,060

事業目的 テスト採点と集計業務の効率化を図り、時間外勤務の改善につなげる。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値 5

実績値 実績値

目標値 80 目標値 856

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

テスト採点と集計業務をデジタル化する。 学校においてデジタル採点を活用した職員が増え
る。

採点業務にかかった時間が減り、時間外勤務の時
間が減少する。

働き方改革の一つとして、教員の過酷な労働環境
が改善される。

主要施策 学力向上の取組の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1,3-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 デジタル採点システムモデル校導入事業 短縮コード 13517

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ○

所管課 0750290000　教育委員会　教育情報研修センター 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 デジタル採点システムモデル校導入事業 会計区分 一般
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5

①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

対象：センター施設の大研修室空調設備の改修工事
手段：「個別施設計画」に基づいた改修工事の実施
予定：令和5年度～大研修室の空調設備改修工事
　　　令和6年度～大研修室以外の空調設備改修工事設計業務委託
　　　令和7年度～大研修室以外の空調設備改修工事

【令和５年度大研修室空調設備改修工事】
工期：令和5年6月～9月下旬
　　　部品納品～1カ月程度
　　　実際の工事～令和5年8月中旬～9月上旬（１～２週間程度の予定）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

当施設は、個別施設計画において目標耐用年数を80年とし、築20・40・60年経過を目途に改修・修繕工事を行う
計画（令和4～9年度まで）を立て、この計画に沿った改修工事（空調設備・電気設備・外壁等防水工事）を行う
必要がある。その中でも、大研修室の空調設備は、開設当初より20年使用（標準耐用年数10年）しており、設備
内のガス漏れ・室外機の不具合など故障が多く、研修実施時に支障があった事もあり、今後も支障をきたす恐れ
があり、早急の改修が求められる。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 10,350

事業目的
宮崎市公共施設等総合管理計画に基づき、施設の長寿命化のための改修を計画的に行い、持続的で最適な公共施
設の経営を行う。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 教育環境の充実と学校施設の利活用 公民連携 ×

根拠法令等 宮崎市公共施設等総合管理計画 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 教育情報研修センター空調設備更新事業 短縮コード 13515

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0750290000　教育委員会　教育情報研修センター 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 教育情報研修センター空調設備更新事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

リーダーＦＬＡＡ授業時数（年間） 小学校４年生への授業満足度調
査（４段階平均）

近隣校への学校訪問回数（５人合計
／年間）

事
業
概
要

①リーダーFLAAによる学校訪問及び全体研修会等の実施
　リーダーFLAAの近隣校訪問・直接的な指導助言の実施、FLAAの役割・効果的な指導に関する全体研修会の実施
　【５月】　　　　　　オリエンテーション・事前研修（全FLAA）
　【７・８月】　　　　リーダーFLAAによる中間研修（全FLAA）、ALT研修への参加（リーダーFLAA）
　【９月～冬季休業前】FLAAへの学校訪問後のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ、最終研修（全FLAA）
　【通年】　　　　　　リーダーFLAAによる近隣校の訪問、直接指導助言の実施
②ＦＬＡＡ雇用人数・勤務条件・報酬額
  ≪雇用人数≫(R4)24名⇒(R5)21名【5名(ﾘｰﾀﾞｰFLAA)、16名(現FLAA)】※勤務可能日・学級数の増減等で変更あり
  ≪勤務時数≫(R4)8,453時間(FLAA24名)⇒(R5)9,970時間【3,700時間(ﾘｰﾀﾞｰFLAA5名)、6,270時間(現FLAA16名)】
  ≪勤務形態≫ﾘｰﾀﾞｰFLAA：週20Ｈ以上週5日勤務（5Ｈ以内/1日、昼休み除く）
　　　　　　  現FLAA　 ：週15Ｈ以内週4日勤務（4Ｈ以内/1日、午前中)
  ≪雇用期間≫全FLAA　 ：5月1日～7月31日,夏季休業終了日～冬季休業開始前日,翌年1月4日～3月31日
　≪報酬≫　　ﾘｰﾀﾞｰFLAA：時給2,400円（月額192,000円）社保・雇保・通勤手当有
　      　　  現FLAA　 ：時給2,400円（平均月収72,928円【R3年度実績】)社保・雇保無、通勤手当有
  ≪採用ｽｹｼﾞｭｰﾙ≫①募集:R5年1月初旬～2月初旬②一次選考:2月初旬③一次選考結果通知:2月初旬
　　　　　　　　 ④二次選考:2月中旬⑤二次選考結果通知:3月初旬
　  　　　　　　 ※ﾘｰﾀﾞｰFLAAの二次選考は模擬授業も課す。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

本市では平成6年度から国際理解教育の一環として外国語活動アシスタント（ＦＬＡＡ）を独自に雇用し、児童が英語に触れる機会の充実を図ってい
る。令和4年度は、ＦＬＡＡ24名(R4年5月時点)を小学校1・2年に7時間／年、小学校3・4年に30時間／年 派遣している。ＦＬＡＡは、時給制(2,400
円)・午前勤務・週4日かつ15時間以内・年間450時間以内の勤務である。毎年2月に採用面接・5月より雇用しているが、応募者(令和4年度は28名)の減
少及び年2～3名の中途退職者が出ており、必要人数の確保が困難となっている状況がある。また、時給制・午前勤務という形態から十分な研修を実施
できておらず、学校訪問についてはＦＬＡＡ数及び兼務校等の関係上、毎年全員のＦＬＡＡを訪問することはできていない。令和4年度にＦＬＡＡに
実施した終日勤務の希望有無調査では12名が希望した。なお、大規模小学校においては、授業時数とＦＬＡＡ勤務希望曜日との関係から兼務（１校に
２名配置）が生じており、兼務校の担当教職員は調整に苦慮し負担となっている。（兼務校数：４校（Ｒ３）、３校（Ｒ４））

Ｒ５年度

総事業費（千円） 29,018

事業目的 週5日勤務のﾘｰﾀﾞｰFLAAとしての資質・能力を生かしながら、FLAA全体の指導力向上を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 100 120 140 目標値

実績値 実績値

目標値 2,600 2,600 2,600 目標値 3.0 3.1 3.2

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

ＦＬＡＡの一部をリーダーＦＬＡＡとする。
リーダーＦＬＡＡによる研修会及び近隣校訪問を実施
する。

リーダーＦＬＡＡ勤務時数を一人当たり740時間
程度とする。
年間３回の研修会実施及び近隣校訪問により、Ｆ
ＬＡＡの指導力向上を図る。

全体的にＦＬＡＡの指導力が向上し、充実した国
際理解及び外国語教育が実施される。

高学年におけるＡＬＴとの外国語教育に円滑に接
続され、グローバル社会においてワールドワイド
に活躍する人材が育つ。

主要施策 学力向上の取組の推進 公民連携 ×

根拠法令等 学習指導要領 戦略ＰＪ 3-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 外国語活動アシスタント活用推進事業 短縮コード 13556

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

所管課 0750290000　教育委員会　教育情報研修センター 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 外国語活動アシスタント活用推進事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

オンライン英会話年間実施回数 ＡＬＴに自分から話しかけようとす
る中学３年生の割合（％）

プレゼンテーションコンテスト参加
校数

中学３年における英検３級程度の英
語力を有する生徒の割合（％）

事
業
概
要

①【中学生オンライン英会話】
  内容：家庭と諸外国をオンラインでつなぎ、既習内容を中心に一対一での英会話等を実施。
　実施時期：夏季休業期間
　対象回数：300回(R5)  　※ 一人当たり最大２回実施可
　　　　　  600回(R6)  　※ 一人当たり最大２回実施可　　※一回あたり25分間実施
　　　　    1,000回(R7)  ※ 一人当たり最大２回実施可
　予算：委託費　（1回につき500円）※参加者費用：無料
　※海外在住外国人と実際に一対一で会話する経験は、学校の授業では実施困難であり、新型コロナウイルス感染症等の影響を受け
にくい形態で、生きた英語に触れることができるため、令和７年度以降も継続希望。

②【英語による「ふるさと」プレゼンテーションコンテスト】
　内容：総合的な学習の時間等を通して学習した地元（ふるさと）の良さや魅力を、外国人観光客や在住外国人が訪問したいと思う
ようなﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝにし英語で行う。発表後、内容について英語でやり取りを行う。
　対象者：全中学校２５校（１チーム：生徒５名以内）
　実施時期：夏季休業中
　審査員：ＡＬＴ、国際交流員、センター所長、国際交流協会関係者
　予算：報償費≪審査員謝礼、入賞メダル（入賞３校、最大１５名分）≫、消耗品費

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

令和３年度から全面実施された中学校の新学習指導要領では、発信型の領域【英語を話すこと・書くこと】の育成強化が明記され、本市においても喫
緊の課題となっている。本市では、令和元年９月より全２５中学校に外国語指導助手(ALT)を配置し、ALTとの授業時数を年間３５時間として、各学校
の教育課程内における英語教育の充実を図っている。教育課程外における英語を話すこと・書くことを育成する機会として、英語暗唱・弁論大会があ
るが、参加者は限られている。
そのため、令和４年度にEdtech補助事業にて「中学生オンライン英会話」を実施し、海外在住外国人とオンラインによる一対一の英会話を行う機会を
設けた。今後、教育課程外においても、中学生に対する英語による発信型の領域を育成する機会を提供するなどし、グローバル社会において活躍でき
る人材の育成が求められている。なお、令和5年度の全国学力学習状況調査（中学3年生対象）において、英語の「話すこと」調査がタブレットを活用
して実施される。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 1,140

事業目的
教育課程外において、学習指導要領に即した発信型の領域【英語を話すこと・書くこと】を育成する機会を提供
する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 25 25 25 目標値 51.0 52.0 53.0

実績値 実績値

目標値 300 600 1,000 目標値 60.0 62.0 64.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

中学生対象に、教育課程外の活動として外国人による
一対一のオンライン英会話や英語によるプレゼンテー
ションコンテストを実施する。

令和７年度は、年間1,000回の英会話実施を目指
す。
プレゼンテーションコンテストは、全校参加と
し、コロナ禍の場合、動画で実施する。

ＡＬＴとの授業に意欲的に参加し、英語を使って
即興でやり取りしたり、ＡＬＴに伝わるようねば
り強く話そうとしたりする生徒が増える。

義務教育以降も外国語学習への意欲が継続され、
グローバル社会において、地元を愛し、ワールド
ワイドに活躍出来る真のグローバル人材が育つ。

主要施策 学力向上の取組の推進 公民連携 ×

根拠法令等 学習指導要領 戦略ＰＪ 3-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 生徒の英語による対外発信力育成事業 短縮コード 13554

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ○

所管課 0750290000　教育委員会　教育情報研修センター 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 生徒の英語による対外発信力育成事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

見直しを行った研修の講座数 研修の満足度（％）
（満足・概ね満足）

教職員の意識調査（％）
（研修後の活用について）

教職員研修の１年間の受講数
（一人当たりの受講数）

事
業
概
要

１．令和に求められる教職員の人材育成のための調査研究
　時期：令和５・６年度
　対象：教職員、市教育委員会・県教育委員会・保護者・児童生徒等
　内容：調査をもとに令和に求められる教職員像を設定し、人材育成につながる研修を再構築する。
　　①教員育成のための外部委員を含めた検討委員会を立ち上げ、調査研究を行う。
    ②教職員・研修受講者に対して実施するアンケート、保護者へのアンケートに基づき、研修・研修内容の見直しに着手する。
　　③関係機関と連携し、研修の見直しを図る。（研修の重なりの解消、働き方改革推進、オンデマンドコンテンツの提供等）
　　④宮崎の教育的課題を捉えた研修、ＩＣＴ教育推進研修の充実を図る。

２．人的・物的環境の充実を図るための調査研究
　時期：令和５・６年度
　対象：教職員、市教育委員会・県教育委員会等
　内容：
　　①教職員育成指標に基づく研修履歴に関する考え方の整理、構築、連携強化を図り、新しい研修体制の構築を図る。
　　②教職員の資質能力の向上につなげる研修のあり方（集合型・オンライン型・オンデマンド型）について見直しを図る。
　　③研修記録のシステム等の活用、研修のあり方について調査研究を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

【背景】令和３年１月２６日中央審議会において「令和の日本型学校教育」に関する答申が出され、これからの教育の在り方について見直しが図られた。また、一人一台
端末導入による学習変化に伴い、求められるニーズも高まってきた。そのため、令和の日本型学校教育を支える教職員の人材育成が急務である。加えて、昨今の教育情勢
（進化する学校教育、児童生徒・保護者対応への難しさ、地域社会からのニーズ、教職員の質の担保、働き方改革等）の変化により、これまで以上に教職員の資質能力の
向上、並びに課題対応能力の育成が必要になってきている。
　更には、令和４年７月に改正教育職員免許法が施行され、教員免許更新制度廃止となった。これにより教員のライフステージに応じた資質能力の向上につなげていくた
めの管理体制の強化が求められている。
　これらの国が示している方針を踏まえ、本市においても研修体制の再構築を行う。
【課題】ライフステージに応じた教職員に求められる資質能力の育成、実践的指導力の向上が喫緊の課題となっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 848

事業目的 教職員の資質向上につながる環境の構築並びに宮崎市の教育を支える教職員の人材育成。

実績値 実績値

目標値 目標値 3 5 7

実績値 実績値

目標値 目標値 90.0 93.0 95.0

実績値 実績値

目標値 50 50 50 目標値 85.0 90.0 95.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

研修の見直し、研修システム構築、研修管理体制の整
備を行う。

・研修アンケート結果や時代を捉えたニーズに対
応すべく研修の内容・講座数の見直しを図る。
・研修管理体制の構築を図り、教職員のニーズに
対応した研修を提供する。

教職員の自主的・積極的な研修の受講につなが
り、自己の資質能力が向上する。また、研修管理
体制が実現することで、学校の組織的対応が可能
となり、機能的運営が実現する。

宮崎市の教育推進力の向上につながり、教育ビ
ジョンの実現に寄与できる人材育成となる。

主要施策 教職員の資質の向上 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 3-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 教職員人材育成事業 短縮コード 13516

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ○

所管課 0750290000　教育委員会　教育情報研修センター 事業期間 Ｒ５ Ｒ６

事務事業名 教職員人材育成事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

コーディングプログラミングを学習した時
間数（25学校の合計）

コーディングプログラミングを今後も
学習したいと感じた生徒の割合

成果物を発信した学校数
（参観日、学校行事、学校Webサイトなど）

プログラミングを通じて社会に貢献で
きると感じた児童生徒の割合

ロボットプログラミングを授業に取り入れ
た小学校数（出前授業を実施する学校数）
※3年間で47校を巡回する

事
業
概
要

■小学校には、ロボットを用いた学習を展開するために実際に動きを観察できるようなロボット教材を整備し、初年度はモデル２校
を中心に年間を通じて支援し、各学校には出前授業を通じて支援していく。研修やプログラミング教室を開催する中で普及に努め、
以後、全校展開につなげていく。
　プログラミングを学んだ児童の中から、ロボットコンテスト（WRO）の出場を目指す。

■中学校には、コーディングプログラミングによりWebサイトを作成するツール（オンライン型プログラミング教材）を中学校２５校
に導入し、生徒の学習環境を整備する。
　○自他の課題を解決するために取り組む総合的な学習の時間の中で、解決するためにまとめた成果を発表・発信する
　　ためのツールとして導入教材を活用する。学年ごとに発展的に学ぶプログラミングを活用しながら、スキルやレベ
　　ルを高めた成果物となるよう工夫していく。取り扱う課題、発信する成果も、学校→地域→社会へと広がりをもた
　　せていく。
（例）中１・・・技術及び総合的な学習の時間で、プログラミングの基礎を学び、導入教材を使って学校や地域を紹介
　　　　　　　　するためのWebページを作成し、校内、保護者、地域に発信することを目的として取り組んでいく。
　　　中２・・・双方向性のための構成要素を技術の時間で学び、学校や地域の課題を解決するための学びを双方向性
　　　　　　　　のやり取りを取り入れながら、総合的な学習の時間で取り組んでいく。学校内外の人から、作品評価
　　　　　　　　を受ける中で、指摘された評価を改善しながら、更によりよいものに仕上げていく。
　　　中３・・・中１・中２での学び、身に付けた情報活用能力を最大限に活用しながら、社会への発信を行ってい
　　　　　　　　く。宮崎市や市民への発信を念頭に、コンテスト等を実施しながら、市のHPへの掲載を目指す。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　 （　 令　 和　 ５　 年　 度　 分　 ）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　学習指導要領の中で、小・中・高等学校段階におけるプログラミング教育の充実を位置づけており、本市の小学校ではビジュアルプログラミングに
よるプログラミング思考を育む学習を、中学校では技術の授業においてネットワークを利用した双方向性のあるコンテンツや計測・制御のプログラミ
ングによって解決する学習に取り組んでいる。
  今後、小中学校段階で、プログラミングと社会のつながりが実感できる学習内容を展開していく必要があり、特に中学校段階では社会で実際に使わ
れているコーディングプログラミングを用いたツールが必要である。
　福岡市や熊本市、鹿児島市などでは、既にこのようなツールが導入されているが、本市では未導入である。
　　　◆ビジュアルプログラミング　：視覚的なブロック、部品などを用いたプログラミング
　　　◆コーディングプログラミング：プログラミング言語の文字入力を用いたプログラミング

Ｒ５年度

総事業費（千円） 13,400

事業目的
小中学校段階におけるプログラミング教育の充実を図る。また、総合的な学習の時間の中で、自他の課題を解決
するために学習したプログラミングを活用して、学校・地域・社会に発信していく。

実績値 実績値

目標値 7 20 20 目標値

実績値 実績値

目標値 25 25 25 目標値 65.0 70.0 75.0

実績値 実績値

目標値 75 100 125 目標値 65.0 70.0 75.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

小学校において、ロボットを用いた学習を展開する。
中学校において、技術の授業、総合的な学習の時間で
コーディングを伴うプログラミング学習を実践する。

小学校ではプログラミングを通じてロボットを動か
し、社会の中で使われていることを実感する。
中学校では生徒がコーディングプログラミングを学習
し、発信力を高める活動を実践する。

児童生徒がプログラミングと社会のつながりを実
感でき、授業以外の場においてもプログラミング
を活用した活動を実践することができる。

自他の課題を解決する中で、情報活用能力を高
め、得た知識や経験を個々の未来に反映し、物事
を前向きに取り組んでいく生徒の育成を目指す。

主要施策 学力向上の取組の推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ 1-1,3-2

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 小中学校プログラミング教育促進事業 短縮コード 13518

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ○

所管課 0750290000　教育委員会　教育情報研修センター 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 小中学校プログラミング教育促進事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

工事の円滑な実施 快適な環境の維持

事
業
概
要

　宮崎市きよたけ児童クラブ施設の空調機器の更新を行う。
　内容：空調設備工事
　参考情報●R-22冷媒を使用している空調機器であるため更新が必要。
　　　　　●平成12年に取り付けた空調であり、使用年数21年を経過している。
　　　　　●令和3年度に空調工事設計業務委託実施済み。

【きよたけ児童クラブの概要】
専用施設として指定管理者制度を導入している。
建築：H14.3　構造:鉄骨平屋造　延床面積：343.33㎡　定員：101名
指定管理期間：令和3年度～令和7年度(5年間)
指定管理者：シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社九州・沖縄支店

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

宮崎市きよたけ児童クラブ施設は平成4年3月に建設され、令和4年度30周年を迎えたが、設備機器の老朽化が進
んでいえる。
特に空調については、使用年数が21年を経過しており、環境への影響を及ぼす為、生産が既に中止されているR-
22冷媒を使用していることや、部品の生産がなされていないため、早期の改修が必要である。
また、児童クラブの利用環境を維持する為にも空調は不可欠な整備となる。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 9,750

事業目的 　利用者に対し、快適で安全な施設環境を提供する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

きよたけ児童クラブの空調を更新する。 きよたけ児童クラブ施設の環境改善する。 きよたけ児童クラブの環境が改善される。 利用者が、快適で安全な放課後施設環境を提供す
る。

主要施策 子どもの居場所の確保 公民連携

根拠法令等 児童福祉法第6条の3第2項,子ども・子育て支援法第59条の5 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 きよたけ児童クラブ施設環境整備事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用

所管課 0750300000　教育委員会　生涯学習課 事業期間 Ｒ５ R5

事務事業名 きよたけ児童クラブ施設環境整備事業 会計区分 一般
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1
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

定員数 待機児童数

事
業
概
要

　下記小学校の校内施設及び小学校区内の民間施設（校外）を活用し、児童クラブを整備する。
【整備箇所の状況】
　　　　＜校外＞
　      広瀬西小校区　 清武小校区　　 生目小校区　　 本郷小校区　　 瓜生野小校区
  面積　    60㎡程度　   60㎡程度　　   60㎡程度　　   60㎡程度　　　　 60㎡程度
　定員      20名程度　　 20名程度　　   20名程度　　   20名程度　　　　 20名程度
待機児童数　　   6名　　　　　4名　　　　　  3名　　　　　  3名　　　　　　  3名
（R4.5.1時点）

【整備の手段】
（校内）空調機設置、非常通報装置等の工事と備品購入等を市が直接行う。
（校外）民間事業者が施設を整備することとし、公募型プロポーザル等で選定された事業者に対し、
　　　　施設の整備費用の一部を補助する（補助額：予算額の範囲内）。

【待機児童数の推移】
H29：251名　H30：94名　R1:76名　R2：146名　R3：138名　R4：59名

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　児童クラブの令和４年５月１日時点の待機児童数は５９名となっており、今後も利用希望者の増加が見込まれ
る。そのため、待機児童数の多い小学校区に、早急に児童クラブ施設整備を行い、定員を拡充し、待機児童を削
減する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 26,315

事業目的 　待機児童数の多い小学校区において、児童クラブの定員拡充及び待機児童数の削減を図る。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 4,251 4,351 目標値 12

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

児童クラブを開設することで、児童の放課後の居場所
を確保するとともに、保護者のワークライフバランス
の支援を図る。

児童クラブの定員数の拡充 児童クラブ待機児童数が減少する。 ・児童の放課後の安全な居場所確保
・保護者のワークライフバランス充実

主要施策 子どもの居場所の確保 公民連携

根拠法令等 児童福祉法 戦略ＰＪ 3-1

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 児童クラブ施設整備事業 短縮コード

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」 ＤＸ活用

所管課 0750300000　教育委員会　生涯学習課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 児童クラブ施設整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

改修・設置工事の円滑な実施 施設の整備

事
業
概
要

　宮崎市立図書館お話コーナー防水改修工事と北側出入口付近集水桝設置工事を行う。
【内容】
　①宮崎市立図書館お話コーナーの防水改修工事
　　・水かけ試験の結果、建具のシーリング部分から漏水し、床へ染み出ている可能性が高いため、
      既存建具シーリングの改修工事を行う。
　②宮崎市立図書館北側出入口付近の集水桝設置工事
　　・北側出入口付近は排水溝がなく、降雨時にプール状態となっていたため、排水桝の新設と張
      りコンクリートを打設する工事を行う。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　宮崎市立図書館西側にあるお話コーナーの床は雨漏り等の影響により、一部腐食している。
　また、宮崎市立図書館北側出入口付近については、排水管がなく、台風・大雨時には１階作業室への浸水が見
られる。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,850

事業目的 　宮崎市立図書館の利用者が安全で安心して利用できるように施設を整備する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

宮崎市立図書館お話しコーナー防水改修工事と北側出
入口付近集水桝設置工事を行う。

宮崎市立図書館の施設を整備する。 宮崎市立図書館の施設が整備される。 利用者が安全で安心して利用できる施設として運
営することができる。

主要施策 生涯学習の機会の提供 公民連携

根拠法令等 無 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 市立図書館施設環境整備事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用

所管課 0750300000　教育委員会　生涯学習課 事業期間 Ｒ５ R5

事務事業名 市立図書館施設環境整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

施設の改修工事の数 利用者満足度伸び率（％）

施設の改修工事のための実施設計の
数

子どもの入館者数（4歳～中学
生）

事
業
概
要

＜事業内容＞
【工事】
　・屋上防水シートの更新・・・ 防水改修工事（R4実施設計）
　・外壁の更新・・・・・・・・ 外壁改修工事（R4実施設計）
　
【委託】
　・空気調和機器の更新・・・・ 実施設計業務委託費（R4基本設計）

＜施設概要＞
　・供用開始：昭和62年8月
　・主な施設：展示室、プラネタリウム
　・令和3年度利用者数：展示室入館者数70,204人、プラネタリウム入館者数31,562人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・屋上等からの雨漏りもあり、展示物やプラネタリウムの機器への影響も懸念されており、屋上防水シート及び
外壁の早急な改修が必要である。
・空気調和機器は設置から34年が経過しており、全体の改修が必要な状況である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 100,750

事業目的 子どもたちが安心して学習できる教育環境を提供する。

実績値 実績値

目標値 目標値

30,000

実績値 実績値

目標値 1 目標値 26,000 - 28,000

5.0

実績値 実績値

目標値 2 目標値 1.0 5.0 5.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

施設の改修工事を行う 施設の長寿命化が図られる 子どもたちが安心して学習できる教育環境を提供
できる

子どもたちの心身の健全な成長につながる

主要施策 健やかな心身の育成 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】宮崎科学技術館施設環境整備事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用

所管課 0750300000　教育委員会　生涯学習課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】宮崎科学技術館施設環境整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

施設の改修工事の数 利用者満足度伸び率（％）

施設の改修工事のための実施設計の
数

子どもの入館者数

事
業
概
要

＜事業内容＞
【工事】
　・放送設備等の更新・・・・・ 放送設備の更新工事（R4実施設計）
　
【委託】
　・電気設備機器の更新・・・・ 実施設計業務委託費
　・海水ろ過装置の更新・・・・ 実施設計業務委託費
　

＜施設概要＞
　・供用開始：平成7年3月28日
　・令和3年度利用者数：58,412人

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・大淀川学習館は開館から26年が経ち、経年劣化による設備の不具合や故障もある状況である。
・放送設備機器、電気設備機器は、配電盤などの電源管理箇所の経年劣化による故障が続いており、主分電盤を
含め電気系統の更新が必要であり、全体の更新が必要である。
・海水ろ過装置は設置後約20年が経過。経年劣化による不具合発生や故障が起こっている。部品の交換を行い延
命を図っているが、故障内容によっては飼育生体への影響が生じているため、更新が必要である。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 9,750

事業目的 子どもたちが安心して学習できる教育環境を提供する。

実績値 実績値

目標値 目標値

85,000

実績値 実績値

目標値 2 目標値 75,000 80,000 85,000

5.0

実績値 実績値

目標値 2 目標値 1.0 5.0 5.0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

施設の改修工事を行う 施設の長寿命化が図られる 子どもたちが安心して学習できる教育環境を提供
できる

子どもたちの心身の健全な成長につながる

主要施策 健やかな心身の育成 公民連携

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】大淀川学習館施設環境整備事業 短縮コード

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用

所管課 0750300000　教育委員会　生涯学習課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 【公共】大淀川学習館施設環境整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0750500000　教育委員会　保健給食課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 子どものメディアリテラシー育成事業 会計区分 一般

予算事業名 子どものメディアリテラシー育成事業 短縮コード 13648

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 地域に愛着や誇りを持つ「みやざきっ子の育成」 ＤＸ活用 ×

主要施策 健やかな心身の育成 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 72 72 72 目標値 7,000 7,000 7,000

実績値 実績値

目標値 目標値 70.0 73.0 75.0

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表

総合計画の
位置づけ

課題・背景

 文部科学省のGIGAスクール構想により、本市もＲ3年度には児童生徒1人1台のGIGAタブレットの配付が完了。コ
ロナ禍よるオンライン授業の増加、連絡ツールとしての活用など、学校生活においてもタブレットやスマホは必
要不可欠となった。一方、子ども達がタブレット、スマホ、ゲーム機等を長時間見ることによる心身への悪影
響、ネットいじめなどのトラブル増加も大きな社会問題となっている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 2,152

事業目的
 マスメディアやインターネット情報が氾濫する情報社会にあっても、子ども達が情報を鵜呑みにせず、正しい情報を見極める力、他人
と自分を大切に守るモラルを身につけるため、子どもの発達段階に応じたメディアリテラシーの育成を図る。

評価結果 採択

特記事項

子どもの発達段階に応じたメディアリテラシーに関
する講義を行う。

学校におけるネットいじめやトラブル等の実状に
応じ、講義テーマに合った有識者等を派遣する。

子ども達が早い時期からメディアリテラシーを学
ぶことで、正しい情報を見極める力、他人と自分
を大切にするモラルを身につける。

正しいメディアリテラシーを身につけることで、
心と体の健全育成ができ、健やかな学校生活を送
ることができる。

講師派遣校数（校） 講義への参加者数（人）

講義の理解度（％）

事
業
概
要

①対象者　：小中学校の児童生徒とその保護者及び教職員等

②事業内容：有識者等を学校に派遣し、児童生徒や保護者、教職員にメディアリテラシーを身につけるための講
      　　義を行う。

③講　師　：子どもとメディアみやざきに所属する医師、大学教授等の有識者（委託契約による派遣）

④教育内容：早い時期から子ども達がメディアリテラシーを身につけることを目的として、各学校と講師との協
　　　　　議により決定。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0750600000　教育委員会　文化財課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 【公共】歴史資料館改修事業（令和５年度～） 会計区分 一般

予算事業名 　歴史資料館改修事業 短縮コード 12745,12746,12747
13063

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」 ＤＸ活用 ×

主要施策 文化芸術の振興や市民スポーツの推進 公民連携 ×

根拠法令等 戦略ＰＪ

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　 表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　宮崎市歴史資料館のうち、生目の杜遊古館は開館から13年、その他の施設は約30年経過しており、各所に不具
合が生じている。
　なお、宮崎市歴史資料館は指定管理者が管理しているが、修繕等の責任はリスク分担にて金額により定めてお
り、安井息軒記念館は２０万円以上、その他の施設は５０万円以上の場合に、市が負担することとなっている。
　また旧二見家住宅は、県指定有形文化財として登録されており市が直営で管理している。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 120,003

事業目的
　歴史資料館等（生目の杜遊古館、安井息軒記念館、佐土原歴史資料館、旧みやざき歴史文化館、天ケ城歴史民
俗資料館、旧二見家住宅）の適切な施設管理及び安全確保を図る。

評価結果 採択

特記事項
事
業
概
要

１）生目の杜遊古館（平成21年4月開館）　※〈　〉内は、建物診断で「改修要」の判断のあった年度
　①ＬＥＤ照明更新：89,804千円〈R3〉　②電話交換機更新：1,000千円〈R3〉　③宿泊棟雨漏り：532千円
２）安井息軒記念館（平成14年9月きよたけ歴史館として開館）
　①空調機器更新：34,837千円〈R3〉　②館自動ドア改修工事：253千円
　③息軒廟改修設計及び工事：2,765千円（工事費は金額不明）〈R4〉
３）佐土原歴史資料館（平成5年6月開館）
　①鶴松館屋根改修：82,975千円〈R2〉　②鶴松館書院仮設空調設置工事：4,499千円〈R1〉
　③出土センター仮設空調設置工事：4,499千円〈R1〉
４）旧みやざき歴史文化館（平成4年7月開館）
　①高圧気中開閉器取替：1,091千円
　②鍛冶屋・厩改修：3,694千円
５）天ケ城歴史民俗資料館（平成5年11月開館）
　①仮設空調設置工事：4,499千円〈R1〉
６）旧二見家住宅（1855～1895年建築）
　①のり面補修：436千円
※事業期間は原則のとおり3年にしていますが、建物等の状況に応じ延長が想定されます。

活
動
指
標

成
果
指
標
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

　【対象】消防団車庫
・下水道接続工事（3箇所）
・消防団車庫補修工事
　【手段】
・老朽化している消防団拠点施設（団車庫）の解体及び新築工事
・下水道未接続の消防団車庫への接続工事
・老朽化に伴う軽微な修繕工事

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　昭和56年の建築基準法改正以前に建設された消防団車庫の脆弱化及び老朽化が懸念される。また、古い消防
団車庫は敷地内が狭く、車両出入時の誘導の際に軽微な誤操作で人身事故等につながる危険性があるととも
に、ホース等の資機材収納場所及び作業場所の確保が困難である等、立地状況に問題があるものがある。市全
体で136施設に上る消防団車庫があることから、今後、計画的に更新整備又は長寿命化を進める必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 13,800

事業目的 　災害時における地域の防災拠点としての機能を強化し、災害に強いまちづくりを目指す。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 地域防災の推進 公民連携

根拠法令等 消防組織法、下水道法 戦略ＰＪ -

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 【公共】消防団拠点施設整備事業 短縮コード 9086

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用

所管課 0950150000　消防局　総務課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 【公共】消防団拠点施設整備事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【対象施設及び更新内容】
　①南消防署　　LED照明改修工事　　 　（工事）　R４設計中　 建物診断：改修要
　②南消防署　　受変電設備更新工事    （設計）　　　 　　　 建物診断：改修要
　③局附属棟　　建物軒下改修工事 　   （工事） 　　　　　　 建物診断：改修要
　④北部出張所　重量シャッター更新工事（工事）　　　　　　　更新計画

【更新理由】
　①南消防署LED照明改修工事・・・平成2年建設から30年以上の経過による老朽化に加え、蛍光灯照明器具等
の製造終了、さらに車庫などの高所に設置されている蛍光灯の交換困難による不点灯などもあり、長寿命で消
費電力が少ないLEDに更新することにより、光熱費も節約できる。
　②南消防署受変電設備更新工事・・・南署の電力供給中枢であるが、法定点検によりほとんどの部品が更新
推奨時期を大幅に経過していることから更新が必要である。
　③局附属棟建物軒下改修工事・・・施設の老朽・腐食による雨漏りがあるため改修が必要である。
　④北部出張所シャッター更新工事・・・建設当時からの手動シャッターが設置されているが、老朽化に加
え、防犯及び出動時間の短縮化のため電動シャッターへの更新が必要である。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景
　消防庁舎の老朽化が進む中、庁舎の長寿命化に取り組んでいるところであるが、災害拠点としての機能を維
持するためには、計画的に施設及び設備の部分更新や防水工事等の処置を実施する必要がある。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 56,630

事業目的
　防災拠点である消防庁舎等の維持補修・改修等の機能回復工事を実施することにより、拠点機能の強化及び
消防活動の効率化を図り、災害に強いまちづくりを推進する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 消防・救急体制の充実 公民連携

根拠法令等 消防組織法 戦略ＰＪ -

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 消防施設保全事業 短縮コード 9719

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 災害に強く、暮らしを支える「生活基盤の充実」 ＤＸ活用

所管課 0950150000　消防局　総務課 事業期間 Ｒ５ Ｒ７

事務事業名 【公共】消防施設保全事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

事
業
概
要

【対象】
　消防施設のうち、消防局庁舎12施設を対象とする。
（東分署庁舎、東分署訓練棟、宮崎東諸県広域防災センター、北部出張所、西部出張所、住吉救急出張所、南
消防署庁舎、南消防署訓練棟、南消防署訓練研修施設、中部出張所、南部出張所、青島出張所）
　※消防局・北消防署庁舎については、霧島五丁目消防局管理地への移転予定であるため対象施設から
　除外する。
【手段】
　「宮崎市消防施設長寿命化計画」で示された年次計画に基づき、施設を適正に維持管理していく。
【周期】
　※建替え・・・・・建設から80年
　※大規模改修・・・建設から40年
　※予防保全改修・・建設から20年、60年
【大規模改修・予防保全改修内容】
　※外壁・屋根（屋上防水）・内装・電気設備・給排水設備・ガス設備・空調設備
　※外構（アスファルト舗装・敷地境界ブロックの劣化部補修、塀の塗り替え）

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　公共施設の多くが老朽化による更新時期を迎えるなか、消防庁舎も築30年以上を経過している庁舎が多く存
在しており、老朽化する施設の更新問題が課題となっている。
　消防施設の具体的な対応方針を定めるため、本市で策定した宮崎市公共施設等総合管理計画に基づいて、令
和2年度に宮崎市消防施設長寿命化計画を策定した。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 88,250

事業目的
　消防施設を長寿命化計画の目標使用年数まで安全に使用できるために、長期的な視点をもって維持管理を実
施する。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

主要施策 消防・救急体制の充実 公民連携

根拠法令等 宮崎市公共施設等総合管理計画 戦略ＰＪ -

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 消防施設長寿命化改修事業 短縮コード 13084

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 災害に強く、暮らしを支える「生活基盤の充実」 ＤＸ活用

所管課 0950150000　消防局　総務課 事業期間 Ｒ４ Ｒ１２

事務事業名 【公共】消防施設長寿命化改修事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

防火衣等の配備率（％）
（目標数：各部６着（個））

火災防御活動時における公務災
害件数

各分団で防火衣着装訓練を実施
（回）

事
業
概
要

１　内容
（１）高性能防火衣等を配備し、消防団員の安全確保と災害対応力の強化を図る。
（２）装備の充実を図ることにより、消防団員の士気向上を図る。
（３）高性能防火衣等の配備について、市ホームページやＳＮＳ等を活用して広く市民に広報し、消防団のイメージアップ
を図る。また、消防出初式等の団行事においても、積極的に活用する。
２　配備数
　宮崎市が保有する消防団車両（一部車両除く。）137台に搭乗する団員（137台×５名＝685名）及び階級が部長の団員
（137名）に相当する数（822着（個））を配備する。
　なお、消防団の装備の基準（昭和六十三年消防庁告示第三号）第四条の規定により、消防団は消防団車両に搭乗する隊員
数（５名又は４名）、部長以上の階級にある消防団員数の防火衣一式を配備することとしている。
３　財源確保策
（１）補助事業　消防団設備整備補助金（消防団救助能力向上資機材緊急整備事業）を活用（国費）
（２）補 助 率　１／３（地方負担分２／３に特別交付税措置（措置率0.8）を講じる）
（３）補助概要　防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策（期間：令和３～７年度の５年間）の事業
（４）参考情報　令和４年２月３日付けで交付要綱が一部改正され、補助対象設備に「高性能防火衣」及び「防火帽」が追
加された。

活
動
指
標

成
果
指
標

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

　消防団員は、火災発生時における初期消火をはじめとして、火災の延焼防止、残火処理、消防警戒区域の監
視等の任務を担っている。また、火災現場において先着隊となる可能性があり、その任務は人命救助から常備
消防の活動補助と多岐に渡る。現在消防団員に配備している防火衣は、防炎や耐熱性等の性能が低く、火災直
近下での活動では安全性が十分に担保されていない。
【消防団員数】2,309名（令和４年４月１日現在。音楽隊、女性分団及び機能別消防団員を除く。）

Ｒ５年度

総事業費（千円） 58,750

事業目的
　消防団員に高性能防火衣等を配備することにより、団員の安全確保と災害対応力の強化を図り、住民が安全
で安心して暮らせるまちづくりに寄与することを目的とする。

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 28 目標値

実績値 実績値

目標値 100.0 目標値 0

４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

・各部に高性能防火衣等を配備
・各分団で防火衣着装訓練を実施

・高性能防火衣等の配備率(各部６着(個))
・分団単位で防火衣着装訓練（目標値14分団×
年間２回）を実施する。

・火災防御活動時における公務災害件数の減少 ・消防団員の安全確保に繋がる。
・消防団員の災害対応力の強化に繋がる。
・地域防災力が充実、強化される。

主要施策 地域防災の推進 公民連携 ×

根拠法令等 消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律 戦略ＰＪ 1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】

評価結果 採択

特記事項

予算事業名 消防団火災防御活動安全対策事業 短縮コード 04039

基本目標 良好な地域社会が形成されている都市（まち） 事業区分 ソフト

重点項目 多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」 ＤＸ活用 ×

所管課 0950150000　消防局　総務課 事業期間 Ｒ５ Ｒ５

事務事業名 消防団火災防御活動安全対策事業 会計区分 一般
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①事業概要

③評価（戦略推進会議）

②課題解決までのステップ（ロジックモデル）

所管課 0950600000　消防局　指令課 事業期間 Ｒ５ Ｒ８

事務事業名 【公共】消防指令システム等整備事業 会計区分 一般

予算事業名 【公共】消防指令システム等整備事業 短縮コード 13479

基本目標 良好な生活機能が確保されている都市（まち） 事業区分 ハード

重点項目 災害に強く、暮らしを支える「生活基盤の充実」 ＤＸ活用

主要施策 消防・救急体制の充実 公民連携

根拠法令等 消防組織法 戦略ＰＪ 1-3

１ 活動内容（何をするのか） ２ 目指すべき活動実績【活動指標】 ３ ２の結果、対象はどうなるのか【成果指標】 ４ 事業が目指す最終的な成果

指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 指標の内容 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

目標値 目標値

実績値 実績値

令 　和　 ４　 年　 度　 新　 規　 事　 業　 評　 価　表　（　令　和　５　年　度　分　）

総合計画の
位置づけ

課題・背景

・消防指令業務は消防活動の初動体制として、119番通報の受信から出動指令、災害情報等の収集と整理、出
動部隊への支援情報の提供など、迅速かつ的確な対応が求められている。
・消防指令システムは、火災等の災害発生や急病等の救急要請など、宮崎市消防局管内の119番通報を受付、
消防隊等へ指令を伝達する基幹システムである。
・市民の安全安心のため、本システムは24時間365日稼動が求められることから、機能確保と最新の目標物・
施設情報等を更新して効率的な部隊運用を図っている。

Ｒ５年度

総事業費（千円） 16,523

事業目的 　新消防庁舎へ消防指令システム等を整備することにより、適切かつ安定的な運用を図る。

評価結果 採択

特記事項
事
業
概
要

【概要】
　令和8年度供用開始する新消防庁舎に消防指令システム等を整備する。

【事業スケジュール（予定）】
　・令和5年度 ：調達支援（実施設計）
　・令和6年度 ：調達支援（実施設計）、評価・契約支援
　・令和7年度 ：システム等整備、構築監理
　・令和8年度 ：システム等整備、構築監理
　・令和8年9月：運用開始（現システム⇒新システム切換）

活
動
指
標

成
果
指
標
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